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とりまとめた ものであります。



は じめに

情報化社会 と呼ばれる今 日においては、人間社会をとりまくすべての状況に情報化が関

与す るといっても過言ではない。わけても情報化の影響の直接性の高い分野では、情報技

術の革新やその高度利用に見合 った情報化環境であることが望まれる。 しか し、現況にお

いては環境の整備は常に後追いである。

コンピュータ技術の革新は、産業革命に匹敵す るともいわれる程に目覚ましい進展をみ

せてきた。一方、それら技術を開発 し、便益を享受 しようとする人間や社会の側の受け入

れ基盤は万全とはいえない状況にある。技術革新のスピー ドとその高度化 ・複雑化は人間

に使いこなすための努力を強いており、社会システムは情報化による環境変化に即応でき

ないでいる。それは、これまでの情報化が、技術主導で産業 ・経済分野を中心に進展 して

きたからであり、 これか らの情報化は、人間と社会のニーズ主導で情報技術をいかに活用

するかという方向からの取 り組み も併せて充実させていく必要がある。技術がプッシュし

て開かれる世界は多 くあるが、人間社会の本質的なニーズや全体バランスの視点を欠いて

技術的可能性を追求することが結果としての最善をもたらすとは限 らない。情報化の推進

において も、技術的な可能性の追求と併せてそれが人間社会のどういうニーズにっながっ

ているか、どういう結果をもたらすかを見極めていかねばならない。

以上のような観点か ら、本調査研究では、人間や社会と直接に、また間接的に影響 し合

う情報化の環境を検証 し、人間と社会 と情報化の関係がどのような実態にあり、どのよう

な問題を抱えているか、相互に調和 した発展のための解決課題 は何かということを3ヵ 年

にわたり検討 してきた。初年度にあたる平成2年 度 は社会の視点を中心に、平成3年 度は

人間に焦点をあてて情報化 とのかかわりを研究 した。そ して本年度は、人間社会の情報化

環境を分析 し、その課題を体系的に整理するとともに、技術的 ・社会的 ・人的な対応策を

考察 した。 さらに、各分野からの情報化への取 り組み課題を事例集にまとめた。本報告書

は、最終年度 としてこれまでの調査研究の成果をまとめたものである。

最後に、本調査研究に当たって、ご指導 ご協力いただいた委員はじめ関係各位に感謝の

意を表する次第であります。

平成5年3月

財団法人 日本情報処理開発協会
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調査研究の概要

1背 景

高度情報化社会と呼ぶにふさわ しい社会 とは、必要条件として情報産業が経済の中心(

GDPに 占めるシェアが最大)と なり、十分条件として社会的不確実性が減少あるいは増

加 しなくなること(情 報化によって社会秩序が維持され乱れることがない)と とらえるな

らば、前者は着実にその方向で進んでいる(各 産業にとって情報産業が多層的なインフラ

としての性格を強めていることも含めて)と いってよい。 しか し、後者については考え方

そのもの もこれまで十分に議論されてはこなかったといえるのではないだろうか。

一方、情報化が著 しく社会性を帯びてきた今 日、これまでの技術主導型の情報化の推進

に対 して、情報化で社会がどうなるか、情報化社会のなかで人間がどうなっていくかに大

方の関心が向かい始めた。情報化を推進する媒体 として代表的な存在であるコンピュータ

やニューメディアに関する技術的観点か らの追究や情報化による経済的効果の予測などの

研究に比べて、利用する 「人間」の問題やその人間で構成される 「社会」を中心テーマと

した情報化の検討は、少な くとも体系的、継続的にはなされてこなかった。 これまでは、

どんな装置や仕組みで、どんなことがで きるのかということに多 くの関心が向けられてき

たが、 これか らは、人間にとって何が大切で何が したいか、真に必要なのは何かといった

人間にとってどうかという視点を重視 した情報化社会を改めて考える段階にきている。

人間の活動を支援する道具として各種情報機器が開発され、システム化、ネットワーク

化が進展することによって人間社会にもたらされた便益は計 りしれない。特に産業分野に

おいては、生産効率、経営戦略のうえか らも、その機能的 ・経済的効果は尽大であり、今

日、経済社会のメカニズムの根幹を成すに至っている。 しか し、そうしたプラス面の一方

にマイナス効果 も存在する。それは技術進歩や供給の迅速さに、受け皿としての社会的基

盤の整備や人間の対応が追いつかないというギャップに起因するところが大きい。技術進

歩と人間心理 とのギ ャップが現代病を生み出してもいる。また、潜在的な要素として人間

の人格形成や社会的行動にひずみを生 じる危険性 も指摘 されている。

情報化の進展が人間や社会に及ぼすメ リットは、表裏一体として存在するデメリットを

凌駕 してあまりあるものにちがいない。 しか し現在、メリット(光)に 一層の磨きをかけ

ることよりもむ しろデメリット(影)を 闇にっなげることな く積極的に解消 し、ひいては

光にも転化 しうるような方策を講ずることが、より以上に必要 とされているのではないだ

一1一



ろうか。なぜならば、今後、情報化が 日常生活に融け込み、社会に安定 して根付いてい く

ためには、人間が健全に楽 しく生 きられ ることを前提とした情報化基盤を整備することが

最大の課題とされるからである。

2目 的

情報化は、 ビジネスユースからパーソナルユース、ホームユースへ、そ して社会システ

ムの基幹へと進展 しはじめた。エ レク トロニクス ・情報技術は、他分野の技術にも比類な

いほどの急激な技術革新を見せ、これまで産業分野を中心に活用 されてきた。産業分野に

おけるエ レク トロニ クス ・情報技術の発展に比べて、社会に向けた技術の発展はその遅れ

が目立っていたが、近年の科学技術の目標とすべ き視点は、地球環境や人間社会全般に向

けられ、その相互インパク トが注目されるようになってきた。その背景には、近代工業社

会が 目指 してきた価値基準を揺るがすような自然環境や社会構造の変化がある。地球環境

は工業化を推進す る過程で加速度的に悪化 し、ハイテク化による社会環境の変化は、人間

の健康障害や精神の阻喪に影響す るのではないかとの懸念 も生まれている。

情報化の浸透と範囲の拡大は、清濁あわせた影響力の増大を伴っている。かねてより、

情報化のマイナス面は多 く指摘 されてきたが、そのインパ ク トの及ぶ範囲と深度は人為の

及ばないところまで先行 して しまう可能性もでてきた。

情報化の 「影」の部分 としての社会的課題は、①社会的機能の脆弱性、②プライバ シー

保護への対応、③機器間の相互接続性の欠如、④情報化格差の発生(経 済力 ・処理能力に

よる個人間や企業間の格差、インフラやニーズによる地域間の格差)、 ⑤権益をめ ぐる紛

争(知 的財産権など)、 ⑥ひずみ(テ クノス トレス、人間能力の退化、情報操作、テクノ

モ ラルの欠如 など)、 ⑦ 情報の氾濫、⑧既存法制度 との ミスマ ッチ ングな どが挙 げ られ る。

これ らの課題については、 これまで も各所でさまざまな検討がなされており、技術的、法

制度的な対応 による解決策に期待 されるところも多い。

しかしなが ら、人間や社会のモラルにその多 くを負 っていること、社会の構造や力関係

・能力によっていること、人間内部のメンタルな部分によること、情報その ものの性質や

手段の多様化、時代性によっていることなど、人間や社会に直接かかわる問題にっいては、

抜本的な解決策を求めることは容易ではない。これらが深刻な社会問題 としてクローズア

ップされる前に、人間とその集団としての社会か ら情報化にかかわる不安要因を少 しでも

取 り除いておかねばならない。そのためには、まず、情報化との接点で生起する人間の行
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動や社会(集 団)心 理を分析 し、ひずみの原因を把握 ・整理 して、あるべき姿に軌道修正

を施す ことが肝要である。

そ して、今や次の時代を語るキーワー ドともなった 「生活」そのものにとって情報化が

どのような意味をもっのかを考える必要がある。個々人が自己の責任と良識のもとに、ラ

イフスタイルにそった情報化を積極的にマネジメントしていく姿勢が、これからの情報化

社会を決定付ける大きな要因となるか らである。同様に、万人に共通 して必要な普遍的価

値をもっ もので、一個人、一企業、市場原理ではな し得ない社会資本としての情報化基盤

の整備を図る必要がある。例えば、国家的規模での社会 ・公共 システム(交 通、医療、福

祉、危機管理、環境保全など)の 情報ネッ トワーク化などである。これ らの過程を経て、

はじめて名実 ともに情報化社会が構築 されると言えよう。

以上の観点から、本調査研究では、人間とその集団としての社会にとって望ましい情報

化環境を整備す ることを目的に、実態としての情報化の 「影」と人間社会のあるべき姿 と

のズレを指摘 し、情報化にかかわる総合的なアセスメント機能の確立に向けた課題の整理

を行 うこととした。

3実 施経緯

本調査研究は、平成2年 度か ら平成4年 度までの3ヵ 年にわたって実施 した。前2ヵ 年

においては、人間社会を とりまく情報化環境を広い視野から検証することを主眼とし、最

終年度として本調査は、情報化環境の現況を踏まえた課題の体系的整理を行った。併せて、

9分 野か らの情報化への取 り組みを事例集にまとめて紹介 した。

年度別の成果 は以下に示す とおりである。

〈平成2年 度〉

初年度 にあた る平成2年 度 にお いては、上記の 目的に沿 って、社会 と情報化 とのかかわ

りを中心 に調査研究を実施 し、その成果 を以下の とお りとりまとめた。

1部 「情報 と情報化」 は序論 に相当す る。本論 に進む前提 と して、今 日、常用 されて い

る 「情報 」、 「情報化」、 「情報化社 会」 とい った言葉 とその意味 ・背景 にっ いて、歴史

的変遷を振 り返 ってみ る ところか ら、 これまでの歩みを明 らかに してお こうとす る もので

ある。

1部1章 「情報 とその役割」で は、情報 その もの に焦点をあてて、その概念 のルーツを
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遡 り、現在知 りうる範囲での情報を巡る科学や思想の歴史(情 報科学としての情報の歴史)

を辿 って、 コンピュータ情報処理や情報通信、経済財 としての情報などの今日的な情報の

位置付けを明 らかにした。

1部2章 「情報化と社会」では、日本で情報化や情報化社会論が着想された背景、その

政策課題としての歴史、発展段階に伴 う情報化の概念の変遷、情報化社会の見方 と将来動

向などをまとめた。

五部 「人間社会をとりまく情報化環境」は、情報化の進展が人間社会に与えるさまざま

な影響を可能な限り広い視野か らとりあげて分析 し、より望ま しい情報化の環境を整備す

るための課題を整理 しようとするものである。

皿部1章 「環境 と情報化」では、情報化の流れと社会背景の関連について、①社会構造

や人間の価値観などの環境その ものの変化、②これまでの情報化の流れと産業、社会、生

活 との相互インパ ク ト、③情報化の進展により人間、社会、文化などに現れてきた変化の

局面の概要をまとめた。

ll部2章 「社会の情報化環境」では、①国際問題、②国内問題、③産業と生活の情報化

の三つの切り口から情報化の現況 と役割を検証 した。国際問題としては、近年の激動する

世界情勢にみ られる情報化の影響、情報とメディアと権力の問題、地域紛争や南北問題、

軍縮や安全保障などの難問を抱えっっ新たな国際秩序を構築するにあたって情報化に期待

される役割、地球環境問題への科学技術による対処などをとりあげた。国内問題 としては、

政治、経済、ライフスタイル等、多元的なグローバル化が進展する中で、日本的システム

の見直 しが迫 られている折から、社会基盤としての経済情勢、今後の社会環境に大 きく影

響する人口と労働問題、社会 システムの情報化を基本課題にとりあげて分析を試みた。産

業と生活の情報化は、情報化の進展状況を産業分野 と家庭 ・社会生活の分野に大別 して見

た もので、情報化社会の全体的バ ランスを{府敵するために整理 したものである。

〈平成3年 度〉

平成3年 度においては、前年度が主に社会に視点をおいたのに対 して、人間を中心に考

察 し、併せて情報化のインパク トのマイナス現象をクローズアップして課題を整理 した。

1部 「人間と情報化環境」は、情報化が個としての人間に及ぼす影響を多面的にとらえ、

情報化社会に生 きる人間に求められる課題を考察 した。

1部1章 「ライフスタイルと情報化」では、社会の変化 と情報化の進展が人々の意識や
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ライ フスタイルの変化に及 ぼ した影響分析を試 みた。

1部2章 「情報化の意識 とメデ ィア」は、人 々の情報化社会 に対す るイ メージの変化 と

情報メデ ィアの浸透 との関連を、主 に若者世代や ビジネスマ ンに特化す る形で考えてみた。

1部3章 「人間 とハ イテ ク」 は本部の主眼で もあ り、最 も多 くの紙数を割いた。今 日の

人類社会 は科学技術文明 に支 え られ、情報化 は、情報技術の進歩 を中核 としている。人 間

も情報化 も技術 とのかかわ りは深 く、人 間 と情報化 とのかかわ りにおける技術の位置付 け

は尚更 に重要 である。そ こで まず 、情報技術 を含む よ り上位 の概念で ある科学技術か ら掘

り起 こし、人 と道具 としての機械 との関係変化、 コ ンピュー タの出現 とヒューマ ンイ ンタ

フェース、人間を模 した究極のハ イテ クともいえるロボ ッ ト技 術のゆ くえな ど、技術か ら

の人 間への歩み寄 りの歴史 を追 った。 さ らに、その技術 を活用す る人間の側か らの対応課

題 として、人間能力の弱点 と自己啓発の必要性を指 摘す るとと もに、普遍的かっ今 日的な

緊急課題 であるハ イテ クの追求 と全体バ ラ ンスを考 慮 した人 間 との共存にっ いて言及 した。

1部4章 「ヒューマ ンウェア」は、言葉 その もの も概念 と して も一般化 された もので は

'な
いが、そのタイ トルに情報化社会 に生 きる人間の個の ウェアの確立 を提唱す る意 図を込

めて いる。情報化社会 におけ る技術課題 も社会課題 もすべて人 間次第であ る。に もかかわ

らず、生体機能 と しての人間の成長 は技術進歩の ス ピー ドな どとは比較 にな らず、む しろ

代替機能の発達 による退化の心配 さえあ る。ただ、他 に比類な く優れたその知性 をもって

自然界 に人類社会の文明を築 いて きたので あ り、知 の退行 は自滅 につながる危険があ る。

そ う した危機感 も含めて、完全無欠 とはいえない人間機能 の弱点 を前提 と して、ハ イテ ク

化 や情報化に対応す る人間の資質の向上 を図 ることが何 に も増 して喫緊の課題であ ること

を訴え た。

1部5章 「コ ミュニケー ション」 は、4章 が個 と して の人間を対象 と したのに対 して、

他者 との関係の中で社会性 を伴 って生 きて いる人 間に視点 をあてて、情報化 とのかかわ り

を探 った ものであ る。情報通信 メデ ィアは人間関係 に変化 を もた らす。かって電話が人 々

のライフスタイルを変えて きたよ うに、 いま、パ ソコン通信 をは じめとす るコンピュータ

コ ミュニケー シ ョンは、人 と人 とのかかわ りや人 と社会 のかかわ りに変化を もた らそ うと

してい る。 コンピュータコ ミュニケー シ ョンの発達 は人間の生活 のあ らゆる分野 一 仕事

・家庭 ・地域活動の形態を変 え、社会構造 や人 間の意識構造 を も変革 して い くに違いない。

この よ うな情報 化による人間関係の変化の兆 しの中に、社会の変化 と課題が見えて くる。

パ ーソナ ルな情報化 の広が りは、個→小集団→ グループの多重化→ コ ミュニテ ィ→ ソサエ
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ティへと規模が拡大するにっれて社会性を増 して くる。 こうして情報ネットワーク社会が

進展するにつれて、既存の枠組みでは対応で きないさまざまな問題が生まれて くる。そこ

では、全体の秩序や調和を保っためのルールが必要であり、相反する個の自由の確保 も無

視することな く新たな社会制度を確立 していかねばな らない。

五部 「情報化社会の光と影」は、人間社会 と情報化とのかかわりを検証する作業を通 じ

て浮かび上 ってきた情報化のインパ ク トの二律背反する側面をまとめたものである。二分

法的に白黒をっけようとするものではないが、両刃の剣であるだけに、その影響力の拡大

方向を見極めてお く必要がある。情報化のプラスインパ ク トについては、産業経済面での

効率の向上や社会生活面での利便性の向上など、その効果は検挙にいとまがないが、本調

査研究の主眼は情報化の課題を追究することにあり、 ここではマイナスインパク トを中心

にとりあげている。

皿部1章 「情報化のインパク ト」は、情報化の影の部分 として、①かねてより指摘され

てきた問題点、②いま、まさに社会的な課題として顕在化 しっっある問題、③今後、問題

となりうる潜在的なマイナス要素を体系的に整理 し、コンパ ク トにまとめたものである。'

]1部2章 「情報の氾濫」は、かねてより指摘されている問題点である。情報量は増大の

一途を辿 り、情報を伝達するメディアが多彩になって、人間の管理能力が追いつかなくな

ってきた。一方で、画一的な情報が多 く、情報の質はそれほど向上 しているとは思われな

い。有用な情報に乏 しければ情報化の意義 も薄 くなる。発信側は情報内容の多彩さと質の

向上 に努め、受信側は選択の眼を養 う必要がある。

ll部3章 「メディアの功罪」では、情報通信メディアが人間社会に及ぼすインパ ク トを

検証 した。3.1は 、近年社会問題化 した事件や事象の中で、情報通信 メディアの存在が大

きく影響 していることをとりあげて、メディアの役割と功罪の一片を見定めてみた。いま、

まさに社会的な課題として顕在化 した問題であり、その対象は、最 も普及 しているテ レビ

と電話が中心になった。メディアそのものに罪はな くとも、その存在 に社会性がある限り

は使われ方次第で害を呼ぶのであり、人間にも社会にもメディアにも負うべき責任と課題

があると言えよう。3.2は 、新 しいメディア機器であるパ ソコンとワープロをとりあげて、

主に個としての人間に与える影響分析を試みた。まだ、あまり問題視されていない分野で

はあるが、今後、社会への浸透度が増すにっれて、信頼性、安全性、プライバ シー、知的

財産権などの面で新たな課題が出て くる可能性がある。
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〈平成4年 度〉

最終年度 として本年度は、これまでに実施 した人間や社会をとりまく情報化環境の検証

作業を通 して浮かび上が ってきた課題の体系的整理を行い、講ずべき対策の一端を考察 し

た。また、より具体的に分野を絞 って情報化の現況 と課題を探るところから、その分野に

個別に存在する問題点や分野を問わず共通す る課題を見い出 し、情報化の進展方向を見定

めるために、9件 の事例による情報化環境問題事例集をまとめた。

これ ら成果をとりまとめたのが本書である。

4本 書の構成

本書 は、1部 「情報化環境の現況と課題」、 皿部 「情報化環境問題事例集」の2部 で構

成されている。

1部 「情報化環境の現況と課題」は、前2年 にわたる調査研究の成果を踏まえて、情報

化環境の現況における課題を整理 し、その対策 として求められる技術的、社会的、人的な

取 り組みについて考察 したものである。

1部1章 「情報化の環境」は、本調査研究でいう情報化環境 とは何かについて、その輪

郭を描 き、以降の章への前提とした ものである。まず、人間社会を取り巻 く環境とは何か

というところから始めて、環境を、自然環境、人間 ・生活環境、社会環境、人工 ・情報環

境の四つに分類整理 した。そ して、それぞれの環境を構成する要素の中から、現在、最 も

関心が高いと思われる課題をとりあげてみた。次に、今日の人間社会における情報化とい

う環境の意味と位置付けにっいて考えてみた。環境を構成する要素としては古 くか ら物質

とエネルギーが考え られてきたが、特にオイルショック以降クローズアップされて きたの

が情報であり、今日、情報化という環境が人間社会の枢要な部分を占めるに至っている。

その情報化の環境と課題要因を人間の行動領域に照 らして分類整理することで、情報化の

社会への浸透度を検証 してみた。

1部2章 「社会の情報化環境」は、初年度の研究成果を踏まえたものである。その中で

も、社会のイ ンフラとしての情報化の役割に焦点をあてて、最近の新 しい動向をとらえて

みた。アメリカの新政権が政策 目標として掲げる情報イ ンフラ整備とわが国で着手されよ

うとしている新社会資本整備にみる情報化の基盤整備問題を対比 してみた。 こうした動 き

は、これまでの産業中心の情報化から社会全体の情報化への流れをっ くるもので、本格的

な情報化社会の到来を促す ものであろう。情報技術面か らも社会の情報化を促す新 しいツ

ー7一



一ルの開発が進んでいる。近年の情報装置はいずれもパーソナル、インテ リジェンス、 ビ

ジュアル、インタラクティブ、ポータビリティ、モビリティを志向してお り、個人の行動

に密着 したものとなってきた。 これ ら装置は単体 としてのみ機能するものではな く、家庭

や街角の要所要所に情報拠点が施設され、ネ ットワークが網羅されてこそ、より効果を発

揮するものである。そのためにも社会の情報化基盤の整備が推進されねばな らない。社会

や人々の意識の変化を反映 して、情報サービスも個々人のニーズを満たす方向に向かい始

めた。人それぞれで異なる感性を重視 し、製品 もサー ビスもカスタマイズ化 して個々人の

オ リジナ リティを生かせる仕組みになってきた。 これには情報技術が大きく貢献 している。

1部3章 「人間と情報化環境」は、昨年度の研究成果を踏まえて、情報化が人間にどう

いうインパク トを与えているか、情報化社会という新 しい環境の中で生きてい くために人

間に求め られるものは何かという視点からまとめたものである。まず、技術革新による環

境変化と人間の変化 との相互インパク トを人間と機械との歴史的な関係性においてとらえ

てみた。そして、人間と技術の調和を目指す うえからは、技術の側か らの人間への歩み寄

りを一層促進することは必然 として、人間にも、 自らの能力をわきまえっっその能力向上

を図る必要があることを説いた。 ヒューマ ンウェアの酒養である。 さらに、近 い将来に出

現 して くるであろう情報ネットワークで結ばれた人間関係が綾なす新 しいコミュニティ(

仮想の情報空間上に形成される新 しい形態の社会)に おいては、ソーシャルウェアが重要

になる。 ヒューマンウェアもソーシャルウェアも社会的なコンセンサスを得たものではな

いが、情報化社会の環境基盤整備の一環として検討されることを望んで、その概念や位置

付けとともに必要性を提唱 したものである。

1部4章 「情報化社会の光と影」も、昨年度の研究成果を踏襲するものである。2章 の

社会の情報化 と3章 の人間と情報化で検証 してきた情報化環境の現況に基づ き、その影響

評価を行 うところから今後の情報化への取 り組みの一助とすることを狙いとしている。特

にマイナス ・インパ ク トを中心に、潜在的な要素 も含あて情報化に伴う社会的な課題を一

覧にまとめてみた。数ある課題の中でも対応が著 しく遅れていると思われる分野 に絞って

とりあげたのが情報の氾濫と選択眼の問題、並びに情報通信メディアの使われ方、使い方

の問題である。ここでとりあげた課題は、情報や技術の性質と使い手の質が決定要因とな

る点で共通 していると言えよう。

1部5章 「課題 と対策」は、本調査研究の締め くくりとして、情報化の課題とその解決

を目指 した取 り組みの一端を考察 したものである。まず、今 日の情報化の環境を見る基本
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的な視点 として、日本社会が これまでに積み上げてきた社会 コンセプ トそのものの分析を

試みた。日本社会が抱える課題の背景であり、情報化の前提である。次に、情報化社会が

抱える課題を情報化社会を構成す る要素である社会基盤、教育(人)基 盤、技術基盤の面

か らとらえてみた。広範に及ぶ課題の中から最 も基本的な1テ ーマをとりあげるに止めた

が、技術基盤は社会技術と産業技術 とに分けて考えてみた。そして、情報化社会を支える

情報技術が抱える課題に言及する。ここでは、人間社会との調和を目指す情報技術のアプ

ローチ(研 究課題)を 整理す るとともに、より現実的な動向を例題 として、情報技術の社

会と人間に対する働きかけの観点から問題点や可能性を探 ってみた。以上の社会基盤と技

術基盤か らの情報化の課題の分析に加えて、情報化の影響を受けるさまざまな分野におけ

る情報化への取 り組み課題と新たに顕在化 してきた課題を9テ ーマとりあげてみた。最後

に、情報化社会の基盤整備や課題の解消に向けた取 り組みとして、10の分野別の社会的、

技術的対応課題を整理 し、一覧とした。 これを踏まえて、対策のポイン トを社会的対応、

技術的対応、人的対応の面からまとめて列挙 した。さらに一つの提案どして、科学技術の

成長 とそれに対す る人間社会からの抑制のバランスについてシナ リオを描いてみた。

1部6章 「情報化は文化になるか」は、エピローグである。人間社会は情報化をテコに

どのような文化を築 く方向に向かうのであろうか。文化としての情報化は、パソコンの普

及にその萌芽が見 られるが、文明としての情報技術 と文化を志向す る情報化 との関係をど

うとらえるか。それを、文化 ・文明論に置き換えて考えてみた。そ して今日、顕著になっ

てきた人間と技術(機 械)の 関係変化の局面に、文化に近づ く技術進化のプロセスを見 る。

情報技術の文化的可能性への追求が、情報化を文化にするのである。

fi部 「情報化環境問題事例集」は、それぞれに独立 した9章 から成っている。そこに共

通 して流れるテーマは、情報化により人間や社会の環境がどう変わってい くかという方向

性の探究であり、各分野における情報化の現況を踏まえたうえでの課題の提示である。

各章の執筆 は研究会の各委員にお願いした。それぞれに、自身の携わる業務や関心分野

か ら上記テーマに沿った論述が展開されており、章 ごとに完結する個別の事例となってい

るが、相互に関連するところも多い。 したがって、各章の配列は、以下のとおり内容的な

関連性を勘案 した ものとしているが、大別すれば、一つは産業別、業務分野別の情報化の

進展状況と今後の取 り組み課題に関するものであり、 もう一つは、情報化を推進するツー

ルか ら、就労、地域生活、個人の日常生活の変化や社会的インパ クトに言及 したものと言

えよう。常 日頃か らの問題意識や実務経験に裏打ちされた示唆に豊んだ指摘が多 く、分野
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を問わず多 くの方の参考に資すべき事例集 となった。
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情報化への取 り組み
と課題

(働き方 と生き方)

(地域生活)

近未来 のパ ー ソナル情報機器(個 人生活)

トレーニングツールと してのマルチメディア(人 材育成)

情報化社会 の検証 と展望(反 省 と新構想)

業務の情報化と方向性

⊥
ツールか ら見た情報化 と

そのイ ンパ ク ト

ニト アメリカの動向を例題として
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1情 報化環境の現況と課題

-
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情 報 化 の 環 境

社 会 の 情 報 化 環 境

人 間 と情 報 化 環 境

情 報 化 社 会 の 光 と影

課 題 と対 策

情 報 化 は文 化 に な るか





1情 報 化 の 環 境

情報がモノやエネルギー以上の社会的資源 としてとらえられる社会が実現 していく過程

を 「情報化」といい、我々の生活を取 り巻 く膨大な量の情報の総体を中心とした周辺状況

を 「情報環境」というならば、そ こに、情報化社会の実現に大きな役割を果たすコンピュ

ータをはじめとする情報通信機器、メディアや技術を加えた、情報化にかかわる環境の総

体を 「情報化環境」と呼んで もよいのではないだろうか。

本調査研究は、そうした観点か ら、人間社会を取り巻 く情報化環境の現況を検証するこ

とによって今後の解決課題や可能性を洗い出し、情報化社会の姿を見つめ直す手がかりを

得ようとするものである。

そこでまず、 ここでいう情報化環境 とは何かにっいて、本章でその輪郭を描いておきた

い。

1.1人 間を取 り巻 く環境

およそ環境を構成するもののほとん どは、人間のたあの道具 ・手段であるはずのもので

あった。そうした考え方か らすれば、自然物であれ人工物であれ、宇宙に存在する一切の

森羅万象が、さらにはその存在が不確かであったり不可視な ものまで含めて人間を取 り巻

く環境の一つととらえられた。

人間を中心軸として、その周辺を人間とのかかわりで眺める視点か らすれば、人間にと

ってそれが どういう位置付けにありどういう意味をもっか、またいかに役立っか害をもた

らすかといったことが価値評価の基準となることは至極当然のことと受けとめられる。中

心軸を人間か ら社会に置き換えたとして も、それは同様である。

しか し、中心軸に人間や社会以外のものを据えて考えてみたらどうなるであろうか。例

えば地球である。地球にとって人間社会がどれだけ害をもたらす存在かは明 らかであるが、

地球からの意志表示や主張はない。少な くとも人間が見つけるほかに人間に伝わる仕組み

は見つかっていない。その他の自然や植物に して も同様である。わずかに人類に近い動物

だけが抵抗する術を備えているといえよう。人為の及ばない(と 思 っている)自 然現象、

例えば人間社会の側からすれば太刀打ちできない天災 も、逆の見方をすれば、人間社会か

らの幾多の挑戦を受け止めているといえるのか もしれない。

それでは、人間社会は、その周辺の主張をもたない諸々に対 して何を して もよいのかと
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いえば、それが有 限で あ る限 り、わが身 に帰す る問題 とな って ツケが戻 って くるのが相場

のよ うであ る。 そ う した現象が一斉 に噴出 したのが、今 日的状 況 と しての人間社会 の環境

だ と言え るので はないだろ うか。

1.2環 境としての情報化

環境とは、あるものを取 り巻 く、まわ りの状況であり、ある主体 と何 らかの関係を持ち、

影響を与えるものとして見た外界と解釈される。また、自然環境や人工環境、職場環境や

教育環境などと言 うように、環境という言葉を付すことによって特定の世界を表現できる

言葉である。そ して通常、環境という言葉で示される周辺状況の中心となる主体は人間で

あり、人間を取 り巻 く環境 という視点か ら吟味される。

それでは、人間を取 り巻 く環境がどうなっているかというと、刻々と変化 したり、一気

に変動 したりとその形態はさまざまであるが、常 に一定 していない。その変化は、進歩で

あったり、循環であった り、退行であった りする。そ して、環境の変化を促す原動力は、

人間が創造 した科学技術や文明の利器によって もた らされることが多い。科学技術の進歩

と社会の発展が密接不可分であることは歴史が証明 している。近代史において、社会を変

え、人間の環境を変えた文明の利器は機械であり、機械をツールとする生産 システムであ

った。現代において社会を変え人間の環境を変えるのは情報であり、情報を扱 うコンピュ

ータや通信技術の進歩とこれらを生かす社会 システムであろう
。その意味で人間社会の環

境として、今日、最 も注目されるのは情報化の環境だといえよう。

これまでのツケの回収 も含めて、 これか らの人間社会の基盤 となるのは、情報化によっ

て創造される新 しい環境ではないだろうか。情報化をツールとして新 しい環境をデザイン

していくのが今日的課題であり、その際、留意すべきは、人間社会を取 り巻 くすべての環

境の最適バランスを考えること、それが、ひいては人間に快適な環境をもた らす ものだと

いえるのではないだろうか。

1.3環 境の分類 と分野別課題

以上の考え方に立てば、現代社会あるいは次代を担 う情報化が抱える課題は、人間社会

の環境の一端 として形成 される分野としての情報化の範囲にとどまらず、人間社会を取り

巻 くすべての環境が抱えている問題点を包含するものとなる。情報化が こうした役割を担

うに足るものかどうかという疑念や過剰な期待に対する警戒はあろうが、志を高 く持つこ
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とで実行成果を少 しで も引き上げられるな らば、それも許 されよう。

それぞれの環境において情報化がかかわる課題を整理するに当たっては、人間社会を取

り巻 く環境がどういう要素か ら構成されているかを把握するのが先決である。そこで、さ

まざまな環境を大分類 して、その分野別の問題点 とそれに対 してなされている対策の一例

を図表1-1に 整理 した。

(1)自 然環境

自然環境や地球環境は天から授か った環境である。自然環境の中では植物も動物 もそれ

ぞれの種が互いに影響を与えながら生態系を形成 している。人間は自然の中か ら利用でき

る限りの要素を取 り出して生存の糧 とし、産業社会を形成 してきた。その結果、自然環境

が崩壊 し、汚染が進行 してい く中で、これまでの還元主義的考え方に問題点があることが

理解されるようになった。人間を、ある地域内の動植物群やそれを支配 している気象 ・土

壌 ・地形などの環境の総体としての生態系(ecosystem)の 一要素として位置付け、人間の

利害にとらわれることな く生態系全体を守ろうというエコロジー運動が起こってきたの も、

その現れである。大規模工業地帯開発や都市計画などの開発行為を行 う場合、自然環境に

どのような影響を与えるかを事前調査 し、影響を評価する環境アセスメントにっいては、

国の法案としては決定に至らないものの、地方自治体においては、川崎市(77年 から)、

北海道(79年 か ら)、 東京都(81年)、 神奈川県(81年)な どが独自のアセスメント条例

を施行するなど、全国の26の 自治体が制度化 している。 これ も人為による環境破壊を最小

限に くい止めるための方策の一つである。

新 しい産業は しばしば新 しい公害を もた らしてきたが、元来、消費エネルギーが少なく

クリー ン産業 といわれてきたハイテク産業 もその例外ではないとする事例が現出してきた。

IC製 造工程で多量 に使用 される有機塩素系溶剤(強 い発がん性物質である トリクロロエ

チレンなど)の 漏出による周辺の土壌や地下水の汚染は、アメリカのシリコンバ レーを始

め、日本で も兵庫県太子町や千葉県市原市などで深刻な問題 となった。ハイテク公害の実

態はよくわかっていないのが現状であるが、情報技術の抱える課題として上記の環境アセ

スメントによる取 り組みを急がねばならない。

自然環境の破壊現象は世界の各地域で見 られ る。産業社会の営為による大規模な汚染行

為(産 業廃棄物など)や 自然破壊行為(森 林伐採など)に よるものばかりではない。日常

の社会生活の全体の在 り方が問われる都市型 ・生活型の環境問題(ゴ ミ処理、使い捨て文
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図表1-1環 境 とその課題

環 境 要 素 課 題 対 策 の 一 例

自然 動物 ・植物 ・生物 自然破壊 自然 ・環境保全対策(ナ ショナル ・トラス ト制度)

天 生態系 エ コロジー運動、環境アセスメン ト条例(26の 自治体が制度化)

地球 気象(宇 宙)・ 土壌 ・地形 温暖化、酸性雨

大気 ・水 ・鉱物 大気汚染、水質汚濁、公害の拡散 排ガス規制 「自動車窒素酸化物削減特別措置法(92年5月 可決)」 、低公害車
エネルギー資源 資源の酒渇、廃棄物問題 (電気自動車など)の 開発 ・実用化

クリーンエネルギーの確保(太 陽熱や自然現象、植物などを利用 した再生可能

然 なエネルギー)、 新 しいエネルギー供給施設(ス ーバ+ト ポガ、燃料電池)

地震災害発生時の シミュレー ション

人間 人 口、健康 人口飽和、食糧飢謹、食品公害 食糧確保のための新 しい農業 ・漁業の開発(食 料資源としてのバイオ科学農業)

人 生命 突然死、過労死、テ クノス トレス 心身ウェルネスの促進(自 己啓発、生涯教育、レジャー)、 健康診断 ・管理機器 ・サービス

○○症候群、脳死、臓器移植、遺伝子 生命倫理を巡る議論、遺伝子情報のコンピュータ解析による治療法の発見

組み換え

生活 衣食住、労働 都市化、通勤地獄 生活時間の開発(家 事支援型機器 ・サー ビス、宅配、無店舗販売)、 ナ ビゲー
ションシステムの導入

間 立地 一極集中 生活大国5ヵ 年計画(時 短、住宅取得、社会資本 ・整備の目安)、 情報拠点の
多極化

組織 家庭、都市、国家 少子化、晩婚 ・非婚 ・離婚の増加 職場環境の整備(時 短、長期休暇、快適性)

社 コ ミュニティ(生 活共 同体、 過密と過疎、民族紛争、宗教上の対立 地域内でのエネルギー ・リサイ クルシステム

オ フ ィ ス ・キ ャ ンパ ス) 情報 コ ミュニティの構築 教育 ・学習機会の開発支援(生 涯学習プログラム等)

血縁 ・地縁 ・知縁 ・会社縁

社会 産業、地域社会、政治、経済 創造性を発揮できる研究環境の整備 社会資本の整備(道 路、上 ・下水道、住居、公共施設、情報通信基盤)
教育、福祉、医療、 規制の見直 しと市場拡大 教育の徹底(価 値観、社会福祉、環境保全保護、情報倫理)、 福祉の促進

交通、文化財 ラッシュの緩和、文化財保護 交通システムの情報化、文化 ・芸術支援

会 国際関係、世界 国際秩序の構築、国際協力の在り方、 世界経済の自由化、国際制度の調和 ・透明化、技術協力、人材派遣、環境と調
摩擦の解消 和 した経済発展への自助努力への支援

人工 住空間、 ビジネス空間 生活空間の質の向上、分散オフィスの 人間(感 覚)を 大切 にす る技術、快適なオフィス環境の創造(リラクゼーションルーム、香り)

人 レジャー空間、景観 就労問題、スペース確保 環境を重視した技術(環 境保全、再生可能技術)、 騒音規制、景観条例

都 市 空 間(イ ンテリジェント・ビル 等) 体験型 レジャーの普及(ア ウ トドア、大 自然 ウオッチ ング)

人間優先の交通システム

情報 情報が創造する新 しい環境 物理的空間、時間の隔たりによる弊害 遠隔地間情報通信による協調作業支援システム

情報文化 の除去

工 環境デザイン 情報弱者に視点をおいた技術開発
芸 術(コ ンピュータアート、 ミュージック)



化など)や 地球温暖化などの一地域のみの対応では効果の上がらないグローバルな課題 も

山積み している。

こうした中で、地球環境問題を巡 る対応策の国際的合意づ くりが進め られ、地球サ ミッ

ト(92年6月)の 成果 として、 「環境 と開発に関するリオ宣言」や21世紀に向けた人類の

行動計画である 「アジェンダ21」などの原則声明が出された。 ここで日本政府は、今後の

5年 間で1兆 円の環境ODAを 拠出することを表明 したが、これはODA費 を倍増するこ

とに当たり、環境税の導入が論議を呼びそうである。また、これか らは、ODAと いう枠

組みのみではや っていけない問題 も多 く出て くるであろう。資金面を含め、技術的ノウハ

ウや知的支援などもっと広い意味での国際協力を考えてい く必要がある。地球環境問題は

日本が貢献で きる大 きな分野である。国内的には、環境政策の基本的方向を定める環境保

全基本法の制定に向けて環境庁を中心に準備作業が進められているが、 これを機に、環境

に対する考え方の国民的なコンセンサスの形成を図っていくべきであろう。そして、具体

的な実行ルールづ くりの段階で、環境保全に対する科学技術や情報技術の有効な活用法が

盛 り込まれることを期待 したい。

いま、情報技術か らの取り組みとして、自然破壊や環境汚染状況の計測、シミュレーシ

ョン技術による可視化、進展予測などの環境 システムの開発が進められている。また、大

量消費社会のシステムが 自然環境に与える影響を認識 したライフスタイルや社会システム

の見直 しも始まっている。

(2)人 間 ・生活環境

天か ら授か った環境の上で、人間は生活を営んでいる。そこには人間の生命や健康とい

った個々の しか も根元的な問題から世界人口といった人類全体の問題まで含む人間環境が

あり、衣食住や労働といった人間の基本的な生活環境がある。

近年の政策 ビジョンや市場調査に見 られる傾向からは、 「人間中心」、 「生活重視」、

「社会資本の整備」が3大 キーワー ドとして指摘 される。時代環境は、モノやカネだけで

は得 られない心の満足を希求させ、ゆとりと豊かさのある生活の実現を目指 して、科学技

術 も、人にやさしく、感性に訴え、快適環境をもた らす方向へと歩を進めている。

戦後12回 目の経済計画として閣議決定された 「生活大国5ヵ 年計画」(1992年6月30日)

は、そのネーミングに意図的に表現されているとおり、国家の長期的な経済計画の基本方

針として生活重視への転換を前面に打ち出 した ものである。経済成長の成果配分として生
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活の向上があるとする従来の考え方ではない。○○の結果 として経済成長がどうなるかを

計測するのが経済計画ではないかという考え方に立つもので、経済成長に対する考え方の

転換を示 したものである。 この中で、次の3点 に代表されるとお り、生活大国を目指 した

具体的な数値 目標を掲げている。

①労働時間短縮目標

現在の年間2000時 間超か ら5年 間で200時 間減少 して1800時 間にする。このために

は、週休2日 、有給休暇15日 の完全消化、残業を現行の150時 間か ら半減、週40時 間

が目安となる。

②大都市圏での住宅取得の目安

年収の5倍 で住宅の取得を可能 とす る。東京駅か ら20～40㎞圏域(1～1.5時 間)

で駅か ら徒歩10分 程度、年収800万 ×5年=4,000万 程度での購入が目安。現在は年収

の7～8倍 は必要 となっているが、土地代が10%低 下すれば上記で可能との試算によ

る。

③社会資本整備指標(27)の 提示

社会資本の整備目標を、 これまでの事業者側の視点に立つ ものから利用者側に立つ

ものとした。27指 標の示 し方にその工夫が見 られる。例えば、道路か鉄道で県庁所在

地に1時 間で行けるように しようとか、高速道路のインターチェンジに何分で行ける

かといった利用者にとってどうかという視点か らの整備 目標の提示である。

また、公共事業費30数兆円のうち、半分は地方単独の事業であり、指標づ くりにあ

たっては、 これか ら地方がどう動 くかということに着 目している。

以上の目標設定に見 られる基本的姿勢は、産業基盤と生活基盤を分けて議論するよりも、

生活のためと考えれば、当然、産業基盤分野 も入 って くるとするところにあると見受けら

れる。

提供者から利用者へ、生産者から生活者への視点の転換 は最近の顕著な傾向である。一

般的に、個人の活動領域は、①職場(労 働)や 学校(教 育)、 ②家庭(生 活)、 ③地域(

社会)か ら成 るが、その比重は①の職場や学校に大 きく偏っており、②の家庭生活や③の

地域活動(地 域 コミュニティとのかかわりやボランティアなど)に っいては軽視 されてき

たことは否めない。三つの活動領域への時間的バ ランスを考慮 して、家庭や地域活動にか

かわる生活時間をもう少 し増やすようシフ トすべきだということに、個人 も産業社会 も気

づき始あたか らだと言えよう。
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今後、仕事以外 の生活 に投入す る時 間が増加す るにつれて、行動様式や ライフスタイル

も変化 して くるであろ う。 その 際、地球環境問題等 も考慮 した新 しい生活様式"簡 素で ゆ

たかなライフスタイル"を 創 出す るの も一案 と言え るのではないだ ろうか。r清 貧の思想』

がベス トセ ラーにな った背景 には人 々の価値観 の変化があ る。

(3)社 会環境

人間は集まって集団を成 し組織や社会をつ くる。家庭 も都市 も国家も人間の集団であり、

そこに個人の環境とは異なる組織(社 会)と しての環境が生まれる。社会が社会として機

能する要素には政治 ・経済 ・産業 ・教育 ・福祉などがあ り、これらの環境を トータル した

ものが社会環境である。

ここでは、現在、最 も高い関心を呼んでいる二つの問題をとりあげてみたい。

(a)産 業経済 と新技術

日本 はアメ リカの先行 技術 を高度化 し、安 くて高品質な製 品を供給す ることでハイテ ク

分野の世界市場 を席捲 して きた。欧米がモ ノ作 りの不振 で経済不況 に陥 って いるのに対 し

て、安 くて高 品質なモ ノ作 りに自信 を持 っていた。 しか し、 モ ノが売れな くな って きた。

こうした現象 はバ ブルの反動 による一時的な不振なのか、構造 的欠陥 による ものなのかを

見極 める必要 があ る。 ここ数年 の積極的な設備投資 の結果、生産力効果 は上が った。 しか

し消費の不振 で需要 とのア ンバ ランスが生 じてい る。個人消費の停滞 は、飽和 か、買 い控

えか、魅 力の欠如か、所得 上昇 率の低下 か、 そのいずれ もが原因 してい ると思われ る。 こ

う した景気不況への対応 と して、政府 は10兆7,000億 円の緊急対策費を計上 し、公共投資

の拡大によ る需給の開拓を図 ろ うと してい る。

しか し、問題 は、 こうした経済情勢のみ による もので はなか ろう。市場の構造、生産 シ

ステ ム、技術 の研究 開発の いず れ もに反省点を抱えて いるので はないだろうか。供給側 は

競争市場 にあ って、新型 ・新機能で よ り高品質、 よ り安 くを目標に シェア競 争を展開 して

きた。結果 と して製 品 は良 くな ったが、品質 も価格 も画一化 された。 これ は、供給 される

製 品 レベ ルが供給者 によって異 な ることが ないとい うことで、利用側か ら見れば独 占の弊

害 と同 じ状況であ る。頻繁なモデルチ ェンジや過度 で無駄 な多機能化 は利用者のニーズに

よるものではな く生産者の指向 によるもので、多品種 少量 とはい うものの需給バ ランスか

らみて生産過剰で ある。技術開発の面 で も、独 自性 よりも他社 との均質性 を重視 して いる。
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新製品の投入サイクルが短いため、独自の技術開発に時間や経費を注 ぐよりも先行技術を

真似て他社に追随す る方が手取 り早いということになる。こうなると技術開発力が低下 し

技術の停滞は免れなくなる。技術立国日本としては最 も危険な道に入り込むことになる。

画期的な新技術の登場が途絶えて久 しく、世界的に技術革新が壁にぶっかっている今 日、

日本が取り組むべき課題は、 日本独自の、企業独 自の新技術を開発することである。

開発すべ き新技術は、①喫緊の対応を迫 られている分野、②ニーズがあるのに不足 して

いる分野、③普遍的 ・基盤的分野に照準を合わせて考えてみたらどうか。①にっいては環

境保全のための環境技術、②にっいては生活の質を向上させ る技術、③にっいては情報通

信技術などの社会インフラ技術などが考えられよう。環境、土木建築、行政、交通、等々

の社会資本の整備は生活の質の向上に直結する分野でもあり、わが国においても積極的な

公共投資が行われようとしている。 この分野では従前からのローテク技術が主流になって

いるが、これをハイテク化 してい くことも有効だと思われる。

(b)都 市 ・地域問題とコミュニティ

都市化が進展 して90%以 上の人が都市的職業に就 き、その大部分が都市に住むようにな

った。都市化は全国的に均質な生活 ・文化を もた らしたが、地方独自の伝統的な生活 ・文

化は急速に失われっっある。一極集中と多極分散を巡る論議が後を立たない中で、92年 に

今後の都市 ・地域開発に関連する重要な提案がなされた。

遷都論はこれまでにも幾度か構想 されてきたが、今回、国土庁の首都機能移転問題懇談

会がまとめた中間報告で 「新首都」建設の概要が示され、反響を呼んでいる。政治 ・行政

機能に特化することを条件 としているが、国の行政機能の移転に伴 う人口60万都市の建設

は、産業構造や地域開発に及ぼす影響 も極めて大きい。順次段階的な開発方式をとること

として一時的な童部案 も出ているが、着手か ら完了までは少な くとも20年は要するであろ

う。計画にあたっては20年後を想定 した投資効果を見積ってお く必要があるが、今後の人

口増加(20年 で350～400万 人程度か)等 を考えると過剰投資ということにならないかとい

う懸念 もある。国家プロジェク トは最大規模でGNPの1%以 内(3～4兆 円)と いう目

安があるが、 「新首都」建設の事業費は14兆 円と積算 されている。実行に移 されたとして、

その波及効果を勘案すれば、すべて数倍の規模となる可能性が高い。 これが第二の東京、

第二の一極集中を生むことになるのであれば、 これまでの国土計画の課題は解消されない。

かねてより課題 となっている地方への人口分散や権限委譲は、いずれも難問で有効な手
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立てが見つ か らない。それ な らば と逆転の発想 をすれば、東京で もうけて地方で使 う、所

得をいかに地方 に トランス ファさせ るかを考え る方 がむ しろ現実 的か も知れ ない。例えば、

東京を ビジネ スのみの場 と して、暮 らしの部分を移転す るとい う発想 もあ りえよう。実際、

東京の土地全体の中で個人所有 の 占め る割合 は年 々減少 して いる。千代 田区のように、個

人所有の土地 は8%強 しかな く、昼 間(ビ ジネスマ ン)と 夜 間人 口(地 域住民)の 差が大

きい地域 におけるコ ミュニ ティとは何か とい う問題 も考え るべ きところが多 い。

都市 、地域 開発 は、住民 と地域 コ ミュニテ ィと行政 の3者 の足並みが揃わないとなかな

か上手 くいかない。中小企 業庁の商店街活性化施 策 「コ ミュニテ ィマー ト構想」 は全国的

(約200ヵ 所)な 広 が りで推進 されて いるが、行政の積極 的な働 きかけによる住民へのフ ォ

ローが必要 とな っている。92年 に は、 「拠点都市法(地 方拠点都市地域整備 ・産業業務機

能再配置促進法)」 も構想 され、地方都市 の活性化 を図 ろうとしてい るが、住民 と地域 コ

ミュニテ ィの参加意識をどこまで高め られ るかが課題 となろ う。

地域 とは何 を意味 し、 コ ミュニテ ィとどの ようにかかわ りを持つ ものであろ うか。地域

とは、単位 や範 囲区分を示す言葉であ るが何を 目的 とす るかで用途 は異な る。 日常の生活

圏で言えば、 「小学校区よ りやや大 きい近隣地域 」を指 し、利害関係が一 致す る地域 とい

うこと もで きる。ケース ・バイ ・ケースで あ り、明確 に範囲を定め る共通の尺度 はないに

等 しい。

コ ミュニ ティとは、社会学的な定義で あ り、 そ こで は自主性 と責任を自覚 した個人が共

通の 目標 を持 って集 まった集団 とい うソフ トな関係が描かれ る。一方、都市計画の分野で

は、 日常 の生活 をす る場 を指 し、 それ は地域的な空 間、地域社会への広が りを もっ。語源

的に は、地域性 と共 同性 とい う二つの要件 を中心 に構成 されて いる社会の ことであ る。 こ

れ らを トー タル して今 日的な社会環境か ら考 えれば、定住性 といった固定観念を改めて、

もっと広 くコ ミュニティの概念 を とらえ るべ きか と思われ る。その形態 は、特定層のみに

よる もので な く、バ リエ ーシ ョンに富 んだ緩 やか な構成である ことが好 ま しい。

地理的 ・空 間的近接性や定住性 に こだわ らない広 くオ ープ ンな もの と しての新 しいコ ミ

ュニ テ ィは、真先 に情報通信技術を ツール と して形成 され る可能性が最 も高 い。

かねてよ り、東京への一極集中を是正 し、多極分散型国土の形成 を目指す各種の地域振

興策 が とられて きたが、 とりわ け情報化 による取 り組 みは多 くみ られ る。その多 くは、地

域 に情 報通信拠点 を整備 し、地域の情報ニ ーズを発掘 して発信能力 も向上 させ よ うという

ものであ る。 この取 り組み成果 を新 たな情報 コ ミュニティの形成基盤 として発展 させ うる
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ので はなかろ うか。

(4)人 工 ・情報環境

自然環境、人間環境、社会環境に加えて、今後の人間社会にとって重要な要素になると

思われるのが人工 ・情報環境である。建造物その他のモノや空間のデザインなどの人工的

な造形と情報が創造す る新 しい環境である。情報通信ネ ットワークによるコミュニティの

形成や仮想現実(バ ーチャルリアリティ)技 術による人工的な世界との接触、さらには情

報とエ レクトロニクス技術が創る新 しい芸術 ・文化なども含まれて こよう。これか らの社

会は情報と最先端のハイテク技術を活用 して、人間社会を取 り巻 くあらゆる環境をデザイ

ンしてい く方向にあ り、人工 ・情報環境は、上記の自然環境、人間環境、社会環境のすべ

てに深 く関与す るもの として進展 していこう。

人間の主観 は、その人間の生 きる情報環境に左右される。社会条件としての技術環境や

政治環境は社会的主観を形成するが、情報環境は人間の主観を形成する。人間の内面に関

与する点で他の環境にも増 して人間に寄 り添 ったものとな らねばな らない。それが最大の

課題 といえる。

情報化は、現代の人工 ・情報環境の担い手である。 自然環境のもとに人間が社会を形成

しっっ生み出してきたさまざまな文化 ・文明の人工環境の一つとして、今 日の情報環境は

時代を代表す る位置付けを与えられようとしている。

1.4情 報化環境 とは

本調 査研究で い う情報化環境 とは、情報化 にかかわ る環境 の総体であ る。上述 の とお り、

環境 とは、あ る主体 にと っての周辺状況、外界で あ り、環 境 とい う言葉を付 す ことに よっ

て示す世界を特定 で きる。 その意 味で は情報化 を中心 としてみた周辺の環境であ り情報化

とのかかわ りを持つ世 界を特定 してい る。

しか し今 日、情報化 とのかかわ りがない と断 定で きる分野があ るであろ うか。直接 的な

かかわ りは見え な くと もどこかで何 らかの形 でっなが っている。情報化 は既 にそれ だけの

社会性 を持つ に至 ったので はないか。 この ように考え ると、情報化環境 の対象範 囲は無 限

に広が って くる。

ところで、本調査研究 の主眼は、情報化 によ って人間や社 会がど う変 わ ってい くか、そ

のイ ンパ ク トを人間社会 に現れたプラス現象、'マイナス現象の両面か ら探 り、 ツール と し
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ての情報化の在り方を問うものである。併せて、人間社会が抱える課題の解決に情報化が

どのように寄与 しうるかという可能性を見い出そうとするものである。そこでの主体は人

間と社会であり、人間社会の環境を構成する重要な要素 としての情報化を考えるところか

ら人間社会の今後の発展方向を見極めたいとするものである。

そこで、人間社会 と情報化との接点の中から、極めて今日的な課題や影響度の高い課題

を中心に採り上げて人間社会における情報化の環境を検証 してみることにした。(こ れに

ついては以降の2、3、4章 で詳述する。)

1.5情 報化の環境と課題要因

人間社会を取 り巻 く情報化の環境は、1980年 代半ば以降、新たな展開を見せはじめた。

情報化の進展の経緯を改めて振り返 ってみると、技術的にも社会制度的にも、その視点が

人間社会全般に向きはじめた点か らして も、1980年代半ばが、情報化の新たな飛躍を示す

スター ト地点であったと思われる。

コンピュータ情報処理の世界における情報の概念その ものも、数値的情報の範囲から意

味的情報へと広がりをみせ、情報技術の長足の進歩 と通信の自由化を契機とするネッ トワ

ーク化の進展に支えられて、面的な広が りとともに質的に高度な情報化が推進されるよう

になってきた。小型化 ・高機能化 ・低廉化の流れとともにパソコン、ワープロが急速に普

及 し、それは個人や生活面の情報化を促進 した。1960年 代に萌芽をみた情報化は、70年代

の産業界を中心とする成長期を経て社会全般に浸透 し、ネッ トワーク化 とパーソナル化に

後押 しされて成熟期を迎えようとしている。

情報化は単なる一つの社会現象にとどまらず、政治 ・経済などの社会構造や芸術 ・文化

などの精神構造まで も変革 しうる大きな時代の潮流となってきた。人間や社会が情報化を

ツールとして求めるものは何か、また、情報化が人間や社会に及ぼすインパク トはいかな

るものか。人間社会 と情報化の関係に視点を定め、人間や社会を巡る情報化の環境を検証

してみるところから、人間と社会と情報化の関係がどのような実態にあり、どのような問

題を抱えているか、相互に調和 した発展のための解決課題は何かということを探ってみる

こととする。

そこでまず、人間社会を取り巻 く情報化の環境とその課題要因を人間の行動分野に照 ら

して分類整理 したのが図表1-2で ある。内側の小円は一個の人間としての個人的な行動

分野、それを囲む中円は生活にかかわる分野、外側の大円は社会の領域を示す ものである。
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図 表1-2人 間 社 会 の 情 報 化 環 境 と 課 題 要 因 産 業

・産業 構造 の変 化、 企業 再構 築

(内 外価 格差 の是 正、 流通 システムの合理 化)
・労 働時 間の短 縮

・労 働 の フロー化(終 身雇 用 、年 功序 列制 の崩壊)
・人材不 足(若 年労 働力 の減少)

・雇用 管理(高 齢 者、女 性の就 労機 会 の拡 大)

・生 産性 の変革(外 国人労 働者 の増加)
・企業 の社 会貢献(フ ィラ ンス ロ ピー、 メセナ)

・企 業の 海外進 出、 現地生 産

・企 業イ メ ー ジの統 一戦略(モ ラル、コー秒行,ド・カラー、マーク)
・基礎研 究 の充実

国 際 環 境
生 産

・国 際関 係 の高 密度化

・情 報 の国 際化

・労 働市 場の 自由化

・サ ー ビス貿 易 の 自由化
・貿 易摩 擦(日 米構 造協 議 、

自主規 制 、輸入 拡 大)
・日本 の国 際 的貢 献

・技術 の海 外移 転

・環 境保 全

(環 境 モニ タ リング システ ム)
・自動 翻訳 システ ム

(翻 訳電 話)
・情 報 化格 差 の南北 問 題

・新 しい環境 の創 造

(都 市 の 高層 化、 地下 ・海洋 ・

宇宙 開 発)

コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ン

・労 働 条 件 ・環 境 の 変 化

・ぴ チハピテーション、 在 宅 勤 務 、 サテラ朴 オフィス

・在 勤医 療
・海 外勤 務

・ユ ニ バ ー サ ル(誰 で も、 い っ

で も、 ど こで も)
・ ヒ ト、 情 報 、 モ ノの 流 出 入

・外 国 人 労 働 者 の 増 大

・海 外 生 活 者 の 増 大

・衛 星 通 信 ・放 送 社 交 性

・音 声 自 動 翻 訳 機

労 働

・非'人 間 化

・テ ク ノ ス トレ ス

・便 利 ・簡 単 ・

自動 の 弊 害

地 域 社 会

・人 口 の高 齢化

・個 人主 義

・情 報操作 の能 力格 差 勤 ・働

暮らし(生 活環境)

・家 事 の 省 力 化 と 代 行 サ ー ビス

(家 事 酵,ト 、 全 自 動 家 電 製 品)
・在 宅 医 療

(多 機 能 ぺ,ド、 家 庭 用 エレや タ)
・ホームコン団 ・・ル減 テム(家 庭 内 機 器

環 ・交8
7

・女 性 の社 会進 出

協 調 性

・生 活 の 個 別 化

(テ レ ビ、 電 話)
・ネ オ フ ァ ミ リ ー 志 向

・都 市 化 と 一 極 集 中

の 自 動 制 御 、 快 適 住 環 境 システム)

・ホーム時 ユリティシステム(防 犯 、 防 災)・交 通 ・通 信 の ハ任 ビilテt化

・ホームコンピュータ(シ ョ,ビング、 リ'ペーション)
・医 療 ・福 祉 情 報 シ ス テ ム ・ボーLフTクシミtJ(電子 郵 便 、 点 字 フ7妙 ミリ)

(巡 回 健 診 、 救 急 遠 隔 監 視 ・診 断)・ 在 宅 公 共 窓 口 サ ー ビ ス
・産 地 直 送 ・宅 配 シ ス テ ム

・交 通 情 報 シ ス テ ム ・双 方 向 住 民 情 報 シ ス テ ム

(衝 突 防 止 セ ンサ 、 歩 行 者 ガ イ ド、 ・多 機 能 電 話(剥,}、

オ ー トナ ビ ゲ ー シ ョ ン)自 動 車 、ピジュア川

住 ・健

6

5

知 ・善

・自 己 組 織 化

・自分 で 考 え 、

創 造 す る た め の

コ ン ピ ュ ー タ 利 用
・理 解 力 を 増 進 す る

コ ン ピ ュ ー タ 利 用

知 性

・生 涯 学 習 ,在 宅 学 習
・ホ ー ム コ ン ピュ ー タ(CAI)に よ る 学 習

・ダ ブ ル ス ク ー ル 化 、 カ ル チ ャ ー セ ン タ ー、

シル バ ー ス ク ー ル

学 習

・コ ン ピ ュ ー タの 人 格 形 成 へ の 影 響

・教育 体系 の見直 し

・コ ン ピ ュ ー タ(情 報 化)リ テ ラ シ ー の 滴 養

・電 子図書 館 システ ムの活 用

・'情 報 脚 気"へ の 対 応

教 育
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C

経 済

・知 恵 を争 う経済 社 会

(無 限 で見 え ない 情報 資源)
・中成 長経 済
・経 済 財 政政 策 、エ ネル ギ ー政策

・経 済 摩 擦 、構造 調 整

・消費 構 造
・公共 投 資

・カ ー ドシステ ム、POSシ ス テ ム

B

A

家 計

・可 処 分 所 得,家 計 資 産

・情 報 ニ ー ズ と コ ス ト負 担

・ホ ー ム コ ン ピ ュ ー タ

(家 計 管 理 、 バ ンキ ン グ)
・生 活 マ ネ ジ メ ン ト

・新 階 層 消 費

(消 費 財 ・サ ー ビ ス の 多 様 化)

消 費

・消 費 行 動 の 多 様 化

・カ ー ド化

衣 ・食

1律 ・真
2

理性 ・倫理観

・目 標 ・哲 学 ・理 念

・モ ラ ル

・脱 イ デ オ ロ ギ ー 化

役割と責任

・取 引 の 電 子 化

・ル ー ル と マ ナ ー

・権 限 の 委 譲

制 度 ・規 範 ・施策

・法 規 制 とそ の緩和
・既 存 法 の ミスマ ッチ

・不 文慣 行 法化 の必 要 性
・標 準化 の推進

・プ ライバ シ ー保護

・危 機 管理 の あ り方

・セ キ ュ リテ ィ確保
・知 的財 産 権の 問題

・独 禁法(公 正 な市場 競 争)

・無形 の倫 理基 準
・リテ ラ シー の醸成

・社 会公 共 シ ステ ムの整 備

・情 報化 環境 の脆 弱性 へ の対 応

(災 害 、故 障 、犯 罪、 過失 、
誤操 作)

・内外 一体 化 した施策 展開

・ 「際 」 の崩壊 、 ボ ーダ レス化

(時 間、学 問 、男 女、 世代 、

官民)

3

4創 ・廻

遊 ・美

・多 価 値 化

・選 択 型

・自 分 ら し さ

創 造 性

・ イメージの 具 象 化 、 拡 大

・ コンピュータ.ミュージ,ク

・コンピェータ・グラフィ,クス

(色 彩 映 像 、 デザ

イン、 アニメ)

感性 ・価値観

アメニ テ ィ ・利便 性

・情 報 技 術 の 日 常 化

・ コ ン シ ュ ー マ ・テ ク ノ ロ ジ ー

・ホ ー ム エ レ ク ト ロ ニ ク ス

・ ヒ ュ ー マ ン イ ン タ フ ェ ー ス

(ソフ}コ ン}ロール、 インテリジェントシステム、

自 動 入 力 ・合 成)

・ リ ゾ ー ト、 ヘ ル シ ー 、 ア メ ニ テ ィ、

セ キ ュ リテ ィ

・人 間 性 と 質 の 重 視

(ゆ と り 、 豊 か さ 、 安 ら ぎ 、 満 足 度)
・多 重 化(住 居 、 学 校 、 職 業)

科 学 技 術

・科 学 技 術 と 社 会 、 生 命 倫 理 の

関 係
・ハ イ テ ク公 害 、 情 報 公 害

・ ソ フ トウ ェ ア トラ ブ ル へ の 対

(バ グ 、 ウ イ ル ス 、 ハ ッ カ ー)
・人 間 中 心 の シ ス テ ム づ く り

(エルゴノミクス、Anthropocentric)
・人 間 の 生 体 機 能 、 老 化 現 象 、

難 病 の 解 明

(遺 伝 子 、 脳 、 五 感 、 ボ ケ)
・感 覚 情 報 の 開 発

(視 ・聴 ・味 ・嗅 ・触)
・ コ ン ピ ュ ー タ の 新 た な 発 展

(ニ ュ ー ロ、 バ イ オ 、 光)

機 械 の 電 子 化 、 超 小 型 化 、 高 性 能 化

(知 能 ロ ボ ッ ト、 マ イ ク ロ マ シ ン、
セ ン サ)

・メ ン タ ル ヘ ル ス

(電 子 環 境 方 法 に よ る 精 神 病 治 療)

ライフスタイル(生 活意識)

・新 し い 文 化 の 創 造(テ ク ノ ロ ジ ー と 文 化 の イ ン タ フ ェ ー ス)

・余 暇 増 大(人 生 設 計 、 フ レ ッ ク ス タ イ ム 化)

・個 性 、 感 性 、 創 造 性 重 視

・都 市 型 サ ー ビ ス の 浸 透

・伝 統 文 化 へ の 懐 古 ・保 存(技 、 伝 承)

・宗 教 へ の 傾 注

・ コ ミ ュ ニ テ ィ 、 文 化 施 設 の メデ4ア化(電 子 掲 示 板 、

電 子 図 書 館 、 電 子 美 術 館 、 立 体 映 像 ライアシァター)

舞 台 技 術(照 明)の コ ン ピ ュ ー タ 化

文 化

(注)1.小 円(A)は 個 人、 中 円(B)は 生 活、大 円(C)は 社

会 の領域 を示 す 。
2.1～8は 人 間の行 動 を中 心 にカ テ ゴ リー分 類 した もので 、

各分 野 ごとに個人 、生 活 、社 会の 領域 で の代 表的 な項 目

を掲 げ た。
3.情 報 化 に関連 す る動 向 と課題 要因 を3領 域 、8分 野 の24

項 目の うち最 も関 連 が深 い と思わ れ る ところ に掲 げ た。
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この3領 域を横軸として、縦に貫通す る8分 野を設定 して区分 した。 この3領 域8分 野に

よる合計24項 目のそれぞれに、最 も関連が深いと思われる情報化の課題要因を当てはめて

みた。一見 して情報化とのかかわ りが明 らかなものや不明瞭なものが混在 しているが、情

報化環境を潜在分野 も含めて可能な限 り広範囲にとらえることを旨としている。

区分すること自体が目的ではなく、各項目は相互に関連 しており、当該分野のみに特定

される課題要因ではないが、情報化があらゆる環境に作用 しており、社会性をもって浸透

しっっあることがこうした分類整理か ら見てとれよう。
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2社 会 の情 報 化 環 境

近代科学の理念に基づ く近代工業社会への反省や近代合理主義に対する疑念は、理性 こ

そすべてとして、それを実行す る周辺状況、っまりは 「環境」を無視 してきたことの結果、

当然起 こるべ くして起こった諸現象に対峙して、その思いをさらに深めている。

地球環境問題への取 り組みは、自然の摂理を無視 して人間の都合を中心に動いた産業社

会のメカニズムへの反省と見直 しであ り、情報処理の世界でヒューマンインタフェース重

視やユーザ(人 間)の 利用環境の検討が行われるようになったのも、 「環境」を見る視点

が強まってきたことの一つの現れである。

運輸、通信、印刷 メディアなどの情報環境を形成す る重要な機能は政府主導型の日本の

近代化の歩みそのものに組み込まれ、明治以降の情報環境は工業社会や産業化と同次元で

進行 してきた。同様に、これまで50年 の コンピュータの歩み も産業化とともにあった。 し

か し、コンピュータを中核 とす る情報化の広が りは、産業のみならず個人の生活や社会の

システムにまで及ぶに至った。

そして、 「情報化社会」と呼ばれる今 日においては、人間社会をとりまくすべての状況

に情報化が関与するといっても過言ではない。わけても情報化の影響の直接性の高い分野

では、情報技術の革新やその高度利用に見合 った情報化環境であることが望まれる。 しか

し、現況においては環境の整備は常に後追いである。そこにさまざまな軋礫が生 じている。

2.1情 報化の進展による社会環境の変化

情報化の進展は社会の各分野にさまざまな変化をもたらした。それは、情報化が進展す

る以前の工業化社会の特徴 と比較するとよくわかる。技術、生産、市場、価値観、経済 ・

社会の各面で情報化社会 と工業化社会とではその性格 も形態も著 しく異なっている。 しか

も、これらの変化はグローバルな規模の現象であり、社会基盤や人間の行動様式、精神構

造にまで波及す る力を秘めている。その影響力の大 きさか ら産業革命にも比肩 しうるとい

う意味で情報革命 ともいわれているわけである。

翻ってみれば、産業革命は蒸気機関に始 まり、鉄道、電力、原子力に至 るまでエネルギ

ーを動かす機械の発展が支えてきた、動力機械の導入が社会に大きな影響を及ぼ し、その

結果として現在の市民社会あるいは資本主義社会といわれるような近代工業社会ができあ

がった。
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それでは、コンピュータをはじめとする情報を動かす機械や諸々の情報メディアが社会

に影響を及ぼ している今 日の情報革命は、これまでどういう過程を経て、今後どのように

新 しい社会の形成に組みしていくであろうか。

これまでの情報化の進展は、産業の比重が第三次産業へと移行す るのに伴い、情報技術

が飛躍的に進歩 しつつ情報化を推進 し、それに浴 して社会制度 も変革 されるという次の3

点に示す道筋を辿ってきた。

①産業経済の成熟化 一 物的生産性の上昇か らサービス部門の拡大へ。情報の価値が

高まった。

②情報技術 とメディアの革新 一 印刷から通信 ・放送、そしてコンビュータへ。マイ

クロエ レク トロニクス技術の発展により、情報メディアの機能が伝達中心から制御、

蓄積、処理の複合機能に。 ツールが向上 した。

③制度の変化 規制緩和による競争原理導入分野の拡大。電気通信事業の自由化な

どにより情報化の環境基盤が徐々に整備されてきた。情報化の社会性が高まった。 こ

れ らを原動力として、情報化の現象は社会のあらゆる場面 に見 られるようになった。

それでは今後どういう過程を経て情報化が進展 してい くであろうか。

その一つの道筋は人間とのかかわ り方にある。産業革命 と情報革命とを比較す ると、そ

の社会における人間の機能の在 り方に大 きな違いが見い出せる。産業革命を進行する過程

では、人間は、その手足にあたる筋肉労働を代替する機械の開発をして きたのに対 して、

情報革命では、人間の脳 ・神経系の部分にあたる頭脳や感性の働 きを補助 し創造力を触発

する機能の開発を進めようとしている。人間存在のより枢要な部分において、人間は自己

や他者、外部 との接触を余儀な くされっっある。知識や感性に対す る価値が高まる社会で、

今後の情報化は、人間や社会の望むところにおいて、その相互作用をさらに深あて進んで

いくに違 いない。

2.2社 会 システムと情報化

これまで、やや もすると高度な産業化を促進する要素ばかり重視される傾向にあった情

報化 も、人間社会全般に目を向けた視点でとらえられるようになって きた。技術開発にお

いても生活者の需要や使い勝手を重視す る傾向が顕著である。 しかし、情報通信技術の進

歩など、情報化を促進する手段は着々と整いっっあるものの、それを受け入れる社会の仕

組みや基盤は必ず しも即応できる体制にはな っていない。情報化の発展に伴う社会生活の
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効率化、便益の増大 とネ ッ トワー ク化 によ る生活空間 ・情報空 間の拡大は社会 システムの

構造 の変革 を迫 るもので もあ る。 旧来 型の社会 システムに情報化 をは じめ とす る新たな社

会 システムが組 み込 まれて い く過 渡的 な段階を経 て情報化社会が名実 と もに到来す ること

になろうが、現段階において は社会の イ ンフラ部分における情報化環境 はかな り未整備な

状況 にあ る。社会基盤 の情報化が進展 しない ことには情報化社会 とは言 えない。

社会 システム とは、社会の仕組 みであ り、基盤で ある。狭義には、経済市場の メカニズ

ムで は適切 に供給 しえな い ものを供 給す るシステム としてのソー シャル ・マーケ ッ ト・プ

レイスと もい うべ き場で あ り、行政、都市、.住宅、交通、環境、医療、福祉、教育な どの

分野が挙 げ られ る。 この分野 の情報化 の推進、 と りわけ、 コンピュータテ クノロジーを中

核 とす る情報処理、情報通信 ネ ッ トワー クシステムの整備が求 め られてい る。それは、 「

一般社会 の多様 なニ ーズ に応え、個人 を主要な直接 の受益者 と して種 々の便益 を提供 し、

これ によ って国民福祉の向上 に資す る ことを 目的 とす るシステム」で ある。

社会 システムの情報化の進展状況 は図表2-1に 例示 されるとお り、 その広範な領域の

一部 にお いて着手 されて いるに過 ぎない。 その形態 は、行政の窓 口業務 のOA化 や情報の

データベ ース管理、都市 の防災 ・防犯体制 、電力 ・ガス ・上下水道の供給 ・整備、交通管

制 ・サー ビス業務、廃棄物処理 、 リサイ ク リング、医療 サービス、学校教育、生涯学習な

ど、社会全般 に一律 に適用 しうるよ うな情報 システムであ り、規模の拡大 とネ ッ トワー ク

化 によ り効果が さらに高 まる分野で ある。 こ うした システムの開発 には、高度な技術 と多

大の資金を必要 とす ること、各方面 の広範 かつ密接な協力が不可欠であ ること、 さらにビ

ジネスユ ースでな いことも一 因 とな って、その発達 は不十分な段階 に止 まってお り、特 に

情報 ネ ッ トワー ク化の面で は著 しく立 ち遅 れてい るのが実情である。

2.3日 米の情報インフラ整備 一 情報ハイウェイと新社会資本整備

工業化社会の基盤が道路や鉄道 ・航空などの物流インフラだとすれば、情報化社会の基

盤は情報通信ネットワークなどの情報インフラである。その整備が急務であるとする国家

的な取 り組みが 日米で相次いで開始 されようとしている。

情報化は産業分野か らパーソナル分野へと広がりを見せているが、社会生活の基盤 とな

る公共分野の情報化が進展 しないことには情報化の広がりも制約を受ける。わが国におい

て も、社会のインフラ部分の情報化環境を整備 しようとする取 り組みはこれまでにもなさ

れてきたが、その多 くは産業と地域振興を中心に展開されてきた。 しかも各省庁別の情報
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図表2-1社 会 システムの情報化 の状況(一 例)

分 野

行 政

都 市

住 宅

交 通

環 境

療

祉

医

福

教 育

情 報 化 の 推 進 事 例

窓口業務のOA化 、DB管 理

パ ソコン通信を利用 した行政情報ネッ トワーク化(公 共施設案内、図書館情報)

衛星通信を利用 した地域映像情報発信

コミュニティ ・ネ ットワーク構想に基づ くICカ ー ドシステムの標準化

(医療、福祉、住民情報)

防災、防犯体制(緊 急時マ ッピング等)、 イ ンテ リジェ ン トビル、設 計 シュ ミレ

ー シ ョン

上下水道、電気 、ガスの供給管理 ・課金 、ホームセキュ リテ ィサー ビス

座席予約 システム

交通管制 ・サー ビス業務、車輌情報管理 、オー トモ ー ビルサー ビス、ハ イ ウェイ

の新課金 システム

道路交通情報通信 システム(VICS… 郵政省)

新 自動車交通情報 システム(AMTICS… 警察庁)

路車間情報 システム(RACS… 建設省)

カーナ ビゲー シ ョン(衛 星通信利用のGPS等)

省資源、省エネ、資源 リサ イク リング、廃棄物処 理

高齢者 のヘルスカー ド、ICカ ー ドによる健保 システムや在宅治療支援

淡路 島五色町の 「健康医療カー ドシステム」

日本 医学会の 「薬歴ICカ ー ドシステム」

出雲 市の 「総合福祉サ ー ビス」… 自治体+厚 生+郵 政(+労 働?)

メロウソサエティフ ォーラムの活動(情 報 システ ムに よるメロウ世代への支援)

ゴール ドライ ン(高 齢者保健福祉推進10ヵ 年計画、デ ィ ・ケア ・セ ンター)

中央 区の例:学 校 と高齢者介護施設の合体

学校教育におけるコンピュータ教育 とパソコン導入

生涯学習の場におけるパソコン ・ワープロ教室の増加

文教施設の情報化(北 海道情報大学のキャンパスカー ド等)
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化施策 が個別 に実施 されるケースが多 く、国家施策 としての総合的 な取 り組みが立案 され

るには至 らなか った。

一方、 アメ リカにおいては、 ク リン トンーゴア新 政権 がアメ リカ再生のための競争 力回

復策 と して情報 イ ンフラ整備 を掲 げて いる。 それ は、次の とお り民主党の政策綱領 に謳わ

れ ている。 「米国の新 たな る繁栄 の基礎 を築 く唯一の道 は、公共投資 と民間投資を刺激す

ることだ。輸送手段 や環境技術、防衛産 業の民需転換 、情報通信 ネ ッ トワー クな どへの投

資の増加 で米 国を再建す る。 」全米規模の情報イ ンフラ整備を図 ることによ って、生産性

や生活の質の向上を もた らす新 しいさまざまなサー ビスや製品を提供 し、情報化時代 にお

いて アメ リカの国際競争力を根本 的に強化す ることを 目標 とした もので、現在の アメ リカ

の国内事情を背景 に次の ような施策上 のメ リッ トを狙 った もので もあ る。

①雇用拡大策

軍事産業 にプールされた技 術 と人材(軍 民の防衛 関連 の総雇用550万 人)の 民生転換の

巨大 な受 け皿作 り

② ビジネス機会の創 出

情報、通信、 マルチメデ ィア、 コ ンピュータ ソフ トなどの情報産業を中心 に

③ 医療 費削減

高度通信利用 に より病院業務 は年間360億 ドル削減可能 との試算がある

④ 省エネ

リニ アな ど大量高速輸送機 関の導入で排 ガス削減、省エネを図 る

こうしたイ ンフラ整備を図 るに は産業 の技術 力が基礎 とな るが、高性能の資本財や質の

良 い電子 ・機械部品 の分野で弱体化が 目立 ってお り、 日本製を使 うとな ると対 日赤字の増

大 を生 む とい う皮肉 な結果 にな りかねない。 ア メ リカの資本財の輸入 は1,000億 ドルを突

破(5年 前 の2倍)し 、 そのかな りの部分 は日本製 である。アメ リカにとって は施策実行

上 の難題 であ り、 日本 に とって は新たな対 日摩擦 の火種 とな りかねな い問題であ る。

全米 規模 の情報 スーパ ーハ イウェイの敷設案 は、 ゴア副大統領が上院議員時代か ら推進

してい る構想 で、 その一環 として既 に成立 した 「ハ イパ フォーマ ンス ・コンピューテ ィン

グ法(高 機能情報処理促進法)」(ゴ ア氏が1986年 、88年 、89年 と同種の法案を提出、91

年 の共 同提案法に修正 を加 える ことによ って成立 させ たHighPerformanceComputingAct

of1991=HPC法)に よ って全米の教育 ・研究者が高性能 コ ンピュータ通信で相互 に結 ば

れっっあ る。
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HPC法 を盛 り込んだ国家 プ ロジェク トHPCC計 画(HighPerformanceComputing

andCo㎜unications)は 、91年 度 か ら95年 度の5ヵ 年 で約30億 ドルの予算がついてお り、

現行 の コンピュー タ ・ネ ッ トワー ク ・システムで は解決 困難 な国家的な技術課題を、HP

CCの 実現 によって90年 代後半 か ら21世 紀初頭 に解 決す ることを目指 している。その構成

要 素 は以下 の4件 であ る。

①HPCS(HighPerformanceCo皿puterSystem)

テ ラops(operationspersecond)レ ベ ルの性能を有す る大規模並列 コンピュータシ

ステムを開発す る。

②ASTA(AdvancedSoftwareTechnologyandAlgorism)

ネ ッ トワー ク環境下でHPCSの 能 力を最大限 に活用す る研究用 アプ リケー シ ョンの

ための ソフ トウェアアル ゴ リズ ムを開発す る。

③NREN(NationalReserchandEducationNetwork)

研究所や教育 施設 に高度計算能力を供給 し、先端技術研究を促進 す る国家規模の超 高

速 ネ ッ トワー クを構築す る。

④BRHR(BasicReserchandHumanResources)

各分野におけるさまざまな長期 的研究や研究者の援助、人 的資源の補強活動 の援助、

技術の進展 を促す活動の援 助を行 う。

HPCC計 画の 目的 とす るところは、情報通信技術分野の技術 的優位性や市場競争 力の

強化のみ に注がれ るもので はな く、国家経済 、安全保障、教育、地球環境保護 に有益 で、

その革新のペースを促進す るよ うな技術 の応用 と広範 な普及を含む ものであ る。 したが っ

て、上記の国家 的技術課題 には癌やAIDSの 特効薬、次世代超高速旅客機、低 燃費 ・低

公害 自動軍用 エ ンジンなど も掲げ られてお り、次世代 の高性能 な情報通信技術の開発 には、

こうした課題の解消 も合 わせて期待 されてい るわ けであ る。

この うちの全米研 究教育 ネ ッ トワー ク(NREN)が 目指す ところは、次世代の高性能

コンピュータ通信の核 とな る技術 開発 を行 うとと もに教育研究分野の情報基盤 を確立 しよ

うとす るもので、 ここで は次の諸点 が期待 され ている。

①通信速度 をギ ガ ・ビッ ト(10億 ビッ ト/秒)の 水準 に高め、大容量通信 とコンピュー

タの分散 ・並列処理を可能 とす る。

②① によ り、高速LAN間 通信、 マルチ メデ ィアのアプ リケーシ ョンが導入 され る。

③官民一体 とな って開発 にあた り、直 ちに商用化が図れ る(次 第に民 間主導 に転 じて い
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く)。

④学校教育における活用 と全米の図書館のネットワーク化を図る。

ゴア構想は、さらに、2015年 までに次世代の情報通信インフラの整備を図ることとして、

市内電話会社のCATV事 業への参入を自由化することによる家庭電話網の光ファイバー

化(こ れにより、現在の1万 倍の伝送能力をもっ広帯域通信インフラが構築される)を 打

ち出 した。この 「ファイバー ・トゥ・ザ ・ホーム」(FiberToTheHome:FTTH)に

より、すべての家庭、企業、研究室、教室、図書館、病院を結ぶネットワークを創設 しよ

うとの壮大な計画である。

新政権の最終的な目標は、こうした情報インフラの整備を通 してアメリカの競争力を総

体として強化 していこうとするところにある。その競争意識の主な対象は日本であり、光

ファイバーによる高速情報網の整備によりコンピュータ分野において日本より優位にある

アメリカの競争力をより強固な ものにしようとの狙いがあると思われる。科学技術政策で

あるとともに産業経済活性化策であ り、社会的意義 も深いものである。新政権の情報イン

フラ整備の具体策はまだ全容が示されたわけではないが、その実現可能性は、連邦政府 と

州政府や産業界(市 場)と の連携 ・調和が図れるかどうかにかかっており、相当の難関が

予想されている。

アメリカのこうした動きに刺激されるように、わが国でも情報インフラ整備の動 きが出

てきた。追加景気対策が検討される過程で、 「新社会資本」という新語が生まれた。平成

5年 度の補正予算づ くりに向けて、公共投資の対象分野を道路、治山 ・治水などの従来型

の社会資本整備のみならず、大学などの研究施設や福祉施設、情報化関連投資などの新社

会資本ともいうべ き分野の整備にまで拡大 して考えること、特に、新社会資本分野に予算

を重点配分すべきだとする議論が展開されているわけである。従来型の公共投資は92年末

の補正予算や平成5年 度当初予算案で既に巨額の事業規模が確保 されていることもあり、

これまで立ち遅れが指摘されていたにもかかわ らず満たされていなかった分野に優先的に

振り向けたいとするものである。新社会資本分野は新経済5ヵ 年計画の 「生活大国づ くり」

にもかな うもので景気対策効果も期待で きることから、基本的な考え方には大方の賛同が

集まっているが、詳細には慎重な検討を期すべき問題 も多い。

三年越 しの不況で電機 ・情報産業界 も業績不振 に陥っているが、公共部門の情報化関連

投資(政 府調達)は 大きな需要拡大にっながる。 しか し技術革新の著 しい同分野のインフ

ラ整備は、技術の陳腐化や耐用期間の点か ら公共事業投資の対象とす るには難点もある。
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また、新社会資本整備は短期的な景気対策 として扱 うべきではなく長期的な産業インフ

ラ整備として進めるべきだとする意見 もある。民間部門の設備投資はバブル崩壊後、大幅

に冷え込み、情報化投資もその例外ではない。景気テコ入れを兼ねた公共部門の情報化投

資を契機にその流れを民間の情報化促進にっなげるのはよいとして も、長期的展望に立 っ

た体系的な社会の情報基盤整備の ビジョンがまず必要ではないだろうか。

情報インフラの整備を国策として推進することの論議では、日米において、ともに主要

通信事業者の官主導に対する反発を呼んでいる。特にFTTHに っいてそれは共通 してい

る。投資効果と採算性の問題で、各家庭に光 ファイバーを敷設 して動画像のデータを送る

ことが技術的に可能でも、その資金の回収に見合うだけのニーズや用途が見込めるのかと

いう疑問である。国家プロジェクトといえども最終的な市場の運営は民間でなされること

で、民間の協力が得 られなければ実現不可能である。環境が整うことによって新たに生ま

れるニーズもあるが、ハー ド主導の考え方だと大きな無駄を生む危険性 もある。技術的な

可能性(現 行技術によらず、将来の技術革新を見据えた)と 社会のニーズを重ね合わせて

熟慮すべきことである。

2.4イ ンフラ整備を迫る次世代情報 ツール

ゴア副大統領が上院議員時代 に提案 した四つ の法案 は、NTTが21世 紀 のサー ビス ビジ

ョンと して発表 した 「新高度情報通信サ ー ビス(VI&P)」(1990年3月)に 大 いに刺

激を受けていると思われ る。VI&Pと は、 ネ ッ トワー クのディジタル化が完成 した後 の

21世 紀 の情報通信サー ビス とそれ を実現す るための料金体 系やネ ッ トワー クの高度化の在

り方 を示 した ものであ る。高速 ・広帯域化 と知能化の進んだISDNを 活用 し、映像を中

心 とす る見え る(Visual)サ ー ビス、 ど こか らで もどこへで も豊富 な情報を簡便 に送受信

で きる賢い(Intelligent)サ ー ビス、一人 ひ とりの私の(PersonaDた めのサー ビスの実

現を 目指す もので、2015年 までにすべての家庭 を光 フ ァイバーで結ぶ高速 ・広帯域ISD

Nを 完成 させ ること も、 この中で謳 って い る(た だ し、この後NTTは 、FTTHに ついて

は投資 に見合 うニ ーズに確信 が もてない等 の理 由 もあ り、企業 ユーザに限定 してサー ビス

を行 うと発表。 トー ンダウ ンして ビジネス分野での部分的な実験 を行 うに とどめてい る。)。

家庭 まで光 ファイバ ーを敷 設す る必要性 にっ いて は、今後の技術革新 と市場ニ ーズが方

向付 けを助 けてい くと思われ るが、次世代 の情報 ツール開発の方 向は、確 かに、パ ーソナ

ルで ビジュアルでイ ンテ リジェ ンスな ものを志向 している。加えて携帯 型 ・移動性が特徴
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といえ よ う。 ワープロ、パ ソコンが普及 して情報 を文書化 して管理で きるよ うにな り、ポ

ケ ッ トサ イズの ワープロやペ ン入力 タイプの電子手 帳な どが 出回 って、簡単 な情報な らい

っで もどこで も入 力で きるよ うにな った。 さ らに場所を選 ばず にフロッピーデ ィスクのデ

ータを画面 に呼 び出 して読 めるとい う機能が付加 され よ うとしてい る。将来的には、出先

か ら無線 で情報 を呼び出せ た り、街角の スタ ン ドで情報の入出力が可能 とな るよ うな技術

開発 と通 信 イ ンフラ整備が行 われ よ う。衛星 と直接交信 して、時 と場所 を選ばずに世界中

が結ばれ る無線携帯電話 「イ リジウム システム」(モ トローラが90年 に提 唱。地球 の 自転

に対 して縦方 向に周回す る衛星同士 を20～30ギ ガヘル ツの周波数帯の無線通信で結 び、あ

たか も地球を包む網の 目の よ うに無線通信網 を張 り巡 らす。 この衛星を中継局 に、通信す

る者 同士の位置が一機の衛星の カバー領域を超 え る場合 は、衛星間で電波を転送 して伝え

る。)や 手帳 サイズの携帯型電子文庫本(ICカ ー ドに情報 を収録 して液晶画面で読書 を

楽 しむ。ICカ ー ドの情報の入れ替え はコ ンビニエ ンスス トアなどに電子的に保存 したデ

ータベースを設 置す ることで手軽 に行え るとい う構想)と い ったシステム も、技術的 には

製品化が可能 な レベルに近づ いて いる。

日本では電子文庫本 の試作機が開発 されて いるが、 アメ リカで は電子新聞への挑戦が再

び始 まってい る。 かつて 、80年 代半ば まで に全米主要都市 に電子新聞のネ ッ トワークを構

築す るとい う構想 があ り、立 ち消 えにな った経緯が あるが(ナ イ ト・リッダ一社が80年 に

「ビュー トロン」 という電子 メデ ィアサー ビスを開始 したが86年 に撤退)、 その後の小型

・大容量化、ハ イパ ーメデ ィア化 な どの技術革新が かっての構想 を可能に しっっある。現

在 、アメ リカの イ ンフ ォメーシ ョン ・デザイ ン ・ラボ ラ トリー(IDL)で 研究中の未来

の電子新聞端末 「タブ レッ ト」(95年 に市場投入 され る予定)は 、新聞 ・ラジオ ・テ レビ

が融合す る新 しいマルチメデ ィアの誕生を予感 させ る。 メデ ィアとメタモル ファシス(変

態)と を結合 した 「メディアモル フ ァシス」 という造語が表 わす ように、電子新聞の実現

は印刷 ・出版 メデ ィアの歴史 を変え、産業 ・社 会を変革す るもの となろ う。

近未来に出現 が予想 され るこうしたパ ーソナルな情報端末は、社会の情報基盤の整備を

迫 る もの となろ う。

2.5社 会生 活の カー ド化

個人用情報 端末が多彩 にな り社会基盤 の情報化 も急速 に展開 され る情勢 にな って きた。

これ まで社会 システム面 で情報化 と深 くかかわ って きたカー ド化 の流れ も、今後 ます ます
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パ ー ソナルな情報 化や社会 イ ンフラの情報化 との関連 を深めて進んで い こう。

情報化 は企業内 ・企業 間か ら企業 ・社会 と家庭間へ とネ ッ トワー ク空 間を拡大 し、通信

手段 も多様化 して宇宙通信 とデ ィジタル化の方 向に向か って いる。産業界で は金融市場の

自由化(国 際化、企業間提携 、業種間競争)、 流通改革(POS、VANの 普及、物流の

多様化)、 企業の分散化(生 産 ・研究拠点の地方分散、サテライ ト・オ フィス)が 徐 々に

進 んでいる。 この よ うなネ ッ トワー ク化の流れ と呼応 して社会 の システム もキ ャッシュレ

ス化 ・カー ド化 に向かい、キ ャ ッシュカー ド、 ク レジ ッ トカー ド、 プ リペイ ドカー ドは完

全 に一般化 した。

キャ ッシュカー ドや ク レジ ッ トカー ドをは じめ現在利用 されてい る多 くの システムは磁

気 カー ド媒体で ア クセスされ、個 々のカー ドが重要 な役割を果た して いるが、カー ドの悪

用 や トラブルがあ り、必ず しも万全 とはいえない状況 にある。そ こで、情報のセキ ュ リテ

ィやプライバ シーの保護 の面 か らも新たな可能性 を秘 めたICカ ー ドが注 目されて きた。

情報 の出入 口の鍵 と して、 また携帯用情報 フ ァイルの媒体 と してICカ ー ドは欠かせな い

もの とな ってい る。ネ ッ トワー クは企業 システ ムか ら社会 システムへ と拡大 して きてお り、

銀行POSな どの企業端 末決済か らホームバ ンキ ング、ホーム トレー ドな どの家庭端末決

済の方向にある。高齢化の急速な進展 は健康市場の拡大 と救急 医療 ・事務の増大 を もた ら

して お り、女性 の就労の増大 は生活 ・福 祉関連のサー ビス産業の発展 を もた らす ことが予

想 される。 こう した状況 は新 たな ビジネスチ ャンスを生む。 このよ うな社会環境の変化や

企業活動、 日常生 活の変化 は、ICカ ー ドへのニーズをます ます高め る方 向に作用 して、

ネ ッ トワー ク化 とカー ド化が結 びつ いた社会的なイ ンフラ としてのICカ ー ドの利用環境

も整備 されっっ あ る。

ホームバ ンキ ングやホーム トレーディ ング も、個人事業者 や商店 を中心にいよいよ実用

段 階に入 ろうと して いる。 その端末機器 と して は、現 行で は金 融機 関が専用 の端末 を貸 出

してい る場合が多 いが、将来的 にはパ ソコン通信の活用が期待 されている。 しか し、現在

のパ ソコン普及率 や新規購入の負担を勘案 す ると、手軽で普及初期の端末 と してふ さわ し

いICカ ー ド電話機(デ ィスプ レイホ ン)が 注 目され る。専用端末だ とい う難点 はあ るが、

機能、性能の向上 が進 め られて お り発展性 は大 きい。

また、電子手帳 の通信機能 を強化 ・充実 して本格 的なネ ッ トワーク対応のデータ端末 と

して活用 しようとす る開発 も進 め られて いる。電子手 帳専用 の通信用ICカ ー ドとモデム

を併用 してパ ソコ ン通信 にアクセ ス し電子掲示板や電子 メールのサー ビスを電子手帳 か ら
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利用 したり、街角に設置 した 「情報スタン ド」にICメ モ リカー ドを差 し込み、NTTの

ビデオテ ックス通信網を通 して必要な文字情報をダウンロー ドして持ち歩ける、いわば情

報の自動販売機ともいうべき新たなサー ビスである。

パ ソコンで作成 した文書やデータに電子的な署名捺印を施す特殊なソフ トウェアの開発

研究(NTTのESIGN)も 進められており、ICカ ー ドの形での販売が予定されてい

る。重要文書をフロッピーディスクに納めたまま受け渡 したり、通信回線で伝送する場合、

情報の偽造や改ざんを防ぐ安全対策が重要である。その点、公開鍵番号方式(暗 号を解読

する復号鍵を公開する方式)を 採用 し、相手の認証や改ざんの有無を誰でもチェックでき

る仕組みになっており、不特定多数が通信で決済や受発注をし合うには適 している。ファ

ームバ ンキングや一般の受発注業務、個人のホームバ ンキングにも応用可能で、これが実

用化 し普及すれば、社外への受発注や送金なども通信でこなす時代が来るか も知れない。

情報ネ ットワーク社会に不可欠な技術といえる。

文書や取引の電子化は技術的には可能な段階にあるが、法 ・制度的にはクリアすべ き課

題が多い。新 しい社会環境に見合 った社会システムとなるよう、情報インフラ整備にあた

っては技術面 と社会制度面の両面からの取 り組みが必要である。

2.6家 庭生活の情報化

家庭 ・生活分野 の情報化 は情報の消費分野 であ る。一部 に生産活動 に結 びつ く現象が出

て きて はいる ものの、現在の と ころはほとん ど消費の域を 出ていない。 ここで は、家庭内

の情報処理 の高度化 により生活 に変化が生 じる 「家庭 内の情報化」 と、家庭をっ な ぐ情報

ネ ッ トワー クを通 して生活 に影響 を与 え る 「家庭 を取 り囲む情報化」の二つの流 れで情報

化の進 展が見 られ る。前者の例 では、電話 、テ レビの従来 メデ ィアに加え、 マイ コン制御

の家電製品や情報家電 と言われ るワー プロ ・パ ソコン ・ファクシ ミリの普及、家事 ・介護

ロボ ッ ト、 ホーム コン トロール システム、ホームセキュ リテ ィシステム とい ったホームオ

ー トメーシ ョン化の動 きもある。後者の例 と して は、 ホーム シ ョッピング、ホーム リザベ

ー シ ョン、 ホームバ ンキ ング等があ げ られ、流通VAN、 チケ ッ トVAN、POS、 宅配

便、 カー ド化が生活 と密接 な結 びつ きを持 ってい る。

われわれ の 日常生活に見 られ る情報化の進展現象 と して は、 まず家庭の電化機能の向上

が挙 げ られ る。家庭の電化 は、省力化、省時間化、省スペ ース化を推進 し、そ こに情報化

の要 素が加 わ って生活の豊か さと利便性 に寄与 して きた。家電製品をは じめ家庭 内の情報
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機器に はマイ コン、 セ ンサー、 フ ァジー制御 等の高機能 が付加 され、 これ までの単体機能

か ら集 中管理 へ とシステム化 されよ うと して いる。更 には外部 とのネ ッ トワー ク化 によ り

家庭 ・生活の情報化 は本格的な段階 に入 ると期待 されて いる。

カラーテ レビは1世 帯2台 、電話 は1.6台 とな り多 目的、多機能化 した。通信 自由化以

降普及 した多機能電話 は、留守番、 コー ドレス、 自動再発信、着信転送、短縮 ダイヤル、

ワンタ ッチダイヤル、ダイヤル番号表示等、多彩で ある。 自動車 ・携帯電話 は、91年9月

時点の契約数が109万 件 と競争市場 にな った この4年 間は倍 々で伸 びてい る。有線 テ レビ

ジ ョンの受信契約者数 も自主放送を合 わせ て延べ778万(1990年)に 、衛星放送 の受信契

約数 も407万(1991年12月)と な った。

そ して ワープ ロ、パ ソコ ン、 フ ァクシ ミリの導入 も珍 しくな くな った。 ワー プロ、パ ソ

コン、電 子手 帳、 ファクシ ミリ、 コー ドレス電話 などの"情 報家電"と 呼ばれ る分 野 はさ

らに成長が期待 されて いる。OA機 器が家電製 品 としての性格 を強め る傾 向と複合製品化

も進んで いる。

こうした情報機器の浸透の ほかに、家事の代行 サー ビスの市場化 も進展 した。 フ ァミリ

ー レス トラ ンや惣菜 ・お弁 当な どの宅配 サー ビス とい った外食 ・サー ビス産業 は急成長を

示 して お り、掃除や介護の出張サー ビスな どの家事労働 の外部化 も見 られ る。

家庭生活 の身近 なところを情報拠点化す る動 き もあ る。 その筆頭 はコ ンビニエ ンスス ト

アであ る。 コン ビニエ ンスス トアで は、電気 、ガ スな どの公共料金の払込代行、生命保 険

会社の加入事務 の取 り扱 い、チケ ッ トの販売、 フ ァクシ ミリによる有料情報サ ー ビス(首

都圏 に4,000台 の伝言FAX)な ど もで きるよ うにな った。24時 間サー ビスを開始 した外

資系銀 行(CITIBANK)のATM装 置 も、24時 間体制の コンビニ店 内に場 を借 りて いる。 い

ずれデー タベースや公共サー ビス も設置 され るか もしれな い。 このよ うに、情報通信を活

用 した総合的 なネ ッ トワー クサー ビスが 日常生活 の身近 な場所で始 まってい る。

以上の よ うに、 「家庭 内の情報化 」は 「家庭機 能の外部(都 市)化 」を生み、 「家庭 を

取 り囲 む情報化 」は 「都市機能の家 庭内化」を促 進 して、生活行動の中で都市 と住 まい と

の境界 が見 い出 しづ らくな りっっあ る。情報化 による生活文化 の変化の兆 しが ある。

2.了 カスタマイズと感性に向かう情報化

家庭の電化 も家事の代行 も消費生活面の情報サービス化 も、人間の労力の軽減やそれに

要する時間の節約の面では大いに貢献 している。 しか し、情報化という観点か らするとま
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だ まだ整備 され るべ き基盤 は無尽蔵 に残 されて いる。

前記 の家庭の電化の例 は、イ ンフラス トラ クチ ャ的役割を果 たす機器 レベルのニ ューメ

デ ィアであ るが 、アプ リケー シ ョンと しての個 々の 目的に合 ったサー ビス も必要であ る。

例えば、ホーム シ ョッピング、 ホームバ ンキ ング、ホーム リザベー シ ョン、ホーム トレー

ド、 ホームイ ンフォメー シ ョン、 ホーム健康管理 ・診 断、ホームセキ ュ リティな どの各 シ

ステム と魅 力あるソフ トサー ビスであ る。 これ らは"情 報家電"の 普及 に伴 って今後発達

して くる分野で あ り、利用面 か らは統合型 のネ ッ トワー クシステムや複合端末 が望 まれる。

また、FTTH(FiberToTheHome:加 入者網光化実験 の総称 、米国内で は実験数が60)

やFTTC(FiberToTheCurb)の 実用化が大 き く影響 す るところであ る。

情報化 による簡単 ・便利 の享受 は、経済的 ・物的豊か さの上 に加え られた ものである。

さらに人 間の欲求 はとどまるところを知 らないかの よ うに、安心、健康、快適、 自由を志

向す る。 しか し、経済効率中心 の商品開発 を追求 して い く過程 で見失われた もの はなか っ

たであろ うか。車 や家電 などの耐久消 費財 の非耐久消費財化、つま りフ ァッシ ョン化は、

経済成 長を支えた柱 の一つであ った。新製 品が出 ると旧型 モデル はたちまち市場 か ら姿を

消 し、共存で きな くな るとい うモ デルチ ェ ンジの異常 な速 さは、市場 の奥行 きのなさであ

り、消費者の選択の幅をむ しろ狭 めて もいる。使え る もの も簡単 に捨 てて しまう傾 向は、

単 に消費者だ けの問題で はない。 資源保護の観点か らして も問題な しとはいえない。過激

な新製 品競争 は、本来機能 はと もか く、短期 間の買換 え需要を見込んだ価格設定や付加価

値機能 の 目新 しさに注 力 しす ぎた き らい はないであ ろうか。

こうした反省 に立 って、産業界 は生産 システム を、消費 ・生活者 はライフスタイルを見

直 し始 めた。

製 品開発分野で は、多品種、モデルチ ェンジの過剰 に対す る反省が生 まれ、見直 しが始

まった。本 当に必要 なのか ど うか とい う疑 問 と資源 ・エネルギー面 か らの無駄、地球環境

問題 な どが その背景 にある。在庫製 品をデポ ジ ッ トす る倉庫代 も開発 に要す るマ ンパ ワー

も大 きな負担 であ るうえに、使 い捨て どころか使 わないで捨て る物 さえあった。 こうした

多品種生産の弊害を見直 して、品種減少化が始 ま った。あ るメーカの家電製品の銘柄数 は、

88年 か ら91年 の3年 間で、冷蔵庫が64%、VTRが49%、 カラーテ レビが66%に な ったと

い うデータ もある。

そ して、現在 は生産者 も消費者 も"ホ ンモ ノ"を 志 向 し始めた。材料が良質で古 くか ら

の製 法を用 い、 限定生産 による稀少価値 が高 い とい う本格派、伝統への回帰現象が見 られ
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る。一品種一生産のオ リジナ リティの価値を技術が後押 しして安価に得 られるようにもな

ってきた。居住空間の設計やシステムキ ッチンの選択を仮想現実感技術を用いた疑似体験

システムで試行できるのも、使いやすさだけでな くその人なりというオ リジナリティを満

足 させるものである。アメリカで開発中の電子新聞も、一人ひとりが読みたい部分だけを

ピックアップ したり、組み合わせによって自分だけのオ リジナルな新聞を作れる個別志向

のサービスである。 しかも、新聞紙がいらな くなれば資源エネルギーの省力化にも相当貢

献で きる。化粧品も原料を調合 して個人用の処方箋を作 って くれる。 このように製品 も設

計 もメディアもカスタマイズ化 して個人用のものが作 られるようになってきた。これには

情報技術の貢献が大 きいと言えよう。

こうしたニーズに応えてい くには、さらに、人間がどういうものを欲 しが っているかを

理解する情報処理技術が必要になる。そうした取 り組みは既に感性情報処理の分野で始ま

っている。四次元 コンピュータの目指すところは、あいまいな感性情報を技術の中にいか

に取 り込めるかというところにあり、心の科学への工学系からの取 り組みも始まった。感

性 ビジネスを考える研究組織 もある。一品種一生産の考え方や技術開発の流れは、感性や

情緒を トレンドとす る社会に動いていることの現れであり、情報化が、あいまいさに科学

的裏付けをしようとす る情緒 ・感性社会を目指 して変化 してい く兆 しである。無駄な く個

人の好みに合った最適な選択が可能となるこうしたシステムを社会全体の仕組みに取 り入

れていけば、環境 も改善 されて、快適で満足できるライフスタイルの創造に近づけよう。
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3人 間 と情 報 化 環 境

文明 の発展 は常 に自然破壊 や環境変化 を伴 って きたが、特 に科学技術志向に根付 く近代

工業化 の過程 にお いて加速度的に変化 した。変化の ス ピー ドを加速 させ たとい う点で情報

技術の果た した役割 は極 めて大 きい。情報 の伝達 ス ピー ドは、人力(走 行能力)に よって

いた時代 はせいぜ い1時 間に10kmで あった。 この人 力に依存す るしか手段 のなか った時代

が2000年 続 いた。そ してイギ リスで蒸気機関車が発 明 されて、1時 間100㎞ と、その伝達

スピー ドは10倍 にな った。 これが100年 続 いた後、 アメ リカで ジェッ ト機が発明 され、1

時間1,000㎞ と、 ス ピー ドはさらに10倍 も向上 した。そ して60年 後、現代のエ レク トロニ

クス(電 子)時 代を迎えた。電子 は時間当た り10億 ㎞の伝達能力を もっ もので、ジェ ッ ト

機の時代 か らす ると100万 倍の能 力向上 を果 た した ことになる。情報 の伝達 ス ピー ドが こ

のように加速度 を増 して きたの とは逆 に、新 しい技術の出現サイクルは短縮 している。蒸

気機関車の時代 が100年 、 ジェッ ト機か ら電子 までが60年 、電子の次に来 るものは、 この

法則性 に則 ると30年 前後 で出現す ることにな る。 しか し現状において は、次代 を担 う画期

的な技術が何であ るか は見 当がっか ない(既 に存在 しているのか、これか ら出現す るのか)。

また、 その 出現 によって、エ レク トロニ クスの時代が終焉す るとも考え に くい。 まさにエ

レク トロニ クスの発展 は無限の広が りを もって いるかのよ うに、今 日、隆盛を極めている

のであ る。

こ うした技術 の発展 による環境変化のス ピー ドは人間 にどのよ うな影響 を もた らしたで

あろ うか。 エ レク トロニ クス技術を基礎 とす る情報 化の進展は人 間にどうい う影響 を及ぼ

して いるか。情報化 によ り人 間は変化 して いるはずであ るが、 どう変化 しているかはよ く

見えない。 さまざまな社 会現象 の中にその片鱗が垣間見 えるが、その現象 は時間差を もっ

て表 われ るので、表出 した時 は既 に相 当に浸透 して いる。最 も問題 なの は、情報化が人間

の弱点 に働 きか けて、潜在す る悪(犯 罪、怠慢な ど)を 引き出 した り、能力を退行(依 存、

画一化 など)さ せ た り、心身を荒廃(人 間疎外、現代病など)さ せ る方向 に作用す るので

はな いか とい う点で ある。 そ して、 これが個の問題 にとどま らず社会 に蔓延 して、社会の

荒廃を生 むのではないか と危惧 され る。

ハ イテ ク化 された社会 に暮 らし、働 いて生 きていかねばな らない現代人 の生活 と労働を

考え る時、高度 に 自動化 された機器や コ ンピュー タによるシステム化が人 間にどのよ うな

働 きか けを してい るか、今 日の情報化 とそれに関連 す るテクノロ ジーの発達が人々の幸福
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にど うっなが るか。 それ を情報化が人間 に及ぼ したイ ンパ ク トを検証す るところか ら探 っ

て みたい。

3.1人 間 と機械のイ ンタフ ェース

人 間は道具 と しての機械 との接触 にお いて、物理 的、肉体的な面 と精神 的、知 的な面 と

の二 つの面でかかわ りを もっ。人 間に道具 と して使 われ る機械 に求め られ る機能 は、人間

に とっての使 い易 さであ り、物理的、肉体的な接触 における使い易 さは、機 械の形態 や操

作 性で人 間にな じむ もの とい った視点か ら研究開発がなされて きた。単純な機能の機械で

あればそれだ けですむが、複雑 な機能 を もつ機械 にな ると使 い手 にと って は結果を予測 し

なが ら正 しい手順で操作す る必要 が出て くる。 ここで精神的、知的 な面での イ ンタフェー

スが課題 とな って くる。飛行機や 自動車 もそ うであ るが、 コンピュータの 出現以来、 メン

タル な面でのイ ンタフェースの重要性が クローズ ア ップされて きた。 コンピュータサ イエ

ンスにお けるイ ンタフ ェースの役割 は、 「界面(境 界)」 か ら 「使 い勝手 」に変化 して き

た。 中央処理装 置 と端末装置 との連絡 にかかわ るハ ー ドなイ ンタフ ェースは、パ ソコンの

普及 によ り人間対機械の接触 におけるソフ トな相互作用の問題 と して前面 に押 し出され、

使 い易 さが意識 され るよ うにな って きた。

さらに コンピュー タには、人 間が機械を使用 しやす いよ うにメ ンタルな支援 をす る機能

を、 自身の持つ機能 を使 って実現す る可能性が期待 されて いるのであ る。 この点 がオー ト

マチ ック化 によって運転 の しやす さを図 るの とは根本 的に異な るところであ る。 自動車 や

飛行機 のオー トマチ ック化 に して も、 その操作支援 のためにコ ンピュータが組 み込 まれて

い る。機械の操作 とい う知 的作業 を支援す るメ ンタルなイ ンタフェース機能を追究 してい

くと、単 なる使い易 さだけの問題 ではな く、人間の知 的活動全般 にかかわ る課題へ と踏 み

込 む ことになる。そ こで、人 間の生体機能 その ものの研究が技術開発 にお ける不可欠の要

素 とな って きた。 コ ンピュー タ技術 開発の分野で、人工知能、 フ ァジィ、ニ ューロ、バイ

オ といった、いわ ば人間の生体機能 の一部 を模倣す る機械機能 の研究 が盛ん に行われて い

る。セ ンサー技術開発を中心 に味覚、触覚 、聴覚、視覚、嗅覚 とい った五感の研究やエ ン

ターテイメ ン ト分野への応用を 目指 した感性、感覚機能の研究 も活発 にな って きた。 これ

らは、道具 と しての機械の機能 を、人間の手足 と しての肉体労働 の代 替か ら人 間の頭脳や

心 とい った知的、精神 的活動を支援す る ものへ と拡大 させ よ うとす る ものであ る。

しか し人間の解 明 はさらに難解 なテーマであ り、未 だよ くわか って いな い部分 が多 い。
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そこが最大の課題であり、上記の技術開発にあたっては、究極的には人間の解明と並行 し

て行われなければ達成 し得ないわけである。人間の機能で機械に勝る最たるものは総合的

感覚であろうか。全人格的な総合判断は物理的、機械的モデルでは到底計 り知れないもの

がある。 しか し部分的には人間の機能 も機械に劣る面が少なからず存在する。人間は物事

を覚えにくく、忘れやす く、間違えやすい。大量の計算処理などお手上げで、下手をする

と1+1ま で電卓を使って しまう始末である。することに一貫性がなく、効率一点張りに

は耐えられない生き物である。例えば日常の言論行動一っをとりあげてみて も、脈絡がな

く意味不明で極めて非論理的なことを言 っている場合が応々にしてある。それでも人間同

士であれば意思疎通に何 ら支障をきたさないですむのである。機械相手、機械同士ではそ

うはいかない。機械機能にそこまで求めるのは現段階では妥当ではない。機械には人間の

不得手とするところをカバーし、得手とするところを伸ばす支援機能としての向上を望む

のが現実的である。そこで、道具論、技術論の中で物理的なインタフェースを考えること

と併せて、人間と機械 とのインタフェースを人間にとっての使い易さの面から追求するこ

とが当面の課題となる。

3.2人 間と機械 の関係変化

人 間 と機械 との関係変化 はコンピュータの 出現 によって ヒューマ ンイ ンタフェースの視

点が導入 された ことに も現れて いる。人間に とって使 い易い機械を作 りあげるための学問

体系 と しての人間工学 は、1950年 代 に作業の科学 的管理をす ることで打ち立て られた分野

で あ り、その時点で はコンピュータはまだ本格 的に使 われていなか った。従来 の人間工学

的視点か らは人間 は物理 的な対象で あ り、形態的な もので あった。 しか し今 日、 コンピュ

ータに関す る使 い易 さの論議 は
、人 間のメ ンタルな側面 に注 目 した、心理的なモデルが基

本 にな って いる。 マ ンマ シ ン ・イ ンタフ ェースの段階では、マ ンとマ シンは対立概念であ

り、両者 の境界部分(例 えば、 コンピュータで はCRTデ ィスプ レイやキ ーボー ド)を う

ま くっな ぐ設計がで きるか ど うかが機械 の使 い易 さを決定付 けるポイ ン トであ った。

一 方、 ヒューマ ンイ ンタフェース は最初 か ら一体型の設計 をす る方 向で あ り、人間 と機

械の情報 的接 点を中心 に論 じて いる点 、 また、高度 なコ ンピュータ技術 を前提 と して いる

点な どで従来 のマ ンマ シン ・イ ンタフェース とは異 なる。人 間が 自分 自身 の ことを考 える

「自己言及 」を含む分野、換言すれば創造性 を発揮 しうる分野で ある。

コ ンピュー タは機械 を コン トロールす る機械で あ り、機械の 「知的ふ るまい」 とい うこ
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との原型で ある点で他の機械 とは人間 とのかかわ りにおいて異 なる対象であ る。 また、 コ

ンピュータは シンボルを操作 で きるとい う点 で、人 間の思考活動 と深 くかかわ り相互 に影

響 を及ぼ し合 う関係 をつ くるものであ る。 しか し、現在の コンピュータや情報技術 は未熟

なため に人間の能 力に及ばない。 コ ンピュー タを人 間の能力に近づ け るための工学的研究

はそ うした観点 か ら進 め られている。それで は人 間の知的な能 力 とは何 か とい うことにっ

いて は体系的な検討 がなされているであ ろうか。 「人 間の知」 と 「機械 の知 」の比較 は際

限な く可能で はあろ うが、 ここでよ り重要なの は、 「機械の知」が人間の思考 とどの よう

にかか わ りあ ってい くことが望 ま しいのか を考え ることで あろ う。 この ことは究極的 には

人間 にと って ど ういう機械文明(情 報化社会 と言 い換えて もよい)が 望 ま しいか とい うこ

とで もあるが、至近的 には ヒューマ ンイ ンタフェースの問題 として捉え ることがで きる。

近代 ロボ ッ ト工学の観点 か らは、 「ロボ ッ トとは感覚や知能 を用 いて作業がで き、人 間

や動物 に似 た外見や機能を もっ機械(1983年 中野栄二説)」 で ある と定義付け られ る。

手足 の移動 による作業(動 作機能)が で き、作業状況や周囲の環境 を知覚(セ ンサー)し 、

次に とるべ き行動 を判断、決定(人 工知能)す るが、知覚、判断、決定能力 には限 りがあ

り人 間の介在 が避 け られな い、知能面で 自立 して いない機械であ る。現在 も基本的 にはこ

の域 を出ていないが 、機械技術 に先端的な コン ピュータ技術が加わ った ロボ ッ ト技術の進

歩 には目覚 ま しい ものがある。その用途 も従来の工場 内で の組み立 て製造 中心 か ら建設 ・

土木、物流 ・運輸 ・倉庫、サー ビスなどの非製造 分野 に、 また極限環境下や医療分野、 さ

らには家庭用 や娯楽 な ど社会の中で多彩 に働 くロボ ッ トの実用化が図 られつつあ り、次 に

例 にみ るとお り、 ロボ ッ トの社会化、パ ーソナル化の傾 向が拡が って きて いる。

極限 ・危険作業 原子力 ・電力、火 山、宇宙 ・海洋開発、防災 ・消 防、活線(通 電 中

の電線工事)、 架線移動(電 線の保守 ・点検)

医療 ・福祉 看護(入 浴介護、抱 き上 げ介助)、 医療用マイ クロマ シン、盲導犬、

患者、触診

家事手伝 い 掃除、洗濯 、食事の後 片付 け、窓ふ き、警備

サー ビス イス並べ、高速道路 トイ レ清掃

ア ミューズ メ ン ト ー ゲーム、阿波踊 り

この よ うな社会性を もった、パー ソナルな用途 に も対応 で きるロボ ッ トの開発には技術
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的な課題 も多い。産業用ロボ ットは工場内での精密で高速な生産活動を支援 してきたが、

その動作は比較的単純で、作業内容 も単調である。これに比べて、現在実用開発の方向に

ある社会や家庭で働 くロボッ トは、より柔軟な対応を要求される。まず歩かなければなら

ないし、その場の状況に合わせた高度な動きを しなければな らない。 しか し現段階の技術

レベルは、視覚セ ンサーに して も人間の眼の機能に遠 く及ばないし、素材技術 も、データ

ベースとしての知識の蓄積 も豊富 とはいえない。近年脚光を浴びているバーチャル ・リア

リティ(仮 想現実感)や テレイグジスタンス(臨 場感を伴 った遠隔操作技術)、 マイクロ

マシンの技術開発に期待されるところは大 きいが、 これ も人間の介在を離れるものではな

い。知能を備え、意識をもって行動するロボ ットの実現は先の話としても、機械 ロボット

にマイクロエレク トロニクス技術が加わ って、ロボ ットの応用分野は限りな く広がってき

た。人間が入 り込めない極限作業環境下や人間の体内などの ミクロな世界での作業から、

人間に身近かなところで人間の活動を支援 した り、生活を楽 しくさせるロボットまで実用

研究は急ピッチで進められている。

ところで、人間社会はロボットに何を求め、どういう活躍の場を提供 しようとしている

のであろうか。まずは、人間や社会にとって役立っこと、いわば縁の下の力持ちとしての

役割を望んでいるといえよう。人間が人間 らしく生 きられるための社会資本や環境の保全、

高齢化社会の維持などに活躍の場が求められるであろう。産業効率や生産性の向上の面で

もますます ロボッ トが活躍 して くるであろう。

このように社会がロボッ ト化 してい くことは、果たして人間にとって良いことづ くめで

あると言えるであろうか。生産が完全に自動化 して生産活動な しの生活(そ の究極の姿は、

働かずに食べていかれることか)が 訪れたとして、また、家庭でもロボットが家事をこな

してくれるようになったとして、人は果たしてそれを快適と感 じられるだろうか。生産活

動を中心と して人は価値を生成す る営みに生きがいを見い出してきた。これまでの価値観

からすれば、便益の享受とは裏腹に生きがいが失われてい くことになるが、新たな価値観

に基づ く新たな生 きがいが生まれて くるのであろうか。

3.3人 間の能 力

コンピュータや ロボ ッ トが人 間に何を もた らす か も重要だが、 コンピュータや ロボ ッ ト

にで きない ことは何か、人間に しかな いユニー クさとは何か とい う視点 も大切であ る。人

間が 自身を考え る立脚点や人 間性 に関す る価値観の変化 も踏 まえて、人間の能力を検証す

一43L



る作業が欠かせなくなって くるのではないだろうか。

社会全体の傾向は情報化に向かっているが、人間側の利用能力はいかがな ものであろう

か。労働の場においては質的能力の向上が要請されている。情報機器が操作できるという

技能 レベルの話ではない。情報メディアを使 って何ができるか、どういう価値を生み出せ

るかという能力やパ ワーが問われ始めた。人間の労働がどこまで機械に優位するかとも言

い換え うる。決められたことを効率的に遂行す る能力ではな く、自ら情報を作 り出す創発

的な能力がより強 く求められるようになってきた。前者の機能だけでは世の中の複雑化や

多様化に対応 しきれないか らであり、情報機器や通信システムなどの技術の発展により前

者の機能は代替され うるか らである。技術の進歩は、人間を機械的、反復的な単純作業や

肉体を酷使する労働か ら解放する反面で、人間な らではの創造性をより以上に発揮すべき

と求める点で、ある意味ではプレッシャーを高めたと言えよう。人間機能の探究が進めら

れる中で人間その ものはただ住んでいるだけでよいのであろうか。

コンピュータの応用範囲が一般の市民生活 レベルまで広がるにっれて、これまでコンピ

ュータが得意 としてきた数値的情報のみならず、形而上的な性格をもっ情報を扱 う必要性

も指摘されるようになって きた。人間同士の高度なコミュニケーションを、 コンピュータ

がどのように扱い、いかに支持するかが重要になると、今までの形式情報や論理情報だけ

でな く、より高度な知識情報や感性情報の理解 と実用化が必須となる。人間の自然言語に

関連する応用分野では、冗長、曖昧、不整合、あるいは常識 ・意味 ・主観 といった比較的

抽象的な概念を表現 し、処理 しなければな らず、二値論理の限界を補う新 しい論理の展開

が求められる。 「コンピュータはどこまで人間に近づけるか」という人工知能研究の基本

的課題 もここにある。

人間を取り巻 く環境および人間の意識 ・価値観は、情報化との相互インパク トの中で、

今後より一層の変化を遂げるものと思われる。特に、人間の解明 といった領域における技

術革新は、人間心理、感性、倫理などを包含 したかってないインパ ク トを人間にもたらす

ことになろう。人間は技術によって大いなる便益を受けている。一方、技術は自己増殖 し、

自己抑制がきかない側面 も併せ もっている。技術の進歩に人間が追い付けない状況を回避

し、真に人間のための技術、人間中心の情報化を達成するためには、人間も自らの能力開

発や倫理観の醸成に努め、科学技術に対する連続 したアセスメン トを社会システムの中に

組み込んで実施 してい く必要がある。それ らを前提 として、人間とハイテクの共存への道

を模索 していかねばな らない。
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3.4人 間とハイテクの共存共栄

人間と機械の対立や機械による人間の支配を主題 としたSF小 説は数多い。機械は人間

の敵か味方かという関心や人間疎外 と機械支配主義 とを結びつけようとする原動力はどこ

か らくるものか。機械史は人間の文明史で もあ り、機械は科学技術の中間成果物である。

科学技術に対す る過度の信頼と過度の批判が共存するのは、人間の文明の歴史と不可分な

関係にあるためであろうか。今世紀の後半になって急激に成長 しすぎた技術が地球環境や

生態系に与えた悪影響はわか っている。 しか し、技術のどこが悪いのか、技術そのものか、

その適用か、技術を組み込んだシステムかといった点にっいては未検討であり、また結論

を出すのは極めて困難 と思われる。

人間と機械の共生は可能であろうか。機械を、人間にとって都合の良い道具としてしか

扱いた くないと考える人にとっては、共生という言葉 自体が対等に近い関係を表現す ると

して反発を感 じるかもしれない。 しかし、現代人にとって機械の存在が必要不可欠になっ

ている以上、共生関係 として捉え直す視点は重要と思われる。

人間中心の情報化社会の目指す ところが、社会秩序を維持 したまま個人の自由を最大限

に保証 し、情報化を手段として人間のさまざまな能力を引き出し、望む らくは創造性をも

発揮 しうる環境を もた らす社会であるとす るならば、その社会の質は個人の資質によって

決定されるところが大きいのは必然である。

そのような社会の実現のためには、技術的アプローチや法 ・制度的対応による解決を図

ることと合わせて、人間の意識や自己啓発を養 う長期的な教育 ・啓蒙活動 も必要となろう。

人間が自分の創造物に支配 されたくなければ、自らそれを乗り越えることによって免が

れるしかない。あ らか じめ予測で きれば抑制の仕様 もあるが、創造の途上では目的とする

ところと、そのもた らされる結果が一致するかどうかはわか らないことも多い。恣意的で

はないに しろ、生 じた結果には何 らかの責任をもたなければな らない。それは個人に求め

られることも社会に求め られることもある。最悪の事態が生 じてからでは遅いが、予兆が

見 られる場合はくい止める教訓となる。その時、どういう手段をとり得るであろうか。影

響の度合いによるが、自らの創造物を破壊す ることで解決を図ろうとするのは直裁である。

その前に、自らの力を高めて克服する手立てとその可能性をまず考えるべきではないだろ

うか。ここで自らの力とは、なお一層の技術革新力、アセスメント機能、人間と社会の資

質の向上などを意味する。
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コンピュータを中心 とす る情報技術は、ハー ト面でもソフ ト面でもまだ発展途上にある。

その不完全さゆえにひき起 こされる社会的混乱 もあるが、誤用や故意の悪用によるもの、

人間のメンタルな面とのかかわりにおける軋礫 も生 じている。その影響力は情報化の浸透

に伴って拡大 し、社会的課題となってきた。その対処策としては、さらなる技術の進展に

期待されるところも多いが法制度面の整備などの社会的対応を求め られるもの、社会の成

員としての、一個の人間としてのモラルなどの個人的対応を求め られるものがある。

科学技術 は人間の長所 も欠点 も拡大する。特にコンピュータを中心とする情報技術の進

歩は人間の意識の深層にまで及ぶ変化を促すのではないだろうか。 もしもコンピュータが

人間の思考や神経系を代行するに至 った時、それが人間らしさを損なうことな く人間の内

部機能の拡張を もたらす ものであるならば、機械と人間という二項対立の図式 も解消され

よう。 しか し現段階では、人間の機能の理解を深めたより高度なコンピュータ機能の開発

と、健全でより快適な情報化社会を築 くための基盤整備や人間の対応力の向上 とを並行 し

て行 ってい くことが現実的である。その際、情報化の進展が人間の欠点を拡大す る方向に

作用することには特段の注意を払わねばな らない。

3.5ヒ ューマンウ ェアの酒養

情報化が著 しく社会性 を帯 びて進展 して い く中で、今後 は、情報化社会 の主体 と しての

人 間の理性 ・知性 ・感性 な どが、 その社会 の有 り様を左右す る決定要 因 とな る。 また、情

報化社会の メ リッ トは、その主体 であ る人 間に情報活用能力が備わ っていなけれ ば享受で

きない。 その たあに も情報化社会 に生 きる人 間の資質の向上 にっいての体 系的な検討が必

要 であ り、 それ は技術開発 の重要性 に も増 して緊急の課題で ある。

いま仮 に、情報化 に対応 す る個 人の能 力 ・意識 ・資質、情報 リテ ラシー、情報倫理 な ど

の概 念を総称す る言葉 と して"ヒ ューマ ンウェア"を 提唱 して みたい。 ヒューマ ンウェア

は言葉 と して も概念 と して も一般化 されて いるもので はな いが、 ここでは図表3-1に 示

す よ うにと らえている。

情報 システ ムが、①容 れ物 としてのハ ー ドウェア、②利用 ツール と しての ソフ トウ ェア、

③ そ こを流れ るデー タや情報、④利用技術 、人 的能力、社会 システ ムを含むユーザ使用環

境の四つの要素で構成 され ると した場合、 ヒューマ ンウェアは④の一部 と して位 置付 け ら

れ る。そ して、④で言 うユ ーザ は、規模(人 数)や 目標(基 盤)に よ って例えば次の よう

に区分で きる。
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図表3-1ヒ ューマ ンウェアの位置付 け と概念

システムの構成要素

ハ ー ドウ エア

ソフ トウ ェア

二軸i三;三三;㌻㌍
ユ ース ウェア

〈ウェ ッ トウェアの構成要素 〉

構 成 要 素 主体 規 模 形 成 概 念

ソー シ ャル ウ ェア 社会 大 情報通信インフラ、社会制度、情報倫理

蹄り
爪 社会契約(知 的所有権など)

グループウェア 集団 コンピュータ情報処理や通信などの技術的な面

(グループ) と、人間が協調 して仕事をすることに対する行
動科学や心理学的な面か らの研究とを融合 して
トー タルな システム としてまとめあげよ うとす

る概念
グル ープ協調作業のための ソフ トウェアツール

(既存の慣用語の概念に同ず)
∨

ヒュ ー マ ンウ ェア 個人 小 情報化に対応す る個人の意識 ・資質 ・能力(技
(パーソナル) 能 ・セ ンス)

情報 リテラシー、情報倫理

人間関係、対人技術
コミュニケーション、 プレゼンテーション、 インテグレーション能 力

ユ ー ス ウェア 企 業(ビ ジネス) システムを人間的に運営する仕掛け

灘 量鞠
ユーザが望 む商品開発の要件整備(分 か りやす

い、使 いやす い、感性の具現化)
コンサルティング、メインテナンスのサービスによるユーザ支援

(注)1rWetware(ウ ェ ッ トウェア)」 とはハ ワー ド ・ライ ンゴール ドの説 によるものであ る。

UsewareEnvironment(ユ ーザ使用環境)と も言えよ うか。ただ し、 ここで示す概念

はそれ と同一で はな い。

2「 社会契約」 とはジ ョン ・バー ローの言 による もので、知的所有権 をその一つ にあげ

ている。社会的な仕組み(シ ステム)と して は社会制度の一端であ り、 より強固で相

対 的な取 り決 め(ル ール)と 言 えよ うか。

3グ ループウェアがあ る限 られた範囲 の人 々の集 まりを対象 とす るのに対 して、 ソーシ

ャル ウェアは社会的存在 と しての人 間の よ り幅広い行動範囲を示す もので、個の集団

と して グル ープよ り規模の大 きい ソー シャル ・グループ(コ ミュニティ)や 社会(ソ

サエテ ィ)と とらえてお く。

4ユ ース ウェアは、 ソー シャル ウェア、 グループウェア、 ヒューマ ンウェアがいずれ も

人間(個 人、集 団、組織)を 主体 とす るの に対 して、企業のユーザに対す る提供サ ー
ビスの意味合 いが強 い。 したが って、技術的 な取 り組みが中心 になる。 ソーシャルウ

ェア、 ヒューマ ンウェアはむ しろ社会 的、教育的取 り組みが中心で、 グループ ウェア

は技術的 な取 り組 みが先行 してい るが、究極的 には社会的な取 り組みに負 うもので あ

ろ う。
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④.個 人 レベル ・… 情報化 に伴 う個人 の能力や資質(リ テラ シー、モ ラル)

◎.集 団 レベル …・複数の人が協調 して作業 を進 める際の技能 や心的機能の要件(グ ル

ープウェアの概念 に近 い)

◎.企 業 レベル ・… ユ ーザが望 む商品開発の要件(人 間にや さ しく、分か り易 く、使 い

易 い、人 間の感性 の具現化)

e.社 会 レベル ・… システムを社会 的に運営す る仕掛けやイ ンフラ(社 会制度 、社会契

約、情報倫理 な ど)

ヒューマ ンウェアを狭義 に捉 え るな らば上記の④ を指 し、広義 に は④～eの 全てにまた

が るといって もよい。人間を個 と して とらえ るか、人 間関係な どの社会性 を伴 った ものと

して とらえ るかで その概念の範疇 も変 わ って くる。 また、ユーザの使用環境 その もの も、

人的要素で とらえ るか、社会的な要 素で とらえ るか、技術的な要素で とらえるかによ って

枠組 みや区分けが変わ って こよ う。 しか し、 ここで は これ らを明確 に区分 し体系化す るこ

とはせず、 ヒューマ ンウェアを取 り巻 く環境 を提示す ることで ヒューマ ンウェアの概念 と

位置付 けを考察す るに止 めて いる。

④ が人間の個 と しての ウェア(容 れ物)だ とす る と、◎ は、現在、取 り組 みが盛んにな

って きたグループ ウェアやCSCWの 概念で代表 され るグループ ・ユーザのための ウェア

(使 用環境)で あ る。 グループウェア は、近年注 目の情報技術(ソ フ トウェアツール)と

してその名 も定着 しているが、本来、技術的な取 り組 みの みを対象 とす るもので はない は

ずであ り、 ここで は社会科学か らの取 り組 み も含 めて考えて いる。

◎ は、情報産業の分野で用 い られ るユース ウェアの概念 に近 く、 これを包含 した もの と

いえ る。今 日のユースウェアは、ハー ドや ソフ トの選択 ・導入 の コンサルテ ィング、修理、

ソフ トのイ ンス トール(組 み込み)作 業の代行 、ネ ッ トワー クの構築 ・管理などのパ ソコ

ン関連 サー ビスの総称 として用 い られ、ハー ドメーカのア フターサー ビスや ソフ トハ ウス

のサポー トサー ビス と して有償で提供 され始めた ところであ る。 アメ リカで は各分野 に長

けたユースウェア業者が数多 く存在す るが、サー ビス対価 の意識 が薄か ったわが 国で は普

及 に着手 し始めたばか り(日 本 ユースウ ェア協会が1992年8月 に設立 された)で ある。 た

だ し、 ここで はより広義 に と らえて、提供者側が利用者側 の立 場 に立 って提供す る使用環

境全般を指す こととす る。 エ ン ドユーザ コンピューテ ィ ング(EUC)の 普及に伴 い、ハ

ー ドとソフ トと情報 を誰 が何 のためにどの よ うに使 いこなすか という使 い方の問題 は今後

ます ます重要 な課題 とな って くる。 そのため には、ユ ーザ にとって望ま しい環境 とは どう
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あ るべ きか とい うユ ーザの立場 に立 った提供側 の技術 や ノウハ ウの蓄積が不可欠で あ り、

ユ ースウェアの整備 に向けた取 り組みへの期 待が高 ま って いる。

◎ は、④が個人、◎が グループ(小 集団)で あ るのに対 して、よ り規模の大 きい集団(

コ ミュニ ティ、 ソサエテ ィ)を 対象 とす る。社会的存在 と しての人間のより幅広 い行動範

囲を基盤 として、 そ こに形成 され る情報通信 イ ンフラや社会制度、情報倫理 な どの技術 的、

社会 システム的、人 的対応 による情報環境 を指す もので ある。 したが って、 ソー シャル ウ

ェアと して整備 され るべ き もの は、社会の情報化 を推進す るための基盤整備 とその 目的や

方法論 を同 じくす る。 その違 いは、構成員があ る条件 で共通す る、 また は明確な参加意識

に基づ く特定の集 団社会か、不特定多数を対象 と し構成員の参加意識 も不明確 な公共社会

か とい うことであ り、前者 を対象 とす るソーシャル ウェアは目標達成への シナ リオが描 き

やす く実現可能性 も高い。 その点 で、各所 におけるソー シャルウェアへの取 り組みが社会

(公共)シ ステムに反映 されて ステ ップア ップ して い くとい うス トー リーが、情報化社会

の基盤 整備 のため に も最 も現実 的で即効性 の高 い方法か もしれない。新 しい情報環境の上

に新たな価値 と倫理 に基づ くソー シャル ウェアを確立す る試 みは、健全 な情報化社会を形

成す るためのプ ロ トタイプとなろ う。

ヒューマ ンウェア とは、情報 化社会 に生 きる人 間 としての英知であ る。 そこに求 め られ

るの は情報化 に対す る意識であ り、資質であ り、能 力であ る。それ は個 と しての人間の情

報手段 の活用能力、情報化への適応力、モ ラルな どを基礎 と して、社会的な行動範囲の広

が りとともにグループ ウェアや ソー シャルウェアの構 成員 としての資質 に結 びつ き、 グル

ープ ウェアや ソーシャル ウェアの質 を決定す る要素 とな る。その時点 で ヒューマ ンウェア

は個 と しての人間のみを対象範 囲 とす るもので はな くなる。いかな る社会 も、その構成要

素を分解 していけば個 と しての人 間 に行 き着 くので あ り、 ヒューマ ンウェアと して個人 に

備わ る情報化の質 は、情報 化社会 の質を決定付 ける もの とな る。 ヒューマ ンウェアの質の

向上 を目指 して、 自己啓発 を促 す社会的、教育 的対応 と技術的支援を強力に推進すべ きで

あろ う。

3.6仮 想の情報空間

コ ンピュータ発展の第1期 を 巨大 コ ンピュー タによ る管理 ・コン トロールの世界、第2

期 をパ ソコ ンの到来 による個人 と コンピュータの対話 の時代 とす ると、現在は、 コン ピュ

ー タが人 と人の間をと りもち、そ こに生 じる情報空間は新た な社会 を も構築 しうるとい う、
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社会を構成する 「メディア」になる第3期 が始まりつつあるととらえられる。パソコン通

信やグループウェアの考え方にその萌芽が見 られ、バーチャル ・リア リティ(仮 想現実感)

に新 しい可能性が現れている。バーチャル ・リア リティのような人間の身体感覚や体験を

直接伝達するメディアの出現は、人間の視野やイメージ、それにより触発される思考を増

幅する。新 しい時空を超えた世界を作 り出せる。その点で第3期 は、コンピュータが人と

自然や不可視の世界をっなぎ、既成の概念では把握できない未踏の世界へ誘 うコンピュー

タ新世紀を予感させる。そこでは、これまでの現実と非現実の認識 も見直 しを迫 られる。

情報化は都市空間にもメディアによる独特の疑似共同体を作 り出し、都市の生態分析を

可能にした。最先端の宇宙理論はSFの 空想世界を超える世界を垣間見せた。現実体験 と

疑似体験が入 り交 じり、現実と非現実が混沌 として現実感は希薄化 している。自然と超 自

然の境界 も曖昧になってきた。科学技術の進歩やメディアの発達 は新たな時代閉塞の感覚

(時間も空間も広がってい く中で現実の生 々しさを失い、感覚が麻痺 してい くような状況)

を もたらしているのか もしれない。 こうした感覚が増幅されると扇動や心理操作を受けや

すい土壌ができる。そこに社会的な不安が生まれる。精神の強靱さに対する自信のなさや

異質性を排斥 し同質性にやす らぎを求める性向がその背景にある。

バーチャル ・リア リティに象徴される人間とコンピュータが作 り出す仮想の情報空間に

対 して も、人間が仮想世界に自閉 して しまうことを危惧 して警戒す る見方がある。ファミ

コンにのめり込む子供たち、ゲームにのめり込むマニアやハ ッカーなどに対するのと共通

した不安感である。 しか し仮想が一概に悪いともいえない。む しろ現実、 リアリティとは

何かと突 きつめてい くと、人間はほとんど仮想の世界で生 きているのだということを思い

知 らされるのではないだろうか。言葉とい う媒体を通 して思考を構築 し、他者 との意思疎

通を図り、テレビや新聞、書籍などのさまざまなメディアを介 して作 り出された情報空間

を一応の現実 ととらえて生きているのであるか ら。

問題は、一つには仮想の情報空間を自己満足の手段として自閉させて しまわずに、他者

や自然に開かれたものにしていく努力が必要 ということである。そこから、コンピュータ

をはじめとする情報機械の役割は何か、人間の機能の外化 した情報機械の姿から改めて人

間とは何かといった自己イメージを捉え直す可能性 も開かれて くるのではないだろうか。

二つには、人間が作 り出 した情報機械 も、作り手の意図や思惑を超えた使われ方を したり、

情報や機械が 自己増殖 してい く場合 もある。人間工学、人工知能、バイオテクノロジー、

神経生理学の研究が進んでいって、これ らが融合 した時、コンピュータに自己増殖機能が
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備わるかもしれない。そうした場合の歯止めが不可欠なのであり、対処方策 としては技術

的な取 り組みと人間社会の理性に負 うところが大きい。

人間は何をなすべきか、われわれの社会をどう作 ってい くべきなのかを情報 システムに

反映させるようにデザインしていかないと、システムの不備は、それが結果としてわれわ

れの社会生活に影響を及ぼすことになる。その意味からも、社会や文化や世の中の動向一

般にっいての幅広い見識を備えた人が必要ということになる。科学技術への過信に陥らな

い謙虚 さをもち、危険因子を慎重に見極めつつ、人間がいかにエコロジカルで豊かなイマ

ジネーションをコンピュータの作 り出す情報空間に埋め込んでいけるか、 これからはそれ

が問われて くるのである。

3.7新 しい コミュニティの形成

情報化社会 において、 コ ミュニ ケーシ ョン手段 をいかに使い こな してい くかということ

は最重要 な課 題であ る。情報機器が媒介す るコ ミュニケー ションが 日常的 にな ってい く中

で、 ヒューマ ンネ ッ トワー クはどう変化 して い くであ ろうか。 そこで中心的存在 とな るコ

ンピュータはただの道具で はな く、人 間がそれで何 を表現 したいのか という意思 に基づ き、

最 も人 間 らしい能力(創 造 力)を 発揮 しうる手段 としての役割 を果たす ものであ る。人間

とコンピュータのかかわ りは、個人 とキーボー ドやデ ィスプレイとの接触場面だけの問題

ではな くな り、情報 ・通信 メデ ィアを介 した人 と人 、人 と社会 のっなが りを支え るものと

して機能 してい る。情報 ・通信ネ ッ トワー クの上 に電子 的なコ ミュニ ケー シ ョン空間が広

が り、そ こに新 たな社会が生 まれっっある。

新 しいコ ミュニ ケーシ ョン手段 と してのパ ソコン通信が人間関係を どう変えてい って い

るか。 また、 コンピュー タと通信技術が結びついた新 しいメデ ィアは在宅勤務 とい う新 し

い勤務形態 を生み 出 しっっあるが、 コ ンピュー タコ ミュニ ケー ションは仕事 の基本的なと

ころに どうい う影響 を与え るか。

ヒューマ ンな コンピュータコ ミュニケー シ ョンに必要なのはコラボ レー シ ョン技術で あ

る。 情報 システムは汎用機の時代 か ら急速 に小型機へ と移行 し、現在、ダ ウンサイジング、

オー プン化、ネ ッ トワー ク化が主流 とな って きた。 こう した情報化環境 において は、個人

の就業、作業環境 は距離 や時間を超越 し分散 した個 々人が情報通信ネ ッ トワー クでつなが

り、 ネ ッ トワーク上の仮想 の空間を共有す る ことで協調的な作業を行 うことが多 くなる。

その際、重要 にな るのが コラボ レー シ ョン技術 であ り、CSCWや グループウェア といっ
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た コ ンピュー タソフ トウェア技術を用 いたツールが注 目されて いる。 また、現実に地理 的

空間を共有せず に人工的な仮想の世界 を介 してあたか も現実の世界を共有 す るかのよ うな

感覚を生むバ ーチ ャル リア リティ(VR)技 術 もコラボ レー ションを促進 す る要素技術 と

して期待 されて いる。人 間の感覚器(視 ・聴 ・嗅 ・味 ・触)に コンピュー タによる合成情

報 を与え ることによ って人工的な現実感覚 を生 じさせ るVRは 、今後増大す るネ ッ トワー

ク的個人の作業環境 に欠かせ ない ヒューマ ンイ ンタフ ェース技術 と して、人 と人、人 と仮

想世界 を繋 ぐ強力な ツールになると見込 まれ るか らで ある。同様 に、人間の 肉眼で は見 る

ことがで きな い世界 を可視化す る技術 やマルチ メデ ィア も有効 であ る。

こう した コラボ レーシ ョン技術が発達 してパ ソコンネ ッ トワー ク上 に電子 的な仮想の空

間が成立 し、 そ こに現実の生活 圏と同 じよ うな新 しい社会がで きて きて も不 思議 ではない。

ハ ワー ド・ライ ンゴール ドは、 こうした社会 をバ ーチ ャル ・コ ミュニテ ィと表現 して いる。

コンピュータ コ ミュニケー シ ョンは新 しい社会 を構 築 しよ うと して いるのであ る。
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4情 報 化 社 会 の 光 と影

情報化社会の光と影の問題 は、情報化の進展過程で常に取り上げられてきた。その効用

のみな らずマイナス効果についても多 くの指摘がなされている。そうした課題に対 しては、

技術的アプローチによる解決や法 ・制度などの社会制度の整備を目指 したさまざまな取り

組みがなされてきたが、根本的な解決に至らない問題 も多 く残 されており、さらに、新た

な技術開発による新たな課題 も生 じている。情報化の環境は、極めて脆弱な基盤の上にあ

ると言わざるを得ないのである。情報化の社会への浸透にっれて、そのデメリッ トの及ぶ

範囲も広がり、社会的損失や歪みを生むことになる。 しか し、近年のハイテクや情報技術

の革新、社会環境の変化や人々の価値観 ・ライフスタイルの変化に対する社会の対応は遅

れがちである。そこで、これまでの情報化の影響評価を行うところか ら今後の取り組み課

題を洗い出してお くこととしたい。

情報化が人間社会に及ぼ した影響を、その代償面からみると大 きくは次の三つであろう。

①省力化 一 肉体労働の減少により人々の労働感覚が変化 した。肉体労働を通 じて人間

が初めて知 りうる叡知や自然への敬度さや他者への思いやりを体得する機会は失われ

っっある。替わ って知的労働は増加 した。人間な らではの知的能力を活用する時代が

到来 したが、生物としての人間のバランスは知性や理性への偏向が過ぎると崩れて く

る。新たな心の病がそこに発生する。

②高速化 一 時間 ・空間感覚(距 離感 など)が 変化 した。新幹線、高速道路網、航空網、

通信網などの発達で日常の移動が高速化 したほか、マスメディアのグローバル化で世

界中の情報が瞬時に伝達され、 しかも日々伝わる情報量が大量で人間の記憶の許容量

を超え、情報の寿命は極めて短 く高速に展開 している。 こうしたスピー ドアップは人

間の感覚に少なからぬ影響を与えていよう。

③個別化 一 大衆か ら小衆 ・分衆へ、そしてパーソナル化へ と変化 した。テ レビ、電話、

ビデオ、パソコン、ワープロ、ファクシミリ、ファミコン等々、消費生活に情報メデ

ィアが根をおろ し、個別化を促進させっつある。対面によるコミュニケーション機会、

口承伝承の機会減少などで子供の人格形成や教育問題などにも影響が出てきそうであ

る。

図表4-1は 、情報化によるマイナス ・インパ クトとして、かねてより指摘されてきた

問題点や、いままさにその影響の深刻さが社会的課題として顕在化 しようとしている問題
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図表4-1情 報化に伴 う社会的課題

原 因 主 要 素
区 分

課 題 具 体 例 イ 口 ノ 、 二 ホ a b C d

①社会的機能の脆弱性 情報 システムに関す る設計 ミス、故障、過失 ・誤操作、 自然災害、事故、情報 ◎ ○ ◎ ○
・コ ン ピュータ犯罪、 いたず ら ・破 壊工作(ハ ッカー、 ウィルス)、 セ キ ュ リ
ティ、障害時対策、危機管理

②プライバシー保護への対応 個人情報の不正利用、集中管理に由来する個人の守秘 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎
情報公開 自分に関する情報を自己コン トロールする権利(知 る権利、アクセス権)

③機器間の相互接続性の欠如 端末間の互換性の欠如、プロ トコルの標準化 ◎ ○ ◎

④情報化格差の発生 情報の利用力の差や過度の集中による社会分断の危険、経済力 ・処理能力によ ○ ◎ ○ ○ ◎
る個人間や企業間の格差、インフラやニーズによる地域間の格差、国際情報流
通における南北格差(特 定の国による情報支配の危険性)

⑤権益をめぐる紛争 知的財産権 、 ソフ トウ ェア ・コピー、機 器仕様 の標準化 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

⑥ひずみ 個人 テ クノス トレス(依 存症、不安症)、 エ レク トロニ クス 自閉症、人 間疎外 、人 ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○
間性の欠如、個人の孤立化、対人関係の欠如、人間能力の退化、 自己喪失、身
体障害(眼 、手、神経)

社会 ハ イテ ク公害、テ クノマナ ー ・情報倫理の欠如 、情報操 作、ネ ッ トワー クを通

じた情報の"吸 い上げ"に よる管理社会化への危慎

⑦情報の氾濫 過多、画一化、情報公害(社 会的抑制や節度の欠如による混乱、未熟 ・不正確 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○
な情報の垂れ流 し)

メディアと利用の多様化 影響の非直接性の悪用(い たず ら電話 ・FAX、 パ ソコン通信 によるデマ ・中
傷)、 教育的悪影響(風 俗的利用)
秘密保持による危機管理と報道(誘 拐事件)

⑧既存法制度 との ミスマッチング 通信(電 気通信、放送、電波)関 連法、商法、民法、銀行法、学校教育法、医 ◎ ○ ○ ◎
師法、薬事法 等

新たな法制化の課題 知的財産権、情報 ・ソフ トウェアに関する財務会計法、PL法

⑨社会的共通基盤の整備 情報化公共投資に対す るコンセンサス、情報費用の負担方法の公正化、労働形 ○ ○ ◎ ○
態の変 化への対応、情報 リテラ シーの醸成(パ ブ リック リレー シ ョンの教育)

〔備考〕

叶灘 灘 灘ill三∵
a
b

C
d

]螺主
情報
コ ンピュータ&ネ ッ トワー ク
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を整理 したものである。 このうち、③の機器間の相互接続性の問題については、現在、オ

ープンシステム化の動きが活発で、機器やソフ トツールなどの標準化に向けた努力がなさ

れている。技術的アプローチと制度的アプローチの両面で取 り組みが行われているといえ

よう。その他の諸課題について も行政機関や関連団体を中心に検討が続けられているが、

決定的と言える対応策はいまだ提示されていない。特に対応が遅れていると思われるのが、

⑥の個人や社会の歪みと⑦の情報の氾濫およびメディアと利用の多様化への取り組みであ

る。

そこで、以降の各節では⑦に関する問題を中心に考察することとして、ここではその他

の諸課題のうちのいくつかをピックアップしておきたい。

(a)社 会 システムの脆弱性 による社会的混乱

コンピュータシステムの枢要な部分 に破壊力が作用 した とき、社会的に致命傷 となるよ

うな結果を生 む。 コンピュータネ ッ トワークシステムが社会基盤 と して作用 している場合

は、社会生活 の広範な分野 にその影響が及 び、混乱 はさけ られない。

(b)情 報操作 ・管理社会の危険性

情報の集中とそれによる権力の集中が操作社会を生み、市民的自由が脅かされる場合が

ありうる。ジョージ ・オーウェルのr1984年 』で指摘された警告は、現代の情報技術とあ

る種の全体主義的イデオロギーが結合 した時にはまり込む可能性のある陥穽の深刻さを示

唆するものとして現代的価値を持つ。既にイデオロギーの時代は終焉 したともいえる今 日

だが、情報の管理 ・操作の可能性はむ しろ水面下で拡大 しているとも思われる。その影響

範囲も広が っており、これには特段の注意が必要である。

また、効率性の追求が、自由の制限というコス トの支払いを不可避にする場合がある。

生活上の利便を拡大するために大きな情報 システムが構築され、そこに情報と権限が集中

したとすると、それは独占による停滞をもたらしたり非効率化を生み出し、長期的、全体

的には、かえって、効率性、利便性の観点か らみても最適なシステムとはいえなくなる可

能性がある。それにもかかわ らず、人々が効率性や利便性を過信 し、それを正当化する立

場を肯定するという誤りを犯す危険はかなり存在すると言える。

しか し、今日、集権を不可避 とする方向には進んでいない。む しろ分節、分散、分権的

な情報処理システムを可能とする方向へと技術開発は進んでいる。そこで発生する問題は
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何か。 自由の獲得と背反する無秩序であり、技術革新のスピー ドと技術の向上による高度

化と複雑化が後押 しする形で社会的混乱が増すのではないか。それは、技術進歩と社会 シ

ステム整備のギャップの拡大によるものである。

(c)社 会的 な病理の発生

テ クノス トレス、過労死、○○症候群、暴力やい じめの横行に予兆がみ られ る。社会的

な環境 の変革のテ ンポが早 いため、 これに取 り組む能 力を失 い、っいていけない人間が増

加す る。一種の社会的 ノイローゼであ る。従来の ノイローゼの観念が個別的、特殊的な と

ころに本質的な性格があ るのに対 して、多数 の人間が一挙 にシ ョック状態に追 い込 まれ る。

職業の ライフ ・サイクルが短 くな り、仕事 の内容が変 わ って い くと、それまでの経験や技

能 は役 に立 たな くな り、産業労働者 は職業の転換を巡 って集団 ノイ ローゼ的な社会病 に陥

る可能性がある。

また、個人の視点でみ ると、情報化が人々の選択の意思その ものを弱体化す るとい う可

能性 もあ る。選択能力の退化 は自己喪失 につなが る。

(d)労 働環境の変化 と人間性

マイクロエレク トロニクス(ME)機 器の導入は、危険作業や汚染作業を軽減する面で

は労働における人間性の回復に寄与する性格をもっているが、それにより労働の内容や配

置転換、職業その ものの転換も起こり、労働者の疲労や緊張が増加 していることも示唆さ

れている。その影響は十分に掌握されていないが、ME機 器導入のマイナス ・インパク ト

の側面を意識 し、十分な配慮を行う必要がある。その一つとして、労働現場の側か ら、人

間の安全と健康や快適さを優先する立場か ら開発を急 ぐべき性格をもった機器やシステム

についての要求を明確に提示 していく努力が必要 とされる。

効率化による雇用不安と移行過渡期における多忙 も負荷が大きい。はたして時間の余裕

が機械化 ・自動化 ・情報化によってもたらされているのかどうか疑わしい。

(e)ユ ーザ不在 の開発

いかに コンピュータを使 うか も重要だが、いか に してそれを使わないで済 ませ るかを考

えることも重要な視点であ る。市場が処理 している情報の質 と量、過剰供給、過剰品質 と

考 えざるをえないよ うな機器製品群 は巨大な浪費で ある。開発競争それ自体が 自己目的化
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して、ユーザの立場が無視されるという人間疎外の現象が発展 しっっある。半製品に近い

製品を市場に出 したり、相次 ぐ新製品の発表で自ら昨日までの新製品を一挙に陳腐化させ

ている。そこには、技術 と市場の不確実さ以上に、利用者の基本的要請に対する供給者側

の無視と無理解が原因として存在する。

多様化と変化のいたず らな加速は、ゆがんだ制度下での企業競争の帰結であり、こうし

た悪循環は、何にための情報化かと問われることになりかねない。

(f)ラ イフスタイルへの対処

経済的に豊かな社会に育 った世代に、生活意欲の喪失や現代文明か らくる人間疎外、無

理想による肉体主義が起こりやす く、新 しい情報メディアがこれを増長する危険がある。

また、全般に青少年の就業観には明らかな変化が見 られる。今後は、労働時間が短縮 し、

自由時間が増加する方向にあるが、各 自の主体性によって休養、 レクレーション、学習、

自身の生活設計のために自由時間を活用することが望ましく、これに対処する情報化基盤

の整備が必要である。

4.1情 報の氾濫

情報の量 と種類 は激増 し、情報源 と情報媒 体 は多様化、分散化 した。 カラー新聞、雑誌

等 の印刷物か らビデオ、CATV、 衛星放送等の映像 メディア、 ワープ ロ、パ ソコ ン等の

エ レク トロニ クス機器にいたるまで、新 旧メデ ィアの技術革新 と普及は、かって ないス ピ

ー ドと密度 で発展 した。反面で、 それは軽薄短小、短サ イクル化の時流 と合流 して、情報

の内容や価値 、情報機器類 の短命 ・陳腐化 を もた ら した。

情報の氾濫 は、①情報量の増大 、② 変化 のス ピー ド激化、③情報管理の困難 さに、④ メ

ディアの多様化が加 わって いや増 すばか りであ る。経済社会 において は有用 な資源 とな り

戦略的手 段 と もな る情報 も、一般 の人 々に とって は負担 とな る場合 もある。個人ベースで

みて も、 日々かか って くる電話や郵便 の量 はかな りの ものであ る。 こうした情報洪水 の中

で、人 はどの ように情報 を利用 し、管理 してい くべ きで あろうか。

情報先進国 といわれる 日本で はあ るが、 コ ンピュータ等のハー ドウェア技術の革新 に比

べて ソフ トウェア面 ではまだ充実 してお らず、 さらに、 これ らハー ド、 ソフ トの ツールの

中を流れ る情報 その ものにっ いて は質量 と もに議論の姐上 に も上 っていない。

ともか くも日本の現況 は、情報が ます ます増 大す る傾 向にある。そ こで、現在起 こって
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いる、また今後起こりうる情報の過多に伴 う問題を次の4点 に整理 してみた。

①情報過多と理解の臨界値 一 情報の量が多す ぎて一人の人間と情報 とのかかわりとい

う点か らすると把握 ・理解の限度を超えて消化不良となる。

②情報の質 と有用性 一 情報の量ばかり増大 しても質的な向上がみられなか ったり、本

質を欠いていたり、無用な情報、使われない情報が多ければ社会的な資源の無駄遣い

となる。電気や紙の消耗 も無視できない状況にある。

③情報不安症 一 知 りたいこと、知る必要があることを情報が伝えて くれない時、また、

理解 していることと理解 しなくてはならないと思っていることとの乖離が大きくなる

ところか ら情報不安症が生まれ る。必要 とする情報が少ないことか らくる不安、多す

ぎる情報の中から取り損なうことへの不安、入手す る術を知 らないことへの不安があ

る。情報集めに没頭するあまり、 自分に本当に必要な情報がわか らな くなってしまっ

た りする。一人ですべてを知 ることは不可能であり必要 もない。自分にとって必要な

情報は何か、まず、それを見つける方法を知 ることが重要 と思われる。

④情報選択 一 情報の氾濫は選択の眼を曇 らせ、情報の伝達を不可能に していく方向に

作用することもありうる。情報源 も伝達経路 も複数になり、一つの真実を見い出しに

くい状況が何を信 じてよいか迷わせる。選択肢の幅が広いほど生まれる不安 も多い。

選択 して意思決定を下すには可能性の芽を摘むことも含まれるか らである。守備範囲

を限定できるのなら選択の幅 も狭まり選択 しやす くなって不安 も減る。情報洪水に抗

するには絞 り込みの作業 ・能力が必要なのである。選択の眼を養 うこと、即ち自らの

能力の開発や自己実現に向けた鍛練が重要になって くる。

4.2メ ディアツールの発達

情報の氾濫は、情報量の増大だけでな く、情報を保持 し伝達す る技術が進歩 したことか

らくるメディアツールの発達にもよっており、われわれは情報の内容のみならず、メディ

アを介 した情報の流れやその伝わり方にも少なからず影響を受けている。

情報の量的な増大の第1の 要因はコンピュータ情報処理の進歩と普及にある。記号化手

段の発達で作 られる情報が増加 し、情報の もっ作用力は変化を促 してさらに情報を生むた

めに加速度的に増加 した。また、従来は物理的限界とコス ト効率の点か らも選ばれた情報

のみ しか扱われなかったコンピュータ情報処理の世界 も、半導体技術の飛躍的な進歩によ

る記憶容量の増大とパ ソコンの出現によって、誰にで も手軽に扱える身近な存在になって
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きた。パ ソコン通信 に見 られ るよ うにフィル ターを介 さない、ある種、無制限の(と はい

って も信頼 を得 るにはそれな りの時 間 と内容を伴 う暗黙のモラルが ある)情 報交流が可能

とな って 、 日常茶飯的 な、息の短 い情報 も多量 にあふれ るよ うにな った。情報技術の革新

により情 報量 はほぼ際限な く増大可能 とな ったのであ る。 しか し、そ こで は使 われない情

報 も大量 に蓄積 され続 けて い る。

第2に 、情報 メデ ィアの発達 によ って情報 チ ャネルの容量 も急速 に増加 した。画像 ・映

像情報 も含 めて多 くの人 に多 くの情報が個人の受容能 力を超え るほどに届 くよ うにな った。

個人宛 の電子 メール等、情報量が増 大す る一方でそれを見 ることに費やす時 間はそれ程多

くはとれないのが多 くの人の実情 であ る。 そ こで、情報を選別す る機能やあ らか じめ必要

の有無を判断す るソフ トウ ェアの メカニズムが作れ ないか とい うニーズが生 まれ る。ユー

ザがあ らか じめ必要 とす る内容のキー ワー ドを載せて おいて、必要部分のみ ピックア ップ

す ることは簡単であ る。 しか し自然言語処理 のマ ッチ ングの不適合性やアナログ的事項を

ど うとるか とい う問題があ る。 また、人の欲 しが る情報 をどう表現す るかの問題 もあ る。

シソーラスは個 々人で異な り、万人 向きの もの はないが、個人個人用の ものを作 ることは

物理 的には可能で あ り、あ とは方法 の問題 とな る。情報量の増大 に対 して個 々の要 不要 に

応 じた選別機能 が必要 にな ったに もかかわ らず有効な ツールがない とい う現状 は、情報化

のマイナスの側面 を増長す る可能性 があ る。

例えば、情 報量の増大 と情報機器の普及 は紙 の大量消費 ももた らした。 ワープロ、 コ ピ

ー、 フ ァクシ ミリはOA化 を推進 したが、OA化 の 目標であ るべ きペーパ ー レス化 は進展

して いな い。 フ ァイル はほとんど紙ベ ースであ る。現 在の電子 ファイルの検索機能 はまだ

未熟で あ り、取 り出 したい情報を即座 に取 り出せ るように ヒューマ ンインタフェースが向

上 しない とユ ーザの利用 も見込めない し、ペ ーパ ー レス化 の進展 も望み薄である。

4.3情 報選択

情報 は、多ければ多い程、選択の幅が広がって良いとする考え方があるが、一方でそれ

が多い程、選択の眼を曇 らせるとの見方 もある。

情報を増やさないためには、①作 らない、②残 さない(消 去、還元)、 ③コピーさせな

い(複 製防止)こ とを心がけるしかない。情報化社会になって情報を作 らな くしたり、流

通を妨げることを考えるのは逆行する行為のようで皮肉ではあるが、質の低い情報の粗製

濫造 による浪費や、不要 にな ったデー タを保存 してお く非効率の面か らす ると検討す る余
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地があるのではないだろうか。これまで、技術は情報の作成 ・処理 ・加工 ・検索 ・複製 ・

保存の方向で発達 してきてお り、保存管理能力が優れているが故に、人間が廃棄す る方向

に動かない限りはいっまで も残っている。マニュアルを整備 して一定期間の保存の後に自

動的に消去す るシステムを考えてい く必要がある。ここで、情報洪水を抑制する方向で技

術的な対策を講ず ることが可能であれば最 も効果的である。①の作 らないことに対する技

術的アプローチはないが、② と③にっいては可能性がある。情報を消去するには、それが

モノの形態な ら焼却 ・溶解 ・裁断機などの現行技術で も対応できるが、消去するだけでな

く再利用 も可能な形態が望ましい。録音テープやフロッピーディスクは消去 ・再利用がで

きるし、 コピー不能の歯止め もかけられる。こうした技術を応用発展 させてい くべきであ

ろう。

しか し、現実問題 として情報量の増大を阻止 しえない以上、いかにして有用な情報を拾

いあげるか、いかに して常に新鮮な情報を保持 しっづけるかの方法を探 り、無用な情報が

自然淘汰されることに期待を繋いでい くのが当面の課題であろうか。発生する情報量が消

費可能な情報量に比べてケタ違いに大きすぎると、全体か らみた無駄 という問題はあるも

のの、個人ベースでは必要 とす る情報を選抜す る能力をいかに して獲得す るかということ

のみを考えていればすむ問題である。自分にとって不要な情報ばかりであれば量の多少に

も関心は薄 くなるが、大量の情報の中に必要とする情報が入 ってお りそれを取り損なうの

ではないかという不安感が生 じることがより問題である。それを解決するには検索可能な

データベースを構築す る必要があるが、情報メディアが多種多様になり、マスコ ミ→ ミデ

ィコミ→ ミニコミへ と専門分化 していく過程を辿ることが見込まれるので、何をどうデー

タベース化す るかが ビジネス上か らも留意点 となる。

情報処理の能力は装置や供給 システムにだけ求めてすむ問題ではない。人間の側にも情

報処理能力が養われなければならない。 「情報脚気」の例にもみるように過度の依存は自

助努力の妨げになる。また、 「情報不安症」の回避 も基本的には個人に帰着する問題であ

る。人は何を知 らないかを知 らないうちは不安を抱 くこともない。 しか し、情報に囲まれ

るようになり、何を知 らないかを知 るようになると、知 らないことが人々を不安にする。

個人がその不安や過度の依存を超越 し改善 していく努力は、情報化社会の有 り様全体にも

反映される。情報洪水におぼれず、情報化社会に合目的的に適応 してい くためには、まず、

自分の頭脳の使い方を決めるのが先決であり、そこか ら学習やコンピュータ活用の方途 も

導かれる。情報を選択するための頭脳の使い方としては、解釈力と編集力を高めて記憶を
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エ ッセ ンスのみ に絞 り込む とい う方法が得策 と思われ る。人間の脳 内プロセスには、 まさ

に経験 を情報 として濃縮 し、意味 や価値の イ ンデ ックスを付 けて蓄積(記 憶の機能であ り、

個 々の解釈 を経て い るため コ ンピュータのよ うに一様で はない)し 、状況 に応 じて読み出

し、再構成 す る編集 機能が備わ ってい るので あ るか ら。

4.4情 報通信 メデ ィアが絡 む社会問題

近年、人 々に最 も身近な情報通信 メデ ィアはテ レビと電話で ある。 ビデオ、パ ソ コン、

フ ァクシ ミリ、CATV、 オ フ トー ク通信 などの各種 メデ ィアやサー ビス も、 コンピュー

タ機能 のほかはテ レビ(映 像)と 電話(通 信)が 基本機能であ り、 それ らの複合 ・発展型

であ ると言 え る。

メデ ィア と してのテ レビと電話の違 いは、次のよ うに対比で きる。

(メ ディア)

(対 象)

(送 受信)

(送信領域)

(受信 の 自由度)

(情 報内容 への介在度)

(移 動性)

(リ アルタイム性)

〈テ レビ〉

マスメディア

大衆(不 特定多数)

一方 向

全国、地 域エ リア

高(い っで も切れ る)

高(メ ッセ ー ジ発信)

低(ポ ータブル型 もあ るが)

高(録 画+生 放送)

〈電 話〉

パ ー ソナルメディア

個人(特 定)

双方 向 ・

グローノミノレ

低(都 合 によらずかか って くる)

低(単 なるツール)

高(移 動体の普及が顕著)

超高(同 期+録 音)

しか し、 テ レビも電話 もハー ドウェア と してみれば タダの箱 である。そこに伝 えたいメ

ッセー ジが あ って、 その伝え方 が異 な るとい うメデ ィア機能 の違 いが存在す るに過 ぎない。

こう した機能 の異 な りに合わせて人間社会 は個別 にメデ ィアを利用 して きた。 しか し、利

用者 か らす れば メ ッセージを仲介す るメデ ィアが個別であ る必然性 はない。早晩、技術進

歩が メデ ィアを融合 して い く。マルチ メデ ィアやバ ーチ ャル リア リティの概念にそれが表

れて いる。その時、 これ までの個別 メデ ィアの特徴 はど う変化 す るであろ うか。例 えば、

テ レビ電話 は現在のテ レビと電話がハ ー ド的に組み合わ されただけの機能 に止 まるもので

はないであ ろ う。今後 のメデ ィアは、 イ ンタラクティブ性を追 求 して テ レビやパ ソコンの
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画面 も双方向にな り、選択の幅 が広が るとと もに自由度 も高 まるであ ろう。 ツール と して

の機能 が向上す るのは勿論の こと、 メ ッセージ提供 や新 しいサー ビス機能が開発 されて、

人間の知的生産 活動 のベースとな る。 その時、 メデ ィアが絡む社会問題 は一層複雑 さを増

した もの とな るであろ う。

高機能 コ ンピュー タや ロボ ッ トは産業部 門の情報化を推進す る中核であ り、民 間部門の

情報化を実質的 に支え るのはパ ソコ ン通信 であろ う。 これ らに比べ ると、テ レビ、電話、

ビデオ、 フ ァ ミコ ンな どはメディア文化 ともい うべ き役 割を担 って いる。市民生活 におけ

る情報化の浸透 は、 こう したメデ ィア文化の浸透 と最 も密接 な結 びつ きを もっ ものではな

いだろ うか。文化 は清廉な ものだ けで な く俗悪 も生んで内包す る。 メデ ィア も存在その も

のには罪 はな くとも、 その扱 い方 や使われ方 によっては弊害を もた らす もの とな る。近年、

社会 問題化 した事象の 中にその例 を見 るな らば、テ レビと湾岸戦争の報道、電話サ ー ビス

の普及 とダイヤルQ2、 ビデオ、パ ソコン、 フ ァミコ ンとおた く族の関連な どが挙 げ られ

よ う。

4.5情 報通信 メデ ィアの使 い方

いま、需給関係 も変化 して きて いる。ユーザは既成の ものを受け入 れるだ けでな く、そ

こに 自ら新 たな ものを創造 しは じめた。 そ うした傾 向は随所 に見受け られ るが、新 しいメ

デ ィアに対す る利用者の利用法が提供側の思惑を越 えた展開 を示すの も、 メディアツール

を 自分 の もの と して使 いこなす人が増 えてきた ということで あ り、 メデ ィアの新 たな発展

を生む側面 であ ると理解 され る。キーボー ドを操 ることで 自分 の意思 を表現で き、情報 を

取 り寄せ る手続 きを楽 しむ世代 は既 に現 れた。受 け手 と して制御能 力の基本を幼少 の ころ

か ら身 に付 けた世代 がマ ジョ リテ ィグループになれ ば使 い手の時代 がや って くる。情報機

器や ソフ トウェアの装備率 が向上す ることよりも、使 い こなす人間が どれだけ増加 したか

が高度情報化社会の質を図 るバ ロメータにな るのではないだ ろ うか。

「メデ ィア(人 間の開発す る技術 い っさいの ことを指す、 いわば テクノロジー)は 、使

い手が多 く現 れて は じめて成熟に達す るので あ り、受 け手 と してだ けの利用 では成熟の前

段階だ」 とい うマ クルーハ ンの言葉 があ る。 しか し、マ クル一八 ンはrメ デ ィア論 』の中

で次の ような指摘 も行 って い る。 「メデ ィアは人間 自身の外化 した環境であ り、人間は 自

覚 しないままに 自身の生 み出 したメデ ィアによ って変 え られて しまい、それ に対処 す るす

べ はない」。 メデ ィアは中性 であ り、功罪 は使 い方次第だ とい う常識を否定 して いるわ け
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であ る。マ クル 一八 ンの師にあたるマ ンフ ォー ドは、r技 術 と人間』の 中で次の ように言

う。電気通信の便利 さにおぼれて しま って はな らない。人 と人 との直接 の出会い、触れ合

いを通 じて人 間は人間 らしく生 きる ことがで きる。抑制す る社会技術が必要なので あ り、

人間 はその術 を発明す るだ ろうとい うもので比較的楽観 的な見方 を示 している。一方、マ

クル 一八 ンは、 メデ ィアの在 り方 によ って人間は規定 されるとの悲観的見方 を しているわ

けで ある。 「情報 の投下量 を調節す るとい う点 で人 間の知恵 を働かせ ることがで きなか っ

た ら人 間の中枢神経 は麻痺 して しま うだ ろ う」 と、増幅力 と訴求力の強 いメデ ィアを開発
'

し、実用化することで人間は人間自身を損なって しまう可能性を指摘 した。

今 日、人間社会と科学技術の関係において問われている問題 も同 じである。科学技術に

は自己抑制 システムの組み込みが、人間社会には使う側、作り出す側としての全体を見通

した抑制のシナ リオが必要になってきた。
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5課 題 と対 策

現代社会 と人間が抱える課題に情報化という環境がどう関与 しているか。その課題解決

や支援の手立てとして情報化が役立っか。そのためには、どのような対策が必要か。本調

査研究は、そうした視点から進めて きた。研究開始にあたって、あえて対策範囲等の絞 り

込みをしなかったこともあって問題点が拡散 した。そこで、本章で しめ くくるにあたって

は、収敏 ・体系化を心がけた。

情報化社会の基本課題は人間と科学技術の調和である。デビット・ライアンがr新 ・情

報化社会論』(1990年)の 中で指摘する情報化社会に対する次の五つの提案は、その点で

示唆に富む。

イ.人 間らしい未来への探究には人間への理解が不可欠である。

ロ.技 術決定論への警戒 一 技術 と高度情報化社会との関係は相互に影響 しあうもので

なければならない。

ハ.技 術的な可能性は社会的な影響 と一致 しない。

二.社 会と技術の関係が適切であるかどうか社会学的に考察 してみる必要性がある。

ホ.新 しい情報技術の発展にっいて周知 したうえで、価値と倫理を巡 って論争 しっっ情

報技術を構築すべきである。

人間社会と科学技術の調和を求める視点は、人間の文明と自然 との共生を求める視点と

共通するものがある。

そもそも自然と人間の文明とは基本的に敵対する関係にあり、共生 しうるかという問題

がある。科学技術の力により人間は自然か ら脅威を受けずに生活できる、自然 も人間の力

でコン トロールできるという西欧的な技術信仰(現 代文明の成立の基礎ともいえる)と 、

人間といえども自然の一部(エ コロジーの見方)に 過 ぎず、自然の力の方が人間の力より

は上であり、 自然のシステムの中で人間は生かされているのだ という世界観(東 洋的思想)

とでは矛盾する性質を持つ。根源的に二律背反 して存在す る問題である。

文明 システムはどこまで行くのか、また、人間はどこまでできるのか。その前に人間自

身の内面性が荒廃 してしまうのではないか、そ して これまでの文明の中か ら生まれてきた

技術進歩や知性を支えきれな くなるのではないか。人間は人間の創造物によってその存在

を必要 とされなくなるのではないか。このように、科学技術の進歩とさまざまな局面での

人間性の疎外 との関連が危慎されているが、科学技術を敵に回 さず、科学技術を制御 して
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い くフィロソフィーをいか に持つべ きか を検討す る必要 に迫 られて いる。

5.1日 本社会の抱える課題

時代の転換点を迎えて、世界各地で これまでの社会システムを変革するさまざまな動き

がある。日本においても、政治、経済、産業、家庭の各面で、これまでのシステムが壁に

突きあた って方向性を見失いかけている。新 しいシステムを求めて模索する中で、日本社

会のこれまでを支えてきたシステムとは何であ ったのか、何を根幹として動いてきたのか、

それが何故いま変革を求められているのかを改めて整理 してお く必要があるのではないか。

近代工業社会の仕組みと倫理 とともに、長い精神的遍歴の中で確立 した 「科学的客観性」

に対する無条件に近い信奉が限界を見せはじめたことを指摘する人は多い。

堺屋太一 もその一人であり、その著r新 規の世界、転機の日本』(1990年)の 中で次の

ように述べている。 これは、現在の日本社会と日本人、ひいては情報化の環境を見る基本

的な視点 となる。

日米構造協議で提起された問題は、日本社会が積み上げてきた社会コンセプ トそのもの

の変更を求めるものでもあった。それでは、日本の現在の体制が何を基礎にしたものかを

考えると、それは 「昭和16年 体制」とその発展型の 「官僚指導型協調体制」に遡る。 「昭

和16年 体制」 とは一言でいえば最適工業社会を目指 したものであり、政策的には、①製品

と施設の規格化、②人材の均質化教育、③有機型地域構造の形成の三つの重要な柱からな

るものであった。これを基本とす る仕組みは、名を変え、中身を変えなが らも戦後一貫 し

て強化されてきた。その成果は、画一的な製品や施設、没個性な教育、東京への一極集中

という現象として眼前に横たわ っている。

情報発信機能の東京集中の目的は、全国の情報環境を一致させることで、統一市場の形

成(同 一規格品の大量生産販売)を 図るものであ った。

「昭和16年 体制」は、全国土の有機的な結合のために頭脳機能を首都の東京に集中させ

ることを必要 とした。頭脳機能とは、①経済の中枢管理機能、②情報発信機能、③文化創

造機能の三つである。①にっいては業界団体を作 らせその本部を東京に集中させた。結果

として企業の本社機能 も必然的に東京に集中 し、それは官僚指導型協調体制の確立にも便

利な ことであった。②にっいては書籍の流通と放送発信を東京一極に集中させた。③につ

いては、情報発信機能の東京集中によってかな りの程度東京に集中したが、さらに、特定

目的の施設はすべて東京にのみ建設され地方には多目的ホールを配置して出張公演するだ
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けの場とした。地域振興にかかわる法律 も多数作 られたが、地方分散の対象とされたのは

「工業の生産施設等」であり、地方には生産現場としての手足の機能を分担することが求

められたにす ぎない。並行 して 「地域格差の是正」が進められたが、格差の是正とは個性

の排除、均質化と同義であり、地方の独 自の魅力を失い、かつ東京一極集中を側面か ら援

助する形になって しまっている。

こうした体制は、日本経済の復興 と成長には大いに役立 った。最適工業社会を形成する

ことで規格大量生産型の製造業は発展 し、国際競争力を強化 して経済大国といわれ るに至

った。だが、そこには 「選択の自由」と 「生活の楽 しさ」が大幅に制限されていた。そこ

に欧米型の自由経済体制との乖離があり、 「日本特殊論」が生まれる土壌 もある。 ここで

強調すべき点は、日本や日本人やその文化が特殊なのではな く、昭和16年 ごろに完成 した

「戦時体制」とその強化発展の結果でき上がった 「官僚指導型協調体制」が欧米諸国の考

える自由経済体制とは異なる体制であ ったとい うことである。そ して、その体制が維持さ

れたのは、近代工業社会を形成 したいという日本国民多数の希望とも、少な くともある時

点までは一致 していたか らにほかならない。例えば昭和30年代の人々の希望は 「三種の神

器」(白 黒テ レビ、冷蔵庫、洗濯機)で あり、昭和40年代には 「3C」(カ ラーテ レビ、

クーラー、自動車)で あった。それには、規格大量生産による安価で多 くの"物"の 供給

が必要であった。そうした経緯とともに、より重要な問題として肝に銘ずべ きことは、こ

の間に 「特殊戦後的」ともいうべき現代 日本人の倫理観が確立 されて しまったことである。

その倫理観とは 「効率」と 「平等」と 「安全」の三つを至上とす る特殊戦後的な もので

ある。 ここで 「効率」とは、一定の資源と労働力からより多 くの生産物を産出することで

あり、 「平等」とは、法律的差別がないばか りか、経済的社会的な格差のないことを意味

す る 「結果の平等」である。欧米自由経済体制が求める 「機会の平等」と日本型の 「結果

の平等」とは現実的な対応においては しばしば対立するもので、前者を守ると 「結果の不

平等」が発生する。逆に後者を重視す るならば 「機会の平等」を制限 しなければな らな く

なる。日本において 「結果の平等」が社会倫理 として定着 したのは、近代化を目指す過程

で貧富の差が拡大 し、これに対する反発が近代化 自体への反対を生み出す傾向が現れたた

めに、政治的に 「結果の平等」が導入されたことによる。 「安全」にっいては、戦前にお

いてはむ しろ国威の高揚と家庭への奉仕(忠 孝)が より上位にあったが、戦後、平和主義

が徹底するとともに、平和、健康、事故災害の防止が絶対視 されるようになった。生命健

康だけでない財産と地位の安全も重要で、それを守るための統制 も厳格に敷かれた。
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そ して、この三つの倫理の抵触か ら政治問題が生まれる。例えば安全上の公害防止と産

業の生産効率の関係は安全対効率の問題であり、税負担の累進度と労働意欲ひいては社会

効率 との問題は平等対効率の問題 として政治問題化 した。公共事業の配分にして も、地域

間の平等と国民経済全体の効率 との間で起 こる問題である。

「効率」と 「平等」と 「安全」を上位の社会倫理 とすることは悪いことではなく、日本

だけの特殊性でもない。 これによって日本は経済を成長させ、失業水準が低 く、凶悪犯罪

と文盲の少ない国になりえた。他の国々と異なる点は、この三つ以外にそれと並ぶような

倫理がな く、 「自由」や 「楽 しさ」を同質、同水準の重要性をもっとは認めないできたこ

とである。選択の自由や人生の楽 しさのためには、時には経済効率が犠牲になるの もやむ

を得ないという考え方がアメリカ人のいう 「消費者優先」であり、日本人の倫理観や社会

コンセプ トとの違いが両国の摩擦の根本にあるといえる。

こうした構造的な違いによる認識の くい違いは、日米間だけに限 ったことではない。西

欧先進諸国やアジアの近隣諸国において も日本に対する同様な見方があるし、また、対日

本ではない諸国間においても程度の差はあれ、無理解 と利害に基づ く軋礫は生 じている。

むしろそれを常に して きたといってよい。いま、そうした問題が従来にも増 して重要課題

となってきたのは、冷戦構造終結後、各国においてより強 く経済の重要性と社会の構造転

換の必要性が求め られているか らである。それ以前の国際情勢では、米ソの微妙な均衡に

よる平和管理という現実が、諸国の自己拡張を制限し、政治的、軍事的な膠着状態を作っ

て来た。その"た が"が 外れて、新たな国際関係の秩序を模索する時代が訪れたと言えよ

う。

同様の指摘は、佐藤隆三のr菊 と鷲』(1990年)に おいて も随所に見 られる。例えば次

のような点である。

「正確な列車ダイヤ、登校 ・出勤等の時間厳守、交通信号の遵守等々、規律や権威が人

間より優先するような日本人の感覚が日米構造摩擦の原点に潜む問題である。生命、自由、

幸福を等閑視 してまで も優先する組織先行、人間性無視の価値観は今後 も世界か らの強い

批判を浴びるであろう。いま、人間や動物を含めた自然への配慮が最優先の課題であり、

それは経済的効率を犠牲にして も追求されねばならないことである。カネやモノより人の

時代になるのである。」

今日、日本社会が抱える数々の課題は、こうした歴史的、社会風土的背景とともにある。

こうした社会環境を前提 として、情報化に関する課題に対処 していかなければならない。
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5.2情 報化社会の抱える課題

情報化社会が成立する要件の一つは、社会を構成す る成員(人 間)が 情報技術を活用 し

うる高度な情報処理体であることである。そして、技術が何をな しうるかという点を見据

えなが ら、人間と社会 と自然の調和を図ることを課題とし、人間のさまざまな生活欲求や

生活 リズムに応えながら柔軟に社会 システムを形成 してい くことがその理想像に近づ く道

筋であろう。

そうした情報化社会の基盤は図表5-1に 示すとおり、社会基盤 と技術基盤と教育基盤

の上に成 り立 っている。社会基盤を人間の行動領域で区分すれば、大きくは、産業やそれ

に伴 う職業生活、個人や家庭の生活、社会(公 共)の 諸 システムと地域コミュニティに支

え られた生活の三つの基盤があ り、情報化は産業分野からパーソナル分野へ、そ して社会

システムの領域へ と浸透 してきている。情報化を支える技術基盤はコンピュータ技術、通

信技術とこれを基礎 とした応用技術分野に分けられるが、今日、応用分野には工学系のみ

ならず社会科学系からの研究 も導入 されて情報化が大きく飛躍す る可能性を秘めている。

情報化社会は、情報技術の発達によって社会が情報化するだけでは不十分で、そこでは、

社会を構成す る人間が情報化を活用する主体として存在 していなければな らない。そのた

めの教育基盤は情報化や コンピュータの基礎理論の学習や機器操作の習熟などの一般的な

基礎教育、これを応用 して専門分野に生かすための応用教育があり、これ らは学校、専門

教育機関、職場、カルチャーセンター、公共施設 といった場で学習できる。そして、肝心

なのは、情報化社会におけるモラルの醸成である。 これは教育分野 というよりも人間社会

の課題であるが、情報倫理は、人間の人格形成の初期段階か ら培われるのが望ましく、学

校における情報教育の一環 として盛 り込まれるのが現実的であろう。道徳教育は敬遠され

がちであるが、管理のための ものではない社会的なエチケッ トとして身に付けるべ きもの

として個々人の情報倫理感を醸成 していく必要があるのではないだろうか。

これ らの基盤をよりよいもの として構築 していくには数々の課題がある。例えば、産業、

職業生活面の充実のためには情報化の活用による労働形態の改善を目指 し、パーソナルな

情報化の浸透のためには人間性の増幅に留意 した情報化への取 り組みが行われねばならな

い。また、技術の普及にはオープ ンな形でっながりが持てるように標準化への努力が不可

欠であり、社会の情報化の基盤 として、社会の諸制度 も情報化に沿 したものとして整備さ

れねばな らない。
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図表5-1情 報化社会の基盤

ー

Φ
⑩
1

〈応用技術〉 〈倫理教育〉

・オ ンライ ンリアルタイム処理

・マルチ メデ ィア処理

・オ ープ ンシステム化

・知識処理、感性処理

・情報利用 の原 則(プ ライバ シー、知的所有権 の尊重等)

・情報化 によ る社会問題へ の対応

(コ ンピュー タ犯罪、 ウィル ス、セキュリティ対 策等)

・ディジタルネットワーク

・ISDN

・光 通 信

・衛 星 通 信

・移 動 体 通 信

標準化の努力

・情 報 ネ ッ トワ ー ク ・コ ミ ュ ニ テ ィ

・社 会(公 共)サ ー ビス シ ス テ ム

社会制度の整備

〈通信技術〉

技
術

基
盤

〈社会 システム、地域生活〉

〈コン ピュータ技術 〉

・知 的 コ ン ピ ュ ー タ

(機 械 が 人 間 に ど こ ま で

近 づ け る か)
・ヒューマンインタフェース

(人 間 に と って の

使 い や す さ)
.ダウンサイジング

・社会資本整備 と情報化

(行政 、都市 、住宅、交通、環境、医療 、福祉)

人間性の増幅

教
育
基

・プ ロ グ ラ ミ ン グ

・エ キ ス パ ー トシ ス テ ム

〈応用教育〉

盤 〈基礎教育〉

・基礎知識

・基本技能

労働形態の改善

(
生

涯

学

習

)

一

(
職
業
教

育
)

一

(
学
校
教

育
)

(機 器のオペ レーシ ョン、

ドキュメ ン トプロセ シ

ングな ど)

・新 しい知 的サー ビス産業の創 出

・CIM

・OA、FA、SA

・ホ ー ム ・オ ー ト メ ー シ ョ ン(HA)

・パ ー ソ ナ ル 化

〈産 業、職 業生活〉 社 会 基 盤 〈個人 、家庭生活〉



以降では、情報化社会の課題 と対策を社会と技術と人間(教 育)の 三つの視点か ら考察

することとして、まず本節5.2に おいては、情報化社会の基盤整備にかかわる最近の動向

と基本的な問題点を次の4点 からとらえてみる。

イ.社 会の情報インフラ整備の最近動向(新 社会資本整備)

ロ.人 間形成に影響を及ぼす社会環境の一端としての情報化の役割 とそれを教育にどう

生かすかの問題

ハ.社 会技術としてのコミュニケーションを促進 しうる新たなツールとしての情報化が、

現代 日本社会の人間関係に起因す る問題点にどのように作用す るか。時代社会と人

間精神に社会技術が関与する際の基本問題

二.情 報化を支えるハイテク技術の産業 としての未来に差 してきた一片のかげり。いま

望まれる基礎技術力と独創性、それを培 う環境 としての情報インフラ整備の問題

(1)社 会基盤 一 社会資本 としての情報化基盤整備

情報化の基盤を新社会資本 として整備 しようとの動 きが出てきた。社会のインフラとし

て情報通信網 とその周辺環境を整備 しようとする動向は、情報基盤が電気 ・ガス ・水道 ・

交通網などのような社会の動脈 にあたる位置付けを与えられるようなものである。ただ し

今回は、92年 の春、夏に続 く第三次の景気対策(12兆 円規模の財政追加策)の 一環 として

検討課題にあがったということであ り、長期的な公共投資の対象として国家的な整備目標

になったわけではない。 しか しこれ も情報化の社会性の認知 ととらえれば大きな前進であ

り、これを契機に大きな施策展開につながる可能性 も出てきた。

公共社会資本を整備する投資である公共投資は、同時に産業経済への需要を喚起す る。

したがって、社会資本の整備 は産業を育成する基盤となってきた。そうした意味からは従

来型の産業を強化 した り、次世代の産業の発展を促す意図を含むものとして公共投資をと

らえることができる。一方、産業は市場メカニズムを基盤としており公共的な支援策をと

るのは必要以上の厚遇で好ましくないとする立場もある。現実問題 として、これまでの公

共投資は、結果 として産業を支援する方向できた。社会的なイ ンフラ整備 という観点か ら

は生活の分野 も強化すべき基盤であるが、生活分野に重点的に公共投資が配分されること

は少なかった。

しか し、日米構造協議等の経緯 もあって、政府は国民生活重視の観点から生活環境や文

化機能への投資割合を増加 させる 「公共投資基本計画」(1990年6月)を 策定 した。21世
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紀に向けて豊かな社会を実現するために10年間で総額430兆 円の公共投資を行い、社会資

本を充実 させる整備 目標が示された。そ して、2年 後の1992年6月 には、新経済5ヵ 年計

画で生活大国づ くりを目標に掲げた。 このように、近年、社会資本としての国民生活分野

がクローズアップされてきている。

従来の流れで言えば、社会資本 として整備すべき分野には、鉄道、道路、港湾、空港、

電力、治山 ・治水、上 ・下水道、農林漁業、都市計画、文教、電気通信などがある。その

整備主体は、公的部門が行 うか、民間部門との共存で行うか、規制のある民間部門で行 う

かであり、無規制の民間部門(自 由競争市場)に 委ね られることはない。現在公的部門の

みで運営されているのは上水道であ り、電力は明治期より、鉄道、電気通信は昭和末期に

民営化されて有規制の民間部門に委ね られた。道路、空港、都市計画は公的部門と民間部

門の共存による。これら従来からの社会資本のス トック額のシェア(90年 度暫定値)は 、

道路が最高で20%弱 、農林漁業、文教がともに10%弱 、電気通信、治水がともに7%程 度

で、これ らの合計で過半数を占めている。 この中で文教 と電気通信は新社会資本として強

化 されようとしている分野である。 この2分 野のシェアの推移を見ると、文教は緩やかな

U字 カーブで70年 代前半を底に上昇 し84年ごろか ら現状のシェアを維持 している。電気通

信は70年代に文教とクロスする逆U字 カーブで80年 代以降、徐々に下降を続けている。

新社会資本 として整備が期待されるのは、情報 ・通信基盤の整備、電線の地中化、国公

立の大学や病院などの研究施設の整備、公立小中学校への教育パソコンの導入などである。

情報 ・通信インフラとしては、コンピュータ通信、マルチメディア、映像サービス、IS

DNの 整備が掲げ られ、教育 ・研究インフラとしては、老朽化が目立っ国公立大学の理工

学部の研究施設の改善、初等 ・中等教育でのコンピュータの導入促進、データベース構築

と支援ネットワークの整備、知的所有権の制度づ くりの必要性が指摘されている。時代の

要請 として、こうした情報、研究開発インフラや高齢化社会に対応 した社会福祉 ・医療イ

ンフラなどの新たな社会資本の整備へと公共投資 もシフ トすべきとするもので、設備機器

を合わせた施設全体を社会資本 ととらえる視点 も従来にはなかった考え方である。

このように、教育組織、医療施設、行政 ・公共機関や生活に深 くかかわる分野に最新の

情報通信技術を導入 していくにあた っては、これまでに、一部の地方 自治体等で実施 され

ている各種の先進的な取 り組みを発展させ、全国的な規模に拡大する方法 もとり得よう。

ゼロからスター トするよりも、既に先行着手 されている事例で土台として活用 しうるもの、

参考 とすべきところをとり入れて構築 してい く方が、使いなが ら作 り上げるという点でも
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現実的 といえ よう。

(2)教 育基盤 一 情報環境 と人間形成

人間(人 格)の 形成 に社会環境が どの ように関係 して いるかを とらえ ようとす る時、社

会の構成要素であ る人 間関係 に目が及ぶ。個 人に とっての対人認知や対 人 コ ミュニケー シ

ョンといった個々の人間関係 と、集 団や組織 的な社会のなかで、どの よ うに人間関係 に適

応 した り、働 きかけて きたか を知 ることは人 間形成 の過程 を解 明す る手がか りにな る。

人 と人 との相互作用 は一般 に言語 によるコ ミュニケーシ ョンと非言語的 なコ ミュニケー

シ ョンによってな され る。非言語の コ ミュニケー シ ョンは、人の動作(身 振 り、 目つ き、

顔 の表情、姿勢な ど)や 身体的特徴(性 別、性格 、服装な ど)の みな らず対人的空間や物

理 的環境 によるメ ッセー ジが記号化 されて伝達 され るもので、時 と して言語以上の コ ミュ

ニケー ション手段 とな りうる。一方、言語の使用 は、人間が他の動物 と異 なる基本的な特

徴 であるが、 それ は学 習によ って習得 しなければな らない。言語の機能 は、①同一の言語

によ り共有 され る世界の中で伝達す る機能、②現実を言語 に抽象化 して認識 し、語彙、文

法を利用 して思考す る機能 、③感性 を言語 に託 して表現す る芸術的表現機能 、④人の行動

に働 きかける機能な どがあ り、民族の文化や生活の歴史的な背景の中で言語 を習得 して コ

ミュニケー シ ョンをはか り、成長 して い くのが人間形成 の過程であ る。逆 に言 えば、人間

は、教育 を受 けなければ、本能 のみで は外界 に対応 して生 きて い くことがで きない存在 な

のであ る。 もはや野性の動物 と して の機能 は薄れ、人造物 で囲 まれた世界 な しでは生息 し

得ないので あ り、逆戻 りす ることはあ り得 ない。 それな らば、現実 に沿 した環境 の中で い

かに適応 して生 きて い くかを考 えるの が道筋で ある。

人 間の生 きる環境 は、 自然環境か ら社会環境 に シフ トして、 自然 との接 触機会 は減少 の

一途 を辿 って いる
。 日常、 ほとんどの人 は、人 間が造 り出 した社会を基盤 に活動 している。

社会を構成 しているの は一人ひ とりの人間であ るが、社会を形成す る基礎をな してい るの

は人間関係で あ る。人 と人 との間柄 は、血縁 な どによる共同体(Gemeinschaft)の 関係 と、

血縁のない人 び とが共存す る都市 的な社会(Gesellschaft)関 係 に区別 され、縦(支 配 ・

被支配)の 関係 や横(対 等)の 関係 に分類 された りもす る。縦横 の さまざまな人間関係 の

っなが りが、家族、親族、 グループ、集団、組織 、地域社会、都市、国家、国家共同体 な

どの社会を築 き、人 間の行動基盤 とな って いる。

人間関係が学問的にアプローチ されたの は、経営学 の分野が初あであ る。ハ ーバ ー ド大

一72一



学の メー ヨー(Mayo)が 人 間関係(HumanRelation)管 理法を確立(1927～32年 の ホー ソ

ン実験結果か ら)し たのは フォー ド ・システムやテイ ラー ・システムな どの科学的人事管

理法が限界 とな りっっあ った時で あ る。ホー ソ ン実験 で明 らかにな ったことは、生産能率

に影響 を与え るの は照明や休憩 な どの労働環境 よ りも作業チームの組織やそ こへの参加の

自由度 などの人間関係の問題であ った。 そ こで工場 にお ける人 間行動 と人間関係の現実 を

観察 し、具体的 な人 間関係の経営論を確立 した メー ヨーは 「産業人間関係論の父」と呼ば

れた。 その後人 間関係論 は、経済学、社会学 、心理学 、人類学、教育学などに広 くかかわ

る学 問論 と して展 開 して きて いる。

こ うしたアプ ローチ は、 コンピュータの利 用分野 に も及んで きた。 コ ンピュー タを利用

した生産の場 において人間関係の視点が重視 されて きているが、今後、情報 ネ ッ トワーク

で結ばれ る社 会の拡 大 とと もに、 こうした視点か らの分析 やルールづ くりが欠かせな くな

ろ う。情報化環境 にお ける人間関係 は新 しい研究分野である。

人 間が生 きる環境 は、社会環境 の中で も情報環境 によりシフ トしてきてい る。情報化 と

い う新 しい社会環境 は人間の形成 プ ロセスに も大 きな影響 力を もっ。教育分野 にお ける情

報化環境下の人間形成の研究 は、情報化社会の最重点課題 と して検討 すべ き問題であ る。

同様 に、情報化教育 を評価す る視 点 も、 それが教育の手段 と していかに活用 されて いかに

大 きな教育効果 をあげて い るか とい う方法 や手段 の問題 よ りも、何が情報 と して提供 され

てい るか、情報化が どのよ うに人間形成 に影響 して い るか とい う点 に注がれ るべきであ る。

子供 の無気 力、無感動 、無関心の三無主義 の傾 向 は、社会の風潮 や教育(受 験)体 制、

一億総 白痴化 のマス メデ ィア文化が大 きな要 因 と してあろ う。 そ して近年、子供への影響

力の大 きさとい う点 で特筆 され るの はフ ァミコンを は じめ とす るハイテク化 されたゲーム

の存在であ る。 フ ァミコ ンは日本で1,700万 台が普及 してお り、子供の生活時間に 占める

割合 は極めて大 きい。 フ ァミコンやゲームに熱 中 しす ぎるコンピュータ中毒(「 コン中」

と言 うらしい)の 子供 も増え、健康面で も問題 が起 こった。 テ レビゲームの最 中に発作 を

起 こして死亡す る子供(英 国)が 出た り、テ レビゲ ームで遊 んで いるうちに意識を失 った

り、 けいれんを起 こす症例が報告 された りした ことか ら 「テ レビゲーム騒動」 とな って波

紋が広が った。全世界で2～3億 台ある といわれ るテ レビゲーム機だが、画面 などの光が

原因で起 こる光過敏症を誘発す ると して攻撃 され た格好であ る。病気への認識不足 もあ っ

て過剰 な反応 とな ったが、ゲーム機 の子供の生活へ の浸透ぶ りを懸念する大人が多 いの も

事実で あろ う。ゲ ーム機 メーカで は使用す る際の注意書 き(休 憩 をとる、部屋 を明 る くす

一73一



る、離れて使う)を 付すなどの配慮(海 外では従来か らあったが、国内ではなかった)を

してやり過ぎないように警告 しているが、こうした身体的な問題以上に、子供の人間形成

に与えている影響は大 きいかも知れない。遊びや学習する場を共有 していて も一緒に行動

していても共感する場面は少ないのではないか。友達づ きあいとか仲間意識とは、テレビ

番組やゲームなどによる話題の共有にすぎず、ま じめさは敬遠され馬鹿にされる対象と化

して、各人の関心事や価値観を語 り合 うという経験 も失われているのではないか。現代的

なコミュニケーションの特質には良い面 も悪い面 もあろうが、人 と人との関係や社会性を

培 うという観点か ら検討 していくべ き課題である。

そ うした意味からは、子供時代の遊びの環境や体験が人間の形成にとっていかに重要か

を説 く次の視点(仙 田 満r子 どもとあそび』)は 、現代社会が子供に提供 している環境

を再考するうえで示唆に富む。

イ.人 間の意欲 ・態度 ・能力は子供時代にどんな遊びを体験 したかによって規定 される

ところが大である。

ロ.バ ランスのとれた人格を形成するためには、子供のための遊び環境 と仲間、時間が

必要である。

ハ.遊 び環境としては、自然、オープンスペース、アナーキーな場、アジト、道、遊具

という6種 類の空間の複合が大切である。

現代の都市社会の空間や管理責任の問題、地域社会における大人の仲間意識の欠落と自

己中心主義、兄弟姉妹の少ない家族構成や親の管理の行き届き過ぎ、同年代の子供が連帯

感を養 う場の消滅、精密だが機能が限定された遊具としての電子機械、学習のために削 ら

れる遊び時間、等々、現代の子供の環境は、遊びから冒険や熱中する経験を得ることもな

く、想像力が開発される機会 さえ失わせるものである。旧来型の枠組みでいう才能を開花

させる環境を奪われた子供達が、替わって提供された新 しい環境で開花させる新 しい才能

とはどんなものか。意欲の湧 き立つところや態度の有 り様、発揮する能力の変化を分析す

る必要があろう。

子供の無気力、無感動、無関心は遊びの場や仲間や時間がないことと無関係ではあるま

い。特に、人と人 とのっなが りや社会的問題に対す る関心の希薄化は、幼少期から培われ

る経験や社会環境に大 きく影響 されているのではないだろうか。人間形成に影響を及ぼす

社会環境の一端としての情報化は、その点で自身の責任を自覚(情 報化を推進する社会と

人間に課せ られることになるが)し つつ役割を遂行 していかねばな らない。
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(3)社 会技術 一 時代社会 と人間精神の解明

情報技術は急進展 してきたが、その応用においては産業志向が強 く、社会に向けた技術

の遅れが目立っている。社会技術 としての情報技術の活用分野は広いが、ここでは最 も基

本的な人間関係(コ ミュニケーション)へ の働きかけの問題をとりあげてみたい。

人間の道具作 りは、まず脳の働 きが手の労働に先行 し、手の労働が脳の働きを促す。 こ

の繰 り返 しによって人間は人間として進歩 してきた。道具の有用性を他者に伝播 ・伝承す

るために言葉が芽生え、精神や文化の存在を創出 した。道具の製作使用、それによる物質

の生産、さらに精神活動や文化の存在などが人間の脳の働きをさらに進化発展させるとと

もに、人と人との関係を社会化させ人類社会の基礎 となった。

道具は、その製作使用方法と人間の行動様式を継承させる教育的な働 きを し、人間関係

に変化を生 じさせ、知的な認識方法をも発達 させた。人間は言語 と文字を創り出して遺伝

外の情報伝達を可能 とした。遺伝外の情報 とは、外部記憶であり文化的記憶である。これ

が幾世代にもわたる長い時間軸上のコミュニケーションを実現 し、農耕をはじめとする技

術文明や芸術などの洗練 された文化を伝承 ・発展 させていった。

人間が言語などの記号によって コミュニケーションできるのは、文化を共有することに

よって 「意味空間」を共有できるか らであるが、文化のベースになっている人間関係で重

要なのは、言語(符 号化された情報)よ りもむ しろ非言語的な情報の意味理解である。人

間が生得 している高度に発達 した情報処理機能には、共通に感 じとれる認知や理解が遺伝

情報 として記憶されてお り、非言語的なコミュニケーションを可能にしている。その仕組

みを探 り、脳や心の働 きのメカニズムの究明を通 じて現代科学の新 しい局面を迎えること

が期待 されているのである。認知科学(理 解することの意味を問う)も 知識工学(人 間の

判断に機械はどこまで迫れるかを追究する)も 集団、組織における秩序や法則性を求める

ための情報科学的手法の探究 も、その共通項は、人間の中枢機能である脳の働 きの研究で

ある。

言語によるコミュニケーションの限界は、その3,000と も4,000と も言われる多様な異言

語や異なる文化の境界の前に通話不能に陥 りやすいことである。一方、非言語的コミュニ

ケーションが全人類に共通普遍であるかというとそ うではない。身体表現とそれが示す意

味 も民族によって同一ではない。 口をきかないままに相手を理解 したり共感 し会えること

はあるが、永続的なものではないし、身体表現で意思疎通が可能な範囲(種 類)は 言語の

一75一



幅には とて も及ばな い。言語 に も非言語 に もコ ミュニケー ション上 の限界があ り、人間が

自身のすべて を伝え る手段 はな い。人間以外の動物 にも見 られ る表現行為か ら、文化を超

えた生得 的な生物の行動様式 と して非言語 コ ミュニケー シ ョンを とらえる視点(信 号や刺

激、反応な ど)も あ るが、人 間の非言語的 コ ミュニケー シ ョンは文化的な背景 や物理的条

件(場 の設定 など)と 脈絡 に依存す る度合 いが大 き く、言語的な コ ミュニケー ションとセ

ッ トをな している。非言語的 な コ ミュニケ ー シ ョンの在 り方が文化の中で コー ド化 され、

習慣的な約 束事 とな っていて初 めて その行為が有意な もの と了解 され るとい う仕組み にな

って いること も多 い。 また、文化 や知識の共有 だけで は必ず しもコ ミュニケー シ ョンの成

功 は保証 されない。 コ ミュニケー シ ョンが成立す るため には、他者の行為 または体験が実

現す る選択を、 自己の行為または体験が実現す る選択が前提 として認知 してい ることが必

要で ある。すなわち、他者の選択 の 自己の選択へ の連絡が コ ミュニ ケーシ ョンであ り、双

方 向の上 に立 って は じめて成立す るので ある。

こうした脳や心 、 コ ミュニケー シ ョンの メカニズムの解明 は人 間の情報処理機能 や人 間

関係 の解明 につなが る。 コンピュー タ情報処理 にこれを生かす ことで機械か ら人間への歩

み寄 り(ヒ ューマ ン ・イ ンタフェース)を 図 ることがで きる し、機械 の機能が高度化 され

て、 さらに新 しい可能性(人 工知能等)も 生 まれ ると期待 され るのであ る。

ところで、 コ ミュニケー ションは無意識 になされ るもので はない。 コ ミュニケ ー トす る

意思があ っては じめて成 り立つ ものであ る。 コ ミュニケー ションに関す ることで、現代社

会 に内包す る問題点 と して指摘 され る現象が ある。 コ ミュニケー シ ョンで きる能力 はあ っ

て もコ ミュニ ケーシ ョンす る意思がな い。 自分の周囲の他者を まった く意識せず 自分の認

知 してい る対象 しか存在 して いると認めない とい う自分 の こと しか考え られないタイプの

人間が増 えて いる。 これを 「コ ミュニケー シ ョン不全症候群」(中 島 梓説)と 呼ぶ。そ

の特徴 は、他 の存在への想像力の欠如であ り、一つ には過密が原因 して いるのではないか。

他人 との距離(電 話 やパ ソコンなどで見知 らぬ他人 との電子 的なコ ミュニケー シ ョンは と

れて も、隣人 とは言葉 も交わさない し、存在 さえ意識の外 とい う人 もいる)、 人間の健全

な距離感覚の喪失(満 員電車の他人 は もはや人 とは認 めがたい物体で、近す ぎて遠す ぎる

存在であ る)、 超過密 と過疎のバ ラツキな どの環境 の非人開化 は、人 間の生存の必要十分

条件であ るテ リ トリーの広 さを侵す もので あ り、 自分のテ リ トリーをキープで きな い現代

人のス トレスを生 む。む しろ、現代人 はス トレスに陥 らな いために非人 間的な環境 に自分

を適応 させ よ うと して変更作業を行 ってい る。 それが コ ミュニケー シ ョン不全症候群のよ
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うな現象 にな って表出 して きて いるので はな いか。 コ ミュニケーシ ョンは、適 切な距離 と

自己評価 を基盤 に成立す る ものだが 、 これを健全 に保つのが困難な現代 とい う適応不能が

頂点 に達 した時代 にあ って、現 代人 はコ ミュニケー シ ョン不全症候群 というかた ちで時代

に適応 しようと して い るので はな いか ということであ る。現代 とい う状況が既 に不適応 を

内包 して いるのであ り、状況が病的 な時(病 的 シチ ュエー ション)に は病的な反応の方が

自然 なの だと苦言を呈す る。 しか し、現代への適応のために編み 出 した不適応(コ ミュニ

ケー シ ョン不全)の 形成 もまた、基本 的には不適応で しかな く、異常 な社会の形態の需要

にかろ う じて適合 して いるに過 ぎない。 「不適応 とい う名の適応 」は、あ る時、本来の不

適応の形 を表 出す るので あ り、それ は宮崎事件 やおた く族の現象 に見 るとお りであ る。現

代社会 が抱 え る問題 として、登校拒 否、拒食症 ・過食症、対人恐怖症、家庭 内暴力、麻薬、

性犯罪、離婚 、精神 障害、異常な殺人事件な どがあ るが、 これ らは社会の荒廃 と深 く関連

して いるのであ る。

現代 に極めて特徴 的な精神状態 と しての コ ミュニケー シ ョン不全症候群か ら学ぶ ことは、

不適応の形 はさまざまで も基本的 にはすべて人間関係に関す る適応過剰 ない しは適応不能

と して発現す る対人知覚 障害であ り、人間の脳や心、 コ ミュニケー シ ョンの メカニ ズムの

解明には時代性や社 会性 も加味 され ねばな らな いとい うことであ る。

(4)産 業技術 一 ハイ テク産業 の未来

経済 の ソフ ト化 を背景 に、製造業 の ファブ レスが進展 して きた。ハイテ クほど設計工程

の付加価値 が高 いために、 この部 門に特化 した ビジネスが生 まれ る。 また、設備投 資資金、

技術の高度 化 と歩留 りの低下 といった問題 もフ ァブ レスを促す要因であ る。設計 と販売能

力を持つ メーカに とって は、製造部門 は持 たず に生産を外部委託 して 自社 ブラン ドで販売

す る方が生 産効 率がよ く利益率 も高 いとい う仕組み にな って いるか らであ る。 そ して、競

争の グローバ リゼ ーシ ョンが付加価値の高 い知的生産への シフ トに拍車をかけ る。

こうした環境下 にあ って、アメ リカで はフ ァブ レスの進展が製造業の空洞化を生み、産

業競争力の低下を促進 した。そ して現在、 アメ リカの ファブ レス企業が 日本企業 をハ イテ

ク下請 けと して活用 しは じめてい る。知 的財産権で訴訟を起 こす最近 の姿勢 は、モノ作 り

よ り発想だ けに頼 って産 業の停滞 を助長す るもので はな いか。

一方、わが国で は、ア メ リカな ど海外 か ら輸入 した基礎技術 を生産現場で応用 して 「安

くて良 いモ ノ」 を作 って売 るとい う従来型 の システムが行 き詰 ま りを見せて いる。国 内で
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はモノが売れな くなり、輸出入の構造的なバランスの問題で貿易黒字は減少 しないものの、

技術貿易収支では、特許、ノウハウ使用料などの支払い超過が続いて赤字が拡大 している。

これは、基本的な技術革新の点で足腰が弱 くなっている証拠ではないだろうか。日米の研

究開発投資を比較(91年)し てみると、日本の研究費(14兆 円)は アメリカの70%で あり、

研究者数(50万 人)は50%で ある。特許の出願件数(38万 件)で は逆にアメリカの倍数で

あるが、その中味は応用 ・周辺特許 ともいうべきものが多 く、独創的な基本特許は少ない。

こうしたデータか ら思料されるのは、現在の不況の構造的要因の一つとして技術の不振が

あげ られるということである。根本的な技術革新でない見せ掛けの技術に寄って立つがた

めの停滞である。頻繁なモデルチェンジで販売を伸ばす戦術や、マイコン制御等による製

品の多機能化は、いわば技術を新 しく見せ掛ける目先の技術革新ではなか ったか。

新技術が生まれに くい背景には、現行の生産 ・流通システムがもたらす余裕のなさがあ

る。半導体産業を例にとれば、その投資負担は限界に近づいている。技術の高度化への追

究は、設備投資額を高め、 しかも価格は反比例 して低下するので売上げで設備投資を大幅

に上回ることは期待できない。こうした状況下で収益をあげさらに次の投資をしてきた。

技術開発に不断の努力をして成果をあげて も直接的な収益 メリッ トにはっながらないどこ

ろか途中で立 どまっては大きな リクスを負 うことになる。こうした、いわば悪循環 ともい

える状況に耐え得たのは、 これ ら産業が、中小規模の独立 した企業群によらず、大企業の

一部門を主な構成事業体 としていたか らだと言えよう。 しか し、この流れは止まるところ

を知 らず、企業の限界を超えようとしている。撤退による淘汰だけでは済まない産業の転

機を迎えていると見える。 これは一産業の問題ではなく今後のハイテク産業の行 く末であ

り、 日本の産業構造、日本的経営の問題として考えさせ られる問題である。

産業の国際競争力と貿易収支のバランスの問題で日本は国際社会の批判の的となってい

るが、ハイテク産業の将来はこうした問題とも切 り離 しては考えられない。'

かっての基礎技術力や研究の発想力に依存 して応用 ・改良や生産を軽視 したアメリカの

産業競争力の停滞は、消費や投資が増えると輸入が勢いづ くという貿易収支の構造的な赤

字体質を生んだ。一方、日本は改良 ・生産の向上に努力を積み重ね、他国の製品では代替

できない良質の資本財やハイテク型製品を生んで産業競争力で比較優位を確保 した。 しか

し、それが、世界経済が停滞 しても成長 して も日本の輸出が減少 しないという結果につな

がり、国内における輸入の需要の弱さと85年のプラザ合意以降の円高基調が重なって構造

的な黒字体質は強まるばか りといった状況にある。
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こうしたモノ中心の貿易収支によ らず、サービス収支をとりあげてみれば、 日本の対米

赤字分野は多い。 ソフ トのロイヤ リティや知的財産権は貿易外収支として計上されている

が、 日本の特許使用料は40億 ドルのマイナス(92年)で あり、運輸 ・旅行部門も赤字が大

きい。

国際収支バランスの問題 は、各国の国内の構造的な問題を含め、その対象 もモノやサー

ビスのすべてを含めて、さらには二国間のみの比較によらず考えるべきであろう。そうし

た観点か らか、最近では、貿易収支のみならず、日本の市場アクセス("系 列"の 問題な

ど)が やり玉にあげられっっある。日本の市場構造が排他的なので諸国に対 して もっとオ

ープンにすべきという市場開放への要求が今後は強まって くると予想される。世界経済の

一体化に向けて国際間の企業提携 も活発に行われてお り、市場の自由化が加速 されるのは

必至である。

迎え る日本の企業体力はそれほどに頑強であろうか。高度で良質の製品を作る技術力は

優れていて も、収益の薄い生産 システムと複雑な流通経路は、消費 ・生活者にゆとりある

豊かな生活基盤を提供 し得ず、企業体力 も徐々に磨滅 してきているのではないか。生産 コ

ス トの高い日本では、他国と同 じものを作 って物量でシェア競争をしていては体力の限界

に向かって挑戦 していくようなものである。そうした状況を打開するには、これまでのよ

うな応用技術の創造力(ク リエイティビティ)よ り以上に、基礎技術の独創力(オ リジナ

リティ)を 養 ってい く必要がある。近年の世界的な景気低迷と回復の遅れは、基礎的で永

続性のある画期的な新技術の登場が途絶えていることとも関連があると思われるが、日本

も独創的な技術開発力を高めるように体質を転換するとともにアメリカのファブレス化の

道程をなぞることのないように留意すべきである。特に、現在、経済成長の著 しい中国を

はじめとするアジア諸国における現地生産を高めて国内のファブレス化を招 くことには特

段の注意が必要であろう。応用技術のみに頼 らず、基礎技術の開発を強化 して独自の新 し

いモノを生み出していくべきである。

そのためには、独創的な研究を支援 ・保護する教育制度の改善や、目先の経済発展のた

めの技術よりも長期的な展望による環境の改善 ・向上のための技術を重視するような産業

社会の意識の転換が必要である。さらには、研究開発を支援する環境づ くりとして情報 ・

通信のインフラ整備が急務であろう。

5.3情 報技術 の抱 える課題
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これまで見てきたとおり、情報化は人間と社会に大きなかかわ りを持っている。 したが

って、情報化と人間、情報化と社会の相互インパク トの上に生ずる課題を情報技術からと

らえるならば、情報技術は情報技術 としてのみ存在するものではな く、人間性と社会性 と

いう大 きな課題を抱えていることになる。

情報化社会の基本課題は、人間や社会と科学技術の調和である。 ここで情報技術は、科

学技術の一分野として、また、他の科学技術分野 と人間社会の橋渡 し役の二つの面か ら働

きかけることになる。そこで人間社会 と調和す る科学技術の研究課題を、情報技術か らの

アプローチの一端 として整理 してみたのが図表5-2で ある。そこでは次の四つの目的別

に対象となる機能や取 り組み課題をあげた。

イ.人 間機能の仕組みと特性の解明(人 間を知 り、人間に学ぶ)

ロ.人 間の支援 ・代替 ・拡大(人 間に役立つ)

ハ.人 間との調和(人 間に近づき、親和する)

二.社 会との調和(社 会に役立ち、課題を解決する)

こうした技術的アプローチによる調和が期待 される一方で、人間や社会の側にも技術の

使い方に関す る対応課題があり、その改善や開拓に向けたアプローチがなされる必要があ

る。以下では、次の4点 を例題に情報技術の社会と人間に対する働きかけの観点か ら問題

点や可能性をとらえてみる。

イ.情 報内容(質)の 向上を目指す情報技術

ロ.社 会ニーズに適応する情報技術の開発

ハ.人 間の内面に働 きかける情報技術の可能性

二.人 間社会のために洗練される情報技術

(1)情 報技術と情報内容の関係に関する問題点

情報技術は情報を氾濫させ、情報内容は情報技術に追いつかないのではないかという危

惧がある。

フォン・ワイゼッカー(マ ックス ・プランク研究所)が 定義 したように、情報は自分自

身を理解 し、解釈するように進む。自己組織化の傾向あるいは秩序生成力の性格をもっの

である。そして情報は技術を助長する。情報技術の進展は著 しいが、 しか し情報技術を社

会技術 と見なすには、情報 と技術が社会にもた らすものの吟味が必要なのではないだろう

か。
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図表5-2人 間 ・社会と調和する情報技術の研究課題

目的 対 象 研 究 対 象 と す る テ ー マ

人 身体機能 感覚系 計測機能
間 運動系 操作機能
機
能
の 生態系

生 体 一 恒常性維持機能

自己組織性
仕 競争、協調性

組
み
と 高次知的機能

生物進化過程

推論、認識、思考過程
特 脳の創発性
性
の
解

感覚、感性、感情の仕組み

明

人 身体機能 。知 的能力(状 況 の認識 ・判断 ・行動)

間 。環境変化に対す る適応性と頑強性

の

支

援 (生産支援)

。特殊な環境に応 じて必要とされる制御技術の開発

。情報を総合的に迅速かっ的確に伝達するシステム
● 。設計 ・製造等の各段階に通 じた知識情報処理および並列高速情報処理の研究

代 。人間の思考に合った生産支援技術

替 。機器の高度利用技術
●

拡
大 〔麟 閻

自立および介護を支援する器具の快適使用に必要 となる機能の研究

情報処理機能 論理的、直観的な情報処理を統合するための研究
。厳密解を求めるのが困難な問題に対す る数値解法、高速解法、各種 シミュレ

一 シ ョ ン手 法

。あいまい情報の表現、処理、適応、学 習機能

。人工知能、知識処理、並列分散学習型情報処理
。 「いつで も、 ど こで も、誰で も」使え る情報処理

。超高速の無線 ・有線 のネ ッ トワー ク構築

・情報の分散処理
。ユ ーザ イ ンタ フ ェー ス

集団の協調活動 。コ ミュニケー シ ョンにおける常識、暗黙の了解事項等の役割解明

。集団における情報の共有 と意味理解
・情報支援や対話の心理的モデルの構築
。協調活動の分析とそのモデル化
。集団および個人の相互影響
。意思決定過程
。言語的、非言 語的 コ ミュニ ケーシ ョンの分析

(知 的 データベース) 。分散DBシ ステ ム、オ ブジェク ト指 向DB等 の発展形態

。柔軟なDB構 築、検索

。データか らの知識獲得、学習能力による知識の洗練

(信頼性確保) 。ヒューマ ンエ ラーに関す る体系的研究

。人間を中心 に考えた自動化の原則
。設備診断、異常予知、予防保全

。事故時における自己復旧機能
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目的

人

間
と

の
調
和

社
会
と

の
調
和

(
科
学
技
術

の
進

展

に
伴
う
課
題
を
含
む

)

対 象

感性

音声の認識理解

画像処理

自然言語処理

マルチメディア

&
人工現実感技術

地球環境

都市問題

高齢化、障害者

情報化の進展が
個人、社会に与
える影響

研 究 対 象 と す る テ ー マ

。感性的表現方法、価値基準
。人間の感覚器官の受容性
。人間の加齢等による特性の変化

。感性情報の構造分析、定式化、抽出と表現
。情報や感性の伝達技術
。感性を含むデータベースの構築方法、柔軟な検索技術、データ解析技術

音声言語の処理、獲得の過程や機構の解明

。三次元性を考慮 した研究開発および数値 シミュレーション等の結果の評価 ・

解釈に際 してのデータの可視化
。三次元映像化

。自然言語解析、常識の理解と常識による推論機構の解析、大規模知識ベース
の構築

。意味、内容、意図等を考慮 した情報圧縮技術および加工技術の開発
。自然言語で表現された知識や情報の構造化、蓄積のための情報表現に関する
研究開発

。音声認識による自動翻訳システム

。感覚的情報等の伝達技術、編集技術、データ蓄積 ・圧縮、処理アルゴリズム
大容量通信、情報内容とメディア種類との適切な対応

。快適かっ効果的な感覚系刺激に関する認知科学的研究
。人工現実感にっいての基礎研究と応用研究
。物理的制約の中での認識等の感覚に関する研究

。環境 に対す る親和性 を向上 させ るため に必要な機能

。リサ イクル ・システム

。総合的な交通体 系の整備

。資源 リサ イクルを考慮 した都市づ くり

。生活様式の多様化 に対応 した都市 システム

。エネルギー最適利用 システム

。一極集中や過疎 問題 の解決のための イ ンフラ運用

。地域 レベルにおけ るフ ァシリテ ィ ・マネ ジメ ン ト

高齢化社会に必要 とされる技術体系
。心身機能への対応
。社会参加支援機能
。介護負担軽減機能

ノーマライゼーションの実現に必要 とされる技術体系

人間機能(労 働等)の 代替に伴 って生ずる課題の予測およびその解決方策

。遠隔地間の時空を超えた情報交流の進展が社会に及ぼす影響
。コンピュータの社会への有効利用 一 システムの体系的研究
。コンピュータ犯罪への対応
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狩猟 ・農耕 ・工業 の社会的技術 に続 く第4の 社会技術 として情報技術が とらえ られ るか

ど うかの判断は情報技術が社会の何を変 えっつあ るかの考察か ら進 め られ るべ きか もしれ

ない。文字 ・活字 メデ ィア、映画、 ビデオ、 テ レビな どの映像 メデ ィア、手紙、電報、電

話な どの郵電技術、 レコー ド、 ラジオ、テープ レコーダ、カセ ッ トな どの音響技術、 コン

ピュータを は じめ とす る情報処理技術等々、情報技術の発達が もた らした貢献 は多大で あ

る。 しか し、 こう した情報 メデ ィアを通 じて生産 され る情報 メッセー ジが どれほどの斬新

な進歩 を果た したか。

一方、情報技術 は、その開発、生産、販売 の速度が速す ぎるほどであ る。そのため、情

報が情報技術の用 意 したパ ッケー ジに追 いつけな くなる。そ こで情報の内容 はその ままに

その情報の運 び方の クオ リテ ィを転換す る方 法が出て くる。例 えば、映画 を映画館で上映

し、 テ レビで流 し、 ビデオ に して売 り出す方法な どにみ られ る情報の再生技術 の転換 によ

る情報の延命であ り、 ここで は情報 の内容 には進歩 はない。 もう一つ は、情報 メ ッセー ジ

を メデ ィアに合わせて変換す る方法 である。情報 にメディアの特性 に即 した知 の組み換 え

を施 し、情報の情報化を試み るもので、 シ ミュ レー ションシステムによる情報の再利用 と

い って もよい。一般 にシ ミュ レー シ ョンは情報の模擬的表現の仕方で ある。試用化、モデ

ル化、写像化、象徴化、省略 ・圧縮 な どさまざまな意味あ いがあ り、 そこで は 「モ ンテカ

ル ロ法、 ゲー ミングを含んだモデル実験 の総称で、近年で は時間経過 に伴 う諸事象 に関す

る数値 的 もし くは物理的モ デル によ る実験」 とい う定義が通説にな って いる。今 日、 コ ン

ピュー タシ ミュレー ションの分野で応用範囲が拡大 して きて いるが、科学技術の分野 にお

いてのみな らず 日常生活 や商業活動 において もシ ミュ レー ションは進んでお り、現代文化

を象徴 す るもの とな って い る。近未来 において もその傾向にさ らに拍車がかかると予想 さ

れ る。 シ ミュ レー シ ョンによる情報の知の組み換え は、情報 内容の進歩の問題 とは別に、

人間社会 と疑似環境文化 との関係 とい う大 きな問題を も提起 して いる。

個別性を好む文化 か らす れば、情報が多いほど多様で選択肢 も多 くてよいということに

なるはずであ るが、情報 の多様性が理解度の臨界値を超えて しま うとノイズに転化 して し

まい、情報洪水 を避 けよ うとす る傾 向が生まれて くる。それは分類 によ って整理 され ると

して、誰が どのよ うな方法 でそれを行 うことがで きるか とい うことの解決の糸 口はいまの

ところない。

情報技術 は情報 の量 的生産(再 生)や 処理 を得意 と して きたが、情報 内容の貧困 にも目

を向 けるべ きであ る。可能性 は情報発信者の開拓(生 活者 が生産者 に)に あり、 そのため
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には創造的個人を支援する環境整備が必要だといえよう。

(2)情 報技術の使われ方に関する問題点

情報技術の使用法が問われる問題としては、前章 「情報化社会の光と影」で述べたよう

にさまざまな問題がある。のみならず、情報技術の使われ方に関す る問題の背景には、次

の二つの潜在的な基本課題がある。

第1に は情報の量的効果と情報技術の結びつ きによる問題である。情報の波及効果は、

構成特性(情 報 システムの中の個々の要素がもつ特性)に よる場合や総和特性(そ れらす

べてが集まって全体 として発揮 されて くる特性)に よる場合があるが、仮に前者としては

役に立たないような個々の情報が一定量の集まりとなった時、後者 としての意味を発揮 し

た り、その逆 もあり得る。 コンピュータの情報処理能力の向上は、これまで見落 とされが

ちであった総和特性(例:デ ータベース)を 拾いあげ、その効果を発揮させる場合がある。

伝達される情報内容の質の是非を問わず量的な攻勢にあった場合、その影響をまぬがれ得

るか、的確な判断が可能か ということであり、そこには、情報技術は情報を量と質で区分

けできないこと、その解釈の問題やどこで管理されるかという問題が表れて くる。多数決

民主制の社会で、シーズが先行 した情報技術に頼 らざるをえない状況の中では、情報の量

的効果による影響には特に注意を払 う必要がある。

第2に は情報技術の進化の問題である。技術の発展には進化型ニーズによるものと適応

型ニーズによるものとがあるが、情報技術はどちらのタイプで発展 してきたのか決めがた

い。 メディアは古 くから情報メッセージを伝えるものであった。 コンピュータの普及は今

日の情報技術の浸透の恰好のバ ロメータだといえるが、その歴史はこの50年程の産業化の

過程にある。既に19世紀の半ばには情報環境は成立 していた。交通、印刷、通信などの技

術の著 しい発達によって情報基盤は確立 していた。 しか し、情報技術がその産業化 に成功

したのは20世紀後半に通信技術とコンピュータ技術による革命的変化が起 こってか らであ

り、それは産業共同体のための ものであった。これらの点からす ると、情報技術の社会性

とは、いままでのところは、大部分 は情報技術の産業化を意味 していたといえる。情報化

社会といわれる今日、その社会性の範囲は産業のみな らず広 く人間社会全般に向けられて

いて しかるべきであり、そ ういう方向に向かい始めている。その意味で情報技術は発展途

上にある。情報技術は今後とも複合 して進化 していくと思われるが、社会ニーズか らの適

応型のタイプがより多 く出て きた時 こそ情報化社会といえるのではないだろうか。
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(3)思 考 を助 ける情報技術

コ ンピュー タは人 の思考 を妨げ るか、 それ と も助 け るのか。 これにっいて二分法的な議

論を して も意 味がない。 当然、両面 ともに肯定 も否定 もで きるか らで ある。 む しろ問題 は、

それ を使 う場合 と使わない場合、使 う人 と使 わない人 との間のギ ャ ップにあ るとと らえた

方が前 向 きな議論が展開で きよう。

い まや情報技術 は、人間の思考や表現 を支援す る方 向での研究 開発が活発 にな って いる。

最近 で は、記 号化で きなか った多 くの メ ッセー ジ(人 間の感覚やイメージ)を 電子化 され

た情報技術で感知 して ピックア ップ し、人 間が 自身の思考回路を明確化 した り、 コミュニ

ケー ションを促進 した り、感性 を作 品 と して具現化で きるサイバーテ クノロジーの研究 開

発 も盛 んにな って きた。個人 の創造 力を引 き出す コンピュータアー トや コンピュータ ミュ

ー ジック、パ ソコン通信 による小説 の創 作 も専門家だけの もので はな くな って きた。 また、

個人 の創作活動 を支援す るだ けでな く、複数の人が協 同 して考 えなが ら進 めて い く作業を

支援 す る情報 技術 も出て きた。物理的 には離れ たところにいる人 々が コンピュータ画面を

共有 す る ことによ り協調 して作業 を進 め られ る システ ム(グ ループ ウェア)は 、集団の思

考や表現 を助 ける ものであ る。現実 に存在す る机上の生の画像を シーム レス(継 ぎ日な し)

に共有で きる システム も開発(NTTヒ ューマ ンイ ンタフェース研究所の 「チームワー ク

ステー シ ョン」)さ れて いる。

こう した人 間の思考 や表現を支援 す る情報技術の中で も最 も効果的なのは可視化技術で

あろ う。 コ ンピュータ ・グラフィ ックスやマル チメデ ィアが 目指 して いる画像 ・映像の処

理 に加えて、従来、 目には見えな い(見 えに くい)も の とされて きた世界を視覚化 して表

現す る技術へ の取 り組みが始 ま った。仮 想現実 感(VR)技 術 もその一つである。大多数

の人 は文章 よ りも図の方がわか りやす い し、聴 くだけよ り視 る方が理解度 は高ま る。一 目

瞭然 とい うわ けで あるが、それほ どに見え るということは重要で、 これまで形 と して 目に

は見 えなか った もの(抽 象的な思考 や イメージな ど)を 可視化 し自在 に操れ るシステム(

東大 と東京電 力で取 り組んで いるVR技 術 を応用 した 「ソフ トウェア可視化技術」 は、複

数の プログラマが仮想 的な ソフ トウェア開発空 間で共同でプログラム設計に取 り組め る環

境を提供す る構想)な どが実用化 されたな らば、情報技術の活用分野 は人間の内面 に も広

が って くる ことになろう。人 の頭の 中のイ メー ジは仮想世界 の産物であるが、 これ も情報

技術で具象化 できれば検証で きる し疑 問 も解消 で きる。 イメー ジをイ メー ジのままで終 ら
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せず、具体的な創造に結び付ける可能性が大きいのである。

コンピュータの役割は、機械化 ・自動化のための道具から企業のルーティンワークへの

導入、生産性の向上を目指すものになり、いまでは人間の思考を助ける機能へと成長 して

きている。 これか らの技術 は、人間の手足 としての外的な道具にとどまらない。人間の思

考過程を支援 し表現の幅を広げる内的な道具 としての情報技術の可能性は、技術の新機軸

を生むものである。そこで留意すべきは、思考のための道具が人間性や社会性を無視 して

はいけないということである。人間の内的世界に及ぶ技術は技術のみでコントロールが可

能なものではな くなる。人間社会か らの 自制 も当然必要になる。

(4)メ デ ィアの融合

情報技術が人間の 内面 を外化 し、外化 された人 間の情報 はメデ ィアによって 自身 に還元

され、他者 に伝達可能 とな る。 これ を可能 とす るメデ ィアは既存の単体の メデ ィアの限界

か ら抜 け出 した ものでなければな らない。

情報技術 はデ ィ ジタル化 と映像化 に向か ってお り、 これを軸 に放送(テ レビ)と 通信(

電話)と 情報処理(コ ンピュータ)の 融合化 が始 ま った。 コンピュータネ ッ トワーク もマ

ルチ メデ ィア もHDTVも 光 ファイバ ー もすべてデ ィジタル化が基本 にある。 ディジタル

圧縮技術 の発展 を基礎 に、ア メ リカでは次世代放送方式(ATV)に よ り1999年 か ら本格

的なデ ィジタル高 品位 テ レビ(HDTV)放 送 の開始 を目指 して いる。 ヨーロ ッパで もデ

ィジタル放送開始 のプロ ジェク トが活発 化 して きた。電話会社 もデ ィジタル テ レビへの取

り組みを具体化(当 面 は ビデオ ・ダイヤル ・トー ンでのデ ィジタルテ レビ映像の配信サ ー

ビス)さ せ た。 ケー ブルテ レビ局 や衛星放送 の分野で も多チ ャンネル化 に向 けて積極的 に

取 り組んで いる。

一方
、 コンピュー タ業界 は、マルチ メデ ィア化を 目指 して映像 の処理 ・蓄積技術の 開発

を進めてお り、 テ レビ受像機をマルチ メデ ィア映像の再生装置 として活用 しよ うと してい

る。 また、 コンピュータ端末を発展 させ て テ レビ受信機 の市場 に乗 り出す とい う考 え方(

米 シ リコン ・グラフィックス会長 クラー ク氏の提唱す る 「テ レコンピュータ」の概念 はこ

れ に当たろ う)も あ る。

家庭やオ フィス に衛星 や通信回線 を使 って大量の情 報を流すマルチ メデ ィアの時代 には、

放送 と通信 とコ ンピュータの産業間の垣 根 は無意味にな る。 メデ ィアの融合は産業の融業

と枠組みの変 化を伴 って進展 して いこ う。
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ア メ リカで は、 こうした メデ ィア融合 の動 きは、例えば、テ レピュ一夕、スマー トテ レ

ビ、デ ィジタル テ レビ、 イ ンタラクテ ィブテ レビ、デ ィジタル ビデオとい ったよ うに、パ

ソコンとテ レビ受像機 の合体 を連想 させ るさまざまな表現で語 られている。 いずれ実用段

階に達す る頃にはネー ミングも定着 しようが、既存 メディア との複合 による過渡期 を経て

新 しいメデ ィアが登場す るのは、 そ う遠 い将来の話で はない。現在の ところは情報分野 と

はま った く別の ところか ら新 しい メデ ィアが創 造 され る可能性は見 い出せないが、 いずれ

メディアが情報の媒体 と してのみな らず人 間の感覚 に直接働 きかける媒体 に発展 してい く

過程 では、異分野 か らま った く新 しい メディアが誕生す るか も知 れない。 その形態 は、極

小 サイズで人 間の身体機能の一部 に付随す る もの、 あるいは、人工的に環境の一部 として

あ らか じめ組 み込 まれて お り、個体 と しては意識 され ない ものであろ う。

5.4情 報化が影響する諸課題

情報化の進展は各分野に大 きな環境変化をもたらした。前の2節 では社会(5.2)と 技

術(5.3)の 面か らその課題への対処をとりあげてみたが、ここでは情報化 との相互イン

パ ク トの観点か ら分野別の課題を一例ずつ挙げてお く。

近代化の前近代に比べた著 しい特徴は、変化の速度 と複雑さにあり、それは、工業化、

自動化、情報化の影響によるところが大 きい。そ して今日、各所で噴出 している課題は、

っまるところ、社会構造の根本的再構築を促す ものである。

地球規模でみれば、地球環境の危機的状況や資源エネルギー問題、世界人口の増大 と食

糧確保の問題がある。いずれ も、限 りある供給源に対 して吸収源が肥大になりすぎた結果

であ り、人類の営みのシステムを見直 して消費を抑制 し、技術や制度による支援策を検討

しっっ、量的成長か ら質的発展への転換を目指す必要がある。国際問題については、経済

発展の度合いによる国や地域間の格差や民族問題による紛争を抱えた中での諸国の協調に

よる新たな秩序の構築が最大の課題である。

国内において も企業経営や社会 システム、人と社会と科学技術の関係の見直しを迫 られ

る数々の課題が山積み している。また、サービス対価といった新 しい価値体系づ くり、情

報化に伴 う新たな犯罪の発生への対処、情報技術による新 しい現実感覚が人間に投げかけ

る問題、人工環境 と人間の野性の相克など、新たに顕在化 してきた課題がある。

ここでは、情報化が影響する数ある課題の中か ら、今日、最 も関心が高いと思われる以

上のテーマをとりあげてみた。
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(a)地 球環境問題 一 情報技術の活用

地球環境保全の対策の一つ として情報技術をいかに活用すべきか、実効性のある手立て

を考える必要に迫 られている。

アメ リカのゴア副大統領が上院議員時代に提案 した地球環境版マーシャルプランでは、

政策綱領として次の5点 を掲げている。

①.世 界人口の安定化

②.地 球にやさしい技術の開発と移転

③.さ まざまな意思決定が環境に与える影響を評価する経済ルールの全面的見直 し

④.新 しい国際協定の交渉 と承認

⑤.地 球環境に関する教育プログラムの確立

そ して、これに対する具体的提案 として、例えば②に対 しては白熱灯にかわる蛍光灯の

普及であるとか、③ については自動車の燃費効率基準の引き上げ、バージンパルプへの課

税、炭素税の導入、原子力発電所の新設不許可など詳細に示 している。実現の可能性の高

い検討課題と言えよう。

一方、わが国では、環境基本法を審議中で、政府案ではアセスメン ト(環 境影響評価)

の推進や経済的措置の検討を盛 り込んではいるが、アセスメント法制化や環境税といった

具体策を明確に打ち出してはいない。法案による政策の実行にはしばらく時間がかかると

して、科学技術面からの取 り組みは、既に 「地球科学技術に関する研究開発基本計画」(

内閣総理大臣決定1990年8月)に 基づ く総合的な研究開発などが推進 されている。

こうしたアプローチの一環 として情報技術が貢献 しうる分野は、科学的知見の集積(デ

ータベース)と 関連情報の流通(ネ ッ トワーク)の ための基盤整備であ り、これを国際規

模で構築 し、諸国との情報交流を促進 していく必要がある。また、地球に関する諸現象の

理解や予測 ・予知、環境保全 ・改善のための観測技術および情報 システムの研究開発に期

待されるところが大きい。地球観測プラットフォーム技術衛星(ADEOS)、 熱帯降雨

観測衛星(TRMM)な ど、人工衛星の開発とともに リモー トセ ンシング技術やセ ンサー

の研究開発が行われており、海洋について も新観測技術の開発が実施されている。これ も、

技術移転などで国際社会に貢献で きよう。

(b)国 際問題 一 産 業経 済の国際展開

情報化はグループボーダー化 とボーダ レス化の二つの流 れに軋礫 を生 じさせよ う。経済
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の スケール メ リッ ト、マーケ ッ トの規模が世界経 済の一体化へ と向か う中で、ECは1993

年1月 に市場統合 にこぎつけ、通貨統合、政治統合を模索 して いる。 また、北米や東アジ

アで経済統合 の動 きもあ る。 しか し、情報 ネ ッ トワー クの発達 によ り、経済圏がグローバ

ルサイズへ と進展す る趨 勢 にあ っては、 より小 さな域 内にとどま る統合のメ リッ トや意味

が いっ まで、 どれだけ保て るだ ろ うか。 グループボーダー化 は、ボーダ レス化へのスパ イ

ラル ア ップの過程 と して機能す るので あろ うか。情 報化 は産業経済の国際展開を促進す る。

(c)企 業経営 一 企業 リス トラのための情報 システム

日本的な経営 として諸外国の関心を呼んでいるのは、系列取 り引きや企業間での株の持

ち合いなどを特徴 とする企業間の密接な連携に根ざ した独自の経済体制が圧倒的な産業競

争力を生むとともに外に対 して閉鎖性を伴っているということへの驚嘆と批判があるとい

うことであろう。

厳格な競争原理に基づ くマーケッ ト(市 場)と は異なる、 こうした日本型のシステムは

技術開発や金融取引の面では合理的で、産業育成や経済効率に威力を発揮 して日本経済の

発展を推進 してきた。 しか し、そこには社会的な犠牲 も伴っていた。 「会社人間」という

言葉が生まれたように、個人の生活より会社や仕事を優先する傾向はサラリーマンが大半

の社会 にあっては会社社会 ともなり、系列取引きの慣習は、下請け企業の犠牲のもとに成

り立ってきた。マーケットシェアの拡大に力を注 ぎ、その分、薄利多売で労働分配率や配

当性向が低いことも指摘される。

こうしたこれまでの在 り方が壁に突き当た ってさまざまなところで見直しが問われ始め

た。今後の企業経営の在り方を巡 っては、上記課題の解決を目指 した経営システムを構築

しなければならない。情報 システムもまた同様の視点か ら運用 されるべきであろう。情報

ネ ットワークによる系列関係の強化や顧客囲い込みなどの手段 としての情報化が注 目され

ているが、その効果が日本的な経営システムの上に成 り立つ ものであるならば、直ちに再

考を要すべき問題 といえる。これまでの日本型システムがそのままの形で発展するとは考

えにくいか らである。

いずれあらゆる取 り引きは情報システムを介 して行われるようになる。また、ニーズに

迅速に対応するマーケットオ リエ ンテッ ドなシステムや経営手法の開発が求め られ、これ

に対応する情報化の推進が図 られよう。
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(d)社 会システム ー 物流と情報化

ジャス ト・イン ・タイムの生産方式やPOSシ ステムの普及により、 トラック輸送の頻

度が増 し道路交通の渋滞や排ガスによる環境汚染を拡大 しているとの非難がある。 これに

対 しては、議論の方向が根本的におかしいのであって社会の旧態 システムに基づいている

道路や都市計画の在 り方を変えていくべ きであり、そこに情報 システムを活用 していくべ

きという説がある。小口多頻度の物流 システムは、確かに便利で供給側のサー ビス競争上

か らも不可欠なものとして定着 してきたが、それは必ず しも消費者ニーズか ら出たもので

はない。そうした反省点もあろう。 しか し、 さらに大本の社会システムか ら考えるなら、

情報の流通でモノの流通が代替 され うる領域は多 く残されていよう。情報化のさらなる進

展は物流の在 り方 も変えてい く可能性が大 きいのであり、社会システムの整備にあたって

は、そ うした大局的な動向を見据えてい く必要がある。

(e)人 と社会と科学技術 一 健全性 と抑制

人間はシンボルで動いているわけではな くアクティブに動いている。 シンボルで動 くコ

ンピュータで物事が大量 ・高速に処理されることに人間がどう対処できるか。技術と人間

や社会 とのギャップがス トレスや事故につながるのではないか。こうした心配は、すべて

が健全であってさえ生ずることで、意図的にバランスを崩すことは容易にできる。 しか し、

簡単に起 こりうることが頻発 しないで済んでいるのは、そこに危険を回避する抑制が働い

ているからである。それは、人間の自己抑制や社会の制度的な抑制である。 しか し、技術

には自己コン トロール機能がない。技術が健全である場合は良いが、不健全に作用する場

合は、どう抑制すべきか。 これは情報技術だけの問題ではない。今日、広 く問われている

人と社会 と科学技術の間の取 り決めの問題である。

例えば、脳死を人の死 と認めるか否かは科学だけの問題ではない。社会として脳死を人

の死として制度化するかどうかという点からいえば社会の問題である。科学技術に対する

人々の無条件にも近い信奉は近代化の特徴で もあったが、依然 として社会は科学技術に対

する依存を強めており、それだけに科学技術には健全性が求められる。健全性 とは、異常

なく、片寄 らず、堅実で、確かである様を指すが、機能が高度化、複雑化する中にあって

は、誰にで も理解できる分かりやす さも重要なポイン トである。これまでの科学技術は誰

にでも分かるということは目指 してこなかった。 しかし、人や社会と調和する科学技術に

は分かりやすさが不可欠である。難 しさは調和の障害であり、分か りやすければこそ健全
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か否かが判断でき、抑制することも可能となる。欲を言えば、自己抑制する科学技術が望

ましいが、特に科学に抑制を求めるのは無理があろう。そこで、人間社会が抑制機能を働

かせる必要が出て くる。手段の一つとしてはアセスメント機能を開発することであり、情

報処理 システムが活躍できる分野と言えよう。

(f)新 しい価値 一 サー ビス対価

銀行で電信送金す る際の手数料 をサー ビスへの当然の対価 ととらえ るか、サー ビス提供

側の強制的 システムであ り、公共性 を考えたな らば、 もっと安い手段にで きるはずだ と考

え るか とい う問題があ る。利用者 は、負担(有 償)を 凌 ぐメ リッ ト(利 便性)が あれば、

それ相応の受益者負担 は厭 わない。通常 よ り多 くの手数料 を要す るサ ンデーバ ンキ ングや

利用時間帯別料金制 も手数 料 には替 え られない利用価値があるので文句 は出ない。無論、

提供側 にとって は採算を度 外視 したサー ビスであ ること も理解で きる。 しか し、 こうした

場面があ らゆ るところで展開す る社会で は、 その公共性を考慮 したサー ビス対価の価値体

系が必要 にな る。 コス トと価格の問題 は、サー ビスの提供 ・利用関係の大 きな要因である。

情報化 による電子 的な取 り引 きの拡大 は、基本的 にこれ と同種の問題を抱えてお り、対

価 や相互負担 な どの考 え方を詰めてお く必要が ある。

サー ビス対価の問題 として は、情報産 業 にも新 しい動 きがある。 コンピュータメーカで

は顧客サー ビス体系を作成 して有償化す る動 きが進 んで いる。 これ まで ソフ トやサー ビス

には正当な価格評価がな され て こなか ったが、付加価値 を認めて サー ビスに見合 う対価の

支払いを求 める ものであ る。 かっての1円 入札の例を引 くまで もな く、ハ ー ドを納入す る

ため にはソフ トやサ ー ビスの価格 は二の次で あ り、値引 きや無償 化が行われやすい という

体質があ り、そ うした慣行 は提供側 のみ な らずユ ーザの意識 に も投影 されて、 ソフ トの価

値の正当性 が評価 されず にきた。それは コンピュータ1台 の単価 が高 く、納入 に伴 うシス

テム運用の全般 を委託 され るとい う連動の メ リッ トが大 きい汎用 コンピュータ全盛時代 に

おける条件下 で可能 とされて きた ことで あ ったが、今 日のダ ウンサイ ジングとオープ ンシ

ステム化の流れがそれ を許 さな くな った とも言 え るので ある。ユーザの情報化投資の環境

が大 き く変化 しっっある中で、ハー ドの使 い方 と しての ソフ ト技術や ノウハ ウに基づ くサ

ー ビスによ り高いニーズが出て きた ことは、 目に見 えに くいソフ トやサー ビスの価値に正

当な対価 を与えやす い環境 にな って きた と言 えよ う。

かねて よ り、情報 の経済的価値 については評価 の決定要因が欠 けるためにその基準 も定
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められないという状態にあるが、こうした難問を抱えなが らも、価値、対価の体系づ くり

や支払い意識の風土づ くりに努力 していかねばならない。人間の価値のとらえ方 も変化 し

てきており、これか らは、モノや形に価値が代表される時代ではなくなっていく。心の時

代、感性の時代には、情報のみな らず情緒にも価値が与えられるか もしれない。上記の課

題はこれからの時代の価値を決める先駆けの役割を担 うものといえるのではないだろうか。

(9)新 しい犯罪 一 技術 と制度 と倫理による防御

犯罪 も情報化 している。かっては忍び込み窃盗が犯罪の80%を 占めていたといわれるが、

キャッシュレス社会になって家庭に必要以上の現金を置かなくな り、盗む ものがなくな っ

た。かわって増えたのが情報 ・通信手段を悪用 した犯罪である。 コンピュータ犯罪、企業

の顧客データや内部機密情報の不正入手、食品会社への脅迫事件などは、情報化社会だか

らこそ生まれた犯罪 と言える。また、今後、深刻な社会問題となりっっあるのがコンピュ

ータウイルスによる被害である。1992年 に届け出のあった被害件数は253件 と前年(57件)

の5倍 に増加 してお り、ウイルスが大規模なネットワークに入 り込んだ場合の社会的な影

響の広が りを考えると、このまま放置 してはおけない。特に、パ ソコンの互換機能の強化

が急速に進んでいる現在、2000種 あるといわれる海外のウイルスが上陸する可能性 も高い。

その影響範囲 も国際的になる。

こうした新 しい課題にどう対処するかで情報化社会の質が決定される。それではどう対

処すればよいか。まず容易に犯罪に結び着かせない技術の高度化が求め られよう。それで

も間隙をぬって犯罪や悪用は発生 しよう。そこでは社会 システム面か らのペナルティを課

す手段 も講 じられる。法律や制度による罰則や保護である。

しか し、現行の法制度では、こうした新 しい犯罪を想定 していないため、取 り締まるの

も簡単ではない。いまのところは判例 も少な く、事件が発生 してか ら対処するしかない。

技術や社会制度面か らの取 り組みはどうして も後手に回 りがちになる。そこで発生させな

いたあの対策 として考え られるのは、未然防止のための技術開発と情報化社会のルールの

確立、 とりわけ人間の自発的な情報倫理感の醸成に期待 されるところが大きい。

情報化社会で生 きる人間の情報倫理 とは何か。そのためには情報化犯罪の特質を分析す

る必要がある。情報化犯罪が、 これまでの犯罪に比べて著 しく異なる特質の一つは、罪悪

感が生まれにくいという点にある。情報通信というメディアを介するす るたあの間接性 は、

直接的に手を下すことか ら生ず る罪の意識や自身に還元されるイ ンパク トを薄ある作用を
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する。 また、知的ゲーム性に魅かれるままに、その影響の社会的広がりにまで考えが及ば

ないといった社会性の欠如や、扇動することに快感を持つといった自己中心性を触発する

要素にも満ちている。犯罪性を十分に承知 したうえで、なおかつ犯罪として成立す る根拠

や争点の脆弱性を突いた狡猜な手段 として利用されうる微妙な問題 も含んでいる。こうし

た問題の発生は個々人の見識や情報倫理感の水準と関連することであり、幼少期か らの情

報倫理の酒養を社会が意識的に推進する必要がある。具体的には学校教育のカリキュラム

に組み込 まれると効果的であろう。

現在、個人情報の保護や暗号化によるアクセスの複雑化などの安全対策が進められてい

るが、 こうした法制度の整備や技術的側面か らの対策とともに情報倫理 といった人的な対

策を社会に広 く普及させる努力 も必要である。

(h)新 しい現実 一 人工的 な リア リテ ィ

仮想現実感(VR)の 技術 開発 が進展 しているが、 コンピュータグラフィ ックス画像 に

よ る世界 の方が現実 よりむ しろ鮮 明に訴 え る力を持 ちは じめ、人工 的な現実感の方が現実

化 して きた。情報 システムの可能性 を示 唆す るものであ ると同時に情報の もっ深 さの衝撃

度 を表 出 させ る点で今後大 きな問題 となろ う。直接性 や具体性を もたな くとも、間接的で

抽象的な世 界に浮遊 して人が生 き、社会 を構築す る ことが可能か どうかの実験台にな るツ

ールで はないか。

問題 は、や はりVRは 本当の現実で はな いとい うところにある。 そ して、われわれはい

っ まで現実 とVRの 区別 に意識的で い られ るだ ろうか とい う点 がさ らに問題で ある。われ

われ は、既 に、 テ レビが見せて くれ る 「現実 」(仮 想現実 とも言 い うる ものなのに)を す

んな り現実 として受 け入れて しま ってお り、 む しろメデ ィア化 された現実 との接触機会の

方が多 くな って きて いる。生の現実 を知 る欲求 さえ失いかけて いるので ある。 しか し、 ま

だVRを 新 しい現実 と して認知す るには、時期尚早であ り割 り切 りが良す ぎるといえ よう。

なぜ な らば、 メデ ィアの シ ミュ レー シ ョンで疑似的な体験 を積んで しまい、現実の経験を

必ず しも必要 と しない状況 は、 実経験 の積 み重ね による文化の創造 を阻害 してい るか もし

れないか らであ る。 また、歴史 や現 実の リア リティが失われ、価値が疑 わ しくな って も疑

う能力を持 たない、思考力、判断力の衰弱 を招 くこと も懸念 され るか らである。

(i)新 しい環境 一 人 間は野性 を保て るか
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人工環境が人間に及ぼす影響の重大さは、上記の リアリティの問題 と同種の混乱を生物

としての人間自身に投げかけていることからも理解できる。人間は自らが造 り出 した人工

環境の中で自らの野性との相克を味わっている。

生物 としての人間が野性の環境から文化 ・文明という人工環境をつ くりあげてきた経緯

から考えれば、文明の利器(人 工)の 発達に対 して、人間がその生態機能(野 性)へ の危

機感から発する行動をとるのは自然なことで、そこに人間の野性の証明が見 られるわけで

ある。例えば、自動車を乗 りまわ してジョギ ングをするとか、クーラーの利いた部屋で過

ごしてサウナに入 って発汗するというような一見矛盾す る行動は、 もはやごく一般的な光

景として日常よ く見受けられるが、それは、人工的な環境(人 間の足の代行としての自動

車、天然の風の代替 としてのクーラー)に 依存 しつつも、一方で生物としての機能が損わ

れることへの怖れ(足 腰や新陳代謝 といった身体 ・生理機能の衰え)が あるか らだと言え

るのではないだろうか。健康志向 も自然への回帰現象 も同様で、人工的な環境に取 り囲ま

れた人間の生物としての本能から生ずる反動ではないか。人間はどこまで人工的な環境に

馴染めるか、人間はどこまで野性を失わずにすむか。将来的により深刻な問題となるのは

後者であろう。

いま、情報技術は人工環境や情報環境を人間に提供す るに際 して、人間が馴染みやすい

ように人にやさしい技術の開発を目指 している。 しかし次に求め られるのは、人間の野性

を損なわずに済む情報技術とか、人間の機能が拡張す るのを抑制するような技術かもしれ

ない。

5.5対 策 一 取 り組みへの考察

情報化社会の基盤整備や課題の解消にあたっての対処方策は、社会的な対応(法 ・制度

づ くりや慣習などの意識啓蒙 も含めた社会の仕組み全般)に よるものと技術的な対応によ

るものとに大別される。 これを縦軸として、アプローチの方法論の観点から10の取 り組み

の対象分野を横軸にとって情報化の分野別検討課題を整理 したのが図表5-3で ある。既

に取 り組みをスター トした ものや今後の検討が期待されていることを合わせて、現在考え

うる課題を網羅 した。

こうした課題の多 くは、技術面、社会 システム面の両面か らの取 り組みが必要で、どち

らか一方で済む問題は少ない。技術革新は人間の労力軽減を目指す ものであるにもかかわ

らず長時間労働は依然 として改善 されず、社会システム(労 働時間短縮の政府指針)面 か
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図表5-3情 報化の分野別課題と社会的 ・技術的対応

分
野

課

1

産

業

・
社

会

2

個

人

・
生

活

3

情
報
技
術

A.社 会的対応(社 会システムの課題)

①豊かな社会とは何か(普 遍的 ・共通の価値、
人間性の回復、環境、福祉)を 熟慮 した情報
化の推進

②情報化の功罪(情 報化の進展が人間社会 に与
えるプラス・マイナスインパクトの解明)の 追跡

③ハイテクノロジー社会への対応
(技術の高度化と過信への警告)

④情報ネットワーク社会の脆弱性への対応

曙 善麟Pア クセX.k±会セ撫 ・災害〕

⑤情報化社会に対応するルールとマナーの構築

嶋魔 軽 鴨 学縁 鰍 社縁の〕

⑥情報資源の充実 ・保護 ・尊重と最適配置
(概念設定)

⑦社会資本の整備(市 場メカニズムとは別の社
会の公共システム、共通基盤の情報化)

⑧新しい労働環境を支援する情報化

〔含量麟 議 繁 の変化と蹴)

①生活へのビジョン(何 を目指すか、生活者と
しての自分)を もった情報化の活用

②個人 ・家族の生活基盤の情報化

③生活設計と環境整備
(生活のマネージと社会の仕組みづくり)

④ ライフスタイルの反映

〔多面的な個人、生活 ファシ'Jティの向上 と余暇の活用、創造性や質を重視す る価値観 〕

⑤情報化の浸透による新 しい生活文化の創造

①技術の人間社会への影響分析 とその評価
(テ クノロジーアセスメント)

②情報通信 システムの脆弱性 と安全性 ・信頼性
の確保(セ キ ュリティ対策、バ ックア ップ対

策、 システム監査、 リスク分 析)

③情報 と技術 と社会の関係 とそのバランスの調整i

(情 報、コンピュータ、ネットワークを中心に)

④生産者 と消費 ・生活者の共同による製品開発
(仕組みづ くり)

⑤携帯型 ・移動型情報端末機器をどこで も使え
る環境の整備(情 報拠点の確保)

B.技 術的対応(研 究開発の課題)

①人間中心の情報化環境整備
(人間的な情報処理を可能とするシステム)

②公共情報システム化(社会の情報化環境整備)
交通(道 路、輸送)、物流、教育、医療、
福祉、安全、防災 、余暇、危機管理、住

宅、都市設計、環境保全(排 水 ・汚れ ・
ゴミ処理、川 ・湖沼)情 報通信 ・コミュニティ

③社会構造の変化に対応する情報化環境整備

〔§蟻 援・女性の就労を支援する情報〕

④マ伊,ティの暮 らしやすい社会のための技術開発

〔8難 後期高齢 礁 外国人等へ〕

⑤情報技術革新による遠近格差の縮小と社会空
間の変容

〔交通、通信などの ハイモビリティ化、時間短縮による距離感の喪失、情報空間の社会化 〕

⑥生産性の変革、環境保全と情報システム
(エネルギーや資源の大量消費構造の改善)

⑦情報化を ツール とす る労働環境の創出
(在宅勤務、サテライトわイス、分散オ フィス)

①ホームパーソナル分野の情報化環境整備
FTTH(フ ァイバー・トウ・ザ・ホーム)ホ ー ム セ キ

ュ リテ ィ、 ハ ウ ス キ ー ピ ン グ 、 ホ ー ム リ

ザ ベ ー シ ョ ン、 ホ ー ム シ ア タ ー 、 ホ ー ム

シ ョ ッ ピ ン グ 、 ホ ー ム バ ン キ ン グ

②情報家電、パーソナル情報端末の開発

③健康を支援す る情報 システム

〔高齢者 向けインテ リジェ ン トハ ウス、ホームケアシステム、個人健康管理システム 〕

①人間社会と調和する情報技術の開発

②犯罪か らカテ外する技術、セキュIJティ技術の開発

〔技術的には悪用することが可能な現実をどうするか、 ビジネス暗号化の促進 等 〕

③ ソ川 ウェアトラブル(バ グ、ウイ}レス、ワーム、ハッカー)へ の 対 応

④ ツールの高度化と融合化

〔艦v曙熱 麟馴
⑤通信技術の革新

(ISDN網 、全国光通信ネ ッ トワー ク)

⑥衛星(BS、CS、 監視)の 活用
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分
野

課

4

メ

デ

ィ

ア

&

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

A.社 会的対応(社 会 システムの課題)

①環境 のメデ ィア化 に対す る人間 と社会の対応

〔]ミュニケーション行動の変化、フ・イス・トゥ・フェイスは失われ るか
、 ノウハ ウ喪失の潜 在化 〕

② 自己表現 と人間関係の変化

(国 家、地域 社会、企業社会のコミュニティ)

③情報公害への対処

(狼 雑 さを伴 うダイヤルQ2問題、FAX公 害など)

④マス・パーソナルメディア化(広 範 、個別対応、双方 向性)

⑤ マルチメディア化 、 マルチベンダー化 に よ る 変 化 へ の 対 応

⑥ インフォミュニケー ションの展開

〔電気通信 ・放送 ・情報処理の融合による新 しい コ ミュニケー シ ョン領域の発展 〕

チツマの器
)

機
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す
と
現

指
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実

国
技
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の
い
合

ス
し
適
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さ
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エ
や

ヘ

フ
に
人

夕
会
個

ン
社
と

イ

・
保

ン
然
確

マ
自
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一
・
性

ユ
人
様

ヒ

〔

②

ラ
大
響

増
影

究

の
す

追

イ
ぼ

の
テ
及

題

リ
に

問

ア
ス

・つ
リ
ン

い
的

ラ

と
エ
バ

か
人

ル

何

る
夕

は
よ

一

と
に
ト

ィ
ク
の

テ
テ
間

リ
イ
人

ア

ハ
が

り

く

③

5
・

イ

ン

タ

フ

ェ
ー

ス

ヒ

ュ

ー

マ

ン

6

人
間
科
科
学

認

知

科
学

、

脳

・
神

経

系
)

(生

命

科
学

、

生

物

・
生

態
学

、

①生命倫理
(科学技術と人間の価値観、倫理観の接点)

②バ イオ ヒス トリー
(生物界の一 員 としての人間 に何が できるか)

③人間機能に倣 った情報技術の開発の意義
(脳、五感、細胞、遺伝子)

④人間の創造性を刺激し、支援する技術とその
陥穽

⑤人間にとって快適な情報化環境とは
(場所、時間、空間的要素と心身への影響)

B.技 術的対応(研 究開発の課題)

⑦基礎研究との連携

〔§;1翌;ジ糖 豊端 ア召z駕〕

⑧ ロ ボ ッ ト、 マイクロマシン、 分 子 マ シ ンへ の 応 用

⑨自然にやさしく、生活を支える情報技術の開
発

① プ ラ イ ベ ー トネ ッ トワ ー ク 、PCN(パ ーソナルコ

ミュニケーションネヲトワーク)の 高 度 化

〔ル ソナルテレホン 、 ボケヲトテレホン、 動 画 像TV電 話(ビジュアルテレホン)
、 電 子 秘 書 、 翻 訳 通 信 〕

② グループ ウェアの開発

(マルチメディア、情報処理構造、心理的分析)

③ メデ ィアのカスタマイズ化(個 人用への編集)

〔パー ソナル新聞、 ビデオ映像 の編集、 コンピュータソフ トの編集 〕

④テレピュータ、電子新聞、電子文庫本の開発

〔禦 通 言曝 く§薙一夕+デ一夕ベ〕

⑤HDTVの 開発(デ ィジタル化の促進)

①人間とコンピュータの接点の研究

〔鷺欝1造 繁n繁 昌憲≒〕

② ヒューマ ンインタフェース技術の向上
(機械か ら人間に近づ く形態の開発)

③人工現実感(擬 似体験)、テレイグジスタンス
(臨場感操作)技 術の開発と応用分野の拡大

④センサー機能の活用
(高齢者体調監視、まばたき、おむっ)

①生物情報工学一生物と機械にまたがる関係の
追求(ヒ トゲノムDNAの情報解読 ・処理、脳の生物
情報の解明、遺伝子組み換え、細胞融合技術

②バイオ ミメティ ックス(生 体模倣工学)

③ フ ァ ジ ー 、 ニ ュ ラ ル ネ ッ トワ ー ク モ デ ル

〔綴 護の曖昧さの許容 個慮 能力〕

④人間の動作の意図理解、推論(認 知科学)

⑤感覚情報(視 ・聴 ・味 ・嗅 ・触)の 開発

麟 の定量偏+測 仏 応用の可能性の〕

⑥感性 ・快適 ・魅力 ・イメージの工学的研究開発

⑦心はっかめるか(心 は全て脳に還元で きるか)
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課
領

野

7

精
神
医
学
、
哲
学

教
育
学
、
心
理
学

8
・

法
制
度

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

論

9

.

経

済

A.社 会的対応(社 会システムの課題)

① コンピュータ教育の体系化
(別キュラム、職業教育、情報機器の知識 と操作)

②生涯学習に向けての社会環境整i備

③情報化 リテラシーの酒養

④情報倫理(テ クノマナー)の 確立

⑤外部環境の変化と対応する人間の内面の問題
疎外 され る人々の心の問題 とメ ンタルヘ
ルス、外に向か って いかに 自身 を開 くか

(自閉の解 決)、 おた く族、モラ トリア
ム人間、"情 報脚気"、 技術進歩 による

利便性の反 面 と しての非人間化

⑥ テ クノス トレス(依 存、不安、失 感情)

⑦OA・FA病(VDT障 害、ルチャース}レス反応 、CA症候群)

⑧ 人間のために機械を人間化す ることによ る功

罪(機 械依存、人工環境への反動)

⑨ 情報の共有(同 知性)と 能力格差の拡大

①法規制とその緩和をめ ぐる立法政策的問題
(通信と放送の融合)

②既存法制度体系とのミスマヲチング(ニューメディアサービス等)

③法的施策と不文慣行法化の両面か らの取 り組
み

④情報 ・ソフ トの価値体系化および共有 ・占有
と競争の問題

⑤情報管理と機密保護

⑥情報に関す る権利概念の確立

〔繍 橿鱗竃鞠灘 鵠
⑦電子取引 ・契約社会に対応する法お渡 の整備

⑧ICカ ー ド化に対応する社会制度

⑨消費者の権利保護と企業負担のバランス
(製造物責任(PL)制 度)

①家庭の情報ニーズとコス ト負担

②社会経済メカニズムとしての情報通信ネット
ワークの指標化と活用

③高エン トロピーの情報化社会(グ ローバルに
はエネルギー消費率を増加させる情報化)の
是正

B.技 術的対応(研 究開発の課題)

①環境心理学の研究促進

② コンピュータが人間発達(子 どもの人格形成)
に及ぼす影響の研究

③メンタルヘルスの普及促進

④マインドテク加ジー(快適性や感性を評価する技術)

囎 麟惣㌶ シ鱈 轡 ストレ〕

⑤創造性を発揮で きる研究環境やオフィス環境
の快適性 の追究

〔リラクゼーシ ョン ・システム、香 り、緑
、光、憩 いの空間設計 〕

① ソフ ト、 データベースの品質保証

②新 しい形の犯罪 の発生(ス パイ衛星等)へ の
対処

③標準化、 イ ンターオペラ ビリティの推進技術

(OSI、EDI等)

④ICカ ー ド技術の向上 とシステム開発

①情報の経済(見 えないものの価値)の 研究と
手法の確立

②国際情報通信ネットワークの構築推進
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課
分 題 A.社 会的対応(社 会 システムの課題) B.技 術的対応(研 究開発の課題)
野

④知恵を争う経済社会の問題への対処

〔鴨 蒙鷲 纏 報という見えないも〕

⑤情報ネットワーク社会下の意識の同時性、多
様性の混乱と自己組織化の問題への対処

10 ①情報化格差の南北問題 ①知的支援による国際協力(技 術移転、人材派
・

遣、先端技術開発の共同研究や資金援助等)
政国 ② ボーダ レス社会での責任の 自覚(人 、物 、金、

治際 情報、サー ビス、公 害、犯罪の流出入)

関
係 ③企業の国際化への対応(進 出状況、共同経営

の質の変化)

海外→ 日本(ホ ームケア、 フ ァイナ ンス、 ナ
一ス、情報処理、通信)

日 本 → 海 外(セ キュllティシステム、 ノウハウ、 提 携)

(注)1こ こ で い う 「情 報 」 と は 、 生 物 に お け る 情 報 、 デ タ 通 信 に お け る 情 報 、 文 化 的 な 意 味 で の

情 報 、 す べ て を 含 む 。

2こ こ で い う 「情 報 化 」 と は 、 コ ン ピ ュ ー タ を 中 心 と し た 情 報 の 利 活 用 に よ る 人 間 の 知 的 活 動

の 拡 大 を 意 味 す る 概 念 と し て と ら え る 。
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らの取 り組みがなされるに至っているのも、それを象徴 しているといえよう。

これらを踏まえて、社会的対応、技術的対応、人的対応面か ら対策のポイントを以下に

列挙する。そして最後に、一つの提案 として、科学技術の成長とそれに対する人間社会か

らの抑制のバランスについてシナ リオを描いてみた。

(1)社 会的対応

(a)分 散 ・双方向のネ ットワーク型

現代科学技術の特徴的成果は、物理的な距離の克服である。それは、地球と宇宙との時

間距離や世界各地との飛行時間を考えれば歴然としている。また、物の移動を伴わない時

間距離の速さという点においては、 リアルタイムの通信が傑出している。情報通信ネット

ワークが世界中に張 りめぐらされた時、時空の観念は変わってこよう。

そこで留意すべきは、情報通信ネ ットワークが管理化のたあに使われることな く、個々

の主体性のために使われる方向を目指 さねばならないということである。そのためには、

情報とそれに基づ く組織上の決定権の集中を防ぎ、過度の情報集中や一点集中型のシステ

ムの危険を回避 して、分節的にネットワーク型の設計をすることである。

また、個人であれ組織であれ、ネットワークによる結びつきの中では情報の価値をお互

いに認識 し合 って提供 し合 う関係であることが望ま しい。そこでは発信と受信の役割分担

が明確に仕切 られることのない双方向型の情報交流が異なる価値観の中で緩やかに形成 さ

れる。ネットワーク上の情報空間は、参加者が情報の共有感をっ くる場であり、新 しい形

態のコミュニティである。

(b)ユ ーザ本位、ユ ーザ参加 型

ユーザが主役の時代が来た。生産者 と消費者、供給 と需要の関係 は、 これ まで前者が主

導的立場で きたが、その流れが転換す る兆 しが随所で見 られ る。 コンピュータ利用分野 に

おいて も同様であ る。 メイ ンク レーマーのパ ソコ ン事業部 門の分社化 の動 きは、 メイ ンフ

レーム とパ ソコ ンの経営環境 が異質であ ることを反映 した措置であ り、今後 は、特定分野

の大 口ユーザのア ップサ イジ ングとエ ン ドユーザの ダウンサイジ ングの二極分化の流れが

拡大 しつつ、 それぞれのユーザ に適応す るライ トサ イジングに落 ち着 いてい こう。 こうし

た基本的な流れの中で、供給 サ イ ドへの意見 の反映等でユーザの影響力が拡大 してい くと

見 られ る。オ ープ ンシステム化の要望 は、 ユーザ 自 らが システム構築 を行 うにあた って異
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機種 間の接続や各種機能へ のアクセ スが容易であ るべ きとす るところか ら生 まれた と言 え

る。 また、ユ ーザ団体の相 次 ぐ設立(1992年7月 に閲 日本情報 システム ・ユ ーザ ー協会、

同年8月 に 日本 ユースウェア協会等)も 、 こうしたユーザ主体、ユ ーザ参加 型の システム

構築 を後押 しす るもので ある。

手順 として は、 まずユ ーザ とデ ィベ ロ ッパーの対話 の場を拡大す る。市場を介 しての対

話の みな らず、直接的な対話 を促進 し、ユーザの立場 に立 って信頼性 の高 い安定 した製 品

や システムを提供 しようと努 力 した ディベ ロ ッパ ー こそが、企業 と して も成功す るという

環境 を創 って い くことが課題 であ る。 ここで い うユーザ とは、消費生活 と職業生活 の現場

の人 々であ り、人 々の新技術 ・新 システム ・新機器への選択 的対応 の問題 と して、技術的

な可能性 と生活上の必要性を突 き合わせ るための対話が、個 々の具体 的ケースにっ いてな

され ることが意味を もっ。 それ は、 自由私 企業の利点 を生か しっっ も、 ビジネス上の制約

を越え るべ き社会運動 と して進 め られ なけれ ばな らない。

また、ユーザのアイデ アを商品の改善 や新規開発 に生 かすユーザ参加型の仕組 みづ くり

も併せて進めてい く必要が あろう。ユーザの裾野 は広 く、専門家 とは異 なるユニー クな着

眼点が期待で きる。

(c)情 報化 の社会性評価

情報化の評価尺度を どこに求 め るか、比較す る材料を設 定 し、社会活動 に占め る情報 関

係の割合を算 出す ること も指標にな る。一 つには、 メデ ィア に注 目 し、新聞 ・雑誌 ・書籍

などの 出版量 、 ラジオ ・テ レビの放送時間、紙 の消費量、 ゴ ミの量 、電話 ・コンピュータ

・デ ィスクな どの生産量 を計測 した り、 メ ッセー ジの伝達時 間や蓄積量(体 積)な どを求

め ることも意味があ り、物理的 なデータであ る分、比較 的アプ ローチ しやすい対象で ある。

ただ し、 これだけで は十 分 とはいえない。情報の意味内容、その質 の面での新奇性、補完

性、満足性 を評価す る尺度や精神面 や感性 にかか わる評価 も求めたい。 そ こでの問題 は、

対象が個人的な ものであ るので社会的な評 価につ なげに くい点であ る。一案 として、一定

の量 を得 るコス トを比較基準 とした り、画一的な状態か らどれだけ離れてい るのかを評価

す る尺度 を用 いることも考 え られ る。例 えば、異な った社 会におけ る同等の情報 を得 るの

に必要な費用 を、生活の基本的支出であ る食費 と比較 し、その比が小 さいほど情報化度 は

高 い(豊 富な ものは安 くな るとの原理に基づ く)と と らえ る。 また、同 じ目的、機能を も

つ ものの形態のバ リエー シ ョンを数え、 その数値 が大 きけれ ば画一性が低 く情報化度が高
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い と見 ることがで きる(杉 田繁治 「システ ムと しての情報社会」よ り)。

(d)社 会的制御

技術発展の過程 に対す る社会的制御の問題として情報化社会を考える。これまでの資源

消費の上に成立 していた大量生産 ・大量消費の生活構造を変革 してい く技術的前提条件を

っ くりだす ものとして情報 ・通信革命があり、社会の全体 としての発展方向を制御すると

いう集合的な目的意識性を技術の開発 と応用に関 してどこまで持つ ことができるかが問わ

れているか らである。

今 日の段階において問題 とすべき点は、原爆開発や宇宙開発競争のような国家的な単一、

少数大型のプロジェクトではな く、国民生活のさまざまな側面にかかわりあいのある多様

な技術的な可能性にっいての多面的な選択のための ものであり、国家よりも広い裾野をも

っ社会の目的意識であることが強調 され る。また、促進 してはならない方向への発展をあ

えて社会的に抑止する場合 もありうることを明確に認識することが重要である。

(e)電 力資源 と情報化

1990年 夏の ピー ク時、東京 の電力供給 は危機的状況 にあ り、産 業向けに緊急の使用制限

措置を とった。実質 的な部分停電で ある。産業界で は省エネが進んだ結果、今では家庭 の

電力使用量 の伸 び率 の方が産業用を上回 って いる。家庭向けのエア コ ン需要 による電力消

費 は、今後 と も一 時的な電力供給の ピンチを招 く要因であ り、消費者の意識改革 による省

エネ効果が期待 されて いる(「 フ ォーラム ・エネルギーを考え る」高原須美子代表 による

消 費者 とエネルギ ー問題を考 え る会での検討 もあ る)。

ア メ リカで はDSM(需 要管理 システム)が 普及 してお り、夏場の需要 ピーク時に、契

約 した顧客の冷房 を一時的 に遮断 した り、省 エネ機器購入に際 して電力社会が援助す るメ

ニ ューがあ る。 冷房 の遮断 は電力会社 が コンピュータセ ンターか ら遠隔制御す るため、各

顧客 に対す る通信 ネ ッ トワー クが必要であ り、 日本で はまだ実用化 に至 っていない。

日本 にお ける供給 面での対策 と して は、1991年 度 に電力9社 が合計4兆 円をかけて電源

立地の ほか全国 に配 線電線 を張 り巡 らせ ることを計画 したが、省エネや未利用エネルギー

の活用 とい った点 も含め、需要面 での対策 も緊急の課題で ある ことには変 わ りない。

そ こで、電 力会社 と各家庭 とが情報通信 ネ ッ トワー クで結 ばれれば、電 力需要面のみな

らず、 さまざまなメ リッ トが考 え られ る。前述の省エネ効果 も期待で きるほか、水道 ・ガ
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スな ども合わせた 自動検針、防犯 ・防災 な どの ホームセキ ュ リテ ィの実現等であ る。 こう

した動 きの芽 は、中部電力が中心 とな って運営す る名古屋の産業界の共同会社、 コンピュ

ータ ・テ クノロジー ・イ ンチグ レ一 夕(CTI)の 操業(1991年5月 開始)に も見 ること

がで きる。最先端技術を推進す る情 報拠点 と して、電 力会社が情報分野 に事業展開 したわ

けであ る。通信事業、都市型CATV、 そ して本業 の電力事業へ の情報活用 も始 まって い

る。放送 と通信事業の融合が かなえばネ ッ トワー クの全国的な展 開 も可能 になる。エネル

ギー と情報の融合 化の道筋 も見え始 めた と言え るのではないだ ろ うか。

(2)技 術的対応

(a)"こ ころ"に 着 目す る先端科学技術

"も の"と"こ ころ"と を切 り離 して
、それぞれを別個 に扱 う近現代 的アプローチの効

果 は、特 に"も の"の 側か らのアプローチが"物 質 的な豊か さ"を もた らした反面で"精

神 的な荒廃"と な って現れている。 これ は、物質的文明 とい う環境が人間の こころ と適合

性 を大 きく逸脱 して しま った結果 ではないだろ うか。 こうした問題 に対 して宗教 ・倫理な

どが効力 を発揮 しうるかど うかは疑わ しい。 これ までの実績 と"論 理 と実証"と い う高度

な説得手続 に支え られて新 たな先端科学技術 に対す る人 々の信奉 は益 々強固 な もの とな っ

て いる。 こう した現状 に対抗 しうるの は、先端科学技術 その ものなので はないか。

この点 に着 目 して、 「先端 的諸科学を、それ 自体 が招 いた問題を解 決す るための武器に

転ず る」 とい う方法を もって して、 「"も の"と"こ ころ"の 架橋」の可能性 を追究 しよ

うとの取 り組みが情報環境学の分野で行われて いる。

(b)専 門依存か らの脱却

「専門依存の絶対化」は学問領域のみの問題ではなく、社会的な価値観 として根付いて

いる。大 きくは文科と理科、さらに微細な専門分野に区分けされた現代社会の構造は、人

ひとりの思考 ・行動の中にも専門と一般との落差とそれに伴 う不安を生 じさせ、"も の"

と"こ ころ"の 乖離の原因とも結果ともな っている。こうした専門依存の限界 とその艦か

らの脱出の可能性にっいて検討す るところか ら情報科学の諸領域が果たす役割 も提案され

る。例えば、次のような考え方は新たな視点を提供 して くれる。

科学技術という概念を、これまでの自然科学+技 術 という構造の上で考えるのではな く、

人間の行動についての体系的な知見である社会科学をも含めた ものとして考える必要があ
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るので はな いか。 こうした、社会的科学 を も考慮 に入れた新 しい科学 の構想 として 「地球

家政学(globalhouse-keeping)」 の提唱(村 上 陽一郎 説)が ある。

「家 」の概念の特徴 は、①すべてが 「有限」 とい う出発点 に立 ち、② 「維持 」が第一義

の 目標 で、③ヘ テロな構成員 の 「共存」が原理 といえ る。一方、産業社会 は、① 資源の 「

有限」を前提 に、② 「生産 」を第一義の 目標 と してお り、③ 「ホモ ジニアス」な構成 にな

って いる。比較 してみ ると同 じ原理 の上 に立 って いることが分か る。家政学 は、上記の原

理の上で、 「家」のヘテ ロな構成員 の間に根本的な不公平 が生 じないような調和が要求 さ

れると同時に全体 としての 「家」を維持 し、保全 して い くための各構成員 は表面上の不公

平 を認 めつっなお努力す るとい う状 態を実現す るのが要諦である。 この家政学の要諦 は現

在 の地球上の課題 にそ っくりであ り、 「家 」の概念 を 日本 とい う国境 を超えた形で拡大で

きるな らば、 日本が将来の世界史の何 らかの貢献 をな し得 る、その可能性を もっ ものでは

ないか という ものである。

「経済(economy・oikos+nomos)」 とい う概 念 は、 もともとは 「家(oikos)を 司 どる

規範(nomos)」 で あ り、っ まりは 「家政学」その もの といえ るのである。

(c)人 間に能力を発揮 させ る情報技術

これまでの コ ンピュータ システム は、人 間の操作(介 入)を 最小限におさえよ うとす る

方向で進んで きた。人間は非論理的で不確定 な要 素が多 く、 システムのスムースな運営の

妨げになると して排除 され る傾 向にあ った。 このため、人 間不在 、人間疎外の インタフェ

ー スであ った。

しか し、パ ソコンの ように個人 に身近かな コ ンピュー タが普及 して きて、人間が積極的

に介入 し、 その世界で潜在能 力を発揮 しうるように支援す るシステムが求め られてい る。

個人の新 たな能 力の獲得を支援す るた めの情報技 術 と しては、人間の能力を技能(skill)

とと らえた場合、専門知識、経験的知識、直観、創造性、想像力な どを考慮 したイ ンタ フ

ェー ス技術が まず必要 とな ろう。

こ こでの人 間 と技術の関係 は、技術が人間を引導す るので はな く、人間の本質(知 性 や

感性 に基づ く)的 な素晴 らしさを技術の力を借 りて引 き出 し、人間本位に編集 し直す こと

であ り、 こう した ことを可能 とす る情報技術の開発が課題 となる。現在その芽が育ちつつ

あ るのがマルチ メデ ィアであ ろう。
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(3)人 的対応

(a)自 己改革

情報化の影ともいうべき諸問題の解決には、自身の人間革命に努め、自らの創造性によ

って新 しいビジョンを掲げ、これを達成 していかねばならない。

例えば情報の活用について考えるならば次の ことが言えよう。

現代人は情報によって物事を知り、理解 し、判断 し、触発される。多様なメディアによ

って多 くの情報が発信 され、簡便に多 くの知識を得 られるようになったが、その量とス ピ

ー ドに圧倒 されて熟考することを忘れかけている。知識は理解や判断を助けて くれるが、

行動する熱意を生むのは触発される感性である。人間の感性が鈍っていれば知識や情報 も

役には立たない。熟考 して消化す ることな しに瞬時の反応だけで情報が流れてい く状況は

洪水であり氾濫であろう。

情報の量が増えたといって も、同種の情報が大部分を占め、肝心な有用な情報が少ない

となれば質的には貧困である。 これには、さまざまな無駄(紙 、電力などの資源か ら社会

の流通システムまで全般に及ぶ)も 伴 う。重複を排除 し、必要な情報が、必要な時に、必

要な人の手元に容易な手段で届 くためのシステムは、社会資本 として検討されるべき対象

となるのではないか。少なくともモデルが必要である。

さらに重要なのは情報を活用する人間の資質の向上である。技術が向上 し、社会システ

ムが整備 されても、人間が弛緩 していたのでは有効に機能 しない。人間教育 ・自己啓発の

問題である。

(b)人 間疎外の予防策

情報技術の革新による環境の変化は、人間に新たな形態の負担を もた らした。情報技術

は、人 と人 との直接的なかかわりを減少させるために人間関係が希薄になる。個人 と社会

とのかかわりも間接化(非 直接性)す るため、生きがい感が喪失 したり、主体性が欠如 し

たり、深い情緒的体験が減少 して人間が疎外 されやすい環境が生まれる。情報化は、人間

の精神の荒廃を生むのではないかという問題である。

人々の心身の健康を損なうことな く、いかにして技術革新の恩恵を活用するか。また、

人間性を無視することな く、他者 との関係を豊かにするツールとして情報化を利用す るに

はどうすべきか。 こうした問題への対処 は遅 きに失 してはならない。

例えば、労働の場で実行すべき人間疎外の予防策 としては以下のことが考えられよう。
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イ.新 技術のブラックボ ックスを除去 し、自分の行っていることの位置付けが明確にな

るようにす る(教 育 ・研修による対応)。

ロ.過 大なノルマの設定や秘密遵守の強要をできるだけ避けて自律部分を増加 させる。

ハ.グ ループ作業にあたっては孤立化を防ぎ、人間関係を円滑化 してゆとりを もたせる。

二.メ ンタルヘルスの導入も含めて、医療スタッフによる実態把握や改善勧告を受け入

れるような保健活動を推進する。

ホ.残 業 ・夜勤などの勤務条件の見直 し ・改善を図るとともに心身両面からの快適なオ

フィス環境を創出す る。

(4)成 長 と抑制のバランス 一 人 と社会と技術の対応

21世紀に向けてハイテク社会はどう変化 していくか。いま、人間や社会と調和する科学

技術の在 り方が問われているのは、科学技術に支えられた今 日の社会システムに対する不

信感があるか らではないか。科学技術と人間や自然 との折り合いの悪さは、方程式では割

り切れない生体や自然現象を科学技術の方程式で割り切ろうとす るところに無理があった

ので はないか。その端的な例が、人 と機械の接点におけるマン・マシン ・インタフェース

(人が機械に合わせ るという形)で あり、地球環境問題(自 然破壊)で ある。これに対す

る見直 しとして、エネルギーや環境問題、人に優 しい技術への取り組みがいま盛んに行わ

れている。

こうした方向を支援する新 しい科学技術 も出てきた。方程式では解けない問題 も、無規

則でゆらぎのあるカオスが科学や工学の対象 となってきたことで、新 しい視点が加わり、

技術的な応用ばかりか人々の科学技術観、自然観、世界観などにも影響を及ぼす可能性が

ある。コンピュータグラフィックスによる視覚化は方程式で解けない世界の理解を促進す

るものであろう。これまで人間や生物とは離れたところにあった科学技術が、人間の主観

的な要素の部分に入ってきている(マ ルチメディア、人工現実感、感性工学など)の も科

学技術からの変化の動きである。

このように、人間、社会、科学技術 ともに新たなハイテクの方向を目指 しはじめた。そ

れは、 これまで人間の外に向かって拡大 してきた科学技術が人間の内側に向かって展開 し

はじめたことに表れている。

外に拡大するテクノロジーは巨大なマシンによる人間の能力の外化を目指 し、成長を追
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求 して未 来直進型で進んで きた。鉄道、飛行機、 自動車が人 間の足に替わ って人 間の行動

範囲を飛 躍的に拡大 したのはその好例 である。電信 ・電話 もメ ッセー ジの伝達や コ ミュニ

ケーシ ョン手段 と して人 間の言語行動 を支援 し、人 と人 との間の距離(時 間 ・空間、親密

さ)を 縮めた。 コ ンピュータは人間の及 ばな い能力を発揮 して人間の環境 を革新 した。計

算 ・記憶 ・処 理 ス ピー ドで コンピュータは人間の能力を超越 したが 自発性 を持 ってお らず、

人 間の介在な しには動 けない。 その点で人 間の手足であ り知 的能力の一部 を代替す る もの

である。そ して今後 、電信 ・電話 とテ レビとコンピュータが一体化 して、それ を繋 ぐ情報

通信 ネ ッ トワークが網羅 され ると、情報通信端末 は人間の一部機能の代替 とい うよ りは、

全人格的な活動基盤 と して個人の生活 スタイルを確立 してい くものとな ろ う。

一方
、人間の 内側 に入 って くるテ クノロジーは、過去、現在、未来のル ープの組 み込 み

型で進んで い く。遺伝子の構造分析 や脳内を コンピュータシ ミュ レー トす る生命科学 は、

人間の生体機能 の解 明によ って人間の生命を探 究 してい く。 これまで神秘の ヴェールで包

まれていた領域 に挑戦す る科学技術 であ り、そ こで人 間の尊厳や生命倫理 の問題が問われ

て いる。 マイ クロマ シンは、実際 に人間の体内(眼 球 、血管 など)に 入 り込んで手術 した

りで きる微細 技術 であ る。 これまでの外科手術 は身体の外側 か らメスを入 れて患部を治療

して いたが、マ イクロマ シンは身体の内側 に入 り込んで必要 な部分のみに治療 を施せ る。

医療 を革新 させ る技術であ り、その応用分野 は広 い。人間の感覚 に作用 す る技術 も生 まれ

た。バーチ ャル リア リテ ィは人 間に人工的な現実感覚を与え るものであ り、五感 セ ンサ ー

(視 ・聴 ・触 ・味 ・嗅)が それを助 ける。感 じが良 いとか、快 い とい った個々人 の主観 的

な感性を と らえ る工学的ア プローチ も始 まった。 これ らはす べて人間の内側 に展 開す るハ

イテ クであ る。 そ して注 目すべ きことは、 これ らの科学技術 は コンピュータな くして は成

立 しがた いとい う共通点 を持 っていることであ る。

これまで外 に拡 大 して発展 して きた科学技術が もた ら した 自然破壊 や人 間へのマイナ ス

イ ンパ ク トは、気 付 くのが遅れた とはい って もまだ 目に見え る問題 であ る。 しか し、 これ

か らの内に展 開す る科学技術 はその影響 の範囲 と深度が一層見え に くい。 判明す るまでの

タイムラグが、取 り返 しのっかないところまで科学技術を先行 させて しまうとい う危険が

そこに存在す る。 しか も人間の内側 に向か うたあに、破壊力が働 けば、人間 に直接、壊滅

的な打撃を与え る。

こうした科学技術 への対処 は、古 くて新 しい問題 である。科学技術 の目標 は人間の欲望

をど こまで実現 で きるか という、いわば人間優先主義で あり、人間社会の発展のために科
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学技術の可能性を追求 しっづけようとする成長追求型は、成長の無限性を信ずるがゆえに

科学技術が人為の及ばないところまで行 き着 く危険性をはらんでいる。そこでは危険を回

避する手段は科学技術を抑止することしか残されてお らず、その可能性を探ることが課題

となる。

一方、科学技術の目標に対 して倫理面からの問いかけがある。人間の欲望をどこまでも

追求 して もよいのか。科学技術の可能性の追求 とその達成が、結果としての最善を人間に

もたらすとは限 らない。逆に人類全体が"イ カロスの悲劇"(太 陽に近づきす ぎて死んだ)

を経験することになるや もしれない。科学技術は無限に進歩すればよいというものではな

い。 自ずと成長の限界はあるのであり、科学技術の発展(人 間の欲望)を どこまで認めら

れるかは、自然や人間社会の脆弱さをカバーしつっ阻害 しない科学技術の成長範囲を人間

社会が見極めて決定 していくべきだとする立場である。そこで、科学技術を抑制するシナ

リオが必要になる。それが簡単でないことは分かっているが、チャレンジしてい くべき課

題である。図表5-4に シナリオ作成の一例を示 してみたが、個別の問題について具体的

に目的、方法、実施課題などを明確化 したシナリオを数多 く作成 してみてはどうであろう

か。こうした試みを通 して実効性のある対策が見えて くるか もしれない。

いま、社会は変革の時を迎えている。科学技術の抑制のシナ リオは新 しい価値 ・倫理の

組み立てを行 うものであり、科学技術の目標に価値の変換をもた らす。これまでの人間優

先主義か ら、人間と環境全体のバランスを科学技術でどう支えるかという共存共栄による

人間尊重路線への変換である。
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図表5-4成 長 と抑制の シナ リオ 一 新 しい価値 ・倫理の組み立 て

成長の追求

科学技術は自然 と対
極にあるものか。
科学技術は人間社会
の発展に不可欠なも
のであり、積極的に

可能性を追求 してい
くべき。

科学技術の目標

人間の欲望を どこま
で実現で きるか。

(人 間優先主義)

(価値の変換)

人間と環境全体のバ
ランスを科学技術で
どう支えるか。

(共存共栄による人
間尊重)

倫理面からの問いかけ

人間の欲望 をどこまで

追求 して もよいのか。

可能性の追 求 とその達

成が結果 と しての最善
とな りうるか。

〈外 に拡大するテク川ジー〉
・巨大マ シ ンによ る

人間の能力の外化
・未来直進型

(例)

鉄道 、飛 行 機 、 自

動車

電 信 ・電 話 、 コンビ・一夕、

情 報 通信 ネッ}ワーク

成長の無限性

科学技術 は 自走 し、

歯止め はない。人為
の及ばない ところま

で行 き着 く。

危険の回避

抑止の可能性を探 る。

成長の限界

科学技術 の発展(欲

望)は どこまで認 め

られるか。

宇宙や資源の有限の

系 と人間や社会基盤
の脆弱 さをいか に し

て カバ ー して い くか。

〈内に展開するハ イテク〉
・人間の内側の宇宙 に

入 って くるテク加ジー
・過去 ・現在 ・未来の

ループの組 み込 み型

抑制の シナ リオ

開発す る側、使 う側
と しての人間社会の

意識が最大の問題 と
な る。

(例)

遺伝子の構造分 析

脳内をコンピュ一夕シュミレート
す る生命科学

VRを 実用技術 にす

る情報科学
マイクロマ シン技術

感性工学

(例)

(目 的)・ 自然 や人間社会 に敵対 しない科学技術の在 り方を探 る

(自然 との望 ま しい距離 を探 り、人間社会 との共存の在 り方 を考え る)
・壊滅的、決定的 ダメー ジを回避す るシステムを組 み込 む

(イ ンパ ク トをどこまで見極め られるか。事前評価 の有効 な仕組みを考え る)

(方 法)・ 自律的な歯止 めはか け られ るか(自 己抑制の倫理観 、社 会 システム、法制度)
・他律的な歯止 めはあるか、期待で きるか(技 術 を もって技術 を制す技術革新 か。

自然 と人間の生命体や生態系の優れた ところに学 ぶ科 学技術か)

(当 面 の実施課題)
・科学技術が これ までに人 間社会 に もた らした ものの内容 を検討 ・吟味す る時間

を確保 し、次の ステ ップを見極 める必要がある。特 に、技術革新のス ピー ドと

人 間や社会の変革のテ ンポ とのギ ャップが広が る一方 なの で、 とりあえず技術

革 新のス ピー ドを減速す ることを考えてみて はど うか。
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6情 報 化 は文 化 に な るか

情報化による社会体質の変貌は、人類社会の文化遺産を担った個々の人間における人間

革命にまで結実するであろうか。人間は、現代文明の中で多 くの機能を自主的、自発的に

発揮す ることをやめ、他者に委ねてきた。他者とは、機械、人間機械系、社会的制度など

である。そして今 日、情報化がその他者になろうとしている。情報技術は、人間の感性的、

理性的機能の肩代わ りを目指 している。人間は自らをどこまで他者に委ねるべきか、自ら

行い、決することと、他者に委ね、肩代わりさせることにっいて一つの視点を構築すべき

時が来ている。

近年、科学技術と文化 との関係やその結びつきを重視する意見がよく見受けられるよう

になった背景には、科学技術の推進が人間社会や自然環境にもたらした負荷が顕在化 して

きたことへの反省が込められている。物質文明の代表的存在ともいうべき科学技術と、精

神文化の基幹 ともいえる社会の価値構造(哲 学、芸術、宗教、倫理などの精神文化構造)

とは対置される関係にあったが、その調和を図ることが重要で、その道筋は、科学技術自

体がその リスクなどのマイナス面を削減 しつつ積極的に精神的価値(真 善美など)を 追究

する方向から取 り組むべきだとする指摘がある。科学は自然界や生命に関する知識を深め

たが未知なるものへの畏敬の念を希薄化させた。技術は利便性と物質的豊かさをもたらし

たが環境への危険や機械化による人間性の疎外を甘受させた。このように、これまでは人

間社会や自然環境を科学技術の進展に適合するように変質 させる方向で進んできたが、科

学技術が文化と調和するには、社会の価値構造と同一基盤に立 って精神文化を取 り入れて

いく逆の方向を志向すべきだというものである。そして今日の先端技術は、人間に寄 り添

い始めた。 このような考え方の延長上には人間性の追究という共通の目標がある。具体的

には、地球環境保全や人間の生 きがい感の保持に役立っ科学技術の在 り方などを考えてい

かねばならない。

情報化は文化になるであろうか。そのためには、文化と調和する情報技術が求められる。

現在の情報化と呼ばれる現象の中核には、コンピュータが主役 として存在 している。 コン

ピュータ情報処理や情報通信ネットワークという情報技術は現代の技術文明を代表す るも

ので、これら文明の利器を手段として情報化という現像が社会に浸透 し、文化 として根付

いていった時、 コンピュータ文化が生まれ、情報文化が生まれる。

ところで、長い人間の文明史を遡 ってみれば、広義に情報革命ととらえ られる発明は多
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く存在 して きた。言語 の発生、文字の発明、印刷、写真、電信 ・電話 、ラ ジオ ・テ レビ、

コピー、アナログ ・デ ィジタル変換等 々であ り、そ こには、紙、化学物質、真空管、 トラ

ンジスタ、LSI等 々の材料の開発 も含め、科学技術の進歩が総合的に関与 して いる。

これ らが文化 を形成 して きたことは明 らかであ る。 こう して並べてみ ると、新 しい技術

は古 い技術 を踏 まえて発生 して きたのであ り、 コ ンピュータは生まれなが らの運命 と して

これ らのすべて の機能を包含す る技術 と しての期待を担 っているよ うに思われ る。素材 と

して既 に大いなる文化の礎 である。

コンピュータは、情報処理 マシ ンとしてのその ものの機能 と、直接 は目に見え ない内部

化 された制御(マ イ クロコンピュー タ化)機 能 との両面で情報化の進展 を支え るものであ

る。情報処理マ シンとしての基礎能力を飛躍的に向上 させっっその応用分野を拡大 し、そ

れ と分か らない ところにまで入 り込んでいる。かって、 「コンピュータ、 ソフ トがなけれ

ばタダの箱」 と言われ たが、いまはコンピュータが なければ タダの箱 となる製品 もあるの

である。製品だけ にではな く、 目に見えない形で社会の諸 システムに組み込 まれて社会 を

動 か して もいるのであ る。

しか し、 コンピュー タはなぜ、産業革命以来 とまで評価 され るのであ ろうか。例えば、

コ ンピュータの40年 の歴 史に比べて 自動車 は100年 以上の歴史 を持 って いるが産業革命 に

匹敵す るとの位置付 けを与 え られたであろ うか。その違 いは、 コンピュータは単 なる人間

の手足 の延長ではな く、思考 に もかかわるだ けに人間に及ぼす影響が大 きいか らで はな い

だろうか。技術 の論理だ けでな く、文化 とのかかわ りの中で人 間社会 の在 り方を追究 して

い くツールと して画期的であると見な されて いるといった ら過大評価 になるであろ うか。

6.1楽 観論 と悲観論

人間社会 は、情報化 をテコに どのよ うな文化を築 く方向に向か うのであろ うか。情報化

と人間社会 の文化 との関係 については、楽観論 と悲観論がある。

楽観論的見方 として、MITの イ シェル ・デ ・ソラ ・プールを中心 とす る研究 グルー プ

の 「トーク ・バ ック」の主張が挙げ られ る。同時性の文化を可能 とす る点 を評価す る もの

で、双方向 コ ミュニ ケーシ ョンは新民主主義 を生み出 し、国民 の電子投票 などがあ り得 る

だ ろうとい う。

悲観論 的見方 と しては、カルフ ォルニア大学のハ ーバー ト・シラーの 「情報化社会 は階

層化を促進す る」 との説があ る。 また、 「メディア ・エ コロ ジー」(情 報環境 を問 うカ リ
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キ ュラム)を 提唱 したニ ュー ヨーク大学 のテ レンス ・モ ランは、脱工 業社会が来た ところ

で結局"テ クノ ・アーバ ン ・フ ァシズム"が 幅を きかせ るのがオチだろ うと見る。rコ ン

ピュー タ ・パ ワー』の著者 ジ ョセフ ・ワイゼ ンバ ウムは、 コン ピュータが歴史を破壊す る

道具 と しての可能性 を もちは じめた ことに注意 を促す。 これ は、悲観的な コンピュータ社

会文化論の代表的存在で あ り、"科 学技術のお ごり"や"人 間と社会への侵 略"を 指摘す

る。例えば、 コン ピュー タの知能面 が社会の情報処理能 力の高 い平均点 を作 って しまうこ

と、社会 にお けるなん らかの標準性 を代行 して しま う危険性 があることなどである。

(1)人 間と技術

情報化社会、または、ハイテクと人間の相関関係に対する賛否両論の多 くは、次のタイ

プに大別され る。

A.技 術論を中心 としたハイテク称賛型(人 間化に役立っ)

B.機 械に毒されないための人間中心主義の標榜(非 人間化にっながる)

極端にいえば、人間と機械を対立するものととらえて、機械による人間の支配や人

間疎外を危惧するもの

C.諸 刃の剣と受けとめて、プラス面をとりマイナス面を調整 して、人間と技術が調和

する方向性を探ろうとする立場

しか し、 こうした議論の多 くは抜本的な解決策を提案できずにいるうちに、技術の進展

に遅れをとって消えていく。そしてまた、新 しい技術の台頭とともに新 しい問題提起が旧

来か らの基本課題を引きず ったまま生まれて くる。実際、技術をただすのは新 しい技術で

ある場合は多かった。 これに対 し、社会科学系からの取 り組みは課題の指摘にとどまらざ

るを得ないものであった。 しか し今後、技術は人間の内面 とのかかわりを深めていくと予

測され、社会科学系からの問題解決に期待されるところは多い。

機械 というと、動力や輸送や生産のマシンなどを指すと思いがちである。 しかし、広義

に考えれば、文化の諸システム(人 類社会の構成要素としての言語体系や教育、経済、法

律、国家などの体制)は 、人間のため、人間によって、人間に代わって作用するところの

機械であるとの認識に到達 して も不 自然ではない。 この諸システムの改革の中で課題とな

る人間尊重の基本線は、人間疎外感の原因解明や解決方法の発見にも役立っかもしれない。

文化の諸 システムもまた技術的な手法を求めているのであり、情報技術と文化は本来融合

するべ く存在 している。
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(2)経 済 システムと文化

情報化社会は資本主義の文化的矛盾を解消 しうるかという命題があるとする。

経済社会は、技術 ・経済的な秩序 と政治形態と文化 とが融合 した ものであるとして、情

報化はこれらとどのような結びつきを持つであろうか。これまでの経済秩序は資本主義的

で、手段的価値を重視 し、大量生産 ・大量販売の合理主義を追求 してきた。 これに対 して、

自己実現を求める文化の領域は反合理主義、反知性主義(感 性重視)で 、経済の領域 とは

対立的位置付けにあった。現代社会のシステムでは、多 くの人は働 くことに自己実現の感

覚を見い出 しえなくなったことと引き換えに反合理主義の文化を享受 している。そ うした

統一性を欠いた生活スタイルに、人々の精神の有 り様 も分裂の危機に瀕 している。

こうした資本主義の文化的矛盾(ダ ニエル ・ベルが指摘)に 対 して情報化が何 らかの解

消をもた らしうるか否かにっいて、かってSRIの 会長、 ウィ リアム ・ミラーが 「小規模

分散型 システムと資本か ら情報にパワーが移 る経済においては、生産のシステムと文化と

の矛盾はな くなり、両面は融合 していく」(1983年)と の楽観的見方を示 した。

一方に、情報化 とはしょせん手段にすぎないとの見方も根強 くある。情報化社会は技術、

経済的秩序にすぎず、それが政治や文化を方向付けたりす ることはあり得ないという意見

である。

しか し、 もはや情報化の問題は社会的諸条件 と離れたものではありえない。近年の同時

多発的な社会主義体制の崩壊現象は政治問題であり経済問題であり文化の問題である。そ

して情報技術とも無縁ではなか った。情報化は政治や文化 と無縁ではないのである。

6.2文 化としての情報化

情報化は文化としての方向に向かい出したといえるのではないか。文化を最 も広義にと

らえるならば 「心の状態」、 「意識」、 「態度」、 「価値観」といった自我の達成と高揚

を助けるものといえ、狭義には、学問、芸術など、人間の直観を補完す るもので、その一

部にはマスメディア文化も含まれる。情報化は産業経済の手段としてのみならず、パーソ

ナルな表現手段として人々の意識、価値観やライフスタイルを変えっっある。また、近年

の情報技術の開発は人間と社会を志向 しており、人間の知性や感性を補完す るものとして、

社会のさまざまな課題への対処方策 として新たな情報技術の開発が期待 されている。既に、

著 しく社会性を帯びてきた情報化が、今後 ますます社会基盤として機能 してい くのは明 ら
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かであ り、その先の情報化社会 には、情報化に よ って もた らされた文化が根付 いて いるに

違 いない。

その芽生え は、パ ーソナルな情報化 を促進す るパ ソコンに見 られ る。今後、パ ソコンを

中心 とす る文化が一歩 リー ドしっっ情報文化 を形成 してい くのではな いだろ うか。その道

筋 は以下 に示す よ うにい くつか見 えてい る。

いま、情報 と文化 とのかかわ りを考 え、 「情報 文化 」とい う学問体 系を作ろ うという学

会発足の動 き(1993年 春)も あ る。その活動範 囲 はこれか ら検討 され ることになろ うが、

これ も情報 化を文化 と して考え る方向を 目指 す ものであることは間違 いないと言 えよ う。

(1)情 報化に対応する教育 一 社会性の深化から文化へ

社会の変化に対応する教育を行 う一環として、今 日の社会変化の担い手である情報化を

とらえて、情報化に対応できる能力を養 うことを目的に教育分野での情報化への取り組み

が始 まった。

これか らの情報化社会で生 きていくにはコンピュータとのかかわりは必須である。コン

ピュータは、操作やルールを習得すれば済むという道具とは異なり、社会的に生きていく

力を養 うことに直結する道具 として、その重要性が認められて教育に導入された。情報化

は、世の中になくてはならないツールになりつつあるのである。

学校教育の段階か ら、情報化に対応で きる能力をもった子供達が育 っていけば、情報化

の社会性は著 しく向上 し、それが蓄積 して深化すれば、それは文化になる。人づ くりから

情報化が文化になる。

小 ・中学校教育の情報化は、①ハー ド(パ ソコン)を 設置 して操作を覚え、② ソフ トの

使い方(プ ログラミングの方法の習得を含めて もよい)を 知り、③情報活用能力を養 うと

いう目標が設定 される。これとは別に④学習指導に役立てる(ビ ジュアル性 とインタラク

ティブ性が効果的で、教育ソフ トの充実に期待が寄せられる)目 標があり、さらに、教え

る側の人材育成(教 員研修)も 重要課題である。全ての学校でこれが実践される頃には学

校文化 も相当に変わっていよう。

パソコンの家庭(4000世 帯)へ の普及率 は12%と 言われるが、学校で使 う道具は家庭に

も普及する。各家庭の情報家電 としてパ ソコンが使われるようになれば、生活文化にも大

きな変化が訪れよう。また、生涯学習用に公共施設に設置されれば、あ らゆる年齢層のツ

ールとして新 しい社会文化が創造されるのではないだろうか。

-113一



(2)書 く文化を変えるパ ソコ ン、 ワープ ロ

日本語 ワー プロとパ ソコンは書 く文 化を変え る。新 聞社のCTS(コ ンピュ一夕ライズ

ド・タイプセ ッテ ィ ング ・システム ー 編集か ら制作 までの コ ンピュータ化)や 電子 出版

に見 られ るよ うに、書 く文化の分野に コ ンピュー タ ・システムが導入 され、原稿の電子化

(パ ソコンを使 った ワープロで原稿執筆)が 進 展 した。 ビジネス(オ フィス)で もプライ

ベー トで も文書の電子化が進展 してい る。その出現 か ら10年 を超 えたという段 階に して は、

その浸透の ス ピー ドは他 を圧倒 してい る。パ ソコ ンの出現 はコ ンピュータを大衆化 し、個

人 の身近かな道具 と した。そ して、パ ソコ ン文化 とい う言葉 を生 むに至 った。

日本語の文字表記 は、欧米の ローマ字 に比べて難 しく、漢字や送 り仮名表記 な どの学習

には皆、苦労 して きた。 しか し、 ワー プロのかな漢字 変換 が生 まれてワープロに よる文書

の作成が 日常化 して きた今 日、文字を書 く困難 は軽減(解 消)さ れた(覚 えな くて も済 む、

忘れて もいい とい うことのマイナス面 もあ ろ うが)。

さらに、パ ーソナルな情報機器 と してのパ ソコンは、個人 の書 く能 力、伝え る能力を支

援 し、拡張す る道具 として機能す る。情報の受信者であ った人 々を情報の制作者 や情報の

発信者に させ得 るので あ り、思考 を助 ける道具、創造を生む道具 と しての可能性 は高 い。

個人が文化 的な価値 を創 出す る可能性 を与 えて くれる道具 と してのパ ソコン、 ワープロは、

書 く文化の変革 の旗手で ある。

(3)社 会の変容 を促 すパ ソコン文化 とその課題

パ ソコ ンは、個人 の文化的な価値 の創造 を助 け る道具 とな り、 ビジネス社会 において は、

仕事の仕組 みや組織 の在 り方を変 えて い く。 ひいては、社会的な組織の在 り方 、制度 の在

り方の変容 を迫 るもの となろう。パ ソコン通信 を介 した人のっなが りも拡大 して きている。

ここで は、 日常 、パ ソコン通信でオ ンライ ンミーテ ィング してい る仲間が、時 にオ フライ

ン ミーテ ィ ングと称 して顔 を合わせ るとい った、 これまでの一般 的な人間関係 の成 り立 ち

とは逆のパ ター ンのっ きあい方が見 られ る。人 と人 との間を繋 ぐとい う点での メデ ィアの

役割 に変わ りはな いが、利用法 と して は、人 間関係を保 持す る ものか ら生む ものへ と変化

しっっ あ ると言え よ う。なかなか会 う機会の ない人 と手紙や電話でや りとりす る型か ら、

毎 日顔 を合 わせて いて、なおかっ電話で話す とい う型へ、そ して メデ ィアで知 り合 ってか

ら対面す る、またはメディアを介 して のみの っ きあいとい う型が出現 して きた。人 と人 と
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のっなが りか ら社会が構成 され ることか らすれ ば、パ ソコン通信を介 して展開 され る人 と

人 とのっなが りは新 しい社会を構 成す る要素で ある。対面で成 り立 っていた社会 か ら、そ

こに多 くの課題を抱 えなが らも電子的な コ ミュニ ケー ションが成 り立つ社会へ と移行 しっ

っある。

この10年 間でパ ソコンの性能 は50倍 も向上 し、 大 きさは20～30分 の1、 価格 は4分 の1

にな った。 しか も、まだ これか らが成熟期 とい う段階にあ り、ハー ド、 ソフ ト、利用環境

が改善 され、変化 しつつ普及 ・拡大 して い くことが見込 まれ る。 こうした技術課題 も含め

て、社会の変容 を促す まで にパ ソコン文化が成熟 して い くには、現状における次の ような

課題 を解消 して い く必要 があ る。

① 多種多様、種 々雑多 に存在す るハ ー ド、 ソフ トの整理 ・融合化

② ユーザ ・イ ンタフェー スの改良 一 ヒューマ ンイ ンタフ ェースが未熟で一般の人の道

具 と して は操作の直接性が低 い。人 間が機械 に馴染む努 力を しな くて も済むよ うに機械

が人間の使 い勝手 に沿 ったもの となる必要があ る。

③ 通信料金 、ポー ト(入 口)数 、相互接続 に関す る問題の解決 一 欧米諸国に比較 して

も格段 に高 い通料料金 は普及のネ ックで あ り、 もっと低廉 な料金 で利用で きることが望

ま しい。 また、通信 ポー ト数の増加 による夕方か ら夜、土 日の ラッシュアワーへ の対処

が必要で、回線多重化利用技術 の発達が期待 され る。相互接続 については、企業 の思惑

と技術的な障害が あるが、ゲー トウェイ ・サー ビスの実現 とネームサーバ ー(ネ ッ トワ

ー ク ・ア ドレス)機 能が求め られ る。

④ マルチ メデ ィア、ネ ッ トワーク、イ ンタラ クテ ィブな環境整備の促進 一 パ ソコンや

ワー クステー シ ョンに音声、画像を標準装備 し、 マルチメデ ィア情報 を送れるようにす

る。 さ らに、 プ リンタ、 カラー写真 スキ ャナ、 コピー機、 フ ァクシミリなどが周辺機 器

として一体化 され るとよい。具体的な イメー ジと しては、パ ソコンと通信(電 話)と 映

像(テ レビ)の 融合 した形態 を もち、多種 多様 な情報 をユ ーザが主体的に選択 して 自由

に組 み合わせて利用(カ スタマイズ化)で きる環境 が安価 に得 られ ることが望 ま しい。

⑤ パ ソコ ン活用範 囲の拡大 一 素材 と して何 に使 え るか、活用分野 はまだ未開拓で裾野

は広 い。

⑥ 新 しいコ ンセプ トの ソフ ト開発 一 人間の知 的活動 を刺激 し、貢献 し得 る画期的な ソ

フ トへの待望論が根 強 く存在す る。

⑦ 情報整理 ・活用術 の開発 一 情報の生成 ・処理 は個人で 自由にできるよ うにな ったが、
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情報の氾濫を呼び、情報過食、情報消化不良の状況にある。

⑧ 個人間通信の倫理問題 一 お互いの顔が見えず、素性 も分か らないことからエチケッ

トをわきまえない交信がある。 こうした問題への対処として、守秘義務やプライバ シー

保護のルールづ くりや学校教育の段階からの情報倫理の酒養が必要であろう。

⑨ ユーザのアイデアの活用 一 ユーザの利用範囲が拡大 し利用能力が向上 してい くとメ

ーカの提案以上の利用法が期待できる。ユーザが創出する良いアイデアを普及させる手

段、 フィー ドバ ックして製品開発に活用する手段が必要である。

⑩ フロアスペースと消費電力の問題 一 ハー ドが現在の容積のままだと、1人1台 以上

の時代にはスペースや電力確保の問題が深刻化する。オフィス文書の電子化が進んだと

いって も、ペーパーレス、電子 ファイル化、パ ソコンLANは それほど進展 しておらず、

そこには改善すべ き多 くの無駄が存在 している。 こうした問題を解決するニュービジネ

スが出てきて もよいのではないか。

6.3情 報技術文明 と情報化 の文化

コ ンピュータをは じめ とす る情報技術 は、 これ までの技術文明の歴史 の中で も特筆すべ

き位置付 けを与え られよ うと してい る。そ う した情報技術 を駆使 して社会 に広 が る情報化

は、 さまざまな環境変化の要因 と相 まって社会 システムの見直 しを迫 り、人間 自身 を も変

革 させ よ うと して いる。

いま、情報化 と情報技術 の関係、 ひいて は人間社会 と技術 との関係 を、文化 と文明 との

関係 に置 き換えて考えてみる と、 その相互の位置付けや関連性が より鮮 明になるので はな

いか。文化 と文明 はほぼ同義 に用 い られ る ことが多 いが、一つ には、人 間の精神的生活 に

かかわ るもの を文化 と呼ぶ のに対 して人 間の技術的 ・物質 的所産 を文明 と呼ぶ とい う区別

がで きる。

文化 と文明の区別 はあいまいで、それ ほど画然 とした もので もない。 プラ トンやア リス

トテ レスの ように、それ を同一の もの とす る見方 もある。あえて 区別す るな らば次のよ う

に とらえ られ よ う。

文 明(Civilization)は 、 ラテ ン語のCivis(市 民)、Civitas(都 市)と 語源 を等 しく

してい るよ うに都市の文化を意味 して い る。 その点か らす ると、文明 は文化 の一種(あ る

いは変種)と いえ る。一方、文化(Culture)は 、 ラテ ン語のculture(耕 す)を 語源 とし

て いる。農耕 は人 間に定住生活を促 し、地 域 ごとの集団生活を意義付 けた。各地域の 自然
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環境の違いは、生活様式など、その地方独自の文化を築いた。その点から、文化は農耕か

ら芽生えて発展 したものといえる。

文化がすべての民族に発生するのに対 して、文明の方は、すべての民族がそれを形成す

るわけではない。文化は等価であるが、文明には優劣があ り、優勢な文明が劣勢な文明に、

あるいは文明を形成する以前の文化に圧倒的な影響力を及ぼす。文化は交流するが、文明

は直流で浸透 ・伝播する。例えば、明治期の 「文明開化」は近代西洋の科学技術が国境を

越えて伝播 ・普及 したことを指すが、それは、都市の もつ高度化された生活環境を含む優

勢な文明の圧倒的な影響を示 したもので もあ った。

これ らか ら文化 と文明を比較すると次のように言えよう。

文化 一 民族固有の言語や伝統と結びついていて、国境を越え得ないもの

文明 一 民族や国家を越えて普及 し得 る技術的手段の総体

しか し、今 日の国際社会では、国家、民族を越えて文化が往来 している。それを促進 し

ているのは情報化である。 コンピュータやネ ットワークなどの情報技術を手段とする新 し

い文明が各社会の独自の文化基盤の上に築かれっっある情報化という文化の間をっないで

いるという構図が情報化社会であろう。

文明は、ハー ドウェアとそれを使いこなすソフ トウェアのバランスの上に成 り立つもの

で、それがアンバランスなところには育たない。自然科学的な技術(ハ ー ド)の 発展のス

ピー ドに対 して、それを使いこなす社会的技術(ソ フ ト)、 例えば、社会制度、ライフス

タイル、企業経営、教育制度などが同 じスピー ドで進展するのは難 しい。そこにアンバラ

ンスが引き起 こされる。情報技術の革新 と社会 システムの脱皮は、社会システムが追いか

ける形で進んでいこうが、技術進歩に対 して特に留意すべきなのは人間の精神的成熟 との

間の不均衡が極端になった場合、人類全体がかつてない悲劇を経験することになるか もし

れないということである。情報技術文明と情報化という文化の関係が、文明が文化に影響

を及ぼす直流型の関係から、文化の一種として洗練 された文明が、交流する文化の中で活

力を増 していく関係になるのが望ましいが、そのためには、情報化社会の文化的な成熟が

不可欠である。

6.4情 報技術の文化的可能性

技術と文化のかかわ りは、人間と技術の関係や社会における技術の位置付けと関連する。

文化に近づ く技術の進化のプロセスは、次のような工学系か らの人間に近づ く技術開発
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へのアプ ローチに見 られ る。人 間工学 は人間に使 いやす い機械の開発 を、認知心理学 は人

間的要 素の解明 のため に人間を システ ム(機 械)に 誓 えてみ るとい う"人 間を機械 もどき

にみ る"ア プローチを とった。 これ らは自動化 のために役立 った。人工知能や神経系では、

人間の生態機能 を模倣 して機械 に応用す るとい う"機 械 を人間 もどきにみる"ア プローチ

を して い る。 これ らは高度化の ため に貢献 す る。そ して現在、取 り組 みが開始 された四次

元 コンピュータや感性情報処理 は人間の もっあ いまい さを も取 り込 もうとして いる。 カオ

スやゆ らぎの理論の応用 も注 目されて いる。 これ らは"人 間を人間 と して み る"'こ とを基

本思想 とす るアプローチ といえ よ う。

人 間 と機械の関係か ら人 間 と人間の関係 へ と移行す る技術進化の プロセスは図表6-1

のよ うに比較 してみ ると、その違 いが一層鮮 明 とな る。 それ は機械の位 置付 けの変化であ

り、人 間 との関係変化であ る。人 間社会 と技 術を切 り離 してみ る視点か ら技術 を人間社会

に抱 え込 む姿勢への変化 とも言 えよ う。

コ ンピュータの主た る用途 は、かつて は情報の処 理であ った。 そ して、情報機器を個人

が装備 す るよ うにな った現在 、人 と人の とコ ミュニケー シ ョンをつな ぐ媒介 と して機能 し

は じめてい る。 そのため、人 と機械で はな く、人 と人 とのイ ンタフ ェースの問題が浮上 し

て きた。人 間の要素が入 って くると主観的 な要因を排除す ることはで きな い。そ こで これ

までの工学 的アプ ローチに よる技術課題の追究 に加えて、社会 、人文科学的アプ ローチと

しての人間学 の探究 も不可欠 とな って きた。人間 は内部 にシステム的 な要素を有す る もの

の不確定要素 が多 く、機械的な枠組 みや手順 によってのみ処理 で きるもので はないか らで

ある。そ して、 コンピュー タのみな らず多 くの情 報 メデ ィア も、人 と人、人 と社会の繋が

りを媒介す るイ ンタフェー ス機能 を志 向 して いる。通信 チ ャ ンネルの多様化 によ るア クセ

スチ ャンスの広 が り、電話機の多機能化、パ ソコ ン ・ワープロ ・ファクシ ミリのネ ッ トワ

ー ク化な どの コ ミュニケ ーシ ョン ・ツールの発展が それを促 してい る
。特 に、 こう した機

能 向上のために期待 され る技術 と してイ メー ジイ ンタフ ェースがあ るが、コ ンピュータグ

ラフィックス技術の高度化(3次 元画像処理 の実用化)、 五感セ ンサーや人工現実感技術、

マイ クロマシ ン(人 体の 中に入 って作業す る微細 マ シン)な どの 出現 は新 たなイ ンタフェ

ースによる情報世界の広が りを予感 させ る
。人 と人 との コ ミュニ ケー ションを促進す るだ

けでな く、人の内面 に潜 む感性 を触発 し外化 させ、人 間の感覚 を変化 させ る情報技術 は、

人間 と技術の関係変化 に新 しい局面 を もた らす もの とな ろう。

一方
、社会 における技術 の位 置付 けはど うか。技術 は人に近づ くことで社会 に近づ き文
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図表6-1技 術進化の対比(機 械の位置付けの変化)

人 間 と 機 械 の 関 係

。産業社会

。汎用 コ ンピュータ

・専門家

。一方向(人 間→機械)

。目に見え る機械 との対 峙

。人間 と機械の仕分 け は永遠の課題であ り、ギ

ャップはまだ深 い

。工学的、技術 的アプ ローチ

。 「技術革新 が痛み を伴 うの は技術が成熟 して

いな いか ら」 とい うスタ ンス

。電子 的な生産 ・処理の拡大

。会社 コ ミュニティの強化 とその他 コ ミュニテ

ィの存在の希薄化

。機械 は機械 の閉 じた世界 に存 在 し、・人 間の働

きかけを受 け るが人間の コ ミュニケー シ ョン

には介在 しない

人 間 と 人 間 の 関 係

。個人社会

。パ ソコ ン、 ワークステー ション

。素人

。双方 向(人 間←・機械○人間)

。透明で見えない存在 と しての機械 の介在

。人 間を人間と してみる

(人 間 と機械を仕分 けの対象 と しない)

。社会学的、人文学的、人 間学的アプローチ も

加え る

。技術を人間社会に抱え込んで考え るアプロー

チ

。電子的 な(仮 想の)情 報空 間の創 出

。新 たなコ ミュニテ ィの形成(仮 想空 間上 に)

。コ ミュニケーシ ョンにギ ャップはつ きものだ

が、その溝 を埋め るものとなる可能性 を もっ

(可 視化技術やマルチ メデ ィアによる新たな

非言語 コ ミュニケーシ ョンの開発への期待)

一119一



化になるのであろうか。これまでの技術に対する見方や位置付けそのものを一度疑ってみ

る必要があるか もしれない。そこで、かねてよりなされてきた技術の文化的可能性につい

ての論考の中か ら、傾注すべ き一つの意見を紹介 しておきたい。

林雄二郎はr文 化としての先端技術』(1986年)の あとがきの中で、社会と技術のかか

わりにおける日欧の意識の違いを指摘 し、文化 としての先端技術への取 り組みの必要を次

のよ うに述べている。

日本的な発想では、まず先に技術があり、その技術によってどんな変化がもたらされ る

か、どんな影響がでてくるのかということに目が及んでい くという順序が一般的なパター

ンであるが、ヨーロッパでは逆の発想をする。例えば、フランスのノラーマンクレポー ト

「社会の情報化」(1978年)の 中にある一節"技 術の効果が社会の進展を拘束す る力より

も、社会の進展が技術を支配する力のほうが強い"は それを端的に表 しているといえる。

この発想の違いは、それぞれの意識の中での技術の位置付けの問題ではないか。日本人の

意識の底には、技術は外生的位置付けから脱却 しておらず、依然 としてよそ ものである。

技術 とは無関係の社会がまず存在 し、そこに外か ら技術が入ってきて社会に影響を与え、

社会を変えてい くという認識である。一方、近代科学の発祥の地であり産業革命の起点で

あったヨーロッパの人々にとっては、技術は身内であり、たとえいかなる新技術であろう

とも、常に社会が 自らのニーズを満たす手段 として生んできたものと位置付けられている。

現在、先端技術の論議が盛んに行われているが、前述のような発想に基づ くと、技術的

可能性 は即座に全て経済的可能性 ・社会的可能性に直結するといった乱暴な論理に結びつ

く。発想の転換を して、社会のどのようなニーズが先端技術を生み出 したのか、社会の側

か らの必要性に応えるための技術とは何かといった見方を しないと、大きな見込み違 いを

する恐れがある。

成熟期の工業社会 として、工業文明の広範な広がりに即応 した文化(人 間と人間との対

応の仕方の総称、その環境の中での人間に生き方)を 形成する必要があるが、先端技術は

その有効なツールになる。先端技術の共通的な特徴の一つは、キメの細かいことを可能に

する技術であり、それは、社会における人々の価値観の多元化によるニーズの多元化に応

えるための技術である。技術が進歩すると画一化が進み、人間と人間との対応にも血の通

わない対応が広がるという批判があるが、技術の側か らそうした傾向に変化をもたらす可

能性が期待できる。キメの細かい技術の例に見 られるように、工業文明(技 術進歩)の 成

果を活用 して工業文化(人 間的な血の通った対応)が 形成されうるということである。む
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うん、その場合には、技術を生み出 し、技術を駆使する人間の側にその自覚がなければな

らない。キメの細かいことを可能にする技術が発達 しても、人間の側がそれとは裏腹に粗

雑な神経、鈍い感受性を持つようになって しまっては話にならない。 コンピュータが普及

して、まるでコンピュータのような人間が増えて しまったというような皮肉な結果になら

ないように、自らの心の中のどのような欲求がどうような技術を生み出しているのかとい

う発想に立 って先端技術を見直すべ きである。そうした時、はじめて文化 としての先端技

術が見えて くるのではないだろうか。

以上の論考による、人間 ・社会 と技術のかかわりにおける日欧の意識の異なりは技術の

位置付けが逆であるところに起因するという指摘は、次のように整理できよう。

(日本)

外か ら技術が入 って きて

人 間 ・社会 に影響を与 え、

人 間 ・社会 を変えて い く。

⇒
技術的な可能性が経済的 ・社会

的可能性に直結するという技術

中心の論理に陥りやすい。

(欧州)

人間 ・社会が自らのニー
ズを満たす手段として技

術を生む。

⇒

どのようなニーズが技術を生み

出したのか、人間 ・社会の側か

らの必要性に応えるための技術
は何かという人間中心の発想に
っながる。

こう した視点 は、ECを 中心 に研究が進め られて いる"人 間 中心"の 基本線を理解す る

上で も参考 にな る。1970年 代 にイギ リスのマイ ク ・クー リー(現 マ ンチ ェスター大学客員

教授)が 提 唱 した人間の価値 を尊重 した テ クノロジー思想である"人 間中心"(労 働現場

か らの問題提 起 と してのhuman-centred)は 、その後 、欧州を中心 に各国の文化的な背景

の中で研究 が進め られてい るが、現在 もその概念にっいて統一 的な コンセ ンサスが確立 さ

れて いるわ けで はな い。EC統 合 に向けてEC域 内の活 力を生 み、社会的 ・文化的統合 を

目指すキ ャ ッチ フ レーズ的意 味合 いか ら"人 間中心"(anthoropocentric)が 用 い られ、

EC委 員会のFAST(ForecastingandAssessmentinScienceandTechnologyr科 学

技術 にお ける予測 と評価 」 は、EC委 員会 に23あ る総局 の中の第12総 局で、科学技術担 当

部局であ る。 ここで は、新 しい技術 を導入す る際 にはその社会的 ・経済的影響 を十分考慮

しよ うとい う基本姿勢を持 ってお り、アメ リカの技 術評価局 に相当す る部局 と言 えよう。)

にお ける研究で もanthoropocentricを 用 いて いる。"人 間中心"の 思想がhuman-centred

か らanthoropocentricに 移 行 してい るのは、前者が労働の領域か ら出て きた ものであ るの

に対 して、 よ り広 い領域 での活用 、つま り産業の場、社会全体の場 に人間中心の システム
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を作ろうとの意図が働いているからではないかとの見解(増 田祐司 説)が ある。いずれ

ににして も"人 間中心"と いう言葉はヨーロッパの生産文化を背景にECの 土壌の中から

誕生 した ものであるが、 日本においてもこの数年来、関心が高まっており、r人 間中心 シ

ステム研究会』(NTTデ ータ通信㈱ システム科学研究所1990年10月 発足)な どで本テ

ーマへの取 り組みが行われている。

こうした"人 間中心"を テーマとす る科学技術への取り組みは、各国の文化的背景の異

なりによって取 り組み方 もさまざまとなろうが、そこに共通 して流れる基本思想は、人間

を中心軸に社会における科学技術の在り方をとらえていこうとする各種の試みとなって芽

吹いて こよう。日本において も、社会と技術のかかわ りにおける日本的な発想を問い直 し、

人間がそこにどう介在 しているのか。人間のニーズにどう応えるものなのかの吟味が必要

だと言えよう。既にそういう意識は存在 していると思われる。

日本の科学技術のあ りように内在 している問題点は、科学技術をモノの レベルでとらえ、

その背景にある思想を十分身近なものにしていないところにあるのではないだろうか。 日

本人が科学技術を文明の利器として、モノ作 りの手段 として とらえる傾向が強いことは、

r科学技術に対する社会意識の日 ・米 ・欧比較調査』(科 学技術庁科学技術政策研究所

1992年)の 結果からも裏付けられる。同調査の設問の一つである 「科学の発達は生活をよ

り健康 ・安全 ・快適にする」という見方に対す る反応を比較 した次のデータに、それは顕

著に表れている。

YES(プ ラス評価)NO(マ イナス評価)

日54%32%

米84%13%

EC73%9%

このように、日本人は欧米人に比べて科学に対するプラス評価が低 くマイナス評価が高

いという際立 った違いが見 られる。 日本人に、科学の発達を否定的にとらえる人の割合が

高いのは何故か。その一因は、日本では明治期に西洋の文明の利器として科学技術を受け

入れ、近代工業社会のモノ作 り(生 産)の 基軸として発展 してきた過程で科学技術一生産

手段とす る見方が定着 して しまったところにあるのか もしれない。

近年、若者の製造業離れ、科学技術離れが目立 ってきているが、もっぱ ら生産手段 とし

てのみ科学技術をとらえる考え方が影響 していないともいえないのではないか。人々のモ

ノ離れが激 しく、大量生産 ・大量消費型社会の見直 しが問われている現在、モノと直結 し
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たイメージの科学技術では、魅力が薄 くなるの も不思議ではない。

魅力ある科学技術の在 り方 はどうあるべきか。これまでの見方にとらわれずに再考 して

みる必要がある。人間中心の科学技術を目指すところにその一つの ヒントがあるかもしれ

ない。それは文化 としての科学技術への志向とも共通 している。情報化は既に文化への道

を歩みはじめているように思われるが、情報技術の文化的可能性への追究はまだ本格化 し

ていない。
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1建 設 施 設 に み る情 報 化 の 歩 み と今 後 の方 向性

1は じめに

情報化という視点から建設産業の活動をとらえようとする場合、幾つかの切 り口がある。

建設生産プロセスの生産性向上に資する情報システムの応用がその一つである。建設工事

のスケジュール管理、資材発注 システム、あるいは建設作業の機械化 ・ロボ ット化なども

生産性向上の範疇に含まれる。次に、営業情報、契約情報 といった顧客管理情報 システム

でマーケティング的な手段として用いられるものがある。 これは、受注予測などの経営戦

略立案に応用 されるケースが主体 となる。 さらに、日常業務を対象としたOA化 の流れが

指摘できるであろう。 これ らのような情報化の切 り口のはかに、80年 代に入 ってOA化 に

対する関心の高まりとともに建設産業の商品開発の一つとしてインテリジェント・ビルが

注目され るようになった。 ここでは、とりわけインテ リジェン ト・ビルを中心とした建設

施設に関する情報化の流れを対象に建設産業の情報化環境の一端を考察 し、今後の方向性

を示唆す ることを主眼としている。

2オ フィスにみる情報化の流れ

(1)イ ンテ リジェン ト ・ビルの導入

イ ンテ リジェ ン ト・ビルとは、一般 的に高度 な情報通信 システム と ビル集 中管理 システ

ムを備 え た高度情報 化 ビル といわれて いる。1983年 にアメ リカのユナイテヲド・テク加ジーズ・ビルディング・

システムズ社 が建設 した シテ ィブ レースが第一号 とされている。 このよ うな ビル は、 アメ リカ

において情報通信技術の発達 と通信事業の 自由化 による遠距離通信事 業の競争激化 に加え、

大都市 での ビル供給過剰 によりビルオーナーが テナ ン ト確保のため に通信 コス トを削減す

る手段 と して長距離通信の最適選択 システムをテナ ン トサー ビスの一環 と して加えた こと

によ る。その他 、イ ンテ リジェン ト・ビルは、 ビル ・オー トメーシ ョン、す なわ ち高度情

報通信 システ ムを活用 した建物の ビル管理制御機能 を有 している。 セ ンサー等 によるきめ

細かな温度管理や空調 コン トロール、その他、温度 ・煙感知 を連動 させた防災管理 システ

ム、施 錠管理を核 と した防犯 システムな どが建物 に ビル ドイ ンされて いるのが特徴である。

これ に対 して、わが国にお いて は、 アメ リカか らイ ンテ リジェン ト・ビルが紹介 され一

躍多方面か ら関心を集 めたが、その後 アメ リカ とは違 った発展 のプ ロセスを歩む ことにな

った。

-125一



わが国 にお けるイ ンテ リジェン ト・ビルの特徴 を整理す ると、お よそ次の とお りで ある。

第一 は、光 フ ァイバ ーや配線 システム、OA機 器の導入な ど総 じてハ ー ド面 が重視 され

てお り、OA化 指 向が強い ことである。わが国では80年 代 に入 り情報通信機 器の普及 とと

もにOA化 熱が増 していたため、イ ンテ リジェ ン ト・ビル とい う概念が導入 された ときに

イ ンテ リジェン ト・ビル=OA化 とい う図式が構築 されやすか った。第二 は、 アメ リカに

お けるイ ンテ リジェン ト・ビルの中心が テナ ン ト・ビルで あるのに対 して、わが国のイ ン

テ リジェン ト・ビル事例 は自社 ビルが 中心 とな ってい ることであ る。 したが って、 アメ リ

カにおけ る最 も特徴 的なサ ー ビスであ るシェア ド ・テナ ン ト・サー ビスにつ いて、 わが国

は遅れて いることが指摘で きる。第三 は、 ビル単独のイ ンテ リジェ ン ト化に とどま ってお

り、 ビル外 との高度 な情報通信を可能 にす るイ ンテ リジェン ト・ビル間、 ビル群 間などを

結合す るためのネ ッ トワー ク化が アメ リカほど進展 していない ことで ある。

以上の よ うに、わが国のイ ンテ リジェ ン ト・ビルの普及 について、 その特徴 を総 じてい

えば 「情報装備 され た ビル」 とい ったハー ド主導型 のかた ちにな って しま ったのが現状 で

あ る。 その結果、情報装備 された施設を いかに効果的に使 い こなす か とい った新た な課題

が発生 した。 ただ、 オフィスを中心 としなが らも建設施設 に情報化施設 とい う新 たな付加

価値を見出 した点 でイ ンテ リジェン ト・ビルの効果 は大 きい といえ よう。

その後 、 イ ンテ リジェン ト・ビルが普及 しだ してか ら幾 つかの問題が生 じ始 めた。情報

装備 された施設 、具体的には コンピュータ端末 の普及 にっれて、 それ らを いかに企 業経営

とむすびつ けるか、経営情報 とリンクさせ るか、 あるいは、 いかに 日常効率的 に使 い こな

すか といった問題であ る。基本的 にはOA化 の域 を越えて いない点 に問題があ り、人が機

械 や システ ムに使われてい るといった逆転現象 があ ったといえ よう。

(2)フ ァシリテ ィ ・マネジメ ン トの導入

イ ンテ リジェン ト化の次の流れ と して 日本 に導入 されたのが 「フ ァシ リテ ィ ・マネ ジメ

ン ト」(以 下 、FMと 略す)で あ る。FMと い う概念が誕生 したのはや はりア メ リカにお

いてであ る。家具のハーマ ン ・ミラー社付属 のフ ァシリテ ィ ・マネ ジメ ン ト研究会が1980

年 に創設 されたのが最初の動 きであ る。同年 には国際フ ァシリテ ィ ・マネジメ ン ト協会が

創立 され専門職 と して 「ファシ リティ ・マネ ジャー」の地位の向上が 目指 されて いる。教

育 の場で は1985年 に米国 コーネル大学大学院 に修 士号 を授与す るフ ァシ リテ ィ ・マネ ジメ

ン ト学科が創設 された。そ こで は工学、建築、環境心理 、エルゴ ノ ミクス等 の さまざまな

一126一



教科が組 まれ、広 く学 際的分野の人材育成が図 られ るよ うにな った。 日本で は1987年 、 日

本 フ ァシ リテ ィ ・マネ ジメン ト協会が設立 され活動を始めた。FMは 今くオフィス環境づ

くりと運営手法 の高度化 を 目指 した ものであ り、家具か ら情報設備、建物にまで いた るモ

ノづ くりが企業経営 によ って看過で きない重要 な ファクターにな った、とい うことを基本

に置いて いる。一般 的に、 ファシ リテ ィ ・マネ ジャーの業務 と して取 り上げ られ ることは、

ビルの購入等の不動 産マネ ジメ ン トに始 ま り、スペースマネジメン トとしての空 間配置や

空間需要予測、建築設計 ・施工監理 、 ラン ドスケー プ ・デザ イ ン、他 にイ ンテ リアの レイ

アウ ト、設備管理、 テ レコ ミュニケー シ ョン関係の計画 と管理、等 々であ る。建物設備を

空間 と人 間(組 織)と の 関係 にお いて総合 的に計画、管理す ることに力点が置かれている。

これ らの ことは、情報化装備 された施設をいか に日常の業務の高度化、生産性の向上、経

営情報 との連携 に役立て るか とい う視点(ソ フ トの部分)が 盛 り込まれ た ものであ り、結

果 としてイ ンテ リジェン ト・ビルの運用 に欠 けて いた部分を補 うもの となった。

それで は、なぜFMが 注 目されだ したのであろ うか。FMが 注 目されだ した背景 には幾

つかの理 由が考え られ る。

かつての ように、オ フィスが机 や棚 などの シンプルな状況下においては、オ フィス環境

に目が向 くことの必要性が低か った。 ところが、最近 のオフィスはコ ンピュータ、 ワープ

ロな どのOA機 器、情報通信機器が ところ狭 しと並び、無計画 に導入 していたのでは執務

スペース としての機能が損 なわれ るだけでな く、業務の生産性 に も影響を与 える。また、

新 しい機器 の導入 に関心が集 中 しが ちで、購入 した後の使い道がなおざ りに され ることに

よ り、最終 的に経費 の無駄 に も通 じる恐れがあ る。 その他、FMが 注 目され始 めた背景 と

して、企業を取 り巻 く経済 ・社会 的環境の変化 も指摘 で きる。今 日のよ うに社会環境の変

化 が激 しい時代で は企業内の対応 も素早 くな らざるを得 ない。組織的には人材の増減、部

・課 の統廃合や縮小 、あ るい はプ ロジェク トチームの編成 などさまざまな対応が図 られ る。

そのため、組織変化 に追随 した対応 がスペ ースや設備 、機器 とい ったファシリテ ィに も求

め られ るか らであ る。情報機器の位 置変更 に対す る床下配線 によ るフ レキ シビリテ ィ確保

な どもその一例 といえ るが、ただそれだけでな く、不動産資産か ら個人の持つ ファイルー

つ にまで企業資産 と しての価値付 けを行 い、情報資源の共有化、情報の一元化を図 ること

が組織のフ レキシ ビ リティへの対応を可能 とす る最 も重要 な考え方であ る、 とす ることが

FMの 基本で ある。

最近、特 にオフ ィス ワーカーの フ ァシ リテ ィに対す る要求の高 まりもFMへ の関心 を呼
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ぶ一因 となってい る。 ファシ リテ ィは機能面のみな らずデザイ ン性 に も優れて いるものが

求め られ るようにな った。建物 のフ ァシ リテ ィの程度が優秀な人材 を集 め る手段 と して用

い られ ること もあ るであ ろう。 そ して、何 よ りも業務の生産性 、人 間の創造性を いか に高

め るか とい う観点 か らの ファシ リテ ィが求 め られ る時代へ と確 実に向か って いる。

3求 められ る快適 環境 の視 点

オ フィス環境が住 宅な どの他 の生活場面 と比較 して快適性を考え る上で最 も遅れて いる

の は間違いないであ ろう。オ フィスは機能追求型の環境が先行 し、人間の快適性 に対す る

配慮や創造性の発揮 とい う点 はあ ま り重要視 されて こなか った。 それで はなぜ快適性が求

め られ るよ うにな ったので あろ うか。一つには、仕事の内容 に変化が起 こ って きた ことが

指摘で きるであろ う。消化型の業務が多 い時代 は時間 によ る管理が主体で作業へ の集 中、

作業の早 さが求 め られ た。 当時 は作業 に必要 な ファシ リテ ィと休憩場所が用意 されていれ

ばよか った といえる。 しか しなが ら、人間の創造性を生か した新商 品開発や独創 的なアイ

デ ィア といった成果が求 め られ る場面が多 くな り、落 ち着いた雰 囲気が ある ことや多数 の

情報源へのア クセスが容 易であ ることが必要 とな るなど環境への欲求 が高度化 した ことに

よると推測で きる。 また、ホ ワイ トカ ラー層の増大やオフィスワーカーの人件費の増加な

どか ら必然的 にオ フィス ワーカーの生産性 を上げ ることが経営的 に必要 不可欠 にな って き

た と も考 え られ る。それで は、人 間に とっての快適性 とは何か。オ フィスで働 く人 にとっ

ての快適性 は大 き く分 けて二つで はないであろ うか。第一 に、精神的 に くっろ ぎが得 られ

る、 リラックスで きることであ ろう。 まわ りに植栽がある、 ある程度必要なスペ ースが確

保 されていることな どが イメー ジされ るが、具体的に条件 を詰 めよ うとす ると難 しい問題

もあ る。 それ は、人 によ る違 いが想 像 され るか らであ る。定性的 に しか捉え ることがで き

な いか らで ある。次 に、便利であ ることがあげ られ る。必要 な情報がす ぐに入手 で きた り、

そのためのフ ァシ リティが用意 されて いることで ある。便利 であ ることの中 には、人 との

コ ミュニケー シ ョンが効果的 に行え ること も含まれ るであろ う。 アイディアの源 は人 か ら

の話が きっかけで ある場合 が多 い。必要な人 と必要 なときに気軽 に コ ミュニケ ーシ ョンが

図れる ことや、一人 にな りない ときに人 との コ ミュニ ケー シ ョンを避 け ることが容易にで

きることも必要 であろ う。

以上 のことを建設施設 にみ る情報化 の流れ とい う観点か ら総括すれば、イ ンテ リジェ ン

ト・ビルによって建物 の情報化装備 が ビル トイ ンされ、 その効果的な運用 、企業経営への
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貢献 という観点か らファシ リテ ィ ・マネジメン トが注 目され るよ うにな った。そ して今ま

さに人間の創造性、生産性 をいかに高 めるかが最大のテーマであ り、快適環境に対す る関

心が一段 と強 くな ってい るといえ る。次節で は、快適環境 に対す る最近の企業の取 り組み

事例 を紹介す る。

4快 適環境 に関する研究事例

「快適 なオフィス環境」 といって も抽象的な概念で しかな く、定量的に示す ことがで き

ない。建築設備の分野で は、従来か ら環境 コン トロールの計画 目標 を設定す る際に適用 さ

れ る温度、湿度、風速などにっ いて快適 さを計 る一定の基準があ る。ただ し、 これは標準

的なオ フィス空 間での執務 に対す る平均 的な基準であ って、かな り幅を持 った ものにな っ

ている。快適 な温度 とい って も、実際の冷暖房の設定温度 には4度 前後の幅があ る。物理

的には一定の温度 で も人 によ って感 じ方が違 うとい うことがその基準 に幅を持たせ る結果

とな って いる。 ここで紹介す る事例 は、執務環境 と人間の五感 に影響 を与え る環境要素 と

の最適解を研究す る ものである。具体 的には、通常 の執務形態を執務 内容の違 いによ って

五つのタイプに分類 し、それ らの組み合 わせ によ って四つの空間 に適用す る。 その各々の

空間の中で、人間の五感に影響 を与え る光 ・音 ・よそ風 ・香 り.・'景観 を人工的に組み合 わ

せ、条件 を変えなが ら最適解 を見 いだす実験 を行 っている。

この実験で は、オ フィス内での執務形 態を次のよ うに五つに区別 している。①思考力を

集中す る創造的作 業、②大勢 の人 との会議、③少人数で リラ ックス しなが らのチーム ミー

ティ ング、④20分 ほどで片づ く接客、⑤それぞれの作業 の合間合 間で必要 とな る仕事の緊

張 を解 き放つ リフ レッシュであ る。平均的な執務 という対象を一歩進め、四、五つの マル

チプルな対象 にっ いてそれぞれの快適 な環境づ くりにアプローチす るように変化 させ る。

また、それ らの執務形態 を組み合わせ、会議室(集 中 と対話の空間)、 メディテー ション

空 間(創 造 的な作業のための空間)、 リフ レッシュ空間(休 息 と開放の空間)、 執務空間

(デ スクワー ク中心の空 間)と いった四つの執務 スペースの場で実験 を行 って いる。 これ

らの一連の実験 は、新 しく開発 された快適性実証実験施設で多数の人 を対象 に行われ、デ

ータの蓄積が図 られてい る
。景観評価 のた めに疑似窓(屋 上か らの外部の景色が壁に写 し

だ され、 いかに も最上階にいるような錯覚 に陥 るよ う工夫 された人工的窓が好例)な ど も

開発 し、研究の精度を増 して いる。 これ らの実験 を通 じて、快適なオフィス とい う抽象 的

で あいまいな表現か らクライア ン トの要求内容 を導 き出 し、それをオフィス環境構成要素
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の性能という物理的 ・客観的に把握可能なものに変換 していく努力が続けられている。現

在のところ、環境制御による快適性にかかわる評価差異が確認できており、次ステップへ

の研究へと進んでいる。

5'建 設施設にみる情報化の方向性

前節の事例か らもわかるように、建設施設に関する研究において も人間の五感やそれ ら

相互の関連性、あるいはこれまで抽象的に しかとらえ られなかった環境評価に対する基準

の精度を少 しで も上げたいとする努力がなされている。この他、原子力発電施設のオペ レ

ータの心理的影響の研究など人間の心理面での研究も行われている。高所で生活する人の

心理的負荷に関する研究 も最近行われ、貴重なデータが得 られている。視点を換えて異分

野の研究を例にとれば、医学やライフサイエンスなどの最先端の研究領域では人間の持つ

優れた特性の解明自体が最重要テーマであるといわれる。情報技術の最先端分野では、神

経細胞の伝達メカニズムの解明によって新 しい情報伝達システムへの応用が期待されてい

る。総 じて最先端の研究であればこそ人間の持つ特性そのものが研究の対象 となることが

考察できるのではないであろうか。そういった意味では、建設施設にっいても空間の快適

性に関 して今後 も大いに研究が継続されてい くべきと考えられる。

快適性の一つの条件として利便性があることは前述 したが、利便性と情報 システムの関

係は非常に深い。業務に応 じて必要とされる関連情報の範囲はある程度予測ができる。利

便性と情報システムの関係を単にハー ド先行の機器 ・システムの話に終わ らせることなく、

情報を人か らの口こみ、人との日常的なコミュニケーションをも含めた広い範囲でとらえ

て情報化環境を整えていくことが大切である。情報その ものの質に焦点を当てて検討を行

うことが重要である。効率的に必要な情報が得 られる環境は仕事の質の向上と迅速性を可

能とする。加えていえば、仕事の消化に力点が置かれるよりも仕事の内容に重点が置かれ

ることが結果的に快適性に通 じることは容易に推測できる。仕事の結果が次のステップに

生かされ、評価 されることがあってやり甲斐が得 られ、仕事に前向きなマインドが醸成さ

れる。精神的に安定 し、満足感 も得 られるであろう。快適性を高めるためには、情報化施

策の高度化に加えて仕事の内容そのものの価値を掘 り下げて検討 し、その上で、いかに質

の高い情報を入手 しやす く快適な環境を創造するかといった観点か らの対応がますます重

要 となって こよう。

(清水建設 浅野貞泰)
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2セ キ ュ リ テ ィ 分 野 の 情 報 化

1セ キュリティの考え方

守るべき価値が増 して くると、それに伴って価値を脅かす脅威も増加 し、多様化する。

守 るべ き価値を所有す る側は、ある程度の費用 と時間をかけてその脅威を排除 し、価値の

喪失を防がなければな らない。脅威を排除する考え方には大別すると、セキュリティと危

機管理がある。この両者共に価値の種類、特徴を特定 し、それに伴 う脅威を分析 して個々

に対策を立案する点について、手法は共通 しているといえよう。異なるのは前者において

は脅威が顕在化 して、危機が発生す る前にあらか じめ対策を施 し、危機 自体の発生を防止、

予防する点にその目的がある点である。 したがって、危機が発生することは、理論的には

セキュリティ対策が不十分であったことを意味する。一方で、後者の危機管理はセキュリ

ティ対策を講 じていたにもかかわ らず、危機が発生 した後にその危機による価値の下落を

極小化 し、短期間に原状 に復旧させ ることに目的がある。 したがって、セキュリティある

いは危機管理どちか ら一方のみの手当では、対策の意味が半減することになる。

情報化に即 して言えば、脅威としての自然災害、社会秩序の混乱などは、特に情報化の

社会に固有の脅威とは言えないが、情報通信 という社会システムが基盤となり、社会活動

がその基盤に大きく依存するようになると、従来潜在化していた脅威が突如として顕在化

することが予想される。また、情報通信が社会基盤となることは、換言すれば築き上げて

きた価値が情報通信 という社会システムを土台にしているので、基盤 自体に脅威に対する

排除能力が求められることになる。

したがって、セキュリティも危機管理 も考慮 されていなかったとすれば、危機の発生に

よって情報化社会の失 う価値は計 り知れないものになる。情報化が社会に与える影の部分

に対 して、セキュリティ、危機管理などの対策を講 じることは情報化社会の課題の一つで

ある。とりわけ、情報通信インフラス トラクチャが脅威に対する排除能力を備えることが

大きな課題なのである。

他方でセキュリティ、危機管理 も確実に情報化の恩恵を享受 している。以下では、その

実例を警備保障事業および危機管理を中心に検討 していくことにする。
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2セ キュリティにおける情報化

(1)社 会の情報化 とセキュリティの役割

国家、企業、個人のあらゆるレベルで日々の活動、生活を安全に継続 していける環境を

創造することは、それぞれの基本的な欲求である。各 レベルでその欲求を満たすべ く努力

が払われている。失 うものが増えてきた社会では、守るべ き価値が何であるかというコン

センサスを得ることが第一である。その中では物的な損失が最も理解の得やすいものであ

るし、また議論の余地 も少ない。

物的な損失を最小限にとどめるために、情報通信技術が用いられている反面、情報化の

進展により、失 った際の損失を事前に予見することが困難にな ったり、あるいは目に見え

に くい価値が増えているの も事実である。従来考えられていた損失が不可視化されて、社

会基盤の脆弱性が増大 しているにもかかわ らず、創造 された価値が守るべきものとして合

意を得にくい点に問題があり、対策が対症療法的となって後手に回 っている。合意を形成

ト

し、低 コス トな対策 を確立 してい くことが今後 の課題 とな る。

(2)産 業としてのセキュリティ

既に述べたように、セキュリティはあらゆるレベルでの活動の基本的な欲求であ り、そ

れを必要としていないものはない。ただ し、その対策には費用、時間を要 し、各 レベルで

の活動を脅かす脅威 も異なる。国家的な レベルの脅威に対 して、個人がな し得 る対策は極

めて限定されたもので、個人が行 うよりは国家が行 う方が適切であろう。また、個人のセ

キュリティを国家が行 うことも理論の上では成 り立つか もしれないが、事実上不可能であ

る。

国家が行うべき国防、国際的な貢献などの国家安全保障に関してさえ、国民の間に基本

的な合意が得 られない状態であり、脅威に関する合意形成が極あて多様で困難であること

は周知の通 りである。国家あるいは自治体が行 う公共的なサービスで、国民一人ひとりの

実情に整合 したセキュリティ対策をカバーすることは不可能である。

ここに民間によるセキュリティ産業が勃興する余地がある。その代表的な例が警備保障

業であるが、わが国における歴史は極あて浅 く、1962年 に第1号 が設立されたにす ぎない。

当然、それは公共的なサー ビスである警察、消防、救急などの諸機関が存在 している中で

の設立であったので、当初は社会的な認知を得 ることが容易ではなかったのであるが、現

在では、民間の警備員数が警察官の数を上回り、社会的なニーズを吸収 して産業の一分野
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を形成 してい る。

(3)警 備保障業

警備保障業 とい うと、当初は制服 を着 用 した警備員 によるサー ビスがその主流であ った。

勿論 、現在で も警備員 によるサー ビス は業界で は依 然 として需要の主流で はあるが、それ

以外 のサー ビスの中には、情報化 と切 り離せな い側面を持 ってい るものがある。

わが国での歴史 は浅 いが、 アメ リカで の歴史 は既 に150年 近 くに及んでいる。現在、企

業を中心 に定着 してい るものに、機械警備 サー ビスが ある。 これ は顧客の施設 に侵入者や

火災 などの異常を検知す るセ ンサ ー と警報送信装置 を設置 し、警備会社のガー ドセ ンター

(集 中監視 セ ンター)と の間を通信 回線 で接続す ることで、顧客施設で発生 した異常事態

を早期 に覚知 しよ うとす る ものであ る。 わが国で はガー ドセ ンターで異常を覚知す ると、

自動車 に搭乗 した警備員が顧客の施設 に急行 して所定 の措置を行 い、アメ リカをは じめ と

す る諸外 国ではガー ドセ ンターか ら顧客の指定先へ通報す るという違いはあるものの、仕

組 み は同 じであ る。

この機械警備 サー ビスは客先の異常を検知 して、所定 の措置を施す とい う点で、 まさに

情報サー ビスの典型で ある といえ よ う。 アメ リカでの この機械警備サー ビスの先駆者の一

人 と して は、エ ドウィン ・ホームズ を挙 げる ことがで きる。 ホームズが1858年 に設立 した

会社 は現在、ニ ュー ヨー クを地盤 とす る大手機械警備会社ホームズ ・プロテ クシ ョン社 と

して存在 して いる。同社 の話 では、電話 の発 明者 と して有名な グラハム ・ベルは、当初電

話 を共同で事業化 しようとエ ドウィン ・ホームズを誘 ったが、ホームズはそれを断 った と

い う逸話が あ るそ うであ る。

(4)警 備保障業の情報化

警備保障業においては、上記の機械警備サービスが情報化を先取りしたものであると見

ることができるが、その他のサー ビスにおいて も着実にその影響を受け、また情報通信技

術を利用 して効率化が図られている。

(a)警 備 員 によるサー ビス と警備輸送 サー ビス

古典的な警備員によ るサー ビス も例外で はない。警備員の主要業務の中 に、与え られた

エ リア内の巡回業務 がある。警備員が所定 のエ リアを巡回 した記録を残す ことは、業務遂
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行上必要な ことで あるが、 この客観的記録の機械化 に技術が応用 されて いる。従来 は所定

の無人 ポイ ン トに鍵が保管 されてお り、警備員 は巡回の度 にその鍵 を用 いて 自分が携帯す

る巡回用計時装置 に差 し込 み、時刻 と共 に記録を残 して巡回終了時に警備員詰所 で、記録

用紙 をチ ェックして保存す るとい う作業が行われて いた。原理的には変 る ところはないが、

現在 は無人 ポイ ン トには鍵 の代 わ りにバ ーコー ドが貼付 され、警備員 は携帯す るバー コー

ドリーダで その コー ドを読 み取 らせ る方式があ る。

さらに、巡回 とい う定型 的な業務の一層の合理化のために、巡回用の ロボ ッ トがア メ リ

カで実用化 されて いる。 ヴァー ジニ ア州 にあるベ ンチャー企業、サイバ ーモーシ ョン社が

開発 した 「スパ イマスタ」 は、医薬 品会社 グラ クソ社の工場で稼働 して い る。 この 「スパ

イマスタ」 は、巡回中 に工場 内の居住環境の諸 データの収集 や火災、侵入者 の検知を行 う

な ど種 々の機能 を搭載 してい る。 さ らに、 その データは構 内無線網 に乗せ て工場内の警備

セ ンターに伝送 され るとと もに、警備 セ ンターか らは搭載 されたTVカ メラで随時巡回の

様子 をモニ ターす る ことがで きる。 わが 国で も綜合警備保障によ って ビル内の警備サ ー ビ

ス用 ロボ ッ トの実用化が間近 に迫 ってい る。

わが国の警 備保 障事業の 中で も比 較的新 しいサー ビスに、現金、有価証券な どの貴重品

を輸送す るサ ー ビスがある。車輌での輸送が中心 であ るが、 これまで輸送車輌 の位 置を無

線通信装置で警備輸送セ ンターに送 信 して、その位置情報の管理 が行われて いた。 これに

代 わ って通信衛星を活用 した システムが開発 されて いる。 アメ リカが開発 したGPS(Gl

obalPositioningSystem)を 用 いて 自軍 の位 置認識が行われ、それを無 線通信装置で警

備輸送セ ンターに伝送す る方式であ る。 さ らに、全国広域 を移動す る車輌 に関 して は、位

置情報を伝 送す る通常 の無線通信装置 に代わ って、衛星通信の利用 も計画 されて いる。

(b)機 械警備サービスの多様化

機械警備サービスでは、上記のように地域のガー ドセ ンターと客先を通信回線で接続 し、

客先の異常情報を伝送するシステムは、 もはや歴史のある基本的なサー ビスとなっている。

全国に支店など事業所を展開 している規模の大 きな企業には、自社の事業所の情報を企業

内で集中管理 しているところも少な くない。 しか し、24時間サービスの必要な警備活動を

社内で賄 うにはコス トがかかりすぎる。そ ういう顧客に対 しては、集中管理 している情報

の中の警備活動 に関する情報を、一括 して警備会社のガー ドセンターに伝送 して、警備会

社に外部委託する例がある。
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企業内で取捨選択された情報を専用の通信回線を通 じて受信 したガー ドセンターでは、

専用の通信回線を利用 して関係する情報を、警報が発せ られた事業所を担当する地域のガ

ー ドセ ンターに伝送する。警報を受信 した地域のガー ドセンターでは、所定の警報への対

応を行うというサービスが行われている。

(5)他 分野の情報化 との関連

警備保障事業の情報化は、情報通信技術を業務へ導入するという形で具現化されている

が、他分野における情報化、あるいは情報通信手段の多様化 という点で も警備保障事業は

影響を受けている。以下は、その例である。

(a)イ ンテ リジェン トビル

ビルのイ ンテ リジェン ト化 によって警備 サー ビスの導入環境が急速 に変化 して きた。わ

が国のよ うな良好 な治安が維持 されてい る状態で は、企業内の警備活動 の重要性が と もす

れば軽ん じられ る傾 向にあ った。すなわち、一見回収の見込 みがな い出費 には関心が払わ

れなか ったのであ る。 しか し、そ うした良好 な治安下 にあ って も、企業 を脅かす潜在的な

リスクは増大す る一方で あ った。

イ ンテ リジェン トビルに は、情報通信技術 を導入す ることによ り、高度 な情報通信環境

の創造 と、省 力化 によ るコス ト削減を図 ろうとい う目的があ る。例えば、 ビル内に高速の

構 内通信網 を構築 し、 ビル内の管理情報を集中す ることもその一 つであ る。警備保安情報

の管理 もその一環 と して考えれば、 コス ト削減 に もつながるのである。従来、大規模 な ビ

ルで は多数 の警備員を ビル内要所 に配置す るとい う方法が採 られていたが、その人件費 は

膨大で あった。その警備 員の代 わ りに異常を検知 す るセ ンサー、TVカ メラなどを配置す

ることによって、 コス トを大幅に削減で きるのであ る。

(b)HA(HomeAutomation)とCATV(ケ ーブルテ レビ)

住宅 内にお いて も、情 報通信技術 を用 いて従来 の住宅設備 を統合 しよ うとい う動 きがあ

る。 ホーム ・オー トメー シ ョンである。住宅内にホーム ・バ スとよぶ共用通信網を敷設 し、

住宅 内の情報 環境の整備を推進 しよ うとい うものであ る。警備保障事業 において も従来よ

り住宅 に対す る警備サー ビスは、ホーム ・セキ ュ リテ ィ ・サー ビスと して行われて きた。

実際、 ホーム ・オー トメー シ ョンのメニ ューで共通 して取 り上 げ られて いるのが このホ一
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ム ・セキ ュ リティの機能 であ る。利用者に対す るニーズ調査で も、セキ ュ リティ機能 への

評価 は高い。

ホーム ・セキュ リティといえば、火災感知器、ガ ス漏れ警報機 、非常押釦な どの作動で、

ブザー、サイ レンを鳴動 させ るとい う基本的機能 はよ く知 られて いる。 しか し、近年 ホー

ム ・セキュ リテ ィの概念 も拡大 されてい る。例えば、玄関 に取 り付け られるイ ンターホ ン

に もセキ ュリテ ィ面 での機能 は欠かす ことがで きない。TVカ メラ、モニターを組み込 ん

だ ものや、訪間者の画像 を録画す る機能を備 えた もの も出始めて いる。 さ らに、侵入者 の

検知 も付加 され るよ うにな って きた。最近建設 され る集合住宅で は、居住者以外の館内へ

の入場を制限す るオー ト・ロ ック機能 を持つ ものが増 えてい る。 これな どは、セキ ュリテ

ィ面 でのサー ビスを販売のセ ールス ・ポイ ン トと した もので、標 準的な設備 にな りっっあ

る。

警 備保障事業 と しては、 さらに この警備上 の信号 をガー ドセ ンターへ伝送 して、外部 か

ら支援す るサ ー ビスを事業 の核 として いる。 これ らを単独で商品化す る試みが 当然な され

て いるが、住宅内 に専用の配線 を行 うことは、 コス ト的に利用者 に受入れ られない場合が

あ る。そ こで、 ホーム ・オ ー トメー シ ョンの他の機能 と共用 しようと、その標準化等 に も

力が注がれてい るので ある。

同 じよ うな 目的で、最近普及の兆 しがあ る都市型の ケーブル ・テ レビの機能 に、ホーム

・セキ ュ リティを組み込 もうとい う試み もあ る。 昭和50年 代 に奈良県の東生駒で行われて

いた光 ファイバ ・ケ ーブルを利用 した双方 向ケー ブル ・テ レビのHi-Ovisで は、ホーム ・

セキュ リテ ィ ・サ ー ビスを希望 す る利用者に対 してサー ビスが試行 された。双方 向の特徴

は、放送サー ビスの利用者 に対 す る提供 とい う下 り回線 のみな らず、上 りの回線 を利用 し

て、利用者側 の情報 をセ ンターに伝送で きる点 にある。 この機能をいか に活用す るかが課

題で ある。

Hi-Ovisで は、住 宅にテ レビカメラを備 え付 け、セ ンター との間で相互の様子 を視覚的

に確認 しなが らの コ ミュニケー シ ョンを放送す るとい う試 みがな された。 アメ リカでは、

利用者 に対す るア ンケ ー トや、選挙の事前調査、有料のペイ ・チ ャ ンネルの課金情 報を送

信す る等 さまざまな利用 が試み られた。 アメ リカで もわが国で も、一時の ブームは去 った

が、近年で は有 力な放送 メデ ィアと して、着実 に成長 して いる。 ホームセキ ュ リティ ・サ

ー ビスもまた有力な上 り回線 の利用方法 と して、徐 々にで はあ るが確実 に浸透 して い くで

あろ う。
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3危 機管理

(1)防 災面への拡大

セキュリティは、その語源か らは 「不安のない状態」を意味する。 しかし、既に述べた

ように危機管理と組み合わせて 「不安のない状態」が達成されるのであるか ら、 「不安の

ない状態」実現のためには危機管理面、すなわち異常事態が発生 してか らの手当が当然講

じられていなければな らない。 地震、台風、津波、噴火、洪水などに代表される自然災

害は、その発生を防止することは現在の技術では不可能であるか ら、専 ら危機管理によっ

て、発生 した際にその被害を極小化 し、早期に回復することを考えなければならない。

東海沖で関東大震災 クラスの地震が発生する可能性があると言われて久 しいが、地震に

関する各種予測技術 は地味なが ら確実に研究が進め られている。近年ウォーターフロント

の埋立地での大規模プロジェク トが話題になっているが、最 も懸念されるのが、地震から

生 じる震動ではなく、地震発生による地盤の液状化である。 ウォーターフロントに建設さ

れた大規模な市街地が大型地震の経験を経ていないので、不安は顕在化 していないが、部

分的な経験から憂慮する向きも少な くない。

大手ゼネコンの清水建設は、この液状化をあらかじめ予測するためのシミュレーション

の技術を開発 した。地盤の状態、地下水の分布等から地震の規模に応 じたシミュレーショ

ンを行い、地盤の改良、 ビルの震動対策等に応用できる。また、フジタでは地震発生時の

ビルの鉄骨、柱などの揺れの様子をコンピュータ上で三次元画像としてシミュレーション

す る技術を開発 した。通常のビルのみならず、競技場、展示会場などの特殊用途の大規模

建築物への適用が期待されている。

地震発生時に都市部で最も懸念 され るのが二次災害 としての火災である。東京大学工学

部都市工学科の小出治教授は、都市部の火災の延焼状況をコンピュータ上で予測する手法

を研究 している。火災発生時の天候、とりわけ風の強さ、向きが重要な要素となるが、建

物の密度、材質も延焼の要素となる。 これ らをデータとして入力すると、都市部の被害状

況が推定できる。このデータは実際の地震発生時の対策を講 じる場合、また、再開発など

を行 う場合の災害に強い御作 りへの貢献が期待されている。

(2)安 全に関する情報収集

自然災害ばか りでな く、われわれの周辺には環境の変化によって、従来なかった新たな
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脅威が増えている。それは国際化によるテロ、誘拐の脅威である。三井物産の若王子マニ

ラ支店長誘拐事件をはじめ、それ以降 も海外在留法人の被害は頻発 している。防衛産業な

どを手掛ける多国籍企業であるTRW社 は、 このテロ、誘拐などの危機管理サービスを顧

客に提供 している。

同社は世界各地で発生するさまざまな事件を収集 し、そのデータにより脅威分析を行 う。

その分析結果か ら傾向と指標を探 り出 し、顧客が晒される脅威を絞 り込み、改善の提案を

行 うというものである。サービス ・プログラムは、コンピュータのハー ドウェア/ソ フ ト

ウェア、情報の定期的な提供、事故発生時の対応などをパ ッケージに したものである。ま

た、顧客の社員のみならず、その家族や住宅の警護も対象に含まれている。情報の提供は

同社の情報センター(子 会社のBRI社)が その中核として機能 しており、世界各地の専

門家、政府発表のデータ、新聞、テロ対策等の専門情報誌、アッカーマン ・パルンボ社、

コントロール ・リスクス社などの専門対策会社か らの情報を精力的に収集 している。BR

I社 は関係情報の巨大なデーターベースを構築 してお り、情報は日々ア ップデー トされて

いる。

これまで無防備であったわが国の海外事業活動 も、守るべき価値が増えるにつれて、国

内では予想できない脅威に晒されている。 自らの価値を守るために、企業活動の一環 とし

て情報管理を中心とする危機管理を考慮せざるを得ない時代になりっっある。

セキュリティ、危機管理が産業としての一分野を築き始め、それなりの社会的な貢献が

認識されている。業界は情報収集能力、情報分析能力をより高めて、高度情報社会の持つ

社会的価値が必要とするセキュリティ、危機管理を的確に提供するように努めなければな

らない。

(綜合警備保障 中村雅一)
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3生 命 保 険 会 社 に お け る情 報 化 の 歩 み と現 状

1は じめに

生命保険会社 は、長いこと 「人と紙の会社」と言われ続けてきた。が、最近は 「人 とコ

ンピュータと紙の会社」となってきている。

生命保険会社は全国に多 くの拠点 と大量のセールスマンを抱えている。かっては拠点の

大半は、単なる営業の拠点で しかなか った。 しか し、ここ数年で もってサービスと情報の

拠点に変貌 しっっある。生命保険の業務は、セールスマンが取 ってきた契約の迅速な処理、

正確な管理、効率的な運用が中心 となる。現場か らの情報収集 と処理に尽きるといって も

過言ではない。 とすれば、顧客に近 く全国に数多 くある拠点の情報化とその強化は当然の

流れとも言えよう。

この流れを、昭和20年 代にIBMの 統計会計機を導入 して以来、一貫 してシステム化を

推進 し、平成二年までに高度情報通信 システムと拠点(支 部)の 情報化をほぼ完了、現在、

戦略情報 システムの構築を進めている大手のD生 命の具体例でみてみる。

2情 報化 の歩み

(1)シ ステム化の推移

昭和44～49年

昭和50～54年

昭和55～58年

昭和59～61年

*昭 和59年

*昭 和61年

・本社系 オ ンライ ンの構築 オンライン対象80ヵ 所 、

・大量定型事務 の システム化完成230ヵ 所、

・QC運 動 とシステム開発の連動1 ,600ヵ 所、

・管理情報 システム

・電話端 末 システム

(全 社総合OA化 の推進)2,000ヵ 所、

・総合情報 システム

・簡易言語 の普及(MULTIPLAN等)

・全国OCRシ ステム

・対外接続(602行 とのファームバンキング)

・ 「日経優秀先端事業所賞」受賞

・ 「OA本 賞」
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昭和62～平成2年

平成3年 ～

・営業第一線組織(支 部店舗)へ

の情報装備の充実(支 部 パソコン)

・顧客への情報 サー ビス

・情報 を活用 した保 険販売 システム

・効率 的、高品質な事務 システム

・支部 内LANシ ステム

・集中電話応対セ ンター

・ISDNの 利用

2,700ヵ 所 、1万3,300台

(2)昭 和62年 か らの具体 的な主な歩み

(マ ス コ ミへのニ ュース リリー スか らの抜粋)

62年4月 高度情報 システムrA-1計 画 」(高 度情報 システム化計画)に 着手

この 「A-1計 画 」は、全国規模の高速デ ィジタルネ ッ トワー クの構築、2,000

ヵ所 に及ぶ支部店舗の電子装備化、市場 ・顧客の総合情報 フ ァイルの作 成、端

末機1万 台 によるオ ンライ ンシステムの確立等、最先端の コンピュータ、通信

技術 を積極的 に駆使 した大規模 な システム計画です。 このよ うに、社 内の情報

化、 システム化を さらに高度化す ることによって、次の機能の充実 を はかる こ

とを狙 い と します。

62.9

①第 一線 のサー ビス機能、営業支援機能 の飛躍的強化

②市 場開発 ・顧客サ ー ビスの総合化

③社内 コ ミュニケー シ ョン業務 の近代化

④ オフィスの レスペーパ ー化

④ コンピュータサポ ー トによ る職員教育の充実、等

民間最大規模の 「企業内INS」 本稼働

・全国41ヵ 所 を結ぶ高速 デ ィジタル回線 自営網 を敷設

・ネ ッ トワー ク全体を 「デ ィジタル1リ ンク」で構成、 アナ ログ ・デ ィジタル

の相互交 換を少 な くし、通信の高品質化を図 る

・セ ンター局 と7ヵ 所のネ ッ トワー ク拠点 を1.5メ ガ ビッ トの大容量 回線で結 び
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63.4

(最新の 「共通線信号方式 」を採用 し、回線の効率使用を図 るとともに、異

な るビル間で も同一 ビル内 と同様 に、 コールバ ックや、三者 間通話な どのサ

ー ビスが提供で きる) 、 さらに これ らの ネ ッ トワー ク拠点 と33支 社の間を768

キ ロ ビッ トの高速 回線で結ぶ

・本社 ・総局 ・支社 間の全 国93事 業所 を結ぶ電話を トール ・ダイヤル システ

ム化(全 国 内線化)す る

・全 国2 ,000ヵ 所の支部 に設置 してい る多機能パ ソコンおよび小型 ワークステ

ー シ ョンOCR合 計5 ,000台 をセ ンターコンピュータとオ ンライ ンで結 び、

全国の支部 を強力な情報発信基地 にす る

・社内のデー タ、音声 の通信網 を一本の高速ディジタル回線に統合す ることに

よ り通信量増大 に柔軟 に対応 で きる体 制が整備 され る

本社 と全国2,000ヵ 所 の支部 との情報直結化を実現

支部 の電子装備 ・情報装備を一段 と強化 し、本社 のコ ンピュータと情報 を直結

・高度 な 「保障設計書」 を迅速 に提供

・新契約申込書 をオ ンライ ンで作成

・契約内容の総 合照会、試算が支部でただ ちにで きる

〈情報機器の高度化を実現〉

・本社 セ ンターサ イ ド

① ホス トコンピュータの能 力を大幅 に増 強

総処理能力200MIPS(従 来 は100MIPS)

② 大量の端末群 を一元的 に監視、運用す るために新 たにCMC(Communication

ManagemenntConfiguration)ホ ス トシステムを開発 し、ネ ッ トワーク管理

機能 を分離

多種多様なネ ッ トワー ク構築 が可能 となるとともに、24時 間オ ンライ ン稼

働 の条件が整 う

③大量 のデータを迅速かっ効 率 よ く処理す るため、 コン ピュータ業務処理の

オペ レー ション自動運行化 システムを開発

全 コンピュータ業務処 理の80%を 自動運行化

・現地端 末サイ ド

①全 支部 に ワー クステー シ ョンOCRを 設 置(設 置台数2,500台)
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63.9

63.10

②全支部 の ワー クステーシ ョンに大容量(5.5億 文字 広辞苑13冊 相当)を 持

つrCD-ROM」 を接続 し、外部記憶装置 と して使用を開始。 これによ

り支部 ワー クステー シ ョンに大量 のプ ログラム、データを持つ ことを可能

と した。(設 置台数3,200台)

③全支部 にファクシ ミリを設置(設 置台数2,000台)

④全支社 にIBM4702営 業店 プロセ ッサー設置(設 置台数170台)

従来のIBM8100系 、OCR系 オ ンライ ンと合わせ て3系 統のオ ン

ライ ン体制 と し、バ ックア ップ体制を一段 と充実 させた

⑤公衆 ・専用回線兼用 のモデムをメーカー と共同開発 し、支社 、支部間の オ

ンライ ン化 に使用(設 置台数3,000台)

生保業界初の全国ATMサ ー ビス網 を構築

カー ド機能の拡充、カー ド発行地域の全国展開に合わせATMを 全国の支社窓

口に一斉設置する。 この設置により、保険手続きの迅速化、簡便化など顧客サ

ー ビスを大幅に向上 させるとともに、生保カー ドにとって新規機能である据置

保険金 ・生存給付金の払い出しや自社カー ドローンを実施す る。

*そ の他のカー ド機能

・契約者貸付金の払い出 し、一部返済

・積立配当金の払い出 し

・保険の内容照会

・窓口での本人確認(保 険手続に必要な印鑑、印鑑証明書、保険証券、請求

書の全部あるいは一部を省 くことが可能となる)

日本で初の超高速イメージ処理システムを本格稼働

一保 険証券作成 の大幅 ス ピー ドア ップを実現 一

・米国 スキ ャン ・オプテ クス社製 イメー ジOCR機542型2セ ッ トと日立社

製の高速イ メー ジプ リンタ(H6275レ ーザ ー ビームプ リンタ)3台 の複

合機種を活用 して共 同開発

同時 に、 日本最高速のイ ンテ リジェン ト機能を持 った 自動封入 ・封絨機 によ る

保 険証券発送業務の完全 自動化を実現

・米国 ドッ ドウェル ・ピツニ ーボ ウズ社製の マルチ ウェブ ・コム ・イ ンサ ータ

機(マ ルチ ・イ ンサー ト機能を備えてい る)を1セ ッ ト導入
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63.12

*イ メージ処理 システム

FAXと 同様、署名や画像を白黒の点の集合としてデータ化 し、合成や、編

集を行えるシステム

生保業界で初めて顧客か らの電話応対専用端末機を全国に導入

(本社 ・支社約300台)

あわせて支社での外線電話の受付にっいてもお客様か らの電話を集中受付でき

る体制を順次整備 し、迅速で きめの細かい応対を行 う。具体的には、お客様か

らの電話は、お客様からの照会 ・問い合わせに応対できるグループが集中受信

・応対を行うように していく。顧客電話応対専用端末機(東 芝製J-3100

GXタ イプ)も このグループの事務机上に設置する。

・従来の社内業務処理用端末機から独立

・テンキーやキャスターを装備 し高い操作性を有する

・事務机上の電話機の横に設置、離賭せずにお客様と応対 しなが ら端末機を操

作できる

平成

元.5 AIを 活用 した 「融資サポ ー トシステム」を稼働

〈融資申込企業 に対す るクイ ック レスポ ンスが実現〉

・当社で蓄積 して きた融資判断 ノウハ ウをAIの 知識ベースに移植 し、 この判

断基準 を活用 して、経験の浅 い担当者 で も高い水準で融資判断がで きる

・高 い粉飾発見能 力を持つ システムであ る

・漢字 によ る評価 コメ ン ト、調査項 目の指示を行 う

・業績 フォロー等細 かい分析 も実現

・財務知識 が不要 な決算書入 力 システムを持つ

・融資判断資料 を 自動作成

元.5ア ウ トドアセールスに16bitハ ンディター ミナル 「パスカル くん」を導入

一よ り高度な コンサルテ ィングセールスを実現 一

・ハ ー ドウエア はセイ コー電子工業製ES--2151-01

ソフ トウエア は日立 ソフ トウエアエ ンジニア リングと共 同開発

・保 険料 ・配 当数値等厚 さ3cmに もなる料率表のデータを格納、保障設計書の

90%以 上をカバーす る
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・書替可能 な60人 分の顧客情報を収容

・重 さは260g、 女性のハ ン ドバ ッグに入 る大 きさ、 また見開 き80メ ニ ューの

キ ーを持 っているため、 ディスプ レイのガイダ ンスに従 って入 力すればよ く、

誰 もが簡単 に操作で きるよ うに設計 されてい る

・ 「パ スカル くん」 と支部パ ソコン相互間のプ ログラムデータの受渡機能を持

つ 「転送 ステー シ ョン」設 置。 これで保険商品の改訂 や新商品の発売 ・配当

率 の変更等の際の支部パ ソコンか らの プログラム転送 や、顧客の情報や保障

設計 内容等のデー タの受 け渡 しを行 う

元.7全 国2,300ヵ 所 の支部 に レーザ ー型 プ リンタ(4,500台)を 導入

一帳票革命 を実現 一

・機種 はキ ャノン社 と共同開発 したLASERSHOTLBP-B406

・300種 類⇒100種 類の帳票 に削減

・ 「オ ーバー レイ機能 」を活用 し専用帳票 の共用 白紙帳票化を図 る

・ハ ンディター ミナル 「パ スカル くん」、既存 の支部パ ソコ ン、CD-ROM

OCRな どと組 み合 せ ることで、営業の第一線 であ る支部の情報処理能力を

ア ップ

・音 が静かで印字速度 も速 い⇒ オフィス環境の改善を実現

元.8全 国2,500ヵ 所 を結ぶ 「物流 システ ム」を完成

・コ ンピュータシステム と物流を完全 に一体化 した 「物流情報 システム」

・rJUSTINTIME」 の思想 をベ ースに、少量 ・多品種 にも対応

・在庫の本社集 中、在庫管理 システムの構築で中 間在庫の圧 縮を実現

・この システムは、発注、請求管理 、在庫管理、 予算管理等のデータベース群

が らな り、会計 システム との連動、請求オ ンライ ンシステ ムの構築な ど、最

新 の コンピュー タ技術 を駆使 して いる。 また、基本 ソフ トウエアにはRDB

(リ レーシ ョナルデータベース)を 採用、情報 系 システムへの展開 とシステ

ムの拡張性 に配慮 してい る

・在庫照会 システム、在 庫予測 システム等各種管理 ツールを開発、在庫管理の

強化 と適正在庫の維持 を図 る

・この システムによ り、本社で、支社 ・支部が どのよ うな募集資料を活用 して

い るか、 「売 れ筋 」 「死 に筋」 は何か、など現場 での活動実態の分析が可能
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とな り、販売支援機能 が強化 され る

元.10全 国2,500ヵ 所をネ ッ トワー ク化す る大規模な 「支部会計 システム」を稼働

・本社 ・支社 ・支部間で会計処理 ・資金管理 の直結化が実現

・支社での中間事務が削除 され る

・コンピュー タ管理 によ る資金 の有効活用が促進 され る

・支部の経営資金を コン ピュー タが把握 し、全社 の会計情報が一元化 され経営

診 断等 に役 立っ

・パ ソコン操作 は、画面上 で コ ンピュー タが入力をガイ ドす る 「ガイダ ンス方

式」を採用 し、わか りやす いシステムであ る

2.12団 体定期保険 の新事務 システ ムが稼働

〈顧客サー ビスの向上、事務効率の向上〉

・お客様に最 も近 いサ ー ビスの拠点(支 社)で 処理を完結す ることを旨と し、

新契約 ・制度変更 ・試算 ・異動 ・支払等、現地 で発生する業務をオ ンライ ン

リアルタイムで処理す る ことによ り、事務のス ピー ドア ップを図 りお客様 に

対す るサー ビスの向上 を最大 の狙 い として いる

3.3フ ァクシ ミリによ る世界最大規模 のイメー ジオ ンライ ンシステムを構築

一3
,000ヵ 所 のフ ァクシ ミリとホス トコ ンピュータとを直結 一

・文書類 を支部の ファクシ ミリか ら送信す るだけで本社のホス トコ ンピュー タ

に直接 オ ンライン入力で き、 イメー ジデータ とコー ドデータを自動的にホ ス

トコンピュータで付 き合わせ る、 ス ピーデ ィな業務処理体制に切 り換わ る

*主 な システム構成

① フ ァクシ ミリ蓄積交換装置

セ ンター装 置:東 芝社製高度産業用 コンピュータG8090

中継装 置:東 芝社製簡易 フ ァクシ ミリ蓄積交換装置AK-1

(7ヵ 所13台)

② 音声応答 ・画像制御装置

東芝社製分散処理 コ ンピュータV7060

③ イメージ処理用 ホス トコンピュータ

日立社製汎用 コンピュータM-660K、M660H

イメージプ リンタ 日立社製H62753セ ッ ト
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H62764セ ッ ト

H81743セ ッ ト

④ コンピュータLAN接 続装 置

米国 ファイ ブロニ クス社製 イーサネ ッ トコン トローラK2000

⑤ イメー ジOCR機

米国スキ ャ ン ・オプテクス社製542型 イメー ジOCR2セ ッ ト

3現 状 と今後の方 向性

(1)現 状

保有契約 は、約1,000万 人以上 の個人、8万 弱の法人 と契約 がある。 こうした業務の事

務処理で1日 当た りオ ンライ ン業務処理 は60万 件以上 に上 って いる。特 にライフスタイル

の変化 に対応 し、保 険商品はその種類が10年 間で約3倍 にな り業務 は複雑化 して いる。全

国約2,500の 支部、約6,000台 の端末で打 ち込まれ る見積書の作成件数 も月 に350万 枚 の規

模 にな って いる。

*主 な使用機器

IBM90212台 、HITAC・M6801台

IBM30902台 、HITAC・M6601台

IBM55×07,600台 、FACOM・M7702台

FACOM・G160210台

(2)今 後の方向性

今後は、年金の処理に対する投資が必要となる。企業年金 と厚生年金基金を合わせた団

体年金 は過去5年 間で4倍 に拡大 したが、高齢化社会の到来で今後10年 間ではさらに8～

10倍に膨 らむと見 られる。

また労働環境の変化に対応 し未熟練者で も簡単に処理できるようなシステム化を推進 し

ていく必要がある。

さらに資産運用ではコンピュータによる分析手法を強化 していく必要がある。機関投資

家は独特の立場なのでソフ トを試行錯誤 しなが ら作 り上げざるをえない。

また災害時に対応 した安全対策や、データ管理 も一層強化 してい く必要がある。

(第一生命保険 山口法丸)
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4行 政 に お け る 情 報 化 の 課 題

1情 報化への取 り組み

情報化社会の到来が言われて久 しいが、政府においても情報化を目的とした施策が各種実

施されている。情報 ・通信産業の育成は通産 ・郵政省により助成金交付、設備投資への低

利融資、税制優遇等のさまざまな助成策が実施されている。基盤環境整備 も政府保有デー

タの民間提供、データベース等の著作権保護等がなされている。近年は各省の施策ツール

として情報化を採用する例が多 く、各種の情報収集 ・提供システムが構築 ・活用され現代

社会を支えるインフラとなっている。身近な例では建設省の道路交通情報システムがあり、

あまり存在は知 られていないが厚生省の結核 ・感染症サーベイランスシステム等の重要な

ものがある。地域振興については情報化が前面に出され、ニューメディアコミュニティ(

通産省)、 テ レトピア(郵 政省)、 グリーン トピア(農 水省)、 インテリジェントシティ

(建設省)と 目白押 しである。いずれ も構想に基づいた地域指定が行われているが、地域

社会に大きな影響を及ぼすほどには至 っていない。

一方、政府内部 における情報化への取 り組みは昭和33年 に気象庁がIBM704を 気象分析に

利用 したのが始まりである。その後、事務処理の効率化を目的としてさまざまな部署に計

算機が導入されている。当初の応用分野は統計集計処理が多 く、さらに大型の業務処理へ

と導入が進んだ。前者の例は総務庁統計局による国勢調査等各種センサス統計があり、後

者は社会保険庁による国内をオンラインで結んだ社会保険事務処理や、近年では特許庁の

特許ペーパーレスシステムがある。行政事務のシステム化は、人手で処理 していた事務を

計算機に置き換える、っまり機械化を目的とした。いかに大量のデータを早 く処理できる

か、計量可能な基準が導入にあたって評価された。 これに対 して、情報を活用 して新たな

情報を産み出すことを目的とする、付加価値型の情報 システムへの取 り組みは既に10数年

前から行われていたが、取 り扱うデータが統計中心であった りして行政ニーズに必ず しも

対応せず、情報システムとして主流には至 らなかった。民間において戦略情報 システム等

が普及するにっれ、官庁における情報活用の遅れが認識 されつっある。地方自治体におい

ても国とほぼ時期を同 じくして計算機が導入され、同様に統計の集計処理や税務事務にお

ける税額計算等に活用されることから始まっている。近年は住民 と接触する機会が多い地

方 自治の特色か ら、住民票や印鑑登録等の窓口処理のシステム化が進み、住民サービスの

向上に情報化が貢献 している。 しか し、情報活用 という面では国と同様で進展 していると
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はいえず、パ ソコン通信や ビデオテックスによる住民への行政情報提供に熱心な程度であ

る。

2情 報化の課題

(1)情 報化投資評価基準の欠如

情報化を進めるには投資が必要である。計算機の導入、ソフ トの開発、データ等環境の

整備、 システムの運用 と各段階で資金が必要であり、運用にあたっては人材を養成 ・維持

しな くてはならない。これ らの投資を実施するには、その効果が事前に推定でき、かつ実

施後には計測できる必要がある。民間では投資はすべて利益増加を目的として行われる。

そ して、情報化を含めた全ての投資効果は毎期末の決算として明確に報告され、そのパフ

ォーマ ンスが明らかになる。 したがって、情報化投資を継続すべきか、方向を変えるべき

かといった判断が可能となる。これに対 して、行政における投資効果の計測は一般に困難

であ り、情報化投資にっいての明確な評価基準は確立されていないと言 ってよい。

情報化の初期において適用された分野は、前述のように統計処理や大型事務処理であっ

た。 これ らの業務は、入力す る情報量(統 計の調査票枚数、事務の申請件数等)と 出力す

る情報量(統 計書、報告書等)が 明らかであり、処理 している人手の数も把握されていた。

情報化投資は、経済成長に伴 う社会活動の活発化によって増大する一方の情報量に対 して、

人手を増やさずに、 もしくは減員でも対処できる唯一の方策であ り、投資を行わなければ

国民に対する行政サー ビスが低下 もしくは実施できなくなる。 このような分野にっいては

効果が計測でき、投資すべきかどうかの評価基準は明確であった。

しかし、情報付加価値型のシステムに対する効果の計測は困難である。例えば、政策の

立案を支援する事を目的とするシステムの場合、システムの効果、っまり導入す る以前 と

以後での違いはどのように計測すればよいのか。政策が 「速 く」立案 されるのか、 「た く

さん」立案されるのか。民間企業の戦略情報 システムでは、 「企業戦略」を実現するため

の方策として情報化投資が行われ、その結果は利益 もしくは損失として客観的に報告され

る。利益が上が らなければ、 「企業戦略」が誤っていたのか、その方策である 「情報シス

テム」が誤っていたのかである。行政においてはこの 「利益」に相当する客観的な評価基

準を見つけるのは困難である。 したがって、投資すべきかどうかの評価、 もしくは投資 し

た後の効果には主観的な要素が入 らざるを得ない。その典型は 「横並び」である。他の、

特に類似の機関で投資が行われると、 「横並び意識」が主たる動機 となって同様な投資(
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予算獲得と執行)が 行われることが見 られる。っまり、自己の実力とは別の他の要因によ

って投資が行われ、その結果がマイナスであったとしても組織には直接波及 しない。民間

であれば、バブル絶頂期に莫大な投資を行った証券会社がその後の崩壊で致命的な結果を

もたらしたことに見 られるように、同業他社 との横並び意識だけでは投資できない。

以上のよ うな評価基準の不明確さは、情報化投資においてさまざまな弊害をもたらして

いる。客観的な評価基準の欠如は、投資すべきかどうかの判断に主観的な基準が入るのを

避けえず、結果としてアンバランスな投資が行われることとなる。情報化は組織の様々な

部分に波及 し、これらの要素は相互に依存 しているので、一部のみの投資は十分な効果を

産み出さず、無駄な部分を生 じて しまう。一例として、計算機の端末展開をパソコンによ

って行った ところ、ワープロ整備が進んでいなかったため、パ ソコンが端末 としてよりワ

ープロとして使われて しまい、オンライン端末としての投資は十分に生かされなかったこ

とがある。 ワープロを導入 したほうが効率はよいのだが、事務機としてのワープロ導入は

全組織に波及するのできりがな く、予算が認められなかった。これでは、端末としてのパ

ソコンは投資 した期待効果の数分の一 しか使われなかった事になる。情報化投資のアンバ

ランスが表面化 した例と言えよう。また、横並び意識による投資は評価基準を他に求める

ため甘いコス ト評価をもた らす恐れがある。

(2)市 場独 占による情報化 マイ ン ドの非顕在化

行政組織 は建前の上で はその行政対象分野 が明確 に区分けされてい る。っ まり、 よその

縄張 りへ は手 を出さないので ある。(も ちろん、総務庁を初 めとす る内閣部局は各省 とオ

ーバ ーラ ップす るが、 あ くまで も各省間の調整を行 うことが任務であ る。)役 所間の縄張

り争 いは良 く知 られ る ところで あ り、最近 は社会構造の複雑化、国際化の進展 による海外

要因の増大等 によ り、各省庁の政策が相互関連す ることが多 くな って きている事 は事実で

あ る。 しか し、原則 は行政分野の 区分があ り、その分野 にっいて は、 いわば市場を独 占 し

ている。 これを民 間 と比べてみ ると、情報化投資を進め ようとい うマ イ ン ドが顕在化 しに

くい ことが浮 かび上 が って くる。

民 間で は市場競争 が当た り前で ある。競争は商品の開発力やその販売力等で争われ る。

っま り、他 の商品 と比べて、品質が よ く、使いやす く、安 く、買 いやすい、 アフターサー

ビスが よい等 の差が あれ ば、市場で競争 に勝 つ事がで きる。同業他社 に市場で勝っため、

さまざまな戦 略が立案 され、実施 され る。近年 、盛ん にな って いる戦略情報 システムはこ
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の企業戦略を情報システムによって実現するものである。有名なアメリカンエアーのシス

テムは他社の飛行機座席予約 システムと結合することにより、他社便 も含めて一台の端末

か ら予約できるという 「使いやすさ」で差を付けた。 クロネコヤマ トは トラックまで含め

たネットワークにより、 「確実な荷物配送」により差を付けた。セブンーイレブンはPO

Sに よる売れ筋情報の確実な把握により、 「売れる品揃え と店頭在庫の削減」により差を

付けた。差を付けたことにより企業は収益を確保 し、これをもた らした情報化投資はプラ

スの評価を受けた。

これ ら投資の動機は市場競争である。競争がなければ、黙 っていても売上はあり、適度

な収益がある。現状維持以上の投資は必要ない。積極的な投資を行って、結果 として効果

があって も、それは投資が もた らした ものか他の要因がもたらした ものか区別がっ きにく

い。行政は分野毎に独 占市場であり、競争す る必要がない。競争相手がでてきたら文句を

言えばよい。ましてや差別化のための投資は必要ない。これが、行政において情報化マイ

ンドが顕在化 しにくい理由である。

(3)多 種多様な小規模業務、あいまいな業務仕様

官庁における事務処理は多種多様である。前述のように大規模業務処理にっいての情報

化はかなり進展 しているが、情報化の対象とな っていない小規模業務 も多数残 っている。

これ ら業務の現場か らは定員削減等によりシステム化への強い要求がある。 しか し、その

実現には予算確保はもちろんであるが、それ以外にも官庁ならではの課題がある。

官庁における業務は原則 としてすべて法律に基づいて実施されている。法治国家では当

たり前のことである。 しか し、法律で規定 しているのは、いわば精神論的なことが主体で

あり、その実施にあたってはより詳細な事項を決める必要がある。例えば、ある目的のた

めに対象者に規制をかける法律が国会で決まったとすると、対象者の認定方法、認定する

人(資 格)、 規制の具体的な基準、基準の測定方法等さまざまな事項をさらに規定 してい

かな くては、法律を実施で きない。 これ らの詳細な事項は、各省が制定する省令や規則、

さらに担当局が決める要領や通達によって決まる。っまり階層的により下位の法令が決め

られ、その内容は明文化される。 しかしこれですべて法が施行できるわけではない。法律

は人が作 ったものであり、予想 される事象を前提としているので、これ以外の事象が出現

した時は場合によっては現場で対応 しな くてはいけない。っまり、人間の判断に頼る要素

が残されており、当然この内容は明文化 されていないことになる。
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業務をシステム化する場合、その仕様が明確である必要がある。官庁業務の場合、仕様

は法律 と下位法令により規定されるが、上述のように明文化されていない部分があり、そ

の仕様は明確ではない。さらに、時間が経過すると地域による環境条件や運用の違いによ

る処理内容、つまり仕様の相違が発生する場合がある。 もちろん業務のすべてをシステム

化する必要性はないが、法律 ・法令の制定にあたっては必ず しもそのシステム化を前提に

はしていないので、 システム化す るときになって障害が明らかになることがある。例えば、

書類への押印である。申請者の押印が規定 されている申請書についてはその電子申請化は

困難である。申請書を電子化するには特許ペーパーレスシステムのように法令を変更する

必要がある。特許のように大規模事務では効果が明 らかであるので法令を改正できる。 し

か し、小規模業務ではそこまで行われることはまれである。法の施行にあたっては情報シ

ステムによる事務処理が必然であることを前提として、法令内容を制定するべきであろう。

また、法は全国一律に施行されなければならない。年間1件 しかない地域でも、一万件

の申請がある都会 と同様な処理が行われる必要がある。民間であれば極小な市場は切 り捨

て られるであろうが、行政では許 されない。たとえ効率が悪 くてもサービスは一様に行わ

れるのが原則である。 システムはこのような格差に耐えうるものである必要があるが、シ

ステムとしての効率は必然的に悪 くなる。

(4)官 民分担のあいまいさ

業務処理に対する情報化投資の結果 としては何が残るのであろうか。もちろん、迅速 ・

確実な事務処理が 目的であ り、これは達成 されるであろう。 しか し、重要なのは電子化さ

れたデータである。電子化されることにより、データは他の用途に活用可能となる。 この

情報化の副産物である電子化データは国民の財産であると言 ってよい。もちろん何にで も

使 ってよいわけではな く、自ら目的は限定されるのは当然である。 しか し、個人のプライ

バシー等を除けば国民の財産であるデータは広 く活用されるべきであり、関係行政機関内

のみに利用が限定されるべきではない。活用方法は民間の創意にまかせられるべ きである。

アメリカでは国民の税金によって産み出されたデータは国民に還元する原則が確立されて

おり、磁気テープデータが広 く提供 され、学術機関での活用 とともに民間のデータベース

育成の一因となっている。 しか し、わが国ではこのような考え方は定着 しておらず、統計

データについて1985年 の統計審議会報告を受けて磁気テープデータの提供が具体化 してい

るのみである。情報化の進展が著 しい業務処理データにっいては、なんら統一方針が示さ
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れていない。例えば、大蔵省の通関統計は通関業務処理の結果であるため統計とは扱われ

ず、統計審議会報告に影響 されないため磁気テープデータの第3者 提供にっいて独自の制

約を設けている。

しか し、電子化データの民間提供が進まない別の理由は、そのための投資がなされてい

ないという点にも原因がある。統計や業務処理にっいての システム化の目的はその迅速 ・

確実な処理にあり、民間提供の原則が確立 されていない現状ではそれ以上の投資は認めら

れ難いか らである。行政サー ビスを実施す るのは行政の任務であるが、その副産物を活用

す る機会は民間に開放すべきである。行政事務の情報化投資にあたっては、データの民間

提供を前提とすべきではないだろうか。

(5)情 報活用についてのユーザ能力

統計や業務処理の情報化が進展 し、データが整備されるとともに、これを活用するハー

ド・ソフ ト環境が整備されると、行政は全体的に情報化が定着す るであろうか。政策の企

画立案を担当する行政官は、データを活用 した政策を立案できるであろうか。現状か ら見

て、その展望が明るいとは言いに くい。

政策官庁を自認する通産省の定員 は1万2,000人 であるが、地方部局や試験研究機関を

含んでおり、霞が関で政策の企画立案に携わっているのは3～4,000人 である。 しか し、こ

の人数だけで通産省の政策が出来上がるわけではない。政策の検討にあたっては学界や民

間の有識者により構成される審議会をへており、その委員は1,000名 を超えるであろう。

政策の実施にあたってはJETRO、 新エネルギー ・産業技術総合開発機構、中小企業事

業団等の特殊法人や財団等公益法人に協力を求める。さらに、縦割 り局と言われる産業振

興を担当する基礎産業局、機械情報産業局、生活産業局では、所管産業別に業界団体が設

立されており、企業と官庁 との橋渡 しの役を担 っている。政策はこれらの人々の総合力に

よって企画 ・立案、検討され実施 に至っていると言 ってよい。その人数は大ざっぱに言 っ

て通産省霞が関で政策立案に携わ っている人数の10倍 はあるのではないだろうか。

問題は、 これ らの環境によって政策立案 してきた役人が、情報化環境の整備によってこ

れを生か した行動が取れるかである。現在の環境はあまりにも便利なのである。何か分か

らなければ電話で聞けば教えて くれるし、場合によっては資料 も作 ってくれる。職員一人

ひとりに万能の秘書がっいているような ものである。 これをそっくり情報 システムで代替

す るのは不可能であろう。人的なネットワークを介 して伝わって くる情報には素材が加工
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され調味料が加え られている。食べやす くおいしい情報ではあるが、それをそのまま味わ

って しまうのではなく、その素材は何であ り加え られた調味料は何なのか、確認すべきで

あろう。料理として味わっているのは、素材の味なのか、加工の為なのか、調味料の為な

のか。そして、必要があれば素材に戻 って料理 し直 してみると別の味になることもあろう。

新鮮 と思 っていた素材が実 は鮮度が落ちていたものを調味料で ごまかしていたりすること

が分かるかも知れない。このような行動は実に面倒であるが、優れた行政官は情報に基づ

いた行動を取 る前に、なん らかの確認をしている。このような場面でこそ情報システムが

活用されるべきである。計算機を使 うことが情報化ではないが、行政の情報化とは政策の

企画 ・立案において、情報 システムの支援を受けて情報が活用されることである。そのた

めには、安易に人的ネ ットワークに頼 ることな く、オ リジナル情報や別の側面の情報で確

認を取 り、企画 ・立案する能力を養成する必要がある。

(6)人 材育成

情報化に対す る人材育成に関する課題が多いのは官庁のみではない。ワープロ ・パ ソコ

ン等の操作能力、パ ッケージソフ トの活用能力、OA機 器を前提としたプレゼンテーショ

ン能力、 システム思考能力等 さまざまな必要事項が提案されており、民間においては全社

的な教育体制を取 っている企業 もある。官庁における人材育成の目的は教養付加が主であ

り、能力育成は従である。知識が主であり、技能はおまけである。 しかし、情報化社会の

現代においては情報を活用する技能を身に付けることは必要不可欠である。このことを認

識 した人材育成を、新人のみな らず全職員に対 して実施する必要がある。

以上のことは一般職員に関するものであるが、情報化を推進する部門の人材に関する課

題は人事ローテーションである。情報技術の進展は目まぐるしいほどである。次々に登場

す る新製品、サー ビス、考え方。一方、内部ではさまざまな業務が発生 し変更されてい く。

担当職員 も2年 程度の期間で変わってい く。 これらの組み合わせに適合 し、組織としてバ

ランスの取れた処理能力を維持 してい くことが情報部門に求められている。これに対処す

るには豊富な技術的知識 と内部業務に関するさまざまな経験が必要とされる。 しかし、情

報部門でも通常は2年 程度の人事ローテーションが実施される。 これでは専門家を養成す

るのは困難である。外部コンサルタントを活用するのが一つの方策であるが、情報処理に

おいては建設における設計 ・施工のような明確な職務区分が確立 されておらず、コンサル

タントを活用するノウハウが定着 していない。専門家を育成するのか、外部 コンサルタン
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ト等専門家を活用す る制度 とノウハウを確立するのか、いずれかの選択が早急に必要な時

期となっている。

(新エネルギー ・産業技術総合開発機構 内田和義)
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5情 報 社 会 に お け る サ テ ラ イ トオ フ ィ ス の 将 来 像

一個人の新 しい働き方 と生 き方を情報社会はどうサポー トできるのか

1日 本におけるサ テライ トオフ ィスの流れ

わが国におけ るサ テライ トオ フィスの歴史 は、1980年 代の後半 に始 まる。 日本電気 が19

86年 に自社 型のサテライ トオ フィスを武蔵野市 につ くり、また1988年 には埼玉県志木市 に

共同型のサテ ライ トオフィスと して 「志 木サテライ トオフィス」が 開設 された。 これ らが

日本 にお けるサテライ トオ フィスの鳴矢 とされているが、特 に後者 は、住友信託銀行、富

士ゼ ロ ックス、内田洋行、鹿島建設、 リクルー ト、NTTの6社 が参加 した実験プロジェ

ク トで、100坪 強のスペ ースを擁 した本格的なサテライ トオフィス として、 マスコ ミ等に

も盛ん に取 り上げ られ た。

その後、サテ ライ トオフィスは三鷹(東 京都)、 溝の口(神 奈川県)等 に開設 され、サ

テライ トオ フィス とい う言葉 自体 もかな り一般化 して きたよ うに思われ る。

そ もそ もサテ ライ トオフィスは 「衛星(サ テ ライ ト)」 に由来す るが、都心部にある本

社 に通勤 しな くて も、本社を中心 に して衛星のよ うに郊外部 にっ くられたオフィスで勤務

すれば いいという 「職住近接」の発想か らっ くられ た ものであ る。

「職住近接」の働 き方を導入すれば、勤務者 は通勤地 獄に悩 まされることな くゆと りあ

る生活 を営め るよ うにな り、 また企業 と して も都心部のスペースを削減で きるのでオフィ

ス コス ト等の節減につなが る。 さ らにサテ ライ トオ フィスでは業務 の効率があが り"知 的

生産性の 向上"に 寄与す るので企業 としての メ リッ トが大 きいと も言われ る。

サテライ トオ フィスの兄弟分 には、 ホームオ フィス(在 宅勤務)、 リゾー トオフィス、

ローカルオフィスなど と呼 ばれ る形態が あるが、それぞれ家、 リゾー ト、地方 にオフィス

をっ くるとい う発想 の もので あ り、 これ らは総称 して 「分散型オ フィス」 と呼ばれ ること

もある。 オフィスを分散 させ る ことは、一極集中の是正 とい う国家的な課題に応え る方策

である、 との認識か らサテライ トオフィスや ローカルオ フィスが論 じられ ることも多 いの

である。

以上の よ うなオ フィス形態 は、現段階で はどれ も実験段階であ るとい う方が正確である

が、 さまざまな試 みが各地で行われて いる。

ホームオ フィスは、 アメ リカ等で はかな り一般化 して きた勤務形 態であ るが、 日本で も

平成4年 度に は通産省の プロジェク トと して十数社が参加 したホームオフィスの実験が各
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地で行われた。 リゾー トオフィスは、数年前 か ら、熊本、長 野、北海道等 に相次 いで試行

的にっ くられ、現在 は一部実用化段階 に至 ってい る。 ローカルオ フィスは、地方 に本社機

能の一部や全てを移転す るとい ったイメージのオ フィスであ るが、 これ に関 して もさまざ

まな提案がな されてい る。通産省が推進す る 「オ フィスアルカディア計画 」や郵政省 の 「

サテ ライ トビジネスセ ンター計画 」等 をみて も分か るように、 中央省庁 レベルで もこう し

た流れ に対 して は積極的な提 案を しっっあ る。

2年 間 ほど任意団体 と して活動 して きた、 日本サ テライ トオ フィス協会 が平成5年 度の

初頭 に、通産 省、建設省、郵政省、国土庁の4省 庁 の共同管轄で社団法人 と して認可 され

るとい う動 き もあり、 これ は分散型オ フィスの展開に はずみをっけ るので はな いか との観

測 もな されて いる。

サテ ライ トオフィスを は じめ と した分散型 オフィスは、今後 さまざまな発展、展開を遂

げると思われ るが、それ らは、わが国の情報社会 のなかで どのよ うに位置づ け られ、 また

それ 自体、今後 どのよ うな将来像を描いて い くのであろ うか。

2日 本型 マネ ジメ ン トとサ テライ トオフ ィス

サテ ライ トオフィスを論 じるときに避 けて通れな い話題 は、 日本の企業 の独特の管理運

営方式(マ ネ ジメ ン トシステム)に っいて であ る。志木サテライ トオ フィスにおける2年

半 にわた る実験で も何が一番 問題 にな ったか といえば、サテ ライ トオフィス勤務者の人事

評価 まで含めた管理 をど うす るか という点 であ った。 サテライ トオフィスで勤務す る社員

個人 にと って は家族 との時間 も増え る し健康的な生活が送れて メ リッ トが大 きいが、管理

者の立場か ら言 うと評価が しに くい、仕事を任せ に くい とい った点 が指摘 された。

最近 で こそ、大手企 業における裁量労働制 の採用や完全 フ レックス タイム制の導入な ど、

新たなマネ ジメ ン トの仕組みが実際 に行われ るよ うに もな って きたが、 まだ大半 の企業 に

おいて行われている方式 は、年功序列 と終身雇用を前提 と した旧来か らのマネ ジメン トで

ある。そ こで は対面 の島型配置な ど と呼ばれ る机の レイアウ トに典型 的に見 られ るように、

社員が常 に一緒 にいて仕事以外の プライベ イ トな ことまで わか り合 った上 で共同責任の よ

うな形で事 にあたって い く。 そ う した業務 の進 め方が主流 であ るため、部下 がサ テライ ト

オ フィスやホームオ フィスで勤務 す るとい う働 き方 にはな じめず、分散型オ フィス とい う

もの 自体が成立す る土壌がそ もそ も日本 には希 薄だ ったのであ る。

近 くにいな いと、 その勤務者の評価がで きな いとい う仕組み は、 「業績評価 システム」
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の対局に位置づけられる。極端に言えば、仕事の成果が上が らなくてもただ会社に来てい

ればいいという評価の仕組みである。もちろんただ会社に出ているだけで給料を貰 ってい

るという極端な例は少ないであろうが、十分な成果が上がっていないのに人件費はかさん

でいるという事例は多いのではないかと思われる。工場では秒単位でモノづ くりの生産性

が管理 されているが、いわゆるホワイ トカラーの知的な面での生産性は、その測定法 も確

立されないままに放置されている。業務の成果を中心にして評価を下 していくとい うシス

テムもまだ確立 されてはいないのが現状である。

しか しなが ら、早晩サラリーマンの給料が野球選手のような年俸制的なものに移行 して

いくのではないかとの予測 もある。特に、現在のような不況が長びけば、企業として も生

き残 りをかけた方策を打たざるをえなくなるのは必定である。同期入社の社員が一律に出

世をしていき停年まで勤め上げるという旧来からの日本的システムが、いわゆる団塊の世

代辺りか ら成立できな くなることは、ほぼ大方が認めていることでもある。実際に破綻の

場が来てみなければ、その衝撃の大きさを実感としては掴みきれない場合が多いわけだが、

ホワイ トカラー層における 「企業におんぶにだっこ」という蜜月時代はもう終焉を迎えつ

つあるといっても過言ではなかろう。

企業側のやむを得ない選択として、日本にも業績評価を第一に考えた、新たな評価の仕

組みが導入され、それに伴 ったマネジメント手法が確立されていくというシナリオが描け

るのである。そうした近未来の企業像のなかでは、サテライ トオフィスやホームオフィス

に代表されるような分散型オフィスは非常に受け入れやす くなる可能性が高いのである。

3情 報社会 とサテライ トオフ ィス

サテ ライ トオ フィスで勤務す る場合、 その勤務 の形態 は英語で 「テ レコ ミューテ ィング」

な どと呼ばれ る。 「テ レ」 とはテ レフォンや テ レビジョンのテ レであるが この 「テ レコ ミ

ューティ ング」を日本語化す ると 「電子通勤 」とい うことになる。サテライ トオフィスで

勤務す る場合、本社 との間 は電話回線で結 び付 け られ ることとなるのであ る。

志木サテライ トオフ ィスの実験 の際 にも、い くっかの情報機 器が持 ち込 まれてその使用

実態が調査 された。一年 目の第一期実験の時に導入 されたのが、テ レビ電話やテ レビ会議

システムであ り、また二年 目の第二期実験の時には 「遠眼鏡」 システム とい うものが設 置

されて実際に用 い られた。 ここでの具体的 な体験 を踏 まえて情報社会の到来 とサテ ライ ト

オ フィスの将来像を考 えてみたいと思 う。
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まずテレビ電話やテ レビ会議であるが、テレビ電話の方は電話に10セ ンチ角の画面がっ

いたもので一対一で相手の顔を見なが ら電話ができるという仕組みであり、またテ レビ会

議の方は20数インチのテレビ画面を通 じて双方数名ずつの会議を行うことができるという

ものであった。これ らを実際に用いてみた感想を結論的に言えば、残念なが らまだ実用と

して考えるには時期尚早の感を免れないというところである。

テ レビ電話にしてもテレビ会議に して も、インフラとしては双方に同規格の機器が備え

られていなければならず、かつISDN回 線が引き込まれている必要がある。機器類はテ

レビ会議システムなどを例にとれば最低でも一基数十万円のオーダーとなってしまい、多

くの人が導入するにはまだ障壁が高い。ISDNに して も一般家庭はもちろんの こと、ほ

とんどの事務所には導入されていないというのが実状である。時期尚早と思われた原因の

第一は、まずはこうしたインフラの未整備によるところが大きい。

また使用勝手を見ても、テ レビで対面 しているようにリアルタイムで相手の表情の動き

が伝わって来るというものではない。テレビ会議システムを例にとれば、ちょうど遅いコ

マ送 りのような感 じで映像が相手に伝わる。実際に相手を目の前にしているような感覚が

得 られるのではな く、いかにも機械が介在 しているという印象が強い。こちらで笑いかけ

て もそれが相手に伝わるのに数秒の誤差が生 じて しまうという使用感覚なのである。これ

では慣れるまでに違和感が大きい。この問題は、技術的には伝送用の圧縮技術の話になる

のであるが、この技術が現在鋭意開発中という段階のもので、残念ながら今の時点では違

和感をぬぐい去るところまでは至っていない。一般の人達が例えばテレビ電話というもの

に対 して思い描 く、あたか も相手が目の前にいるように電話ができるという使用実感はま

だ得 られないのが実状で ある。 こうした ヒューマ ンインタフェースの問題が第二 の時期尚

早の原因 と考え られ る。

もちろん現在で もテ レビ会議 システムなどは、例えば関西 と東京の両者 に本社 を持つ よ

うな企業で大いに導入 され使 われて いる。社長や役員がテ レビ会議 システムを導入す るこ

とによって どれだけ効率よ く動 けるようにな ったかを考 えれば、 こう した技術の導入で大

変 な経費上の効果が もた らされていることが理解で きよう。 この ように効果的に使 われて

いる場合 も多 いが、サテ ライ トオ フィス とい う場面で こう した技術が本 当に必要か どうか

につ いては議論の余地が大 きい。

そ もそ もサテ ライ トオ フィスやホームオ フィスで仕事をす るのに適 した業務 は何か と言

えば、 まず第一には、 自己完結型で他者 との コミュニケー シ ョンを必要 としない業務 とい
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うことになる。企画書や レポー ト作成、プログラ ミング、翻訳、設計、デザインといった

類の業務である。 これ らは出来高制や業績評価 システム とな じむ ものなのであるが、知的

かっ 自己完結型業務であ るため、 いつ どこでで も仕事がで きる状況(フ レックスワー ク)

をっ くりだ した方がかえ っていい成果が期待で きる という側面が ある。遠隔地で もで きる

そ う した業務 を遂行す る場合、頻繁 に本社にいる上 司や客先 とコ ミュニケーシ ョンを とる

必要 はそ もそ も少ない。機器 と して は、必要に応 じて電話 とファクシ ミリ、それにパ ソコ

ン通信(ワ ープロ通信)が あれば十分 とい うのが現実的な解答であ ると思われ る。

会議に関 しては、 自己完結型業務で はそれ ほど多 いわけで もな いので、その時 は本社 に

出か けるな りして物理的に会議 に出席すればいい、 と考えるのが最 も現実的で あるが、 も

ちろん遠隔地か らで も参加 で きるよ うな仕組みがあるにこ した ことはない。関西 と関東 と

いった遠距離 間な ら特 に効果 は大 きいと思われ るが、現実的にはサテ ライ トオ フィス勤務

に必須の アイテム とい うことはない。会議に も大 きく分 ければブ レス トを行 うよ うな発散

的会議 と事務確認的な要素の強い集束的会議があ るが、前者 に関 して は現在の レベルでは

テ レビ会議 は向かない。後者に関 しては使 い方 によ って十分に機能す ると思われる。要 は

どのよ うな場面で どうツール類を使 い こな してい くか とい う知恵 の問題 と言え るのであ る。

第二期実験の時 に使われた 「遠眼鏡 システム」では、 自己完結型でない業務で もサテ ラ

イ トオ フィスで支障な く勤務す ることがで きないか とい う関心 か ら実験がな された。本社

とサテ ライ トオ フィスそれぞれ に常時稼働の カメラを設置 し、いっ もそれぞれの状況が画

像 として 目に入 るよ うに したので ある。例 えば本社 にいる上司か らみれば、サテライ トオ

フィスにい る部下が いま何を して いるか、さぼ って いないか、 とい うことが手に取 るよ う

にわかる。部下か らみれば上司や同僚が本社で いま何 を してい るかがや はりリアルタイム

で把握で きる。 また遠 隔操作でカ メラの向 きやズームア ップを 自由に操作で きるので、本

社の 自分が所属す る部署全体の風景 を映 し出す ごともできれば、上 司の机だけを写 して置

くことも、 また上司の顔 だけのア ップを写 して置 くことも可能 とい うわ けで ある。

こう した仕組みが うま く稼働すれば、頻繁に コ ミュニケーシ ョンをとることが必要 とな

る自己完結型でない業務(例 えば総務 や人事部門な ど)で もサテライ トオ フィス勤務がで

きるのではないかと考え られたのだが、結果 は必ず しも狙 い通 りに運んだわけで はなか っ

た。 まずテ レビ会議 と同様 の ヒューマ ンイ ンタフェースの問題があ り、機械 を介す ること

による隔靴掻痒の感 は免れ得 なか った。 また頻繁 にコ ミュニケー シ ョンをす るといって も、

のべっ幕な しに話 して いるわけで はない。必要な時 には電話をかければいいわけである。
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この 「遠眼鏡 システム」が実際 どう機能 したか といえば、サテライ トオフィスにいる部下

が上司に電話をす る際に、上司がいま忙 しそ うに しているか どうかを見 るために効果的で

あ ったのと、 もう一つ は本社の壁にかけてあ るメ ンバーの予定表のホワイ トボー ドが常 に

読み取れる とい う便利 さが最 も受けたよ うであ る。 この システムによ って、サテ ライ トオ

フィス勤務者の疎外感が幾分解消 されたという結果 は報告 されて いる。

以上、テ レビ会議 や 「遠眼鏡 システム」を例に とって、情報機器 とサテライ トオ フィス

の関係を見てきたが 、 ここか ら言え ることは次のよ うな点である。一つは、技術の進歩が

もた らした ツールがす ぐに使い もの にな るとい うわけで はな く、 またその ことがサテ ライ

トオ フィスとい った新 しい働 き方 を直接的にサポー トす る ものではないとい う点 である。

今後、企業内で はSISやLAN環 境の構築が進み、企業内データの電子化が さらに促

進 され ると思われる。電子情報化 自体 は、サテライ トオ フィスの普及 にとって も大 きな意

義を持つ ものであ り遠隔地勤務をサポー トす るイ ンフラと して機能 して い くと思われるが、

しか しそ うした情報化が進展 したか らといって、サテライ トオフィスやホームオフィスと

いった新 しい働 き方 がす ぐに具現化す るわ けで はない、 ということを強調 したい。

世の中が変化 してい く要因の一つ として技術の進歩 と新 しい ツールの出現 は当然大 き く

かかわ って くるが、 それ らだ けでは変化 は起 きない。例 えばサテライ トオ フィスとい う一

つの事例 を見て もわか るよ うに、その普及のための障壁 は数多 い。技術的な面での未成熟

やイ ンフラの未整備が解消 され るのを待 っていては、いっまでた って も先 に進 めない。現

段 階で も、電話や ファクシ ミリだけで十分 にサテライ トオ フィスやホームオフィスが可能

である し、 また現実 にパ ソコン通信を用 いて在宅勤務を しているワーカー も多いのである。

要 はどのよ うな働 き方や生 き方を選択 し、 それを具現化 してい こうと思 うかとい う"志"

の問題のよ うに も思われて くる。 まず は志 あ りき、志が技術を使 いこなす知恵を授 けて く

れ、技術 はその志 によって使われる もののよ うに思われ るのであ る。

4サ テライ トオフ ィスの将来像 と個人の 自己実現

情報社会のなかで、 どの ような道 筋を経て、サテライ トオ フィスや ローカルオフィス、

またホームオフィス等 のいわゆる分散型オフィス は普及 してい くのか。 またそのなかで個

人の生活や働 き方 はどう変わ って い くのか。 こうした点が本稿 のテーマである。

今まで にはマネ ジメ ン トの面か らと技術 の面か らサテライ トオ フィス普及のための障壁

とそれ らに対する所見を述べて きた。再度繰 り返せば、マネジメ ン トに関 しては、かつて
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のようなぬ るま湯 的 日本独特の仕組みか ら業績評価 主義 的な ものに移行せ ざるをえないと

い う状況が、サテ ライ トオ フィス等 を普及 させ る土壌 にな ると述べた。 また技術 に関 して

は、現時点で はイ ンフラ等が未整備 だが それ らは 自律的 に日進月歩で進展す る。そこでは

どのよ うな働 き方 を したいか とい う志 と技術 を使 う知恵が重要になるとの所見を述べた。

「企業 と してのマネ ジメン トシステムの変貌 」や 「技術 の進歩 とその成果 としての情報

機器の発達」、 これ らのテーマは例えば 「私個人jと い う個体 を考 えた時 には、 その個体

と して どうこうで きる範疇の問題 ではな くて、 い ってみれば私 とは別の所、現在 な らば企

業の経済活動 のなかで行われてい るもの ととらえ られが ちであ る。それは ともすれば 「私

個人」 と しての無 力感 に もっなが りかねない。 「私 が こうしたい、 と思 って もそれは具現

化で きるわ けがない」 とい う発想であ る。私達 は いつのまにかそ う した見方 に慣 らされ、

意識す る しな いにかかわ らず、 この世界 に 「参 画す る」 とい うことに対 して消極的 にな っ

てい る。 「参画す る」 とは、 自立 した個人 と して社会 に積極 的にかかわ ってい くという意

味で用 いて い るが、今の社会は 「参画 を拒絶す る」あるい は 「参画 したい という意欲を沸

かせない」仕組み を基 に して構築 されてい るよ うに思われてな らない。画一的な教育の仕

組み、企業 内におけるモ ノを産 みだ してい く仕組 み、そのモ ノ(工 業製 品)の 在 り方、そ

れ らは皆、個人を均一化 した うえで、社会 や企業 のために機能す るよ うに仕組 まれている

よ うに感 じられ る。

結論的 に言えば、情報社会 とは、そ うした 「参 画を拒絶す る」工業社会 を超える もの と

して構築 され るべ きであ り、 さまざまな情報機器等の ツールには、個人 の力を存分 に引 き

出 し 「参画す る」意欲を高め るよ うに機能す る ことが求め られている、 と言 える。 「この

世界 は、私 がかかわ り、私が変えていけ る、そ う した可能性 に満ちた世界である」 とい う

感覚や認識 をサポー トして くれ るツールや仕組 みが必要 なのであ る。

サテ ライ トオ フィスや ホームオ フィス等の分散型 オ フィスが こうした仕組 みにな りうる

の か と言えば、 もともと分散オ フィスの仕組みその ものが個人 と しての 自立を前提 と した

もので あ り、 またそれをサポー トで きるよ うに考 え られた ものであ ることを まず指摘 しな

ければな らない。

個人 は、企業人 としての顔 だけで はな く、家庭人 と しての顔 も持 っている し、また地域

の中での地域人 と しての顔 も本来 あ るはずで ある。現在、経済行為 に最 も結 び付いた企業

人 と しての顔 だけが大 き くな ってい る感 があ るが、 トータルにバ ラ ンスの とれ た人間は、

家庭人や地域人 と しての顔 も重視 してい るもので はないだ ろうか。サテ ライ トオフィスや
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ホームオフィスで勤務す ることで、家庭 や地域 に対 しての 目を開いて いった と語 る人達 は

多 い。志木サテライ トオ フィスの実験 で もそれが個人的に は最大の収穫であ ったと語 る大

企業の社員 もいた。分散型オ フィス は、働 くとは何かを今 まで とは違 った発想で考 えさせ

て くれ る場のよ うで ある。

サ テライ トオフィス等の普及 には、まず は企業 としての要請 や企業 と しての必然が大 き

な要素 と してかかわ って くる。一 つは不況期 における生 き残 り戦略 と してのマネ ジメ ン ト

システム等 を含めた りス トラクチ ャ リングの動 き、 いま一 つは情報社会へ向けて機 器類 を

っ くるメーカーサ イ ドの技術 開発 および販売競争、 こう した要素がサ テライ トオフ ィスの

普及 に対 しては追風 とな って作用す ると思われ る。特 に、 リス トラ クチャ リングに関す る

話で は、企業立地の効率的な在 り方 と して分散立地 を考 え るとい うだ けにとどま らず、人

員整理や中高年層の活性化策の一環 と して分散型 オフィスが とらえ られて くると思われ る。

極端 な話 と しては 「ホームオ フィス化 とい う名 目の 自宅待機」や 「退職勧奨の代替 と して

のサテライ トオフ ィスでの地域内起 業の促進 」 とい った現象 も起 こりうるわ けであ る。

しか しここでは、 こ うした企業を中心 と した動 きを個人 と して どうと らえ直 し、いかに

「参画」 していけ るかが問題 とな る。従来 のよ うな企業べ った りの感性で いて は、 自宅待

機 のホームオ フィス化 をただ恨むだ けにな って しまった り、あ るいは 「企業 は自分を ク ビ

に したいのだ」 とい じけて しまった りしかねない。

こう した ことが も し起 こったと して も、それを一 つの機会(チ ャンス)と して と らえ、

企業人 としての顔 だけでない、家庭人や地域人 と しての顔 も充実 させ る方 向で活動 して い

くとい う発想の転換 が、 いまの企業人達 には求め られるので はな いだろ うか。

サテライ トオ フィスやホームオ フィス等の分散 型オフ ィスは、 もともと個人 と しての 自

立 や 「参画」のマイ ン ドを前提 と して考え られた仕組みで あ り、そ う した感性を持 ち合わ

せた人々にと って は極めて使 いやす い仕組みであ ると言 える。 また逆 に、サテライ トオ フ

ィスやホームオ フィスの仕組 みが、私達の在 り方 を変えて くれる情報社会 の装置 とな りう

るということも言え る。

サテ ライ トオフィスやホームオフ ィス等の分散型 オフィス は、一極集中を是正す るとい

った国家的な課題 に対応す るための もの と考え るよ り、何 よりもまず第一 には、個人の 自

立を助け、世界 に 「参画す る」意欲 を高 めて くれ る情報社 会の新 しい装置なのであ る。

(志 木 サ テ ライ トオ フ ィス ・ビジネ ス セ ンタ ー 柴 田郁 夫)
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6地 域 に 根 づ くCATV－ 生 活 者 と情 報 環 境

1は じめに

情報 が経済活動や社会生 活において重要 な役割を果 たす よ うにな って きて いる。 こうし

たなかで、データ通信やニ ューメデ ィア と呼 ばれ るさま ざまなサー ビスが提供 され るよう

にな り、生活者 をは じめ企業、社会 をと りま く情報環境 は豊 かにな りっっあ る。

この ことは東京 だけで な く、地域 において もみ られ るようにな って きた。情報イ ンフラ

の整備が進む ことによ り、情報化社会 が地域において も着実 に進展 しっっあるのである。

特 に、ニューメデ ィアの一 つであ るCATV(有 線 テ レビ)に ついて は、現在で は地域に

お ける情報発信拠点 と して、生活者の重要 なメデ ィアにまで成長 して きた。

CATVは 有線テ レビの一つで、 日本では最初、テ レビの難視聴対策 と して普及 して き

た。難視聴対策 は、山 間部や ビルの谷間 に位置す る家庭 のテ レビが電 波障害によってテ レ

ビの写 りが悪いたあに、 この対策 と してCATVが 採用 された ものであ る。ケーブルを対

象区域の家庭に張 り巡 らして、ケーブルを通 じて電送す るものである。CATVは 、同軸

ケーブルと光ケーブルを用 い るものがあ る。二 つのケーブル いずれ も電送量が大 きく、多

数のチ ャンネルが放送 で きる。最近 では、都市 型CATVが 独 自の放送を行 って成長をみ

せてい るが、多チ ャ ンネル によっていろいろな放送 を行 って いる点が普及の要因 とな って

いる。音楽専門チ ャ ンネル、映画専 門チ ャンネル、 スポーツ専門チ ャンネルなど、 これ ま

でのVHF波 、UHF波 の テ レビ放送 とは差異化 された番組 の供給が行われている。今後

CATVは 、CATVの 持 つ双方 向の特性を生か して、 テ レビ ・シ ョッピング、テ レビに

よ る世論調査、テ レビ電話 な ど通信技術分野へ の発展 も考え られている。

郵政省放送行政局有線放送課 の 「日本 の有線 テ レビジ ョン放送の現況」(平 成3年3月

現在)に よれば、わが国のCATVは5万 施設 を超 え、受信契約者 も約677万 とな って い

る。ちなみに、契約者総数 はNHKの 受信契約者数 の20%を 占める。

本章では、地域の情報 化の拠点 と して最近注 目されて きたCATVを と りあげて、生活

者 とCATVと のかかわ り、生活の視点か らの情報発信 にっいて、 い くつかの事例か ら考

察 してみたい。
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2事 例 にみる生活者 とCATV

(1)住 民の コミュニ ティ意識 によ って支え られた草の根 テ レビ

ー中郷ニ ュータウ ンテ レビ共聴組合(茨 城県)一

① 中郷ニ ュータ ウンの概要

茨城県水戸か ら常磐線で約1時 間で、磯原駅 に到着す る。 ここか ら車 で10分 ほどで、中

郷ニ ュータウ ンに到着す る。 この団地 は、1丁 目か ら10丁 目まで約1,000世 帯 が住む大規

模団地で ある。昭和40年 前後か ら開発 された団地 で、茨城県を は じめ東京、神奈川か らこ

の団地 にや って きた人 が多 い。 この団地か ら、 日立市 内あ るいは県を越えて いわ き市 内の

工場 にっ とめ るサ ラ リーマ ンが主で あ る。 しか しなが ら、開発か ら四半世紀が たち、当時

の入居者 も高齢化が進んで きた。現在 では4割 の世帯が年金暮 らしの老夫婦 とな っている

といわれ る。

② 中郷ニ ュー タウンテ レビの概要

この団地で は、開発 当初か ら汐見ケ丘 自治会 を組織 し、テ レビの難 視聴 対策に取 り組ん

で きた。 この地 は、東京 か ら100キ ロ近 く離れ、テ レビの写 りが悪か った。そ こでケーブ

ルを ひき、VHF波 の再送信 を行 うこととな った。 この運営 にあた って いるのが汐見 ケ丘

自治会であ る。

東京 タワーか らの電波 は、茨城 県の高萩 のア ンテ ナで受信 して、ケー ブルにて電送 して

いる。 このため、東京で見 るの と同 じテ レビを、 きれ いな画面 で視聴 で きる。 各世帯か ら

は月1,000円 の利用料金 を徴収 して運営 費用 にあててい る。

この中郷ニ ュータ ウンテ レビ共聴組合で特徴 的なの は、 自治 会が 自主放送を放 映 してい

る点 である。 自主放送の放送時間 は6時 か ら24時 まで、2時 間番組の繰 り返 し放送で ある。

放送 される番組 は、 自治会主催の イベ ン ト(6月 の リフレー シ ョン、8月 の夏祭 り ・花火

大会、10月 の運動会)、 区域 の小 中学校 の行事、消 火訓練の風景、 また北茨城市役所の広

報 ビデオな どで ある。視聴者 か らの投稿 ビデオやパー ト募集 ・人材募集 の広告 も随時放映

して い る。 これ らの番組を1週 間交替で放映 して いる。

視聴者 か らの反応 は上 々で ある。 自治会主催 のイベ ン トで は自分の顔や子供 の顔が テ レ

ビに写 るとい うので評価が高 い。 また、市役所か らの広報、消火訓練 は役立 って いるとい

う声が強 い。身近 な人が画面 にで ることで"わ がテ レビ"と 認識 し、消 防 ・警察な ど地元

住民 に不可欠 な身近な情報 が提供 され ることで、視聴者 はCATVを 評価 して いる。

③ 草 の根テ レビ

ー164一



自治会長 は 「20年た った 自治会主体のCATVで 、 自治会の広報 ツールと して有効 な機

能 を果 た しっっ ある。 ここに住んで いる人 は、 ここを 自分 の故郷 と して考えてい る。東京

や神奈 川を離 れて ここは第二の故郷 なのです。死 ぬまで ここに住むか ら、 この まちをよ く

したいので しょう。だか らテ レビを見て くれ るので しょう」 と語 って いる。確 かに都市型

のCATVと 違 い、番組表 もなければ、番組 も素人がつ くった もので水準 も低 い ものであ

る。音楽専 門のチ ャンネル もスポーツ専用の チャ ンネル もない、素朴 なテ レビである。 し

か しなが ら、 自治会主催の運動会 の画面 をみ る住民 たちの笑い声か らは、 自治会の熱心な

活動 と住 民の コ ミュニテ ィ意識 に支え られて きた草 の根テ レビとな って いる様子が うかが

われ るのであ る。

(2)歴 史とともに歩む有線テレビ ー塩原テレビ共聴組合(栃 木県)一

① 塩原テレビの概要

塩原テ レビは、温泉で有名な栃木県塩原町のCATVで ある。昭和32年 の設立であるか

ら35年以上の歴史を有する。塩原テ レビも中郷ニ ュータウンテレビと同様に、難視聴対策

として始め られた。塩原町は、周囲を山々に囲まれた地区で、テレビの電波障害に悩まさ

れていた。そこで、付近の山頂に受信アンテナを建てて東京タワーの電波を受信 し、各家

庭、旅館、事業所など計980世 帯にケーブルで電送 している。

塩原町は、冬季は積雪や氷が多 くケーブルの故障が発生 しやすい。また夏には、落雷も

多 くこれがまた故障の原因となる。ケーブルの補修 ・改修の仕事が大半のため、自主放送

の番組作成には手がまわらないのが実情である。

② 自主放送の概要

塩原テレビの自主放送は、午後6時 半か ら8時 半 までである。10分 の番組を繰 り返 し放

送 している。番組の内容は、役場だより、保育園だより、中 ・小学校だより、禅寺の和尚

の講話、町民芸能大会、町長 ・町議選挙開票速報など身近な情報が中心である。これ らの

他にも、随時文字ニュースで火事発生のお知 らせを流 し、雪や雨による道路交通の遮断情

報 も流 している。好評な番組は、緊急事態の火事発生、交通不能の情報や、町長 ・町議選

挙開票速報である。生活に密着 した情報のニーズが高いようである。

③ 地域から地域への情報発信

これまで、塩原テ レビは難視聴対策として進められてきたテ レビである。塩原テレビが

実施 した視聴者対象のアンケー ト調査(平 成2年 実施)で は、多チャンネルの都市型CA
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TVに は消極的な回答が多 い。 このため、今後 と も難視聴対策 のテ レビと して生 き残 って

い く考えであ る。月 々1,000円 の利用料 を支払 って いる ものの、 町民のなか には家庭のテ

レビが ケー ブルで電送 されて いることす ら知 らな い人 も多い とい う。

長 い歴史のなかで育 まれ た塩原テ レビは、難視聴対策のテ レビだけでな く、塩原町の情

報発信拠点 であ り続 けよ うとしてい る。

(3)地 元の ミニ コミ紙 を 目指 して 一銚子 テ レビ(千 葉 県)一

① 銚子テ レビの概要

銚子 テ レビは昭和62年 設立、平成2年4月 の開局で ある。銚子 の地元の会社、商店、個

人の21社11人 が株主 の株式会社の形 態を とって いる。中郷ニ ュー タウンテ レビ、塩原 テ レ

ビの難視聴対策のテ レビと違 い、銚子テ レビは都市型CATVと して、VHF波10チ ャン

ネル、専門チ ャ ンネル15チ ャンネル、 自主放送1チ ャンネルの26チ ャンネルの多チ ャンネ

ル放送 である。銚子市 の業務地 区1万 世帯 の うち、約900世 帯 が加入契約 している。

② 自主放送の概要

自主放送 は10時 か ら23時 半 まで、1時 間半の番組 の繰 り返 し放送を行 っている。ただ し、

1週 間の うち土、 日、月の3日 間は別番組であ る。

自主放送 の番組の内容 は、銚子市 内の高校の文 化祭 、市 内で行 われた文 化講演会、郷土

史講座、中学校演奏会、市議会の実況 中継な ど盛 りだ くさんで あ る。年末に は、銚子テ レ

ビ独 自の 「ゆ く年来 る年」を、本社 スタ ジオ と市 内の各地 とを結 んで、初 日の出、初詣で

の実況中継 を行 って いる。従業員 わず か10人 の ミニ放送局 のため、全員が営業兼製作 にあ

た ってい る。 アナウ ンサーの女子社員 は、CATVの 営業 セールスか ら総務の広報担 当、

あ るいはカメラをまわす仕事 まで兼 ねて いる。

自主放送 の番組 には、市民をひ とりで も多 く出演 させ る方針であ る。市民 にな じみの う

す い銚子テ レビだけに、 ひと りで も多 くの市民 に出演 して もらって、それを テ レビに写 し

出 し、CATVに な じんで もらう方針 であ る。

③ 地元の ミニ コ ミ紙 のテ レビ版を 目指 して

開局 か ら3年 の若 いテ レビ局であ るが、地元 の ミニ コ ミ紙のテ レビ版 を 目指 してい る。

地 元密着のテ レビが営業方針で、専門チ ャ ンネルは売 り物 に して いない。銚子 テ レビの宮

内社長は こう語 って いる。 「最初 は専門チ ャネルで売 ってい こうと思 っていま した。CN

Nが 見れ る、映画が毎 日見 れ る、音楽が聞 ける。 自主放送 は文字放送程度 と思 って いま し
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た。 しか し専門チ ャンネルで は売 り物 にな らないんです よ。む しろ、 自主放送で地元 の情

報を流 す。知人や友人 の顔 が写 る。 これでない と駄 目なんです」。銚子は人 口8万 人で、

人の移動 も少 ないといわれ る。 それ だけに郷土意識、 コミュニテ ィ意識 も強 い。 このため

自主放送 の視聴率 は高 く、銚子 の動 きが よ くわか ると評判で ある。

今後 とも出演料 も無料でい ろいろな市民 にテ レビに出て もらい、CATVに なれ親 しん

で もらう方針 である。地元の ミニ コ ミテ レビと して今後成長 して い く方針である。

(4)市 民 がつ くるテ レビ ースーパーネ ッ トワークユー(千 葉県)一

① スーパーネ ッ トワークユ ーの概要

スーパーネ ッ トワー クユ ーSNUは 、千葉県浦安市のCATVで あ る。昭和63年 に設

立 され、平成2年 の開局で ある。銚子テ レビが純粋の民間企業で あるのに対 して、スーパ

ーネ ッ トワー クユーは浦安市 の第3セ クターであ る
。株主 は浦安市、ニューメディア協議

会、東京電力な どである。浦安市約4万3,000世 帯 の うち3,000世 帯が加入 している。総 チ

ャンネル数 は25で あ る。 うち、二つのチ ャンネルが 自主放送 である。

② 自主放送の概要

自主放送 は、 「ふれあい21」 、 「ふれあい22」 の二つのチ ャンネルである。いずれ

も、8時 か ら22時 まで放送 して いる。

番組 の内容 は、 「ふれあい22」 は、交通状況 と天気状況 である。定点 カメラによって

東京 に向か う高速道路の混 み具合を放映 している。 また、定 点カメラで天気の様子をず っ

と流 している。

「ふ れあい21」 は3時 間の 自社製作番組を繰 り返 し放送 しているチ ャンネルで ある。

内容は、浦安市か らのお知 らせ、映画、文化講座 な どである。特 にスーパーネ ッ トワーク

ユーが力を入れて いるのが、情報 ワイ ドシ ョー 「うらやす21」 で ある。 これ はまず、番

組の作 り手 と して市民35人 が市民 レポーター、司会者 として活躍 して いる。35人 の人 々は

ボ ランィアで参加 してお り、出演料 は無料であ る。次 に、 「うらやす21」 は、視聴者が

参加す る番組で あるの もまた特徴であ る。商店街対抗 カラオケ歌合戦では市 内の商店街の

商店主 が参加 して いる。家庭訪 問で は、市内に住 む市民の家庭を訪問 してイ ンタビューす

る。 司会者 も市民であ る。健康相談で は、市内の医者数人が出演 して いる。商店紹介で は、

市内の商店を リポー ターが現場 か らリポー トす る。 このように、作 り手 も演 じ手 も皆 ボラ

ンテ ィアの市民であ る。
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また、 「お達者倶 楽部 」で は、市内の老人 クラブの慰 安旅行、 カラオケ大会、芸能大会

な どの模様 を放映す る。 「ス クール通信」では、市内の幼稚園、小学校の紹介を行 って い

る。 これ らの ほか にも、市民体育大会、花火大会、市議会選挙開票速報、県議会選挙 開票

速報 な ども随時放映 してい る。

スーパ ーネ ッ トワー クユー は、他 のCATV局 と違 い自主放送 に経営資源の大部分を使

い、市役所 の第3セ クター とい う有利 な地位にあ る点 を強 み として、地元に根づ いたテ レ

ビを 目指 してい る。

③ 市民参加 のテ レビ

地域のテ レビであ るスーパ ーネ ッ トワー クユ ーは、加入料金4万 円を全額市の補助 と し

てお り、残 る工事費用2万 円、利用料金2,800円 が自己負担であ る。負担 を軽 くす ること

で、市民の加入者を増 や しつっ ある。 それだけでな く、 ひと りで も多 くの市民が番 組製作

に参加す るよ うに してい くことで、 「我 らがテ レビ、お らが テ レビ」であろ うと して いる

点が特徴で あ る。市民が気 安 く参加で き、市民の身近 な情報発信の番組。知人や友人がテ

レビに登場 す る番組。 スーパ ーネ ッ トワー クユ ーは、市民 の等身大の メデ ィア として成長

しっっあ るといえそ うで ある。

3生 活者の柔 らかなメデ ィアと してのCATV

これまで四つのCATV局 を概観 して きた。 ここで 四つのCATV局 に共通 していえ る

ことは、地元密着型のCATVと して、 いずれ も地域 か ら地域の情報を地域 に発信 して い

こうと して いる点であ った。生活者の視点 にた った情報発信のニ ーズが高 まり(情 報受信

地域 は極 めて狭 い ものの)、 これまで マスメデ ィアが補足 して こなか った情報分野 をCA

TVが 着実 にカバ ー しつっ あるといえる。 しか も、番組製作 まで市民 のボラ ンテ ィアにゆ

だねてい る局 もあ るよ うに、生活者 が裏手 に回 って情報を発信 しようと して いた。

こ うした事 例 は、 これ までみて きた四つの事例 だけに限 らない。例 えば、静岡ケー ブル

ネ ッ トワー ク(静 岡県)で は、人気 番組を主婦 の グループが製作 して いる。企画、番組 収

録 、カメラ操作 までを こな している。 また、IMATV-45(東 京都練馬 区光が丘団地

のケーブルテ レビ)で は、30人 の主婦 スタ ッフが番組製作 に参加 し、 カメラマ ンと リポー

ターの二人一組で取材 にあた っている。千葉 ガーデ ンタウン有線 テ レビ(千 葉県)で も 「

ゴ ミ問題を考 え るシ リーズ」を16回 にわた り放送 した。番組 はすべ て団地住民の手づ くり

で、生活者の身近な視点か らゴ ミ問題 を取 り上 げたとい う(い ず れ も日本経済新聞1993年
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2月4日 夕刊 に紹介 された)。

以上の ように、'テレビ、新 聞、雑誌の東京を中心 と した圧倒的な情報発信 に対 して、生

活者が ど うや ら新 しい 自分の使 い勝手のいいメディアを見 い出 し、身近な情報で情報発信

を行お うとして いるといえる。確 かに、先に述べた四つのCATV局 の 自主放送 は、 いず

れ も番 組 自身 は水準が高い とはいえない もの もあ った。学芸会、素人芸 の酷評 も免れ ない

もの もあ ろう。 しか しなが ら、 そ うした批判の中にあ って も、生活者 は、 これまでの東京

中心の情報発信 に対 しての受信者の立場 にとどま らず、等身大の柔 らかな メデ ィアと して

のCATVに 参加 し、CATVを(受 発信 の)情 報 メデ ィアと して高 く評価 しつつあ るの

であ る。今後、CATVは 、生活者の支持 を受 けて地域の情報発信の拠点 とな って い くこ

とは間違 いないよ うであ る。

4地 域に根づ くCATVの 課題

最後に、CATVが 今後地域に根づ くテレビとして発展 してい くための課題をまとめる

と次のようになろう。

①CATV局 の経営基盤の確立

今どのCATV局 も累積赤字に悩み、財政的基盤が脆弱である。1万 世帯にも満たない

加入者規模では、有力なメディアに至っていないのが現状である。今後、契約加入者を拡

ト

大す るため に も着実な営業活動が求 め られて いる。 と同時に広告 ・宣伝 の有効な媒体 と し

て、地元の企業 ・商店に認知 して もらうことが必要であろう。

② 新 商品開発の必要性

どのCATV局 で も今 はただ専門チ ャンネル と自主放送だ けが商品で ある。 しか し、現

在CATVの 強みを生か した商品開発 は進んでいない。双方向性を生 か したテ レビ ・シ ョ

ッピング、世論調査、 テス ト・マーケテ ィングな どCATVな らではの可能性 が検討 され

て もいいであ ろう。 また、地元密着の情報拠点であることか ら、緊急時(火 事 、地震、津

波)の 警戒信号 発信 や、寝 たきり老人のためのホ ッ トライ ンなどへの応用 も考 え られ る。

いずれに して も、CATVが な くて はな らない存在 にな るための新 たな機能を開発す る必

要があろ う。

③ 関連業界の育成

CATV局 は経営基盤 が弱 いことか ら、製作費用 も切 り詰 めてお り、充実 した番組づ く

りには程遠 いのが現状 であ る。 しか しなが ら、安い番組製作 費用のなかで、市民が気軽 に
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参加 して裏方を務め られるようになるためにも、番組製作にかかわる関連業界が成長 して

いくことが必要であろう。茨城県の中郷ニュータウンテレビでは、住民の投稿 ビデオは専

門の業者(栃 木県のCATV局)の 編集にゆだねており、また自治会のイベントの撮影 も

CATV局 に任せている。また、テレビ岸和田(大 阪府岸和田市のCATV局)で は、市

最大の祭 りの実況中継には市内の写真店、カメラ屋店に協力を依頼 して現場から中継 して

もらっている。このように、CATV局 を支える企業 ・商店が着実に力をっけていくこと

がひいてはCATV局 の番組製作の向上にもっながり、CATV局 が地域の情報発信拠点

として不可欠な存在になっていくうえからも重要と思われる。

〈参考資料>

CATVの 各事例 は、 「地域間情報交流実態調査」(郵 政省郵政研究所の委託により日

本 リサーチ総研で一部実施)の 一環として関東のCATV各 局を対象に行ったインタビュ

ー調査成果に基づ くものである。

(日 本 リサーチ総研 黒 田英一)
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7近 未来 のパー ソナル情報化 一個人生活の情報化 と社会へのイ ンパク ト

急速に価格が低下 し機能が向上する半導体技術の進展を受けて、個人生活に情報技術が

浸透 しっっある6個 人の生活を変化させるだけでな く、情報授受の方法の変化によって社

会のシステムにも大きなインパ クトを与えることも予想される。ここでは、近未来に現れ

る個人向けの情報機器を予想するとともに、それに伴 って起 こる社会システムの変容を推

定 してみる。この変化は、 もちろん、必然的に起 きるわけではなく、行政や企業によって

そうしたシステムを普及 させようという努力が行われるかどうかに依存する。

1マ ルチメデ ィア、ユニメデ ィア

近 未来 に登場 しそ うな情報 機器 は総称 して 「マルチメディア」 と呼 ばれ る。必ず しもコ

ンセ ンサスを得た定義 はないが、一般 に コンピュー タとテ レビ、電話、 ファクシミリ、大

容量記憶用のCD-ROMな どが融合 して新 たな情報世界 を提供 す る機器 と解釈 してお い

て大 き く間違 いはなさそ うだ。つ ま り個人 に とってみ ると、デー タ ・文章 ・通信 ・音声 ・

画像な どの情報が一台の機器を通 じて多様 に獲得で き、また発信 で きる。 さ らに獲得す る

情報を こち らか らか な りの 自由度を もって選択で きるの も特色 とな るだろ う。個人の個性

や多様性が実現で きる方向で機器や社会 システムが構築 される。 さまざまな情報 を一 台の

機器 に統合 で きるとい う意味で、 「ユニ メデ ィア(統 合 メデ ィア)」 と呼ぶべ きだ と主張

す る声 も出てい る。

しか し、 これ らすべ てを備 えたマルチメデ ィアだけが、未来 の情報世界のすべてか と言

えば、 それ もまた見 当違 いになるだろ う。

とりあえず、す べての機能 を備 えた機器 は値段が高 そ うだ し、扱 い も複雑 にな って、一

般人 には近づ きに くい機械 にな って しま う恐れ もあ る。む しろ、注 目すべ きなの は、マル

チ メデ ィアの一部 の機能を取 り込 みなが ら、取 り扱 いを簡便化 した単機能の製品の方が比

較的早 く登場す る可能性があ ることだ。例えば、何 で もで きるパ ソコンよりも、ゲームに

専用化 した テ レビゲ ーム機 や ワープ ロ機能だ け高度化 させ た専用 日本語 ワープロの方が、

はるかに普及テ ンポが速か った ことを思 い起 こせばよいだろ う。

2簡 略化機能の マル チメデ ィア ー電子文庫本の検討

大手 コンピュー タメーカが開発 中の 「電子文庫本」を一つの例 に とろ う。
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厚 さ1セ ンチ程度、重 さ も200グ ラム前後、手のひ らに乗 るサイズの液晶デ ィスプ レイ

付 きの情報機器を考 えて もらえば良 い。文庫本 を片手 で もって いるイメージで取 り扱 う。

液 晶ディスプ レイには漢字仮名交 じりの文字が約500文 字表示で きる。実際 に表示す るの

も文庫本 の情報内容 であ る。ペ ー ジをめ くりたければ、 この機器を片手で もった まま親指

で横にっ いたボタ ンを押せ ば次の ページに切 り替 わる。前 のペ ー ジに戻 るときには別のボ

タ ン、ス クロール機 能で早送 り、早戻 しもで きる。文字が小 さ くて読み に くい と感 じる年

代 には、文字 を大 きめ に表示 させ る文字拡大機能 も備 え させ ることもで きるだろ う。音声

合成LSIを 利用 して、 イヤホ ンで音声 に して聞 くこと も考え られ る。混んだ電車 の中で

は文庫本を読むだけの空 間を確保 す るのは難 しいので、 こち らの方が人気 を呼ぶか。

文庫本情報 はこの機 器に差 し込むICカ ー ドか ら供給 され る。名刺カー ド大、取 り外 し

が可能で、かっ書 き換 え 自由であ る。ICカ ー ドに文庫本情報 を書 き込む専用販売機が将

来 は町角 のあちこちに設 置 され る ことを想定 してい る。一枚のICカ ー ドには400ペ ージ

の文庫本 の2冊 分の情 報が入 るとい うが、 この新 タイプの情報機器が実用化す る時 にはメ

モ リーの性能 が向上 して いるので 、4、5冊 を想定 して良 いか も しれない。 この情報機器

の価格 は現 在の技術 レベ ルで量産 が可能 な ら一万 円を切 るところまで きて いるそ うだ。

この電子文庫本のメ リッ トはた くさんあ る。 まず、紙が不要であ ることだ。紙の大 量消

費 によ って森林資源を荒 らす ことを防 ぐ効果がある。紙 を使わ ないので印刷す る必要 がな

い。当然、製本す るコス トも要 らな くなる。印刷、製本 とい う工程がな くな ることで、文

庫本の コス トは大 き く低 下する。文庫本が 「モ ノ」か ら 「電子情報 」に変わ ることによ っ

て、輸送 の必要 もな くな る。版元 か ら通信回線を介 してIC読 み取 り機械 に送 るので、配

送 には トラ ックを動かす運転手 も大量 の石油燃料 も使 わな くて済 む。

「在庫 」の考 え方 も変わ る。売 れ筋 の文庫本 は読み取 り機械 の大容量 のハ ー ドデ ィス ク

に蓄積 してお くが、 この在庫の コス トも無 限にゼロに近 い。 もち ろん、売れないか らとい

って返本の必要 もない。期 限が きた本を荷造 り して 出版流通会社 に戻す作業 はない。返本

がないので、紙の無駄 もない。返本がな い分、 コス トも安 くな る。 どの本が売れて も、発

行元 に発注す る手間 もない。蓄積 して ある文庫本情報 は何度で も繰 り返 し取 り出 して次の

客のICカ ー ドに書 き込みがで きるので あ る。 どの本が よ く売 れて いるか も自動的にカ ウ

ン トして いる。販売時点情報管理 は完壁 であ る。 さ らに、購入者 の年齢やプ ロフィールが

(プ ライバ シーを侵害 しない程度 に)カ ー ドに書 き込んであ って、 これを同時に読み込め

れば、 この情報を利用 して、次の売れ筋の本 はどうい う読者層 を対象 にど うい う傾 向の も
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のを作 ればよいかの判断がで き、 マーケテ ィング情報 と して も使 える。

人手が不要 、製造 に も流通 に も在庫 に もコス トがかか らない、 とあれば、当然、文庫本

の値段 は安 くな る。筆者の 印税な どを考慮 して も、現在500円 程度 の文庫本であれば、半

分以下、理想的 には100円 前後 に下が ることを開発 中の コンピュータメーカで は考えてい

るよ うだ。販売機の方 も、現金 を利用す る とな ると、おっ りの必要がない方が良い。あ る

いは、ICカ ー ドをプ リペ イ ドカー ド方式 にす る方法 も必要か もしれ ない。

問題 は電子 文庫本 を販売す るICカ ー ド書 き込 み機 の設置場所 だ。情報 はISDN回 線

で大量 に短時間で 「配送 」で き、書籍取 り扱いの ノウハ ウが不要 なので、 どこで も良い。

現在 の書店 に こだわ ることはない。 コ ンビニエ ンスス トアのよ うに営業時間が長 い場所 の

方が便利が よい し、何かのっいで に利用す る便益性 もあ る。ICカ ー ドの容量、液晶デ ィ

スプ レイの性能の限界を考 え ると、写真 モ ノは当分 は難 しいので、週刊誌 やグラフで はな

く、文庫本 だけに限 られ る。それに して も書店の売 り上 げか ら文庫本の分がな くな るとす

れば、書店機能 にっいて見直 しが必要 にな るか も しれ ない。

電子的 にコ ピーす ることを防 ぐこと も必要 にな るか も知れないが、料金が安 ければ、著

作権無視の コ ピーが横行す る方向 に行 くのを回避す ることはで きるのではないか。

ここでの社会的な イ ンパ ク トをまとめ ると、書籍流通 とい う伝統 的な仕組みが大 き く揺

さぶ られる とい うことであ る。書店な どの抵抗 もあ るだろ う。場合に よって は出版社の機

能 も大 きく変 わ らざるを得 な くな る。在庫や返本の危険がな くなるので、参入障壁が一段

と低 くな り、場合 によ って は著者 自らが 出版 を手掛 けるようになるか もしれない。 ワープ

ロな い しパ ソコンで作成 した内容をネ ッ トワー クに乗せて販売機 に送信すれば良 い。既存

の 出版社 は こうした小説系の ものか ら写真系の ものへ と移 らざるを得 ない。あ るいは刺激

的 なアイデアを作家 に持 ち込んで共作者 にな ることが必要 にな る。書店 は生業 として成 り

立 って い くのが一段 と難 しくなる。

逆 に大容量 のネ ッ トワー クを持つ コンビニな どが ビジネスの機会を一段 と拡大す ること

にな る。大規模 な情報 ネ ッ トワー クイ ンフラを もっ企業が事業規模、事業分野を広 げるエ

ネルギーを もっ ことが ここで も裏付 け られ る。

3携 帯 型電子新 聞の可能性

もちろん、 こうい う仕組みがで きれば、考え られ る新たな情報機器 は電子文庫本 に止 ま

らな い。新聞で も同様 な システムが登場 す るだろ うだろ う。 コンビニ エ ンスス トアや駅 に
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設置された電子新聞自動販売機にICカ ー ドを挿入 して情報を読み取 り、電子文庫本より

もやや大 きめのディスプレイで新聞を読む。これには現在よりもかなり薄型の軽い液晶デ

ィスプ レイの開発が不可欠だ。新聞のようにかなり大きな面積に見出 しを立てて自由に拾

い読みできるようでなければ普及 しない。できたら紙のように可塑性のあるプラスチ ック

液晶ディスプレイができるのが望ましい。目で追 うのが面倒な人には電子文庫本と同様に

音声でヘ ッドラインを読み上げ、ボタンを押 した記事だけ詳 しく読み上げるという工夫 も

できるだろう。記事のジャンルをあ らか じめ指定す るのも重要な機能になるだろう。

この電子新聞では、複合機能がっけられる。コンピュータ機能との複合だ。

例えば、見出 しの一部を特殊なペ ンで擦ると、その記事番号をICカ ー ドに記憶 してお

く。後で、オフィスや自宅のパ ソコンに挿入すると、自動的に新聞社の記事データベース

にアクセスして、キーインデックス付 きの記事情報をパソコンに記録する。これが個人の

記事情報バ ンクになる。何か企画を考えるときには、自分のパ ソコンにある記事バンクの

中か らキーインデックスによって必要な記事を呼び出して参考にする。現在で も記事情報

バ ンクはあるが、これは実際に使 うとなると大変なことになる。求めるキーにっいて思い

がけな く多数の記事が出て くる。あるキーに対 して数万も出て くるケースがあるが、その

ほとんどは意図とは違う記事で、絞 り込みが実に難 しい。これを、常々、気が付いたもの

をパソコンに蓄積 してい くようにできるな ら、効率 は大きく改善 されるだろう。

個人向けの情報機器として新規性があるというだけではなく、このケースでも、社会 シ

ステムに大 きなインパク トを与える可能性がある。

新聞紙が不要になる。森林資源の乱開発を防ぎ、エネルギーのロスと人手のロスも回避

できる。こういうコス トがな くなる分だけ新聞料金が安 くなる。また読者の側で も、印刷、

輸送に時間がかからない分だけ、新聞作成か ら販売機へのデ リバ リーまでの時間が圧縮 さ

れ、常に新 しい情報が供給されるので、一 日に朝刊 と夕刊だけの新聞で済ませてきた習慣

が変化するだろう。料金が安 くなった代わりに、新聞購入が多頻度になり、ここで売 り上

げダウンを補 うチャンスもあるだろう。広告がな くなると心配す ることはない。広告込み

で購入する読者には、広告料金収入を還元 して値段を安 くする仕組みにすれば良い。

これを家庭で も受信できるようにすると、新聞配達のシステムが激変する。一言で言え

ば新聞配達が不要になるかもしれない。 もちろん、 これまでの新聞紙 に対する郷愁から、

電子新聞への転換には大きな抵抗 もあるだろう。 しか し、配達人員の獲得難か ら、新聞の

コス トは急速 に高騰 しており、早晩、宅配 システムは崩壊の危機を迎えると見 られている。
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ただ、その代替手段がないため、 これまでは新聞代の値上げでカバーしてきたが、コス ト

の安い電子新聞が登場すれば、経済原則か らみて、急 ピッチで宅配システムの見直 しが進

む ことになるだろう。家庭で直接、新聞社と情報のやり取 りをするケースが増えていくこ

とになれば、電子新聞を利用 しない購読者の料金負担はさらに重 くなり、旧来型の新聞か

ら離脱する購読者層は急速に増大 しよう。これまで 日本の文化を支えてきた新聞販売店に

とっての死活問題は社会問題にも発展するかもしれない。

4高 機能 マルチメデ ィアの実現

こうした単機能 の新 メディアの向 こう側 にマ ルチメデ ィアの機器群が待 って いる。

新聞が電子化 し、 これにテ レビが加わ る。大容量の通信 回線 によって多数 の情報源 と同

時にア クセ スで きるので、大型の画面 はマルチ ウイ ン ドウにな る。電話がかか って くれば、

画面 の一角 を切 り開 いてテ レビ電話 に して相手 の顔 を映 し出すか もしれない。 そ うい うこ

とが推奨 され ることか どうか は別 にすれ ば、同時 に多数のテ レビ番組を呼 び出 して、野球

を見なが ら、相撲 も観戦す る、 さらに経済番組 もモニター して、関心がある内容が出て く

る とメイ ンの画面 をそち らに切 り替 え るとい うこと も、可能 にはなるだろ う。

自宅で仕事をす るとい うことになれば、 この システムはさ らに生 きて くる。

画面 はパ ソコンに接続 され る。その時代 のパ ソ コンはキーボー ドは既 にな くなってい る

か も しれない。音 声入 力、あ るいは、手のひ らに もった新式 の入力盤 に文字を手書 きで入

力す る方式 も普及 してい るか も しれ ない。 これで 、オ フィスにいて、パ ソコ ンや端末 をた

た いて仕事 を こな して いるの とほぼ同様 の環境がで きる。同様 に自宅で仕事を してい る同

僚 を大型のス ク リー ンに呼 び出 して雑談 をす るの も可能 になれ ば、在宅型勤務の欠点 であ

る孤独感を和 らげ ること も、そ う難 しくはないはずだ。

ここで は電 子新 聞でみたさまざまなデー タ収集作業が可能で ある。新聞 は数時間で新 し

い版 にな って いるので、頻繁 に呼 び出 して読 む。予 め指定 した分野のニ ュースが入 るとチ

ャイム とともに見 出 しがニ ュース速報 スタイルで文字で表示 され、指示を出せ ば詳報 を文

字な い し音声で知 ることがで きる。 チ ェック しておけば、 この記事 はニ ュースイ ンデ ック

ス付 きで 自分専用のパ ソコンに記事情報バ ンクと して蓄積 してお くことがで きる。

ただ、 こう した システム は家庭 で先行 して構 築 され るとい うことはないだろ う。 まず 同

様の システムがオ フィスの道具 と して普及 し、次 に一部の先進的な企業で実験 され、 さら

にパ イオニア的な ビジネスマ ンが実行 して、それか らとい うことになる。
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5身 近な携帯 型マルチメデ ィアのイ ンパ ク ト

こうした未来ではな く、 ごく近 い将来で登場す るマルチ メデ ィア機 器では、電子手 帳ス

タイルの携帯 型の情報機器が注 目され るだろ う。 日米の メー カの協 力で、93年 中 にはい く

つかの製品が登場 す るはず だ。

これ までの小 さなボ タンを操作 して データを入力 した り、 コマ ン ドを打 ち込んで いたの

が、今度 は手書 きで入 力で きるので、操作性能 は大幅 に向上す る。パ ソコンとしての機能

も充実 させ、無線 通信機能 を付 け、 さ らにテ レビ電話機能 まで持たせて しまえば、屋外の

どこで もオフィスに変え ることがで きる。公園のベ ンチで も、喫茶店のテー ブルで も(無

線が通 じるよ うな施設が普及す れば)、 場合 によっては仕事がで きるか もしれない。 「ど

こで もオ フィス」が こ うした新 型機 器の 目標 とす る方 向で あ る。

かって、会社員 は、企業の施 設に出勤 して上司や同僚 、部下 と面 と向か って会話 をす る

ことで、 はじめて仕事がで きた。物理 的 ・空 間的 に会社 のオ フィスで企業 とっなが り、企

業の構成 員 とっ なが って きた。 しか し、携帯型の こ うした機 器によ って、会社員 は情報 に

よって上 司、 同僚、部下 とっなが る存在に変 わる。社員が、あ る企業、組織の構 成員であ

るとい うことは、 その企業が独 自に もっ情報 、その企業の社員が もつ情報 にアクセ スで き

る権利 を もっ、 あるいは、 その手段であ る情報機器 を使用で きる権利 、 とい うことにな る

か もしれない。一言 で言 えば、企業や組織 は情報 によ って構成員を結 び付 けるとい うこと

であ る。

工業化社会 は、大量生産 の効率 を求 めて、その仕組み に最 も適合 した、大量の社員 を一

カ所の施設に集合 させ るとい う方法 を追求 した。 いま、社員が移動性 の高い情報機器 を持

ち歩 くようにな るとい うことは、 そ うした工業化社会の方法が、 いずれ通用 しな くな るこ

とを示 してい るのか も しれない。情報 によって結 び付 くとなれ ば、社員が一 カ所 に集合す

ることの デメ リッ ト、移動 のための燃料エ ネルギー と時 間を ロスす るとい うデ メ リッ トを

克服す るチャ ンスが生 まれ る。移動性 のある高機能 の情報機 器の登場 は、やがて高機能 を

もっフル装備 マルチ メデ ィアによ るオ フィスの仕事の処理 、 さらに同様の システムを利用

す る在宅型勤務への移行を準備す ることになるだ ろ う。

高機能 のマルチメデ ィア機器を家庭 に配 置 して在宅型勤務を実行す るとい う構想 は、既

に古 いアイデアであ る。 しか し、モ ノ(人 間)の 移動、つ まりエネルギーの大量消費の代

わ りに、情報 の移動、っ ま りエ ネルギ ー消費を伴わ ない経済活動 に社会 を移行 させ るとい

うの は、今 日なお、有効 なアイデ アで ある。 これまでの古 いアイデアの段 階で は、 どのよ
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うに移行 す るか というプ ロセスが全 く示 されて来 なか ったのに対 し、最近のマルチ メデ ィ

アの議論 で は、在宅型勤務へ の移行の プ ロセスがやや具体的 に見え るよ うにな って きた と

いえ る。単機能の マルチ メデ ィア製 品の登場 によって も、モ ノの移動 より、情報の移動の

方が圧倒的 に コス トが安 いということを実証 して、そ う した機運 を高め るだ ろう。

6前 提 となる技術革新

在宅型勤務への移行が着実に進んでいるという確信が もてるのは、エレク トロニクス技

術の進展のス ピー ドが依然として高水準を維持 しているか らである。

半導体の価格性能比の向上は、現在、3年 間で4倍 、つまり年率で60%と いう猛スピー

ドで進行中である。これを全面的に享受するマイクロプロセッサ も性能向上のスピー ドは

年率60%で 進行 し、低価格パ ソコンのショックをあちらこちらで引き起こしている。同様

にマイクロプロセッサに依存するマルチメディア機器も価格性能比の向上のテンポは年率

60%が 保証されている。エネルギーのコス トとエ レク トロニ クスのコス トは既に交差点を

過ぎてエ レク トロニ クス優位の状況に入りつつある。同 じ効果をもつ経済活動なら、モノ

の移動より、情報の移動の方がコス トが安 くなってきたといえる。

しか もエ レク トロニ クスの方は今後 も毎年、年率60%の 勢いで価格性能比が上がって行

く。勝負は明らかである。急速に安 くなる情報機器が企業や官庁の事務の合理化機器でと

どまっている時代は終わりっっある。個人の世界に入 り込む水準にまで価格が下がり、使

いやす さを向上 させ るようにマルチメディア技術 も改善されてきている。

個人の仕事の生産性は着実に向上 し、情報機器を利用することに伴 う疎外感の克服の手

段 も充実 してきている。個人の生産性の向上は直ちに社会の生産性の上昇であり、国際的

に見れば競争力の強化である。遠隔地からさまざまなデータに通信回線 とコンピュータの

能力を使 って直接にアクセスでき、 これを多角的に利用できる。仕事の能率は数倍にアッ

プす るはずである。 しかも、在宅型勤務なら、都心 と離れた地価の安いところに大きな住

居を確保できる。自然 と接す る機会 も増大するだろう。情報機器を通 じてオフィスの刺激

的な雰囲気 にも接 しられれば、 自然 と親 しみ、山登りやテニス、温泉も気軽に楽 しめる。

これからの ビジネスのポイン トになる知的生産の最適な環境を提供するだろう。

個人の情報化の進展 は 「モノ」か ら 「情報」という基本 コンセプ トの移行を体現 しなが

ら、社会システムの大きな変容をもた らすエネルギーを秘めている。

(日本経済新聞社 中島 津)
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8ア メ リカ にお け る トレーニ ング ツー ル と して の マル チメデ ィア ・システム

1は じめ に

アメ リカにおけ る人材育成、教育訓練分野 における情報化環 境の現状 に関す る最新動 向

を調査す るため に、1992年 に下記の ような国際会議 ・展示会 に出席す る機会を得 た。

①第6回 イメー ジ1992(7/14-17、 フェニ ックス)

②第3回 バ ーチ ャル ・リア リテ ィ'92(9/23-25、 サ ンノゼ)

③第8回 イ ンターオペ ラ ビリテ ィ'92FALL(10/28-30、 サ ンフラ ンシスコ)

④第3回 マイ クロメディア国際ユーザ会議(10/29-11/1、 サ ンフラ ンシスコ)

⑤第14回 防衛/産 業訓練 システム ・教育会議(11/1-4、 サ ンア ン トニオ)

また、1993年3月 に、 カナ ダ、ア メ リカの9都 市 を訪 問 した際、 マルチメデ ィア技術 を

活用 した人材育成 、教育訓練分野における新 しい対話 型の ソフ トウェアを開発 して いる企

業の担当者 や現場 で実際にそれ らの ソフ トウ ェアを利用 して いる企業のマネー ジャーと情

報交換す る機会があ った。

この レポー トは、 これ らの国際会議で討議 された内容 および開発者や利用者 とのイ ンタ

ビュー、 さらに、ハ ー ドウェアや ソフ トウェアに関 して入手 した資料の分析 によ りとりま

とめた ものであ る。

マルチ メデ ィア先進 国の アメ リカにお いて、対話型のマルチ メデ ィア ・ソフ トウェアを

最 も注 目 し、かっ利 用 して いるの は、CBT(ComputerBasedTraining)教 育 と して知 ら

れてい る組織 内教育 や専門的 プ レゼ ンテー ションの分野で ある。軍や政府機関にお いて は、

経費の削減、教育 時間の短縮、訓練効率の 向上の面か らマルチ メデ ィアによるCBTの 導

入が図 られてい る。そ して、企業 において は、経費の削減、教育時間の短縮、販売促進 に

見 られ るマルチ メデ ィアの利点 を認識す るにっれ、営業支援、 マーケテ ィ ング、製造、顧

客 サー ビス とい った分野での利用 も拡大 しつつあ る。

翻 って、 わが国で は 「マルチ メデ ィア」 という言葉 のみが一人歩 きしてお り、エ ンター

テ イメン ト以外 での具体的利用例 に乏 しいのが現状であ る。 しか しなが ら、ア メ リカで起

こってい ることがわが国に も数年遅れでや って くるのが常で あ り、その兆 しは、既 に現れ

て いる。
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2人 材育成、教 育訓練分野 におけるマルチメデ ィア ・システムの重要性

(1)第6回 イメー ジ(1MAGEIV)1992か ら

イ メー ジ会議 は、 イメー ジ ・ソサエティが2年 に1度 開催するフライ トシ ミュレー タや

ドライ ビング シ ミュ レー タ等 の リアルタイム映像 シ ミュレーシ ョンの専門会議で ある。

今 回 は、 リゾー ト地 と して有名 なアイゾナ州ス コ ッツデールにあるフェニ シア ン ・リゾ

ー トで7月14日 か ら17日 の4日 間行 われ
、欧米主 要先進 国のイメージ ・ジェネ レータ(映

像発生 装置)の ハ ー ドウェアや ソフ トウェアの メーカ と、ユ ーザで ある軍関係者 、民間航

空会社、航空宇宙 ・自動車業界、大学 や研究機関か ら500名 を超 える専門家が参加 した。

会議 は、毎朝7:30-8:15の 基調講演に始 ま り、軍事 、ネ ッ トワーク ・システム、バ ーチ

ャル ・リア リテ ィ、宇宙、国際、医療 、 自動車、データベース、サイエ ンティフィック ・

ビジュア リゼー シ ョン、 ロボテ ィ ックスのセ ッシ ョンが昼食 をはさんで夕方4時 まで続 い

た。今回の会議で は、新 たなセ ッシ ョンとしてバ ーチ ャル ・リア リテ ィ、医療、 自動車、

ロボテ ィ ックスの分野が加え られ、 コンピュータ ・グラフィックスを使 った シミュレー シ

ョンの適用分野 の広が りが感 じられた。

この会議 におけ る昔 か らの主要テーマの一つが、イ ンタラ クテ ィブな リアル タイム映像

シ ミュ レー シ ョンをパ イロ ッ トの教育訓練の現場で どのよ うに利用す るかにつ いてで ある。

現在で は、軍民 を問わず、 また ジェ ッ ト機、 プロペ ラ機 、ヘ リコプターの機種を問わず、

パ イロ ッ トの訓練 には、費用対効果の面 か ら実機を使 った訓練 は必要最低限にとどめ、で

きる限 りフライ トシ ミュレータを使 って訓練 を行 うようにな ってい る。 フライ トシ ミュレ

ータに搭載 されたイ メー ジ ・ジェネ レー タによ って作 り出 される世界 とは
、まさに、パ イ

ロッ トを訓練す るため にコンピュータを使 って描 き出された人工的な空域、す なわ ち、仮

想 の情報空間(ビ ジュアル ・データベ ース)と いえる。 この分野 は、米国防総省が豊 富な

開発費 を使 って関連産 業を育成 し、世界最先端 の技術力を保持 して いる数少ない分野の一

つで ある。

国防予算が大幅 に削減 され ることが決定 された現在、米国防総省が育成 した世界最先端

の技術力 を持 った関連産業 が存立 の危機 に立 た されて いる。 この危機を乗 り越 えるため、

技術供与の提携先 と して選 んだ企業が 日本のア ミューズ メ ン ト業界である。 この1年 間に、

アメ リカの大手2社 が、 日本の ア ミューズ メン ト業界の大手2社 と包括的な クロスライセ

ンスの契約 に調印 した。 これによ り、1年 以 内には、ハイエ ン ドの映像発生装 置が作 り出

す テキスチャ ・マ ッピングの技術が搭載 され、数百 円で遊 べ る リアル タイムの映像 シ ミュ
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レー シ ョン ・ゲ ームが巷 のゲームセ ンターに登場す る ことになろ う。従来、軍隊で しか使

うことがで きなか った この ような映像 シ ミュレー シ ョン技術 が、一般企業の教育訓練 の現

場で使用で きるよ うにな るの もそ う遠い事で はな い。

(2)第14回 防衛/産 業訓練 システム ・教育会議(1/lTSEC)か ら

1/ITSEC(Interservice/lndustryTrainingSystemandEducationConference){ま 、

米国 防総省所管の有 力団体で あ る国防産業協会(NationalSecurityIndustrialAssocia-

tion)が 主催 し、オハイオ州 ライ トパ ターソ ン空軍基地米空軍訓練 システム ・プログラム

オ フィスがホス トとな って毎 年開催 して いる、陸海空軍、海兵 隊 と国防産業 向けの訓練 シ

ステ ム技術 と教育 に関す る専 門会議であ る。今回 は、 「システム、教育、人的資源 にお け

る訓練知性の強化 」 とい うテ ーマで、11月1日 か ら4日 の4日 間テキサス州サ ンア ン トニ

オにあるコ ンベ ンションセ ンターで行われた。

この種の会議 と して は世界最大規模で、会議登録者総数 は2,000名 を超え、展示会 には、

ア メ リカを中心 と して一部 ヨー ロッパの映像発生装置、 シ ミュレータを は じめ、パ ソコン

やEWSを 使用 した各種教育訓 練 システムのハー ドウェアや ソフ トウェアの メーカ141社

が413コ マの スペースに出展 した。

会議 は、五 つの会場 を使 った専門分科会 が同時並行的に進め られ、さ らに、別途時間帯

によ って は、一つか二つの特別 イベ ン トが別 の会場で進 め られた。会議 の中心課題 は、前

述 のイメージ会議で テーマ とな ったイ ンタラクテ ィブな リアル タイム映像 シ ミュ レー シ ョ

ンを も含んで はいるが、 もっと幅広 く軍隊におけるあ らゆ る教育訓練ニーズに対 応す るた

めの システム技術 と教育 に関 して である。

したが って、併設 された展示会 に出展 して いた企業の中 には、EWSやPCを ベ ースと

した静止画、 アニ メー シ ョン、 シ ミュ レー ション、映像 な どを使用 し、 コンピュータ上で

対話的に学 習で きる教育 システム、すなわち、 イ ンタラクテ ィブなマルチメデ ィア ・シス

テムを製作 す ることを主た る業務 と してい る企業や、 これ らの システム向けの ソフ トウェ

アを制作す るためのオーサ リング ・ツールを開発製造 して いるソフ トウェア企業 も多数 出

展 した。

国防予算の大幅な削減が決定 され た今、現在の技術水準 を落 とす ことな く、航空機のパ

イロ ッ トや陸海空の防衛戦 闘 システムのオペ レー タや メイ ンテナ ンスに従事する隊員の教

育訓練 に掛 か る費用や時間の削減 と効率化 を図 ることは、 国防総省 に とって も最 も重要な
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課題の一つにな って いる。 さらに、削減対象 とな る人材をスムーズに民間へ再就職 させ る

ための再教育 に も、イ ンタラクテ ィブなマルチメデ ィア ・システムが使 われよ うとしてい

るのであ る。

3マ ルチメデ ィア ・システム に使用 されるハー ド&ソ フ ト

(1)使 用 されるハ ー ドウェア

前述 の会議 ・展示会 に出展 して いた企業がエ ン ド・ユ ーザ用のプラ ッ トフ ォーム と して

使用 していたハ ー ドウェアは、主 にUNIXをOSと したWSとPCで 、使用 目的や用途 によ

って使 い分け られて いた。

リアル タイムの ビジュアル ・シ ミュ レー ション用 には、ハ イエ ン ドのグラフィックWS

が どうして も必要で あ り、 システム構成 にもよるが1台 当た り10万 ドル前後 が購入金額の

目安 とな ってい るものであ る。 この クラスのマシ ンの価格性能比 は毎年著 しく向上 してい

るので、数年以 内には、一般の教育訓練の現場で使用され ることにな るであろ う。

現在、マルチ メデ ィアの アプ リケー ションを動かす場合の基本的なハー ドウェアに必要

なシステムは、高速プ ロセ ッサ と大量の メモ リに加え、サ ウン ドとグラフィ ックス対応用

のボー ド、そ してCD-ROMド ライブである。

一般的 に、最 もポ ピュラーなCBT用 のプラ ッ トフォームはIBMPC/AT互 換機で、

CPUに はイ ンテルの80286/386、2MBのRAM付 きでHDD40/80MBが 搭載 され、OSに はMS

-DOSが 使用 されて いるマ シンである。最近の傾向 として は、使用す るOSが ウイ ン ドウズ

(Windows)に 変 わ りつつ あるが、現場で実際に使用 されているマシ ンは、あ くまで もDO

Sが 主流であ る。DOS主 流 は、 もう少 し続 く可能性がある。 なぜな ら、ウイ ン ドウズ対

応 にす るためには、まず、 ウイ ン ドウズを購入す る必要があ る。 また、 ウイ ン ドウズを高

速で動 かす ために は、 メモ リー とHDDの 増設が必要 となる。 さ らに、費用 を掛けて作成

したDOSベ ー スの ソフ トウェアを ウイ ン ドウズ対応にす るためには、一 か ら作 り直す必

要があ るか らであ る。

ア ップル社 は、 どの展示会で もそ こそ この ブースを設 けて大 々的にPRを していたが、

マ ッキ ン トッシュが、政府、軍、企業 向けの組織内教育 マーケ ッ トで大規模 に使用 されて

いる例 はまだ少な いようである。

PC以 外の機器 と して は、動画を使 う場合 にはパ イオニ アの レーザ ーデ ィス クが使用 さ

れて いるシステム もあ ったが、費用の点 か らPCだ けの システムが圧倒的に多 か った。

-181一



今後の展望 として、 これか ら組織 内教育 の 目的のためだけに新 たにPCを 購入 しよ うと

する動 きもな くはないが、既に業務で使用 しているPCに ソフ トウェアのみを購入 して教

育 に も使用す るケースの方が多 い と思われ る。 その場合、従来の文字 と数値 のみを使用 し

た ソフ トウェアか ら音声、静止画、動画を も含 めたマルチメデ ィアを使用 したイ ンタラ ク

テ ィブな ソフ トウェアが主流 となる ことか ら、FDよ りもメモ リー容量が各段 に大 きいCD

-ROMが メデ ィアと して使用 される ことになろ う
。 このため、既存 のPCに 外付 けのCD-ROM

ドライブを付 け加 え るか、新 たに購入す る場合 には、CD-ROMド ライブを内臓 したi486マ シ

ンが主流 になると思 われる。

(2)使 用 される ソフ トウェア

基本 ソフ トウェアにっいては、 ア ップル社か らはクイ ックタイム(QuickTime)が 、マイ

クロソフ ト社 か らはウイ ン ドウズ とこれをよ りマルチメデ ィア化す るためのME(Multi-

mediaExtention)が 、マ ッキ ン トッシュや ウイ ン ドウズ ・マシ ンの汎用パ ソコンの環境に

本格的なマルチメデ ィア機能を付加すべ く、サポー トされ始めて いる。

そ して、今求 め られているのが、 これ らのハー ドウェアや ソフ トウェアの機能 を利用 し

て、ユーザやプ ロの ソフ ト開発会社が簡単 にハ イグ レー ドなマルチ メデ ィア ・ソフ トウェ

アの作成がで きるよ うな効率的で創造 的な 「オ ーサ リング ・システム」で あるといえ る。

オ ーサ リング ・システムとは、紙や ノー トに自分のアイデアや イメー ジを書 き表わす感

覚をその ままコンピュータ上で実現 させ たいとい う、 とりわけ教育工学 で熱心 に研究 され

た特別 なソフ トウェア ・ツールであ る。 これ によって、 コンピュータのプログラム知識を

持たない人が、表現 したい、伝 えたい内容を コ ンピュータを通 して手軽に作成で きる環境

が整 うよ うにな って きた。

しか し、 これまでのオ ーサ リング ・システムは、大半がマルチメディアの環境 とは程遠

い もので あった うえ、マルチメデ ィア ・データを扱え るア ップル社 の 「ハイパ ーカー ド」

です ら、基本の ところは相変わ らず プログラ ミング言語(ス ク リプ ト言語)を 使用 しなけ

ればな らなか ったので ある。

これ に対 し、最近ではオーサー ウェア ・プ ロフェッシ ョナル(AuthorwareProfession-

al)の ように、オー ソ ドックスなCAIオ ーサ リング ・システムの限界 を厳 しく評価す る

ところか ら出発 し、ス クリプ ト言語 などによ るプログラ ミング もほとんど不要な システム

がい くつか市場 に出始 めた。ただで さえ複雑 にな りがちなマルチ メデ ィア開発であるか ら
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こそ、 よ り理解 しやすい操作性 を持 った編集ス タイルをマ ンマシン ・イ ンタフェースの観

点か ら構築 しようと研究 されて きたのであ る。その結果が、アイコン(絵 文字 と してのブ

ロ ック)を 駆使 した、 ビジュアルで、独 自の 「オブ ジェク ト・オーサ リング」の手法であ

った。

オーサーウェア ・プロフェッシ ョナルの場合には、 コンピュータ ・コマン ドの意味を持

った11個 の アイ コ ンを、順番 に画面 に並べて い くだけで シナ リオが作 られ、アイコ ンご

とに文字 や図形、写真、音楽 、ナ レー シ ョン、アニ メー ション、 ビデオなどの素材を張 り

付 けた り、表現 したいかたちに指定 しなが らタイ トルを作成す るのである。わずか11個

のアイ コンで プログラムの流 れを記述 して しまうこの方式 は、視認性に優れ、複雑な ロジ

ックをほ とん ど直観的 にっかむ ことがで きるのであ る。

また、操作が い くら簡単 で も、最初 か ら完全な作 品は作れない。オーサー(制 作者)が

試行錯誤 しなが ら、っ まり、 シナ リオをその場で変 更 した り、す ぐにシ ミュ レー シ ョンで

きた り、 データをす ぐに交換 した りとい う、応答性 や柔軟性が高 くなければな らないので

あ る。 アイ コン方式 は、 これ らの点 で も素晴 らしい効果 を発揮す るのである。

陸海空軍 にお けるパ イロ ッ トのみな らず、船舶 や潜水艦の操舵手や レーダーや ソナーお

よび対空、対潜水艦用の攻撃 システム、 さ らに、戦車 や対空用の ミサイル ・システムや各

種 の意志決定支援 システム等 のオペ レー ションや メイ ンテナ ンス要員の教育訓練 に各種の

オーサ リング ・ツールを使用 して作成 され たマルチ メデ ィア ・ソフ トウェアが使用 されて

お り、大 きな効果 を上 げてい る。

陸軍 の場合 は、独 自にオ ーサ リング ・ツールを開発 し、軍部内で教育訓練用のマルチメ

デ ィア ・ソフ トウェアの制作 を積極 的に行 って いる。民間にマルチメデ ィア ・ソフ トウェ

アの開発 を発注す る場合 に も、制作 を受注 した企業 は、陸軍が開発 したオーサ リング ・ツ

ールを使用す る ことが義務付 け られている
。一方、海軍 は、要求 した仕様 を満たせ ばどの

よ うなオーサ リング ・ツールを使用 して も構わない ことにな ってお り、民 間で開発 され た

優れ たオーサ リング ・ツールを積極的 に使用 してい こうとい う方針で、陸軍 とは際立 った

違 いを見せて いる。

4マ ルチメデ ィア ・ソフ トの活用事例

第3回 マイクロメデ ィア国 際ユ ーザ会議で は、 日本 国内で使用 されているオーサ リング

・ツール と して は最 も有名 なソフ トであ るオーサー ウェア(Authorware)を 制作 して いる
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こともあ り、オーサー ウェアを使 って開発 された組織 内教 育用 のイ ンタラクテ ィブなマル

チ メデ ィア ・ソフ トの紹介が数多 くな された。

以下 では、 このオーサ ーウェアを使 って開発 されたマルチ メデ ィア ・ソフ トの活用事例

を紹 介す る。

(1)オ フィス家具販売会社

スチ ールケース(Steelcase)社 で は、営業担 当者 に対す る教育用 プログラム として、 マ

イ クロメデ ィア社 のオーサーウェアを使 って、26分 の映像 と、5万6,000枚 の製品 の静止

画 を取 り入れた対話 的な教育 システ ム(イ ンタラ クテ ィブ ・マルチ メディア ・ソフ トウェ

ア)を 、1990年 の冬 に導入 した。

この システムを導入す る以前の教育方法 は、製品の内容 をまとめたテキス トの使 用 と、

1週 間の営業研修 の参加 が義務付 け られていた。 しか しなが ら、 このよ うな教育方 法で は、

①使用 して いるテキス トがっま らな い との不評 があ り、②営業担 当者の研修結果 と しての

理解度 を、上 司が把握 す る手段が な く、③1週 間 に営業担 当者80人 が研修に参加 したため

に、研修期 間中の生産性が低下 し、④研修を受 けるための出張な どに伴 う経費が増大 し、

⑤同社製品の種類が膨大なため、顧 客の多様化す るニ ーズ に答え るための提案や セールス

ポイ ン トを教育す る ことが困難であ る等 の問題点があ った。そのため、対話的な教育 シス

テムの導入 によ り、上記の よ うな問題 の解決が図 られ る こととな った。

この システムが導入 された ことによ り、①社員 の理解度が向上 し、②今後5年 間で教材

の開発 ・配布 ・保守 にかか るコス トが従来の方法 に比べて100万 ドル(28%)以 上削減 で き

る見込みであ り、③教育時間が短縮 で き、教育効果が上が ったため、営業担当者 を従来 よ

り20～30%早 く着任 させ る ことが可能 とな った。

(2)エ アラ イ ン

ア メ リカ ン ・エ ア ライ ン(AmericanAirline:AA)で は、9万 人 い る全 職 員 の うち、

ス チ ュ ワーデ ス、 予 約受 付 け 、発 券 、 ゲ ー ト、 荷 物 、 国 際 セ キ ュ リテ ィ業務 担 当者 を 中 心

に60%以 上 の 職 員 に対 し、新 入 社 員 教 育 と再 教 育 を ダ ラス に あ る研 修 セ ンターで 実 施 して

い る。 この セ ンタ ーで は、1日 当 た り平 均1,000～1,500人 の職 員 が 教 育 を 受 けて い る。

AAで は15年 前 に、 膨 大 な 教育 需 要 に対 応 す るた め、 コ ンピ ュー タ を使 った教 育 シス テ

ム(ComputerAssistedInstruction:CAI)を 導 入 した 。導 入 当初 は、 テ キ ス トを主 体
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とした75の レッス ンがAAの セーバ ーというコンピュータによる予約 システム(Computer

ReservationSystem:CRS)経 由で提供 されて いた。1989年 まで に、 このSAI(Sabre

AssistedInstruction)と 呼ばれ る レッス ンが1,000に まで増大 し、150万 時間以上の職員

教育が このネ ッ トワーク上で提供 され るよ うにな った。SAIを 使 った レッス ンは効果的

で はあったが、AAは 、新 しい コンピュー タ ・メデ ィアの使用 によ り、90年 代に対応す る、

よ り高度で効果的なカ リキ ュラム と提供 システムにっいて検討 し始 めた。検討の結果、採

用 されたシステムが静止画、アニ メー ション、 シ ミュ レー ション、映像な どを使用 し、 コ

ンピュータ上 で対話的に学習で きる教育 シろテム、すなわち、 イ ンタラ クテ ィブなマルチ

メデ ィア ・システムであ った。 現在 では、国際セキュ リテ ィ、チケ ッ ト発券、荷物の取

扱業務プログラムがオーサーウェアを使 って開発 され、SAI経 由で実際に使用 されてい

る。 これ らの コースで は、10～15秒 のアニ メーシ ョンの説明が3～4画 面文のテキス トで

解説 されている。

この システムが導入 された ことによ り、AAは 従来 の方法に比べて、①教育時間の短縮

(従 来の300時 間か ら152時 間に短縮)、 ②人件費が40%削 減で きた と発表 して いる。

(3)化 学製 品会社

3M社 の メモ リー ・テ クノロジー ・グル ープで は、マイ クロメデ ィア社のオーサー ウェ

アを使 って、ユーザ と従業員向 けにCD-ROMを 媒体 と して使用 した対話型のマルチメデ ィア

・プ レゼ ンテー ション ・システムを開発 した。

3Mデ ータ ・ス トー レッジ ・ディスクと呼ばれて いるこのCD-ROMに は、会社案 内、技術

説明書、製品 カタログが1枚 のCD-ROMに 盛 り込 まれている。 この ソフ トウェアを使 うこと

によ り、ユーザ は会社の歴史 を知 り、会社が持 ってい る技術を学び、ニーズに対応す る製

品の推薦を受 けることがで きる。一方、営業担当者 に とって は、最新のマーケテ ィング資

料が入手で き、営業支援 ツールに もな り、 また、個別 のユ ーザに合わせたプ レゼ ンテーシ

ョンを行 うこともで きるのであ る。3M社 は、 このCD-ROMを1万 枚制作 し、見込み客、3

M社 の営業担 当者、および各支店 を対象に配布 した。

3M社 の1991年 度の資料 によると、 この システムが導入 された ことにより、従来 の方法

に比べて、開発、配布、保守の トータルコス トで45%削 減で きた と発表 されている。

(4)コ ンサルテ ィング会社
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アーサー ・アンダーセ ン社 では、新入社員 コンサルタ ン トに対する教育 のため、ベテラ

ン ・コンサルタ ン トが持つ ノウハ ウを、デ ィジタル ・ビデオを使 って対話 的に学習で きる

マルチメデ ィア対応 の教育 システムを開発 した。

この システムは、 シカゴ郊外 にある同社 の研修施設内で使用 されてお り、ハー ドウェア

はIBMPC/AC互 換機 を使用 し、 ソフ トウェアはCD-ROMに 収 め られて いる。 ビデオ部分は、

200分 のDVIを 使用 してお り、1992年 初期に導入 された。

この システムを導入す る以前の教育方法 は、先輩社員の同行 による現場OJTで 、出張

旅費などの経費が大変かか っていた。

しか しなが ら、 この システムが導入 された ことによ り、従来の方法 に比べて、①社員の

研修時間を従来 に比べ40%削 減でき、② 出張費等 の経費を年 間で80万 ドル削減で きる見込

みで、③多 くの社員 が使用 したため、開発 にかか った コス トを3ヵ 月以内で回収できた。

(情 報 コンサルタ ン ト 小泉幸一)
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9ア メ リカ の 状 況 分 析 に み る情 報 化 社 会 の 検 証 と展 望

ま った く期待通 りに進 まなか った情報化だが、実 はこれまで20年 間の動 きは新たなるス

テー ジへの序盤 にす ぎなか ったので はないか?

以下 は主 にアメ リカにお ける情報化 の最新傾向か らの状況分析で ある。反省の部分 は情

報社会 の ウォ ッチ ャーと して有名 なオース トラ リアの グ リフィス大学の トム ・フ ォレスタ

ー教授 が、1991年 の11月 にスイスで開かれ た情報社会に関す る国際会議の冒頭で行 った講

演を紹 介す る。 また今後の展望 について は、ハ ドソ ン研究所の ジ ョー ジ ・ギル ダーがr未

来の覇 者』(原 題 はrMICROCOSM』1989年)と い う書物で展開 している議論 に基づ いている。

1フ ォ レスターによる反省

ICの 登場 と共 に始 ま った いわゆ る 「マイクロ ・エ レク トロニ クス革命」につ いては、

1960年 代か ら1970年 代 にか けアル ビン ・トフラーを代表 とす るさまざまなバ ラ色の未来予

測の花 が咲いた。 そ こで は"第 三 の波"、"メ ガ トレン ド"、"脱 産業化社会"、"余 暇

社会"と い った基本 キーワー ドの周辺 に、"無 人化工場"、"ペ ーパ ー レス ・オフィス"、

"キ
ャッシュ レス社会"、"エ レク トロニ ック ・コテー ジ"、"情 報デモ クラシー"、"人 工

知能"な どのニ ュー コンセ プ トが絢燗 とち りばめ られ ると共 に、その アクセサ リー となる

べ く無数 のホ ッ トな新製品やサー ビスが次か ら次へ と目ま ぐる しく登場 した。 ビデオディ

スク、テ レビ電話、電子 メール、テ レビ会議、 ビデオテ ックス、マルチメデ ィア、DTP、

ISDN、EDI、MIS、FMS、CIM、POS、RISC、CD-ROM、HDTV等 々 といった今 日

にまでいた る膨大 なニ ューテクノロジー群で ある。

だが、それか ら20年 の月 日がた った今 にな ってみ ると、当時のオ ピニオ ンリーダーたち

が力強 く到来 を期待 し、意図 した 「情報化革命」 は、結局 は何 ひとつ実現 して いな いこと

に気づ く。 そればか りか、当時は意 図 も予期 もされて いなか った深刻 な状況 も生 じて きた。

信頼性 の低 い ソフ トウエ アはさま ざまな事故や障害を もた らしてい る。各種 の コンピュー

タ犯罪 や、 ソフ トウエアの違法 な コピーが いたるところで起 こってい る。電子 的なデータ

処理 のセキ ュ リテ ィを脅かす さまざまな"ウ ィル ス"が 蔓延す る一方で、人 々は コンピュ

ータによ って 自分 たちの プライバ シーが侵害 され る危 険に気づ き始 めて いる
。 そ うか と思

うと、 コン ピュータを利用 した新 しい情報処理 ・通信技術 に一種 の中毒症状 を呈す る人達

も少 なか らず現れて いる。携帯電話を手放せな くな った"コ ミュニ カホ リッグ 、やた ら
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と シ ミュ レー シ ョ ンに熱 中 す る"ス プ レッ ドシー ト ・ジ ャ ンキ ー"、 毎 日毎 日大 量 の 電 子

メー ル を ば らま く"電 子 メ ール フ リー ク"、 何 か とい え ば フ ァ ッ クス に頼 る"フ ァ ッ クス

・ポテ ト"な どで あ る
。

(1)産 業の情報化

この ような期待 と現実 とのギ ャップをみて み ると、 まず、第一 に"余 暇社会"は 一 向 に

到来 しなか った ことがあげ られ る。当初危惧 され た大量失業 はほとん ど発生 しなか ったが、

労働 力に置 き代 わ るはずの コンピュータの導 入 も、予想 され たほど急速で も円滑で もなか

った。む しろ、資金 、技術 、経営上の問題のために、 コンピュータの導入が逆 に雇用の増

大を もた らすケー スさえあ った。他方、 アメ リカの場 合、職場での労働 はむ しろ強化 され

た。 ア メ リカ市民の平均余暇時間は、1973年 か ら1989年 の間に37%も 減少 した し、労働時

間 は、通勤時間 まで含 めると、41時 間か ら47時 間 に延 びて しまった。 さらに、副業 や家庭

での拘束 時間 も増え た。

第二に工場の無人化 も実現 しなか った。 アメ リカの ロボ ッ ト設置台数 は、予測 では1990

年 には25万 台にな るはず だ ったの に、実際は3.7万 に とどまってい る。世界の ロボ ッ ト販

売高 は既 に1987年 が ピー クだ った、 その理由は、 ロボ ッ トが人間よ りも高 くつ きす ぎるか

らで ある。現在 で もア メ リカの工場の53%に は、 自動化機械 は一台 も入 って いな いので あ

る。 さらに、次代 の生 産 システムと喧伝 されたFMSやCIMの 進展 も遅れて いる。結局

1980年 代の工場 全面 自動化の夢 は無残 に破れ、着 実な"改 善"の 方向へ と戦略転換が な さ

れたのであ る。

第三 に、一番ひ どい予測の失敗 の例が、オ フィスのペーパ ー レス化であ る。 アメ リカで

は、過去30年 、実質GNPが2.8倍 にな る間に、紙 の使用 は3.2倍 に もな った。1986年 に消

費 された紙 は2.5兆 ペ ージだ ったのに対 し、1991年 には4兆 ペー ジの紙が消 費 された。そ

の最大の理 由は、 ファクシ ミリとコ ピー機械の普及 にある。他方、電子 メールや音 声 メー

ルはそれ ほど伸 びていない し、 いわゆ るOA市 場 は予想外 に伸び悩んで いる。今後EDI

で も本格的に普及す れば話 は別 だが、それ はまだまだ相 当に先の話 だ と思われ るので、 当

面 は、 ジャンク ・メールや ジャンク ・フ ァックスは増加 の一途をた どることになる。企業

が扱 う情報の95%は 紙 だ とい うIBMの 推計(1988年)も ある。

第 四に、近年の情報化の もっとも深刻 な帰結 とい うべ きもの は、情報技術 の生産性 向上

効果が、大 して ないど ころか、 ほとん どないとい う事実である。 これ は、製造業 を対象 と
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する多数の実証研究の一致 した結論なのである。非製造業、すなわち、銀行、商業、教育、

保健などの分野では、概 して生産性はむしろ低下 したと考えられている。その主な理由と

してよくあげられるのは次のようなことである。

①生産性向上効果を無にして しまうコンピュータの突然の故障の頻発

②文書の過度の改訂や仕上げに必要以上に凝って しまう非効率

③ソフ トやハー ドの新製品導入に必然的に伴 う、まさに無限に続 く再教育

④コンピュータでゲームをする傾向(そ れも勤務時間中に!)

(2)家 庭 の情報化

で は、家庭 の情報化 は どうであ ったか。何 よ りもまず、 「"第 三の波"は 、人 々を職場

か ら、今や"エ レク トロニ ック ・コテー ジ"と な った家庭 に返す」 とい う トフラーの有 名

な予測 は、完全に外れた とい うほか はな い。現在の ところ、 フル タイムで在宅勤務す る者

は、 米国全体の労働力のせ いぜ い10%に とどまって いる。テ レコ ミューティ ングの実験 は、

ほとん ど失敗 し中止 されて しま った。 その理 由と して、家庭 での空間的制約やで きる仕事

の種 類の少 なさ、 あ るいは在宅勤務者 の管理を どうす るか とい った問題があげ られている。

しか し、最 も深刻 なのは、人 間関係 や個人の心理 的な問題、っま り、家庭 内での摩擦や近

所の騒音のわず らわ しさ、孤独 の淋 しさ、仕事 と余暇の区分がで きないことか ら起 こるワ

ーカホ リズム、ス トレスと燃え尽 き、 といった問題群であろ う。結局 、在宅勤務 は鳴物入

りで実験 が始 ま った に もかかわ らず、長続 き しなか ったのである。

また、いわゆるホーム ・オー トメー シ ョン、っ まり、家事 ロボ ッ トや壁掛 けテ レビ、家

庭内端末、 自動点灯 システム等 々に は、消 費者 はまるで燃えなか った。な るほど、1970年

代か ら80年 代を通 じて、 い くっかの新 しい種類の家電製品や情報機 器が家庭に も普及 して

い った ことは確かだ 一 電子 レンジ、 ビデオ、大型 テ レビ、CD、 留守番電話、フ ァクシ

ミリ、 ワープロ、携帯電話等 一 そ の結果 と してわれわれのライフスタイルが一変 した と

いうまでには至 らなか った。

情報化 の進展 によ って、人 々は、家庭 の中にいなが らに して ショッピングやバ ンキ ング、

あるいは各種 の情報サ ー ビスの利用 な どが可能にな るという期待 ももたれたが、 これ らも

そ う大 して普 及 していない。 ホーム情報 サー ビスでいえば、ア メ リカの ビデオテ ックス ・

サー ビスの普及率 は、1985年 に は5%に 達す ると予測 されて いたのに、実際には1%以 下

にとどま った。なに しろ、後か ら考 えてみ ると、 ビデオテ ックスは使 いに くい し、遅 い し、
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融通 が きかない上 に、何 よりも高価 であ った。ニ ュース、天気予報 、株価、飛行機の出発

時間な どとい った た ぐいの情報 の魅力 は、あま り大 した もので はな い。 この種 の情報サー

ビスに金 を払 う気のあ る消費者 は、極めて少ないのである。

またホーム ・バ ンキ ングは、 アメ リカだけでな く、 ヨーロ ッパ や 日本で も試 み られたが、

いず れ も、実験の段階を越 えて いな い。要 す るに大 して有用性 が見 出せなか ったのであ る

が、何 よりも現金の出 し入れがで きな いのが決定的に不便であ った。 そのため、銀行 に し

てみれば、せ っか くホーム ・バ ンキ ングのための資本投下を行 って も、それ に見合 うだ け

の利 用がない とい う結果 に終 わ って しまった。 またそれに類 してホ ーム ・シ ョッピング も

み じめな失敗 に終 わ った。技術的 な理 由と しては、操作が難 しす ぎる とか、商品の選択範

囲が狭 い、支払の仕方や購入 した商品の配達のタイ ミングなどに問題が残 った点があげ ら

れて いるが、最 も深刻 な問題 と して、 シ ョッピングによ る心理的 ・社会的満足が得 られな

い こと、っ まり、 ホーム ・ショッピングだ と、家を出て、友人 に会 い、 コ ミュニテ ィと交

わる楽 しみがない ことに多 くの人が気づ いて しまったのであ る。

(3)社 会の情報化

で は、よ り広 い社会的な領域 で期待 された変化 は、ど うな ったのだ ろ うか。 ここで も変

化 は遅 々 として いる。学校 にお ける"教 室革命"は 、ど こに も見 られ ない。ア メ リカの学

校 にコ ンピュータが普及 した とはいえ、たかだか30人 に一台程度 にとどま ってお り、それ

す ら見直せ とい う声が あが って いる。む しろ図書費や教 師の人件費 に振 り替え るべ きだ と

い うのだ。なに しろ、CAIソ フ トなる ものの出来た るや恐 るべ き もので、 とて もまとも

に教育現場 で使用で きる もので はない し、 「コンピュータ ・リテラ シー」 も言葉だ けで、

実 はその内容 た るやま るで実体が ない とい うことが分か って きたので あ る。

パ ソコン通信のよ うな システムが普及すれば、 ボタ ン投票や電子 町民大会 などが可能に

な り、"電 子民主主義"の 時代 が到来す るとい う予測 もあ った。事 実、そのよ うな運動を

率先 して展開す る人 々や、そ うした方向を 目指 して市民の啓蒙活動を行 う試み もな くはな

か った。 しか し、 そ うした試み も、全体 と しての人 々の政治参加意欲の減退傾向を逆転 さ

せ る ものに はな りえなか った。人 々は今 日、 メデ ィアか らの情報が多す ぎて、かえ って政

治 に無関心にな っているので ある。 それ を如実に示 しているのが、選挙 での投票率の趨勢

的低下であ る。

L
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(4)予 測の失敗

では、情報社会の予言者たちの予測は、どうしてか くも惨めに外れてしまったのだろう

か。その理由として、①デルファイ法などによって発明者や発売者のような既成の利害関

係者か ら得た情報に頼 って予測 したこと、また、②既存の技術の寿命を計算に入れなかっ

たこと、③過去の傾向を未来に向かってあまりに単純に外挿 したこと、④関連分野の発展

を考慮に入れなかったこと、そしてなによりも⑤技術の動向と市場予測を混同したことの

5点 があげられる。

(5)予 測外 の現状

次 に、情報 革命が もた らした一連の まった く予想外 の新 しい社会問題 にっ いて考えてみ

よ う。それ は、新たな社会 的脆弱性 とで もい うべ き問題であ る。第一 は、 コンピュータの

誤動作癖 に由来す る ものであ る。 コンピュータは、在来 の電気 、テ レビ、 自動車 などの技

術 とは違 って、 しば しば、信頼性 や安全性や予測可能性 に欠け、その完全 な管理 はほとん

ど不可能 に近 い。 アナログ装置や機械 的装置の場合 は、部分的故障が多 く、すべてがダウ

ン して しま うことは少 ない。 ところが、デ ィジタル電子装置であ るコンピュータ ・システ

ムは、全面的で破局的 な事故 を起 こ しがちで ある。っ まり、 ダウンす るとなれば完全 にダ

ウン して しま うのだ。 その よ うなケースは、電話の料金計算や交換機の ソフ ト、銀行 のオ

ンライ ンシステム等 で既 に経験 されて いる。心臓のペ ースメーカーや飛行機の操縦装 置は、

POS機 械 やパ ソコ ンあ るいは ビデオ ・ゲーム機 などか らでる電磁波のために使えな くな

ることがあ る。 コン ピュータのハ ー ドや ソフ トの誤動作 は、 この産業の専門家がい うより

はず っと頻繁 に起 こってい るのだか ら、過信 は禁物 であ る。

第二 は、人間の誤用 に由来す るものであ る。世 間で コンピュータに帰せ られてい る誤動

作の多 くは、実 は、機械で はな くて人 間の間違いによ るものなので ある。 さらに、単純な

誤用 とい うよ りは、意図的な悪用、乱用、破壊行為 も少 な くない。 ソフ トの違法 コピー、

ハ ッキ ング、 ウィル ス/ワ ームの配布 、 コンピュー タを利用 した詐欺、 プライバ シー侵害

等、 その例 は枚挙 にいとまがな い。今 日のハ ッカーやデータ泥棒 は、最 も進んだ金融や軍

事 システムに侵入で きる。 ウィルス作成者が大学や政府の通信ネ ッ トワー クを台無 しに し

た こともある。 テ レフ ォンカー ドの偽造 のよ うな犯罪例 もあれば、秘密 にされて いるはず

の医療 、金融、犯罪記録が いっの まにか第三者 に入手 されているケース もある。

第三 は、 コンピュータ ・システムが複雑 にな りす ぎた結果 と して生 じて いるシステムの
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管理不能性であ る。 これ は、その システムを作 った人 にさえ、 どうに もな らな い場合が多

い。 そ もそ もシステムの導入の過程で、当初の予算計 画に大幅な狂 いが発生す ること もし

ば しばある。 しか もその規模 は近年 さ らに増大傾向 にあ る。 また、よ うや くシステムが完

成 した ところで、あ りうべ き事故 のすべてを事前 に予想す ることがそ もそ も不可能で ある。

それなのに、今 日で は、 コ ンピュータ ・システムは、航空管制か ら救命 システム、原発運

営か ら巨額 の資金移動や ミサイル制御等、 あ りとあ らゆる重大 な用途 に用 い られてい る。

これ らの システムは、火事、洪水 、地震 、停電等 に も弱 いばか りか、ハ ッカーの侵 入や内

部 のサボター ジュとい った人的な攻撃 に も弱い。

第 四は、 コ ンピュータを利用 した情報処 理 ・通信 システムの利用が引 き起 こした新 しい

心理 的な病弊であ る。それ らは、組織の生産性や健全な人 間関係の展開に とって の妨 げと

なる危険がある。例えば、有用 な情報 とそ うでな い情報 との区別がっかな くな る"情 報過

多"現 象 はその一つであ る。 ところが、現在 の情報技術 は、大量 の情報の収集、貯蔵 、移

動 は可能 にす るものの、 その解釈 は一向に して くれない。今 日必要 なの は、 それ らを知的

に処理す る技術、つま り、informationtechnologyで はな くintelligencetechnologyな

のであ る。だが、情報解釈 の技術の立 ち遅れのため に、入 って くる情報 が多す ぎて、分析

や決定がで きないとい う状態が常 に起 こって いる。 もちろん個人 の場合で も、ア メ リカ人

の テ レビ視聴時 間は一 日に7時 間 と7分 、 ビデオ視聴時間 は週 に5時 間 と8分 にのぼ って

いる。 ラジオの平均保有数 は一家あた り5.3台 で あ る。 これ らか ら、毎 日1600パ ター ンも

の広告が入 って くる。 この よ うに一方的 に流れ込 んで くる大量の情報 のおかげで、30歳 以

下 の世代 には、知識 と関心 の低下が顕著 に見 られ るに至 って いる。っ まり、積極的な情報

入手努 力(読 書等)が 放棄 されっっ あるわ けだ。

い ま一つの深刻な問題 は、"ハ イパ ーコネ クテ ッ ドネ スの病理"と で も呼ぶべ き人 間関

係の歪みである。例えば、携帯電話 や ファクシ ミリを手離せな くな った コ ミュニカホ リッ

クの管理者 が出現 して いる し、 コ ンピュー タ上 で シ ミュレーシ ョンばか りや って いるスプ

レッ ドシー ト・ジャンキー もいる。 そ うか と思 うと、大 した用 もな いのに大量の電子 メー

ルのや りとりをす る電子 メール中毒 もでて きて いる。 しか し、 それで仕事 がよ り良 くで き、

よ り賢明な決定がで きてい るか は、疑問 とい うほか ない。実 際、他人 との接触 が増 えす ぎ

ると、仕事 の上の関係 はかえ って壊 れて しまいかねない。部下 は、む しろほっておかれた

いので ある。
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(6)反 省 一 人間 と技術 の関係 の見直 し

結局 の ところオ ール ドス タイルの情報化 は、人間の必要や能 力を軽視 しす ぎたのが、最

大の問題 であろ う。 それが一 方で予測の失敗 を もた らす と同時に、他方で、人間的要因に

かかわ る予想外 の問題の頻発を招 いたのであ る。 そ うだ とすれば、いま必要な ことは、"わ

れわれの視界に人 間を取 り戻す"こ とでな ければな らない。言 い換えれば、技術 と人間の

関わ りの見直 しが必 要なので ある。実際、生産の現場で さえ、 ロボ ッ ト化 は真の解決で は

なか った。 ロボ ッ トは人間以上 の問題児 だ ったのだ。実 は、一番 フレキ シブルな製造 シス

テム とは、人 間自身で はなか ったのか。 ア クセスに値す る唯一のデータベースは、生 き字

引 きのよ うな長期勤続従業員の頭の中のそれではないのか。最 も高度 なコ ミュニケーシ ョ

ン技法 とは、膝突 き合わせ た話 し合 いで はないのか。 どうや ら、近年 のコンピュータ技術

の進歩 は、それを利用す る人間の能力 を追 い越 して進 んで しま っているのではないか。商

取 引か ら看護 にいた る広範 な社会的活動のすべて にコ ンピュータをやみ くもに導入 しよ う

と焦 ったその結果 と して、 それ らの社会活動の非人開化を 一 キーをポ ンと叩いて金 を盗

む とい う意味で は、犯罪 さえ も非人 開化 して しま った 一 もた らしてい るのではないだろ

うか。

コ ンピュータ科学者やその他 の熱心 な コンピュータ利用者 に見 られ る"お た く症候群"

とは、人 間か らゆ っくり反省 し考 え る時間を奪 った コンピュータが引き起 こした"テ クノ

ス トレス"の 発現 にほかな らないので はないか。 そ うだ とすれば、今なすべ きことは、実

は人生の 目的の再反省で あ って、われわれ は、 自分 が何 が したいか、何が ほしいかをあ ら

ためて熟慮 した上で、 それ に役立っ方 向へ技術を向 けていかなければな らないのである。

フォレスター教授による以上の反省の言葉のなかには、聴 くべき多 くのものが含まれて

いることは間違いない。しか し、基本的には、彼の反省には今後の未来に対する開かれた

展望、 とくに情報化がいまどのような位置にあって今後どのような方向に進んでいくかと

いう見方にいささか乏 しい ものである。現実にアメリカの情報産業はこの報告の行われた

直後か ら、90年 代初頭の不況期を乗 り越えて新 しい成長を始めているのである。
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2沸 き起こる未来

アメリカで も、単に不況を反省するだけでな く、むしろより積極的に情報社会の新 しい

展開を模索 したり構想 したりしようとする動きが既に起 こっている。その代表的な例とし

て、ここでは経済評論家であるジョージ ・ギルダーの議論を取り上げてみる。

(1)マ イクロコズムの時代

ギルダーによれば情報技術が生産性の向上 に結びつかない最 も大 きな理 由は、ICの よ

うなマイ クロエ レク トロニ クスの産物 に見 られ る"マ イ クロコズ ム"の 法則が理解 されて

いな いことにあるとい う。 これまで の"マ クロコズ ム"の 法則 は、接続 され る要素の数が

増え るにっれ、 システムの複雑性が指数的 に増加す るというもので あった。だが、"マ イ

クロ コズム"に おいて は、接 続 され る要素 の数が増え ると、 システムの効率が二乗 に比例

して増加 し、その結果、 システム は、よ り安 く、 よ り早 く、 より信頼性が高 くなるとい う

ので ある。つま り、マイ クロコズム におけ る新 たな分散型 アーキテ クチ ャは、 チ ップの上

のスイ ッチ と接点 がます ます廉価(数 千万 ～数億分 の1に も!)に な ったのに対 し、チ ッ

プの信号を外の世 界に繋 ぐ線の方 は稀少で高価(16～48分 の1)な ま まであ るとい う事情

を反 映 して いる。すなわち、 コ ミュニ ケーシ ョン能 力に比べ、個 々の コンピュー タの情報

処 理能 力が格段 に大 き くな ったので、 メイ ンフ レームによ る集 中的な情報処理よ り、それ

ぞれが高度の情報 処理機能 を もって いるパ ソコ ンや ワー クステー ションによる分散 コンピ

ューテ ィングに向か う傾 向が生 まれ、それが ネ ッ トワー クの新 たなアーキテクチ ャを決定

す ることになるというのであ る。

今や、過去の時代のマ クロコズムの法則 を反映 した集中型のネ ッ トワーク ー テ レビ放

送、電話、データベ ース等 一 が時代遅 れの もの とな り、 その存在理 由を失 って しま う。

この 「放送の ピラ ミッ ド」か ら 「仲間た ちのネ ッ トワー ク」への転換 が起 ころ うとして い

ることが及ぼすマイ クロコズムの社会的影響 は、実 は極 めて広 くかっ深いはずなのであ る。

(2)テ レビの没落

アメ リカにテ レビが登場 した当初 は、ア メ リカ人が平均 して一 日六時 間 もテ レビを見 る

よ うにな るとは誰 も予測で きなか った。 しか し、今 日で は、 テ レビはアメ リカの98%の 世

帯 に普及 し、国民的 な経験 と意識の統合基盤 とな るにいた った。 メデ ィアと しての テ レビ

は、次 のようない くっ かの特性 を もって いる。第一に、テ レビは トップダウ ン型 のメデ ィ
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アで あ って、端末受像機 には"知 性"つ ま り情報処理能力がない。第二 に、 テ レビはアナ

ログ型の メデ ィアで あって、受 けた信号 をそのまま表示す る。 したが って、元が歪めば結

果 も歪んで しまわ ざるをえず、テ レビの画像 は気象 の影響を受 けやす く、操作や貯蔵には

不便であ る。第三に、テ レビは本質的 に全体主義 的、侵略的で大衆に迎合す るメディアで

ある。テ レビにあ っては、その圧倒的普及力 と引 き換 えに、個性 と創 造性が犠牲 にされて

い る。

ところが、 テ レビが普及 してい く間に、 テ レビとVCRを 時代遅れ にす る技術 もまた次

第 に開発 されてい った。1948年 には トラ ンジスタが発明 され、画像表示機能以外で は真空

管 にとって代 わ るよ うにな った。1958年 に は集積 回路が発明され、多数の トランジスタを

集積す ることによって、端末 に知性 を与え ることが可能 にな った。 とりわけ、端末が画像

処理能力を もて るようにな った。1970年 代の終 わ りには光 ファイバーが導入 されて、信号

の伝送帯域が一気 に拡大 した。 さ らに1980年 代以 降には、デ ィジタル化技術が普及 しは じ

めた。 こうした技術開発 の結果、テ レビを超え る新 しいメデ ィアで あるテ レコンピュータ

(テ レピュ一夕)の 出現 が可能 にな った。 テ レビュータは高度の情報処理能 力を もち、 し

か も個人利用 が可能 な ものであ る。

それが及 ぼす社会 的影響 は、極 めて広 い。例 えば、教育の世界には、最善の教師の授業

が どこでで も聞け るホーム ・スクー リング方式 が導入 された り、社会生活の規律の学習は、

親や コ ミュニテ ィが運営す るマイクロ ・スクールで行 われた りす るようになるだろ う。 こ

れ は、既存の教育 システムに強力な競争が導入 され ることを意 味す る。また娯楽の世界で

は、無数の ス トックか らの 自由な番組の選択や視聴者の多様な要求 に応 じて制作 され た個

別 のプログラムを送信す ることが可能 にな って くる。同時に、個々のプログラムの価格 は

ご く安 くな り、 その市場 は世界に広が るだろ う。

ア メ リカにはテ レピュ一 夕を作 る技術が既 にあるの に、その ことに気づいていない こと

が大 きな問題で あ った。 ア ップル社 のスカ リー会長 は、1991年 初頭に東京で開かれたマ ッ

クワール ド・エ クスポで、放送、ケーブルに続 く第三 のテ レビ ・パ ラダイム(P3TV)の コ

ンセ プ トを発表 した。 それ は、 スケー ラブルでイ ンターアクティブでパ ーソナルなテ レビ

で あ り、 これ こそ、テ レピュ一夕その ものなのだが、そのときはまだ誰 もそれを作 ろうと

して いなか った とい う。 ア ップル とIBMが 合弁で設立 したマルチメディア会社のKaleida

社 は、 もっぱ ら企業を対象 とす る ビジネ スばか り考えていて、それ は、Ampex社 が30年 前

にVCRで 犯 したの と同 じ過 ちで あるとい う。
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(3)ヨ ー ロッパ諸 国の失敗

一方
、 ヨー ロッパ は 自前の コ ンピュータ産業 を持 たず、わず かに保護主義 を頼 って、 日

本の家電 と対等 に戦 って いるという自己欺 購を して いるにす ぎない。 また家電 型の産業を

もっ 日本 は、アナ ログに強 い ものの、それ らの機 器 は相互閉鎖的であ って、未来の大 きな

発展 の可能性を欠いてい る。ギ ルダー は、"米 国の挑戦"を 誤 って理解 して しま ったフラ

ンスのセルバ ン=シ ュ レベールの産業政策論を厳 しく批 判す る。 ヨー ロッパ諸国 の政府 は、

誤 った見方 に立脚 した処方箋 を採用 して しまったとい うのである。

ヨー ロ ッパ諸国の政府 は、多 国籍 カルテルが主導す る一連の大 プロジェク トを発足 させ

て、新技術を開発 しよ うと した。ユー レカやエスプ リ、 プ レステル、 テ レテキ ス ト、 イン

フォマテ ィ ック、ア ンテ ィオ ープ、エアバ ス産 業、アルベ イ等の政府主導型の プロ ジェク

トは、"米 国の挑戦"に 対抗 しようとす るヨー ロ ッパ の挑戦であ った。 ヨーロ ッパ諸国 は、

これ らの プロジェク トを、巨大 コンピュー タと巨大組織で管理 しようと したが、 これは無

残な見込 み違 いに終わ った。

セルバ ン=シ ュレベ ールの産業政策 によ って、 ヨー ロッ パの技術 はい ろいろな略号か ら

なるアル ファベ ッ トのスープに浸 され る一方、 ヨー ロッパの企業家 たちは、サ ボター ジュ

す る労働者を解雇 した り、陳腐化 した工場 を閉鎖 す る権利を認めて もらうべ く、官僚や労

働組合の幹部 と折衝 しなけれ ばな らな くな った。彼 の意見 を取 り入れた ヨー ロッパ諸国 は、

マ クロコズ ム的な制度 や技術 を残 した まま、マイ クロコズムへの突入を試 みなければな ら

な くな り、第二次世界大戦後、最悪の不況 に陥 った。 この間 ヨーロ ッパ は、国家 の産業政

策が 目標 とした情報技術それ 自身 にお いて、大 きな遅れを とって しまったのだ。

(4)世 界 を指 向す るアメ リカ

これ に対 し、ア メ リカは、1970年 代後半以来、規 制緩和、減税 、投資 自由化 などを柱 と

す る、新 しい産業政策 を採用 した。その結 果、失 業が増加す るとの予想 に反 して 、1500万

人の新 しい雇用が創出 され、1988年 には成年人 口の67%が 労働力化す るとい う記録(ヨ ー

ロ ッパで は58%)が 達成 された。 アメ リカの会社 は、世界 の コンピュー タ市場 において70

%の シェアを 占め、 しか もさまざまな面で技術的 な リー ドを広 げている。技術進歩の加速

と共 に、 コ ンピュータ産業の付加価値 は、ハ ー ドウェアか ら、それを うま く使 うための ソ

フ トウェアに、急速 に シフ トして きてい る。 ソフ トウェアは、主 と して 、最低 限の資本 し
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か もたないで働 く一人 また は小 さなチームによって作 られてい る。1975年 か ら85年 の10年

間に、 アメ リカ全土 で1万4,000社 もの新 しいソフ トウエア会社 が設立 され、世界の ソフ

トウエア市場 に占め るアメ リカの シェアは、三分の二以下か ら四分の三 まで に増加 した。

1985年 以来、アメ リカの ソフ トウェア生産の伸 び率 は、 日本 のそれを上回 って いる。 コン

ピュー タ産業全体 の売上に 占めるソフ トウェアの比率 は、ア メ リカが 日本よ り4倍 も高 い。

1980年 代 に、ア メ リカの競争 力は国家主義的な恐怖 や迷信や国家中心の産業計画を無視

したおかげで増大 した。 アメ リカは、地球規模のマイ クロ コズ ムに適合 した戦略を追求 し

ていた。ア メ リカの企業家た ちは、 自分 たちのシステムや ソフ トウェアを具体化 して くれ

る諸部 品の最善の供給者 を、地球の隅々まで探 し求め ることによ って、アメ リカを コンピ

ュー タ産業の中心 と し、また、世界経済 の成長 の主 たる源泉 に したのだ、 と。っ まり、ギ

ル ダーに言わせれ ば、 コンピュータ産業 の成熟論 は、お よそ誤 って いるとい う。

アメ リカの コンピュータ産業の成長 は減速 していない し、その技術 も"成 熟"(っ ま り

硬直化)し て はいない。大企 業が その地歩を固めて いるということもない 一 新 たに参入

した会社がその規模 を大 き くして いるとい うことはあるが。 一 コンピュー タの進歩のペ

ースは、 まさにい ま、思 い切 り加速 されよ うと しているところなのだ。 また、批評家たち

の分析 とは逆 に、 この産業 はまだ資本集約的にな ってはいない。 コンピュー タ産業の参入

コス トはます ます小 さ くな ってお り、力 は大企業か ら個人の設計者や起業家 に移 ってい る

のである。

結局、ギルダーは次のよ うに結論す る。 「アメ リカの経済学者が競争 力の衰退につ いて

泣 き言 をいっていた間 に、われわれ は競争の第一局面で勝利 したのだ。将来何が起 きよ う

と、 この成功の教訓 に学ぶべ きで あって、衰退論 に気 を病むあま りに この教訓 を忘れて し

ま って はな らない。 われわれが勝利 したのは、その力を数千の起業家の間に分散 したか ら

で あ って、 コングロマ リッ トや官僚機構に集中 したか らで はない。成長機会 を逃 さなか っ

たか らであ って、貿易黒字を出そ うと したか らではない。勝利 は、一度 にすべての ことを

しよ うと しなか ったか らこそ、また国際分業 を恐れなか ったか らこそ得 られたのであ る。

われわれは一国の産 業政策 よりも世界を指 向 して きたのだ。 … ヨーロ ッパ人 たちが資

本 と専門家を糾合す る国家の能 力にます ます大 き く依存 して いた間に、世界の力のバ ラン

スは個人に とって有利 な方向へ と大 きく動いた。世 界の産業組織は新技術の性質に従 って

形作 られてい くのであ る。」

マイ クロコズムの新技術 は 一 人工知能であれ、 シ リコンコ ンパイラであれ、並列処 理
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であれ 一 すべて起業家や小企業に有利に働 く。これら三つの技術はすべて、起業家が知

識の力を利用 して資本を節約 し効率を高めるのを可能にする。彼 らが、砂[シ リコン]と

アイデアを混ぜ合わせて、世界中の人々にとっての新 しい富と力を生みだす ことを可能に

す るのである。

(5)デ ィジタル革命

1992年 になると、世界 中で何千 もの起業家 たちが、ギルダーのい うテ レビュー タに参入

し始 めた。SiggraphやComdexで は新 しいスマー トテ レビの提案が数多 くな され るようにな

った。そ こにみ られ る大 きな特徴 はなん とい って も 「デ ィジタル革命」 とで もいうべ き状

況で ある。 アナ ログで は、 テ レビ、 ビデオ、 レーザーデ ィスク、 ウォークマ ン、 ビデオカ

メラ、ニ ンテ ン ドーのゲーム ・ボ ックス等に見 られ るよ うに、 日本が依然 と して圧倒的な

強さを誇 ってい る。 しか し、アナ ログ機器の相互接続 には複雑な コンバ ータが必要なため、

機器 は単品 として生産 ・販売 され使用 されがちで ある。 これに対 し、 ディジタルデータで

は、 同質の信号が送 られ るために、信号の貯蔵、圧縮、訂正、編集、操作が容易 なばか り

か、相互接続 も容易であ る。っ まり、デ ィジタルだ と、 コ ミュニケー ションがよ り容易 に

な るのだ。例えば、ディジタル ・テ レビは、画像 その ものではな く、画像 に関す る情報 を

送 る。それを受 け取 って イメー ジ化す るのが、テ レピュ一夕なのだ。 ここで は、画像の解

像度な どは、第二義的な問題にす ぎない。解像度 は、画面 の大 きさに合わせて 自由に変 え

られ る、っ まりスケーラブルなのであ る。受 けた信号の貯 蔵や変更 も自由で、双方 向通信

も容易にで きる。 また、信号の圧縮送信や貯蔵 もできるので、回線の帯域 に も縛 られない。

もちろん、光フ ァイバーは、事実上無限の帯域を もって いるのだが、 コンピュータ 自体や

その外部記憶装置 はそ うはいかない。そ こで、圧縮が重要 にな る。恐 らく、1990年 代のデ

ィジタル ・テ レビの鍵は、圧縮技術 になるだろ う。 この圧縮技術 は、現在アメ リカで急速

に進歩 してお り、 これがアメ リカの強み にな って いる。 しか も、アメ リカの場合、一般人

の コンピュータの普及や利用で は、世界一である。 また、1980年 代 にはアメ リカの コンピ

ュータ科学者 は年 々43%ず っ増加 した。今 日のアメ リカは、テ レビの コンピュータ化 を可

能 にす る標準を確立す ることによって、 コンピュータ分野での 自国の優位を活用す る絶好

の機会 に直面 してい るといえよ う。

結局、今 日のア メ リカの進路 は、openinteractivesystemに 立脚す るパー ソナル ・コ

ンピューテ ィング路線 をとるか、それ とも、すべての イ ンテ リジェ ンスは工場で供給 され
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るよ うなproprietarysystemsを 前提 とす る情報家電(consumerelectronics)で い くか

のいずれ かなのだが、選択すべ きなの は明 らかに前者である。なぜ な らば、それによって

のみ、アメ リカが もってい る何千 ・何万の ソフ ト技術者や、周辺機 器製造者の力が結集で

きるか らで あ る。 ディジタル ・テ レビこそが、ア メ リカの もつ技術、労働力、企業でやれ

ることだ し、個人主義 と自由 ・民主主義の アメ リカの文化に も合致 した方 向なのだ。それ

はまた、大規模 システムの集 中型か ら分散型 に向か う傾 向にも合致 して いる。

そ してア メ リカ は、未来 に向か って さらなる前進を開始 したよ うで ある。第一 に、ディ

ジタル ・テ レビへの未来 ビジ ョンが 出て きた。す なわち、米国連邦通信委員会(FCC)

はAlfredJ.Sikes委 員長の下 で、 デ ィジタル ・テ レビに賭 けることに して、まず6メ ガ

ヘ ルツの 自由な帯域を新技術テ レビのために確保 して、新 しい提案を待 った。 ところが、

出 され た提案 は、 日本のハ イ ビジ ョンとは互換性 のないアナログ型ばか りだ った。 しか し、

締切 り期限(91年6月1日)ぎ りぎりにな って、GeneralInstrumentsCorporationか ら、

完全 デ ィジタルの テ レビ(DigiCipher)の 提案 が入 った。それに力を得 たSikesは 、期限

を延長 し、再提案 を待 った ところ、その後 の16ヵ 月 に五つの提案があ り、その うちの四つ

がアメ リカか らで、 これ らはすべてデ ィジタルだ った。残 る一つが 日本 か らで、 これ は依

然 と して アナログだ った。 いずれ にせ よ、 これでア メ リカは、ディジタル ・テ レビに向か
/

うきっかけを掴ん だのであ る。

第二 に、廉価 なマルチ メデ ィア ・コ ンピュー タの製作 に本腰が入 りだ した。すなわち、

コモ ドール、 ア ップル、 シ リコン ・グラフィ ックスの各社が、一台1万 ドル以下の機種を

発売 したが、 これ らは数年前 の5万 ドルの グラフィ ックWSに 匹敵す る性能を もっている。

しか も、その価格 は、数年で1000ド ル にな るだ ろ う。

第三 に、廉 価なデ ィジタル ・テ レビ用光 ファイバ ー回線の開発が始 ま った。っいに1992

年、連邦通 信委員会 は電話会社 とケーブルテ レビ会社の相互参入を認 めることとなった。

恐 らくその究極の形 は、交換機能付 き(switched)光 フ ァイバ ー ・ネ ッ トワークであ り、

これで、テ レビ放送の完全 な個別化が可能 になる と思われる。

(6)ハ イパ ーネ ッ トワークの構築

こ うして、 アメ リカの半導体産 業の復活 の原動 力 となったの は、 まさに起業家精神の発

露 と しての中小企業の新規参入であ り、 また開放 的な企業文化や大学 の研究 システムだ っ

た。す なわ ち、21世 紀の産業社会にあ って は、技術 は、20世 紀の産業社会 に見 られたよう
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な、"カ ンパニ ー ・スペ シフィ ック"な もの、会社の外で は通用 しない もの、 あるいはっ

ぶ しが きか な くなるような もので はな くなる
。む しろ、新 しい技術 は、会社の境界を超 え

て、関心を共通 にす る多 くの人 々の間に通 有 されて
、いわば"ネ ッ トワー ク ・スペ シフィ

ッグ な技術 とな り、 その中での情報交流 を通 じて、 さらに高い創造 の段階へ と飛躍 して

い くので あ る。 ネ ッ トワークでの情報 ・知識の通有 と
、その中での人 々の切磋琢磨を通 じ

て進行す るその高度 化 こそが、"ハ イパ ーネ ッ トワー ク"の 本質 にほかな らな いだろ う
。

問題 は、マイ クロコズムの新法則 が作用 し始めたか らといって、古 い システムが必ず し

もただちに破壊 されて しまうとは限 らない ところにある。ギルダーは、 それ に関す る警告

と して、次の二つの言葉を引用 して いる。

その一つ はマキアベ リのr君 主論』か らの引用であ る
。

「新 たな制度 の創 出ほど、その計画が困難 で、その成功が疑わ しく、その管理が危 険な も

のはない ことは、肝 に銘 じておかねばな らない
。 なぜ な らば、その提唱者 は、 旧い制度の

存続 によって利益を得てい る者のすべてを敵 に回す一方、新 しい制度 によ って得 をす る人

々 は、中途半端 な支援 しか して くれないか らであ る
。 」

いま一つ は、 ピーター ・ドラ ッカーの言 葉であ る
。

「新 たな システムは、既成 の システムよ りも十倍 は良 い ものでないか ぎり
、 それに とって

代わ ることはで きない。 そ うでない限 り、既成 の システムは、新 たな コンセ プ トを排除す

るに十分なだけの、資金力、慣性、専 門知識、法的な力、資本設備、確固た る基盤、およ

び満足 した顧客 を持 って いるだろ う。 」
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